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面積（㎡） 主要施設

60,890
多目的広場、エントランス広場、草地広場（国営分）、
噴水、ヘリポート１箇所、駐機場7箇所

6,110 体験学習施設、物販施設、屋上庭園

※なお、体験学習施設の展示内容を更新する必要が生じた場合、工事等により本部棟内の
施設が一時使用できなくなることもある。

※本部棟の面積は建築面積

主要公園施設一覧

名称

本部棟

園地

別紙１
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名称 面積（㎡） 主要施設

本部棟 354.00 防災体験ゾーン（エレベーターホール）１階

（公園施設） 256.20 防災体験ゾーン（避難場所・避難所）１階

553.60 防災体験ゾーン（再現被災市街地）１階

178.90 エントランスホール　１階

179.90 公園事務室　１階

99.60 防災学習ゾーン（首都直下地震特設コーナー）２階

307.70 防災学習ゾーン（災害とくらしの学習コーナー、PCコーナー、自助体験コーナー）２階

66.22 防災学習ゾーン（映像ホール）２階

63.91 防災学習ゾーン（レクチャールーム１）２階

66.22 防災学習ゾーン（レクチャールーム２）２階

78.32 防災学習ゾーン（レクチャールーム３）２階

1989.00 屋上庭園

主要建築物一覧
別紙２
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収益施設一覧 

公園施設の名称 許可面積（予定）（㎡） 

自動販売機 

① がん研有明病院門扉東側 １．０４ 

② 本部棟東側水飲み脇 ２．５２ 

③ 本部棟メインエレベーター前 １．４６ 

④ 有明口前 １．４６ 

バーベキューガーデン ５２．９５ 

飲食・物販施設 ２０．５１ 
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１．運営維持管理基本方針の目的・位置づけ                  

 

１．１ 公園建設の基本理念及び基本方針 

東京臨海広域防災公園は、都市再生プロジェクト（平成１３年５月８日閣議決定）の一環

として、平成１６年１月に決定された『東京湾臨海部基幹的広域防災拠点整備基本計画』に

基づき、江東区有明２丁目及び３丁目（有明の丘地区）において整備した総面積 13.2ha（国

営公園 6.7ha、都立公園 6.5ha）の広域防災公園である。 

また、川崎市東扇島地区には発災時における物流のコントロールセンターが平成２０年

４月に整備され、両地区で機能を分担しつつ連携して大規模災害に対処する事としている。 

 

【国営東京臨海広域防災公園建設の基本理念】 

 東京臨海広域防災公園は、首都圏で大規模な地震災害等が発生したときに公園全体が

広域的な指令機能を受け持つヘッドクォーターとなり、平常時には防災に関する学習・訓

練・情報発信などの拠点として機能する基幹的な広域防災拠点である。 

事業化にあたり、わが国初の国営防災公園事業「国営東京臨海広域防災公園」として、

都立公園と一体的に整備を行った。 

 

国営東京臨海広域防災公園のこれまでの主な経緯 

 年 月 日 項   目 

平成13年 6月 都市再生プロジェクト第一次決定 

平成14年 7月 第５回首都圏広域防災拠点整備協議会 

具体的な整備箇所及び整備手法（都市公園事業）を決定 

平成14年12月 事業化 

平成15年11月 都市計画決定 

平成16年 2月 都市計画事業承認 

平成20年 6月 基幹的広域防災拠点機能の一部供用開始 

平成22年 7月 国営東京臨海広域防災公園全面開園 

 

【国営東京臨海広域防災公園建設の基本方針】 

１．基本的事項 

１）発災時には首都圏広域防災のヘッドクォーターである有明の丘地区の中核施設とし

て、また、平常時には防災に関する体験・学習・情報発信の拠点として、 

・ 災害に即応できる国及び各自治体等の合同現地対策本部用施設 

・ 災害に対応できる知・技・心の習得の場としての屋内体験施設 

の整備を行い、体験、情報発信、防災施設の機能を果たす。 
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２）平常時においては各種防災訓練等の場や来園者の憩いの場として、また、発災時には

支援部隊等のベースキャンプや災害時医療支援等の場として活用できるよう園地の

整備を行う。 

３）高齢化・福祉社会への対応並びに発災時のスムーズな活動を支援することを目的と

してバリアフリーに対応した整備を行う。 

４）公園施設については都市公園法に準拠する｡ 

 

１．２ 運営維持管理基本方針の策定の背景・目的 

国営東京臨海広域防災公園は、東京都江東区有明２丁目及び３丁目（有明の丘地区）に

位置する総面積 6.7ha（都立公園 6.5ha と合わせると 13.2ha）の公園であり、令和元年度

には約 29.7 万人が来館している。（新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度

は約 6.4 万人、令和３年度は約 6.9 万人の来館） 

国営東京臨海広域防災公園では、都市再生プロジェクト第一次決定及び平成 21 年に公

表した「整備プログラム」に基づき整備を行い、平成 22 年 7 月に全面開園した後、平成

25 年 3 月（令和 3 年 6 月改定）に公表した「管理運営プログラム」に基づき、現在まで

維持管理を行っているところである。 

なお、国営公園は、公共サービス改革基本方針（令和 3年 7 月 9 日閣議決定）により、

法の対策から外れることになったものの、これらのスキームを活用し、総合評価方式一般

競争入札として継続実施するため、事業者に対し、維持管理業務にあたっての基本的な考

え方を示す必要が生じている。 

以上のような背景を踏まえ、「運営維持管理基本方針」を策定した。 

 

１．３ 運営維持管理基本方針の位置づけ 

この運営維持管理基本方針は、わが国初の国営防災公園である国営東京臨海広域防災

公園が、その使命や役割を担うための運営維持管理のあり方を示したものである。 

 

１．４ 運営維持管理基本方針の対象 

基本方針は、既に供用している全園を対象としたものである。 
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２．運営維持管理の基本方針                       

 

２．１ 国営東京臨海広域防災公園の公園づくりの基本理念 

国営東京臨海広域防災公園では、これまで、上述した基本理念・基本方針に基づく公園

づくりを進めてきた。今後は、社会情勢の変化などを背景として運営維持管理を進めてい

くこととなるが、基本理念・基本方針については共通した考え方として今後 4 年間も継

承していく。 

 

２．２ 今後の運営維持管理の基本方針 

国営東京臨海広域防災公園は、わが国初の基幹的広域防災拠点である国営公園として

の設置趣旨を踏まえ、常に災害発生時に万全の備えを行いつつ、臨海副都心の立地等を活

かしてできるだけ多くの方に利用していただけるような公園となることが求められてい

る。 

また、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災の教訓を踏まえ、より一層、平時

から災害に対する備えを充実させるとともに、関係機関による防災に関する各種訓練の

場の提供、防災教育、情報発信等により国民の防災力向上を推進していく必要がある。 

そのため、今後の国営東京臨海広域防災公園における運営維持管理の基本的な方針と

して、以下に示す３つの基本方針を設定した。 
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基本方針１）基幹的広域防災拠点としての機能を確保する。 

・ 地震災害等の発生時に各機関が円滑な災害対策活動が行えるよう、引き続き関係機

関との綿密な連携調整を行います。 

・ 各種防災訓練の場として、積極的に活用して頂けるよう引き続き連絡調整を行いま

す。 

 

[これまでの主な実績] 

・関東各地の災害派遣医療チーム（DMAT）の集結、自衛隊機による静岡までの移送を目

的とした連携訓練の実施 

・東京消防庁他９県消防隊による消防ヘリ空中消火装置への消火用水補給を目的とし

た訓練及び緊急消防援助隊による大規模災害を想定した野営訓練の実施 

・災害発生時の機器操作の技能向上を目的とした防災に関わる電気通信機器操作訓練 

・内閣府による緊急現地対策本部設置を目的としたロールプレイング訓練を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【政府総合防災訓練】 【緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練】 

【江東区三署パートナーシップ合同訓練】 【政府総合図上訓練】 
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基本方針２）国民の防災力向上を見据えた施設運営を充実させる。 

・ 防災体験学習施設（そなエリア東京）としての更なる活用推進のため、 来館者が災

害を自分事として考えるようなコンテンツの工夫、学びの持ち帰り機能の追加など、

学習コンテンツの充実、更新により、防災学習効果の向上を図ります。 

・ 民間事業者とも連携することで、魅力的な展示、イベント等を展開するとともに、

効率的な施設運営を図ります。 

・ 国内、 海外からの来館に関わらず、パネル等の多言語化を図るなどユニバーサル

デザインを推進するとともに、きめ細かく丁寧な説明を心がけ、多様な来館者に理

解してもらう取り組みを進めます。 
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[これまでの主な実績] 

・家族連れ、企業研修、小・中・高校の社会科見学等で利用されており、首都直下地震

の発災から避難までの流れを体験する施設の案内、サポートを実施 

・防災のカードゲームやスゴロクゲームを通して、防災知識を習得できるコーナーの設

置 

・ゲーム感覚あふれるプログラムにより、「消火」「救出」「救護」など防災の知恵や技

を楽しく学ぶイベントの実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

【防災体験学習施設】 

【防災学習ゲーム】 

【最近の防災に関するパネル展示】 【屋外も活用した防災イベント】 
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基本方針３）地域や関係機関との連携による円滑な管理運営を行う。 

・ 隣接する都立公園と一体となった管理運営を行います。 

・ ボランティアとの協働による公園管理を進めます。 

・ 地域住民や近隣施設との連携による行催事を積極的に実施し、地域と一体となった

施設となるような取り組みを強化します。 

 

[これまでの主な実績] 

・ 国営公園と都立公園にまたがり地域のにぎわいを創出する大型イベントの実施 

・ 公園内花壇等の手入れ・花緑ワークショップなどを実施する「ガーデンクラ

ブ」、防災体験学習施設の案内、ガイドツアーやワークショップ補助などを実施

する「そなエリアクラブ」など、ボランティアとの協働による公園管理 

・ 地元消防署等により火災予防や防災の意識向上目的のため、車両展示やＡＥＤ取

扱説明講習を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

【地元消防署による車両展示体験】 【災害救護・応急手当普及講習会】 

ガーデンクラブ そなエリアクラブ 

【ボランティアとの協働による公園管理】 
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第１章 総則 

第 1条 目的 

東京臨海広域防災公園（以下「本公園」という。）は、首都直下地震等の大規模な災害発生時に、現

地における被災情報のとりまとめや災害応急対策の調整を行う「緊急災害現地対策本部」等が置かれる

首都圏広域防災のヘッドクォーター及び広域支援部隊のコアベースキャンプ、災害医療の支援基地とし

て、東扇島地区（川崎市）の物流コントロールセンターと一体的に機能する基幹的広域防災拠点であり、

平成 13年の都市再生プロジェクト第一次決定を経て事業化された。 

その後、首都圏広域防災拠点整備協議会における検討や都市公園法施行令の一部改正を経て、平成 15

年に都市計画決定された、わが国で初めての国営防災公園事業である。 

事業に当たっては、平常時の活用も考慮して、都市公園事業により国土交通省と東京都が役割分担を

行い整備することとされ、平常時には関係機関が連携して防災に関する情報交換や各種シミュレーショ

ン・訓練等、発災時に備えた活動を行う場、広く国民がさまざまな体験・学習・訓練を通じて、防災へ

の関心を高め、実際に災害に対応できる知識や知恵、技術、自助・共助の心を習得する場、臨海副都心

の都市集積・集客性を生かした魅力ある空間とするものである。 

国営公園は平成22年７月に開園し、供用面積は6.7haで、隣接する都立公園6.5haと合わせると13.2ha

である。 

 

東京臨海広域防災公園の機能(首都圏広域防災拠点整備協議会決定事項) 

【発災時の機能】 

●首都圏広域防災のヘッドクォーター 

国、地方公共団体等の緊急災害現地対策本部を設置し、被災時の情報収集・集約、国、被災都

県市、指定公共機関等関係機関との連絡調整、応急復旧活動の指揮を行う等の本部機能 

●広域支援部隊のコアベースキャンプ 

広域支援を行う自衛隊、消防、警察の統制所として緊急災害現地対策本部と連携を密にとるた

めの広域支援部隊等コア部隊のベースキャンプ 

●災害医療の支援基地 

救助活動と医療活動の適切な連携のための情報共有化、トリアージの実施のための資機材・設

備の提供等、災害時医療支援体制の支援機能 

 

【平常時の機能】 

１．平常時から活用される防災拠点機能 

●発災時の機能発揮に備えた平常時運用 

東京臨海広域防災公園が首都圏広域防災のヘッドクォーター等としての機能を円滑に発揮す

るためには､発災時に備えた施設の運用等を平常時から行う必要がある。そのため、本部機能を

果たす施設やオープンスペースを平常時から活用し、関係機関が連携して防災に関する情報交換

や各種シミュレーション・訓練等、発災時に備えた活動を行う。 

●災害に対応できる知・技・心の習得 

臨海副都心に位置する大規模なオープンスペースという立地条件を生かし、広く国民がさまざ

まな体験・学習・訓練を通じて、防災への関心を高め、実際に災害に対応できる知識や知恵、技

術、自助・共助の心を習得する場とする。 
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２．臨海副都心におけるアメニティ拠点機能（屋外空間） 

人々の魅力的な憩いの場となるよう、東京湾臨海部の緑の拠点として機能しながら、臨海副都心

の都市集積・集客性を生かした魅力ある空間として整備を行う。 

 

 

本公園では、以上を踏まえ、運営維持管理の基本的な考え方として、以下の３つの基本方針を設定

している。 

基本方針１）基幹的広域防災拠点としての機能を確保する。 

基本方針２）国民の防災力向上を見据えた施設運営を充実させる。 

基本方針３）地域や関係機関との連携による円滑な管理運営を行う。 

公園内にある有明の丘基幹的広域防災拠点施設（以下、「本部棟」という。）は、「防災施設エリア」、

「公園施設エリア」並びに「共用エリア」、「設備機械エリア」により構成される施設である。 

防災施設エリアは首都直下の地震等災害の発生により、災害対策基本法に基づき、緊急災害現地対策

本部が設置され、国の災害応急対策拠点となる施設である。 

公園施設エリアは平常時において体験学習施設を通じて防災知識の普及を図る場として活用されて

いる。 

本業務は､本公園において､国の組織である国土交通省関東地方整備局国営昭和記念公園事務所（以下

「国事務所」という。）との調整の下で、上記公園の設置目的を踏まえた役割を果たすため、利用者サ

ービスや利用指導を図るとともに、公園の質的水準を維持、向上させ、本公園全般にわたり、公園資産

を保全、増進させることを目的とする。 

 

第２条 適用及び用語の定義 

本仕様書は、R5-9 国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務のうち、「本業務全体のマネジメント

及び企画立案業務」、「施設・設備維持管理業務」及び「植物管理業務」（以下「本業務」という。）に適

用する。なお、本仕様書に用いる用語の定義は、次の各号に掲げるとおりである。 

１．「関東地方整備局」とは、国営公園の管理主体者であり、本業務の発注者のことをいう。 

２．「調査職員」とは、契約図書に定められた範囲内において、事業者又は事業者の指定する職員に

対する指示、承諾又は協議等の職務を行う発注者の指定する職員で、総括調査員、主任調査員及

び調査員を総称していう。 

３．「検査担当者」とは、事業者の指定する本業務に関する作業完了の確認を行う職員をいう。 

４．「事業者」とは、本公園の運営維持管理者として、本業務を受注した者のこと。 

５.「公園利用者」とは、本公園を利用する者のこと。 

６.「年度」とは、４月１日から翌年３月 31日までをいう。 

７.「自主事業」とは、公園の利便性や魅力をより一層高めるため、関東地方整備局と事前に協議し、

都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号）第 12 条及び第５条又は第６条に基づく許可を得た上で、

実施する事業のこと。 

８．「収益施設」とは、公園利用者サービスの向上を図るため、事業者が独立採算により運営管理を

行う施設であり、その使用に当たっては、都市公園法施行令（昭和 31年政令第 290号）第 20条

に基づき、施設使用料又は建物使用料及び土地使用料を納めることが必要となる場合がある。 
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９．「施設等運営者」とは、収益施設の管理運営及び自主事業に関する許可を受けた事業者のこと。 

10．「利用料金」とは、収益施設等の使用やそれに伴うサービスの対価として、収益施設等を利用す

る者から徴収する料金のこと。 

11．「施設使用料」とは、都市公園法施行令（昭和 31 年政令第 290 号）第 20 条に基づき、施設等運

営者が関東地方整備局に納める公園の土地又は建物の使用に係る料金のこと。 

12．「建物使用料及び土地使用料」とは、本公園の土地又は建物を使用して臨時的な飲食・物販施設

等を設置する場合に、「行政財産を使用又は収益させる場合の取り扱いの基準について」（昭和 33

年蔵管第１号）に基づき関東地方整備局から金額を通知し、事業者が関東地方整備局に納める料

金のこと。 

13．「業務責任者」とは、本仕様書の第 14条に示す業務内容である本業務全体のマネジメント及び企

画立案、施設・設備維持管理、植物管理の個々の業務遂行を監理する者のこと。 

14．「総括責任者」とは、本業務全体を監理するものであり、業務責任者のうち、本業務全体のマネ

ジメント及び企画立案の業務責任者をもってそれにあてること。 

15．「スタッフ」とは、事業者が業務を履行するための職員、アルバイト、その他関係従事者をいう。 

16．「管理物件」とは、別添１「公園平面図」に示す敷地及び附属設備を指す。なお、同敷地内であ

っても、第三者が持込、又は、管理許可を受け、若しくは占用している設備・機器、工作物等に

ついては、その対象から除外する。 

17．「国事務所」とは、国土交通省関東地方整備局国営昭和記念公園事務所のこと。 

18．「管理事務所」とは、別添３「管理事務所図」に示す建築物を指す。 

19．「管理センター」とは、管理事務所を拠点として本業務を遂行する組織のこと。 

20．「修繕」とは、施設の劣化した部分又は部材について、性能又は機能を原状あるいは事実上支障

のない状態まで回復させること。 

21．「改修」とは、性能又は機能を従前より向上させる措置を行うこと。 

22．「保守」とは、機器等の必要とする性能又は機能を維持する目的で行う消耗品又は材料の取り替

え、注油、汚れ等の除去及び部品の調整等の軽微な作業を行うこと。 

23．「点検」とは、施設の機能及び劣化の状態を一つ一つ調べることをいい、機能に異常又は劣化が

ある場合、必要に応じて対応処置を判断する事を含む。 

24．「指示」とは、関東地方整備局又は調査職員が事業者に対し、業務の遂行上必要な事項について

書面をもって示し、実施させることをいう。 

25．「通知」とは、関東地方整備局若しくは調査職員が事業者に対し、又は事業者が関東地方整備局

若しくは調査職員に対し、業務に関する事項について、書面をもって知らせることをいう。 

26．「報告」とは、事業者が調査職員に対し、業務の遂行に係わる事項について、書面をもって知ら

せることをいう。 

27．「承諾」とは、事業者が調査職員に対し、書面で申し出た業務の遂行上必要な事項について、調

査職員が書面により業務上の行為に同意することをいう。 

28．「協議」とは、書面により契約図書の協議事項について、関東地方整備局又は調査職員と事業者

が対等の立場で合議することをいう。 

29．「提出」とは、事業者が調査職員に対し、業務に係わる事項について書面又はその他の資料を説

明し、差し出すことをいう。 
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30．「書面」とは、定められた様式または調査職員が指示する様式による、手書き、印刷等の伝達物

をいい、発行年月日を記録し、記名（署名または押印を含む）したものを有効とする。なお、情

報共有システム等の活用も可とする。 

31．「検査」とは、既済検査あるいは完了検査のことをいう。 

32．「勧告」とは、関東地方整備局長が事業者に対し、業務等に関する事項について、書面をもって、

改善等の行動をとるように説きすすめることをいう。 

33．「命令」とは、関東地方整備局長が事業者に対し、業務等に関する事項について、書面をもって、

改善等の一定の義務を課する具体的な処分をいう。 

 

第３条 総則 

１．本仕様書は、本業務を遂行するために必要な事項を定め、もって本公園の適正な運営維持管理を

期するものである。 

２．本業務の実施は、R5-9国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務契約書（以下「契約書」とい

う。）によるほか、本仕様書によるものとする。 

 

第４条 準拠規定 

本業務の遂行に当たっては、次の各号に掲げる基準等に準拠する。 

１．都市計画法 

２．都市公園法 

３．道路交通法 

４．景観法、屋外広告物条例 

５．建築物における衛生的環境の確保に関する法律、建築物環境衛生管理基準（厚生労働省） 

６．消防法（消防庁） 

７．建築基準法 

８．労働基準法、労働安全衛生法 

９．下水道法 

10．水道法 

11．水質汚濁防止法 

12．浄化槽法 

13．食品衛生法 

14．廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

15．大気汚染防止法 

16．騒音規制法 

17．振動規制法 

18．個人情報の保護に関する法律 

19．高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律 

20．高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

21．電気事業法及びこれに基づく政令等 

22．電気設備に関する技術基準を定める省令 
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23．熱供給規定・熱供給規定実施細則（東京臨海熱供給株式会社） 

24．熱供給に関する申し合わせ書（国営昭和記念公園事務所・東京臨海熱供給株式会社） 

25．再生水利用事業実施要項（東京都下水道局） 

26．建築物における排水槽等の構造、維持管理等に関する指導要綱（東京都下水道局） 

27．都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（東京都） 

28．建築保全業務共通仕様書 （国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

29．建築保全業務報告書作成の手引き（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

30．公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

31．公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

32．公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編)（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

33．公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

34．公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

35．公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

36．移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準を定める省令 

37．移動等円滑化の促進に関する基本方針（国家公安委員会、総務省、国土交通省） 

38．都市公園の移動等円滑化整備ガイドライン【改訂第２版】（国土交通省） 

39．公園のユニバーサルデザインマニュアル 

（財団法人 都市緑化技術開発機構 公園緑地バリアフリー共同研究会編） 

40．障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

41．国土交通本省委託契約取扱要領（別添２） 

42．特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律 

43．土木工事標準仕様書 

44．土木工事施工管理基準及び規格値（案） 

45．写真管理基準（案） 

46．電気通信設備工事標準仕様書 

47．公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

48．測量・調査・設計業務必携 

49．土木工事必携 

50．土木工事施工管理の手引き 

51．建設業法 

52．建設工事に係る資材の再資源化に関する法律 

53．国有財産法、会計法、会計検査院法、国の債権管理等に関する法律 

54．遺失物法 

55．鉄道事業法 

56．容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律 

57．警備業法 

58．原状回復をめぐるトラブルとガイドライン（再改訂版） 

（国土交通省住宅局住宅総合整備課） 

59．都市公園の樹木の点検・診断に関する指針（案） 
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60．公園施設長寿命化計画策定指針（案）（改訂版） 

その他、関係諸法令等 

 

第５条 事業者の義務 

１．運営維持管理者となる事業者は、本業務について善良なる管理者の注意をもって実施する義務を

負うものとする。 

２．事業者は、本公園の設置の意義を踏まえて、その効用を最大限発揮させるよう、努力しなければ

ならない。 

３．事業者は、本業務全般について計画立案を行い、目標及び業務計画を策定し、その一元的管理方

針の下で、本仕様書第２章に示す多岐にわたる業務を総合的な調整の下、相互連携を保ち、適切

に進捗管理を行いつつ実施しなければならない。 

４．事業者は、本公園の管理について創意工夫のある企画や効率的な運営等により、公園利用者の多

様なニーズに応え、質の高いサービスの提供を図り、効果的・効率的な管理運営を目指さなけれ

ばならない。 

５．事業者は、本業務の実施に当たって、関東地方整備局又は調査職員と常に密接な連絡をとり、本

業務の目的の達成を図るものとし、その実施状況を記録しておくものとする。 

６．事業者は、公園利用者に対する簡易な案内及び緊急の対応等のサービスに努めるものとする。 

７．事業者は、作業中は服装及び言動に注意し、公園利用者に不快感を与えないように留意するもの

とする。 

 

第６条 関東地方整備局と事業者の責任分担 

本公園の運営維持管理業務を実施するに当たり、関東地方整備局と事業者の責任分担を P10「関東地

方整備局と事業者の責任分担一覧」（以下「責任分担一覧」という。）のとおりとする。ただし、「責任

分担一覧」に定める事項に疑義が生じた場合、又は、「責任分担一覧」に定めのない事項については、

関東地方整備局と事業者の間で十分に協議の上、決定するものとする。 
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関東地方整備局と事業者の責任分担一覧 

※事業者の責任分担に係る項目のうち◎の項目については、委託費を充当することはできない。 

※年間修繕費用は、軽微な維持修繕に要した費用の令和１年～令和３年の実績平均と現在の状況を踏

まえた額であり、本業務において事業者によるこれと同程度の修繕を見込んでいる。実績は、別紙

32「建物・工作物に係る修繕履歴（修繕箇所、費用等）」を参照のこと。 

なお、具体的な維持修繕内容は、別紙７「個別仕様書（施設・設備維持管理）」によるものとする。 

項目 

関東地方

整備局 

事業者 

 

 

運営

維持

管理 

収益 

施設 

 内   容    

公園施設の管理 公園施設の管理（都市公園法第 5 条に基づき設置・管理している

施設は除く。） 
 ○  

収益施設の管理 収益施設の管理   ◎ 

物品の管理 
関東地方整備局より提供のあった物品の管理  ○ ◎ 

本業務において取得した物品及び消耗品の管理  ○  

苦情・要望対応 施設管理、運営業務内容に対する住民及び公園利用者からの苦情、

訴訟、要望への対応 
 ○ ◎ 

上記以外の場合 ○   

事故・災害時対応 本仕様書等に記載された業務内容による対応  ○ ◎ 

上記以外の場合 ○   

物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増  ○ ◎ 

 ただし、30/1000 以上の物価変動が見込まれる場合 ○   

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ ◎ 

運営日時の変更 開園日時の変更（事業者による提案）に伴う経費の増減  ○  

 収益施設の運営日時の変更に伴う経費の増減   ◎ 

許認可 都市公園法に基づく許認可 ○   

 公園利用者の受付及び書類交付手続きの補助  ○  

施設・物品等の修

繕 

事業者の責めに帰すべき事由による場合（事業者による管理が不

適切なために修繕が必要になった場合も含む。）（以下この表にお

いて「①」という。） 

 ◎ ◎ 

 修繕にかかる費用が 1 件当たり 100 万円を超えない場合かつ年間

修繕費用 255 万円（税抜き）【令和 6～8 年度】、42.5 万円（税抜

き）【令和 5 年度分】191.2 万円（税抜き）【令和 9 年度分】を超

えない場合（上記①を除く。）。 

 ○  

 収益施設の建物の構造に関わる部分を除く修繕にかかる費用（上

記①を除く。）。 
  ◎ 

 上記３項目以外の場合 

※予算の状況により施設の使用中止又は臨時閉園とする場合に

は、年間業務計画の変更を協議するものとする。 

○   

不可抗力 大規模な自然災害等（災害対策本部運営計画に基づく警戒体制以

上の体制をとるような事態）の不可抗力（以下この表において「②」

という。）により公園施設に著しい損害を受けた場合に、公園を一

時閉園する等して行わなければならない施設、設備等の復旧等 

※上記②により施設の使用中止又は臨時閉園とする場合には、対

応を協議するものとする。 

○   

公園利用者への損

害 

事業者の責めに帰すべき事由により、公園利用者に損害を与えた

場合（事業者の不適切な運営又は、施設管理による公園利用者の

怪我等） 

 ◎ ◎ 

共通仕様書第 33 条の保険の付保及び事故の補償に係る場合  ○ ◎ 

上記２項目以外の場合 ○   

第三者への損害 事業者の責めに帰すべき事由により、第三者に損害を与えた場合  ◎ ◎ 

上記以外の場合 ○   
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※また、施設・物品等の補修費用の経理状況に関する帳簿類は分けて整理し、調査職員からこれらに

関する報告を求められた場合には、速やかに調査職員に報告すること。 

 

第７条 負担の範囲 

１． 関東地方整備局の負担範囲は以下のとおりとする。 

１）事業者の事務室、控室、資機材置場（別添３「管理事務所図」） 

２）１階給湯室（別添３「管理事務所図」） 

３）外線１回線 

４）本業務の実施に必要な電気、水道、地域熱供給冷温水の基本料、使用料の支払い 

（電気、水道の使用料については原則として、収益施設等設置運営業務の実施にかかるものは事

業者負担とする） 

上記以外の提供物品は別紙 20「提供物品一覧表」による。 

 

２．事業者の負担範囲は以下のとおりとする。 

１）制服、名札、軍手、雨具。 

２）事務用品、事務室内ごみ箱、スタッフ行動予定掲示板、事業者名を記載した室名札。 

３）１階パークスタッフ控室内のミニキッチンの給湯関連の備品類。 

４）テレビ、シュレッダー、パソコン、ＦＡＸ、プリンター及びその設置・配線・設定（テレビア

ンテナの接続口、電話回線接続口は事務室内にある。） 

５）パソコンの通信回線の申し込み及び回線使用料の支払い。 

６）固定電話機の増設作業（通信機器の設定を修正する場合は発注者の承諾を得て行う。）。 

７）使用料を徴収した際に使用する紙幣・硬貨集計器。 

８）カメラ。 

９）清掃作業に必要な資機材及び薬剤。 

10）草刈、剪定、ホース、ホースリール等の散水関連資機材等の運営維持管理作業において必要な

用具一式（園地に散水栓は設置されている。）。 

11）油脂、注油等の保守に必要な消耗品又は材料一式。 

12）水景施設の塩素滅菌器用薬剤及び薬剤補充。 

13）救護用救急箱（内容共）及び内容補充。 

14) ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置・管理（一般来園者用エントランスホール１箇所。）。 

15）煙体験に使用する煙発生装置の使用に必要な材料及び材料補充。 

16）ランプ、水道パッキン及び交換。 

17）許可証の発送にかかる発送費。 

18）その他本業務の遂行に必要な機械器具・材料等。 

 

第８条 関東地方整備局長又は調査職員による指示 

関東地方整備局長又は調査職員は、事業者による業務の適切かつ確実な実施を確保するために必要が

あると認めるときは、事業者に対し、必要な措置をとるべきことを指示できるものとする。 
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第９条 契約の解除 

関東地方整備局は、事業者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

１．偽りその他不正の行為により落札者となったとき。 

２．入札参加に要求される資格の要件を満たさなくなったとき。 

３．契約に従って本業務を実施できなかったとき、又は実施できないことが明らかになったとき。 

４．契約において定められた事項について重大な違反があったとき。 

５．繰り返し法令違反を行ったとき。 

６．暴力団員を業務を統括する者又は従業員として雇用していることが明らかになったとき。 

７．暴力団又は暴力団関係者との社会的に非難されるべき関係を有していることが明らかになったと

き。 
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第２章 業務内容 

第１０条 運営維持管理基本方針 

事業者は、国有財産としての適正な管理を保持しつつ、創意工夫やノウハウを積極的に発揮し、別紙

４に記載する運営維持管理の基本方針と、以下の運営維持管理方針を踏まえ、本業務の遂行に努めなけ

ればならない。 

１． 基幹的広域防災拠点としての機能を確保する。 

地震災害等の発生時に各機関が円滑な災害対策活動が行えるよう、引き続き関係機関との綿

密な連携調整を行います。 

各種防災訓練の場として、積極的に活用して頂けるよう引き続き連絡調整を行います。 

２． 国民の防災力向上を見据えた施設運営を充実させる。 

防災体験学習施設（そなエリア東京）としての更なる活用推進のため、来館者が災害を自分

事として考えるようなコンテンツの工夫、学びの持ち帰り機能の追加など、学習コンテンツの

充実、更新により、防災学習効果の向上を図ります。 

民間事業者とも連携することで、魅力的な展示、イベント等を展開するとともに、効率的な

施設運営を図ります。 

国内、海外からの来館に関わらず、パネル等の多言語化を図るなどユニバーサルデザインを

推進するとともに、きめ細かく丁寧な説明を心がけ、多様な来館者に理解してもらう取り組み

を進めます。 

３． 地域や関係機関との連携による円滑な管理運営を行う。 

隣接する都立公園と一体となった管理運営を行います。 

ボランティアとの協働による公園管理を進めます。 

地域住民や近隣施設との連携による行催事を積極的に実施し、地域と一体となった施設とな

るような取り組みを強化します。 

 

第１１条 業務実施の基本的事項 

事業者は、本業務の実施に当たっては、各業務間の総合調整を十分に図り、本仕様書第１条の３つの

基本方針に沿った管理運営を行うものとする。 

 

第１２条 履行場所及び履行期限 

１．履行場所 

施設名称 国営東京臨海広域防災公園 

所在地  東京都江東区有明３丁目 

敷地面積 約 6.7ha 

注）本業務の対象敷地は国営東京臨海広域防災公園の供用区域であり、その面積は、令和 5年４月

現在 6.7ha である。 

※別添１「公園平面図」を参照すること。 

 

２．履行期限 

令和６年２月１日から令和 10年１月 31日までとする。 

別紙P25



11 

 

事業者は、本業務が適正かつ円滑に実施できるよう過年度事業者から契約日以降業務開始日まで

に必要な引き継ぎを受け、業務開始に備えなければならない。 

 

第１３条 開園日時等 

本業務の履行期間における本公園の開園期間、開園時間については原則として官報告示に従う。 

 開園期間・開園時間 

○公園区域全体 

期間 開園時間 

４月1日～３月31日 06:00～20:00 

 

○体験学習施設 

期間 開館時間 

４月1日～３月31日 09:30～17:00 

 
※公園区域全体の休園日は、12月 31日～1月 1日とする。なお、体験学習施設の休館日は 12月
29日～1月 3日、毎週月曜日（月曜日が休日の場合は直後の平日（休館日除く））及び毎月第 2
火曜日（第 2火曜日が休日の場合は直後の平日（休館日除く）とする。 

※開園時間は行催事等により変更する場合がある。（別紙 17「開園時間延伸状況」参照） 
※繁忙期、行催事（自主事業）開催時等においては、事業者が関東地方整備局に協議し、承諾を

得た上で、開園時間の変更を行うことができる。 

※開園期間においても、ウイルスの感染症拡大防止等の社会事情や定期点検等の実施により休園

が必要な場合は、事業者が関東地方整備局に協議し、承諾を得た上で休園とする。 

※公園の門（有明口、駐車場口、がん研口、北口の４つの門）の開閉門は、別業務の常駐警備員

が行う。 

 

第１４条 対象業務の構成 

事業者は、本公園の供用区域内に位置する都市公園法第２条第２項で規定された各公園施設を対象

として、個別仕様書に記載された管理水準の達成、業務内容を踏まえ、以下の各業務を行うものとす

る。（別紙１「主要公園施設一覧」、別紙２「主要建築物一覧」、P13「業務区分表」参照） 

 

１. 公園運営維持管理業務（委託費により行う業務） 

１）本業務全体のマネジメント及び企画立案業務 

・本業務全体のマネジメント及び企画立案 

・臨機の措置、その他本業務が円滑に行われるための諸業務 等 

・企画広報（行催事企画運営、広報、公園ボランティア活動の支援・調整） 

・公園利用者への利用指導、公園利用者へのサービス、園内巡視 等 

・発災時の利用者避難誘導（大規模災害等発生により国が緊急災害現地対策本部を設置する

等公園を防災拠点として使用する場合に、入園者の避難誘導、備品及び展示装置等の移動

等、国の円滑な活動を支援） 

２）施設・設備維持管理業務 

・維持修繕・保守点検等（体験学習施設、工作物、園路広場、電気設備、汚水・排水施設、

給水施設、その他設備） 
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・清掃（園内清掃、園内建物清掃） 等 

３）植物管理業務 

  ・芝生管理、高木管理、中低木管理、草花管理等（草刈り、施肥、灌水、剪定等） 

 

【業務区分表】 

範囲 項目 業務対象 

園地 

※屋上庭園を含む 

 

体験学習施設 

（本部棟内及び屋外多目

的広場内の展示装置を示

す） 

本業務全体のマネジメント及び企画立案業務 

本業務 施設・設備維持管理業務 

植物管理業務 

電力/上下水道/再生水/地域熱供給の料金支払 対象外 

本部棟（建築･設備） 

 

施設保全業務（※１） 

対象外 

清掃他業務（※２） 

警備業務（24時間常駐）（※３） 

廃棄物運搬処分業務 

電力/上下水道/再生水/地域熱供給の支払 

※１：別業務において実施する施設保全業務には、体験学習施設が設置されている範囲の建築・

設備保全を含む。 

体験学習施設（本部棟内）の保全は本業務の事業者において実施する。 

※２：別業務において実施する清掃他業務には、体験学習施設が設置されている範囲の日常清掃

（床・ごみ箱清掃業務）、害虫防除業務及び定期清掃（外部窓ガラス清掃・タイルカーペ

ット洗浄）を含む。 

本部棟内及び屋外多目的広場内の展示装置、園地清掃は事業者において実施する。なお、

業務において発生した廃棄物は所定の場所に運搬し、堆積すること。堆積場所は本部棟内

の塵芥室を予定している。都立公園内のごみ管路投入施設への投入作業を本業務において

実施する場合がある。 

ごみ管路投入施設を使用する際には投入作業がある。投入方法については調査職員からの

指示に従う。 

※３：別業務において実施する警備業務（本部棟内に 24 時間常駐）には、体験学習施設が設置

されている範囲の巡視・機械警備、本部棟の外部出入口の開閉・施錠解錠作業を含む。た

だし、園地の巡回警備は本部棟周囲のみであり、園地全体の巡視は含まない。 

国営公園全体の巡視は事業者において実施する。 

 

第１５条 個別業務の内容 

１．本業務全体のマネジメント及び企画立案業務 

１）マネジメント 

  本公園の運営維持管理全般について、目標及び業務計画を策定し、その一元的管理方針の下で、
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施設・設備維持管理業務、植物管理業務等、多岐にわたる業務について総合的な調整の下相互

連携を保ち、適切な進捗管理を行うとともに、関東地方整備局の実施する整備・修繕工事にお

ける実施方針の検討等の助言・調整、臨機の措置、その他本業務が円滑に行われるための諸業

務を行う。 

（詳細は別紙６「個別仕様書（本業務全体のマネジメント及び企画立案）」を参照のこと。） 

２）企画運営管理 

  利用促進のための行催事（材料代等実費を公園利用者から徴収するもの等を含む）や広報宣伝

の企画・立案・実施・参加者受付及び公園ボランティアに対する支援・調整を行う業務である。

また、公園利用者の安心・安全を確保し、円滑に利用してもらうために、利用指導及び利用案

内等の公園利用者に対するサービスの提供、公園利用者の施設予約等の受付、園内巡視、本業

務に関わる自動車維持等を行う。（詳細は別紙６「個別仕様書（本業務全体のマネジメント及

び企画立案）」を参照のこと。） 

２．施設・設備維持管理業務 

１）維持修繕・保守点検 

  体験学習施設、工作物、園路広場、電気設備、汚水・排水施設等について、所要の目的が果た

されるよう、日常、適宜巡回点検・保守点検し、常に安全で良好な状態にあるよう、利用の状

況に応じて破損個所の軽微な補修又は補充を適切に行う。また、給水施設や電気設備の使用量

を計測し記録を確実に行うとともに、水景施設に関しては、衛生面の安全を確保するよう、水

質管理を確実に行う。（詳細は別紙７「個別仕様書（施設・設備維持管理）」を参照のこと。） 

２）清掃 

  公園利用の動向、塵芥及び汚水等の発生量に即応して適切な措置をとり、園内や建物の清掃を

行い、常時公園内を清潔にする。また、園内に塵芥が散乱した場合は、速やかに園内の清掃を

行い、利用に支障が生じないよう適切な措置をとる。なお、塵芥は種類ごとに定められた処理

方法に従って、適切に処理する。（詳細は別紙７「個別仕様書（施設・設備維持管理）」を参照

のこと。） 

３．植物管理業務 

  東京臨海部の緑の拠点として、利用状況、景観等に応じた除草、外来種の除去、芝刈り、施肥、

潅水、樹木の剪定等を行うことにより、園内の植物が常に良好な状態にあるように植物管理を

行うとともに、公園利用者に怪我等がないよう適切な管理を行う。（詳細は別紙８「個別仕様

書（植物管理）」を参照のこと。） 

 

第１６条 業務実施体制 

１．事業者は、本公園の設置目的を達成し、公園利用者の安全・快適な利用サービスを提供するため、

下記の資格要件を備えている職員を配置する等本業務を実現する業務実施体制を構築しなけれ

ばならない。なお、資格証明書の写しを調査職員に提出するものとする。 

＜事業者が保有する必要がある資格＞ 

・１級造園施工管理技士 

２．事業者は、日常管理業務に加え、公園利用者の案内や苦情・要望、事故・災害等非常時における

緊急対応が適切に行われるよう、一元的な管理体制を構築しなければならない。 
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３．事業者は、本業務全体のマネジメント及び企画立案、施設・設備維持管理、植物管理について業

務別に業務責任者を配置することとする。なお、本業務全体のマネジメント及び企画立案の業務

責任者を総括責任者とし、総括責任者は本業務の全体を監理すること。なお、業務責任者による

他業務責任者及び担当者の兼務を妨げない。ただし、総括責任者が収益施設等設置管理運営業務

を行う場合、業務責任者（総括責任者を含む）が収益施設等設置管理運営業務責任者と兼務する

場合、収益施設等設置管理運営業務とそれ以外の業務との従事割合等を明確に区分し、収益施設

等設置管理運営業務への委託費の支出は認めない。 

４．事業者は、開園期間中は、本仕様書第 15 条１）～３）の業務責任者及び収益施設等設置管理運

営業務の業務責任者のうち、少なくとも１名以上が勤務する体制とすること。さらに業務責任者

が勤務しない業務については、その業務に精通した者を勤務させるものとし、緊急対応を含め本

仕様書第 15 条１）～３）が円滑かつ迅速に行われる勤務体制をとること。なお、やむを得ず業

務責任者を 1 人以上勤務する体制をとることが一時的に困難となる場合には、緊急対応を含め、

本仕様書第 15 条１）～３）及び収益施設等運営業務の業務が迅速かつ円滑に行われる勤務体制

を確保した上で、事前に総括調査員の承諾を得ること（ただし、事故などやむを得ない事由によ

り事前に承認を得られない場合を除く。）。主な業務従事（勤務）場所は、管理事務所（別添３）

とすることを想定している。 

５．事業者は、関東地方整備局から業務実施体制について点検を求められたときは、これを受けるこ

とを拒んではならないものとする。なお、点検員は当該業務の調査職員とする。 
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第１７条 業務計画書 

１．事業者は、契約締結日の 14 日前までに、企画書に基づく積算根拠となる詳細な工種、数量、月

次の工程計画、体制を記載した「業務計画書」を関東地方整備局に提出し、協議の上、承諾を得

なければならない。 

２．事業者は、「業務計画書」の策定に当たっては、運営維持管理の実務を通じた経験や知見、公園

利用者からの意見・苦情・要望を踏まえた業務計画の変更の経緯、記録が確実に残る仕組みを構

築し、「業務計画書」に記載する。 

３．事業者は、維持管理運営の実務を通じた経験や知見、公園利用者からの意見・苦情・要望に基づ

く対応について、年度内での変更が求められる場合は、「業務計画書」を随時修正する。 

  変更業務計画書の提出の必要の有無は内容に応じて調査職員と協議する。なお、次年度以降の実

施内容に変更がある場合は、次年度の業務開始 14 日前までに変更業務計画書を提出し、承諾を

得るものとする。ただし、軽微な変更はこの限りではない。 

４．事業者は、「業務計画書」を変更した場合は、四半期別必要経費内訳書にその結果を反映した上

で、数量、単価を記載し、変更内容の積算根拠を明確にする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜業務計画書に記載が必要な項目＞ 

・ 年間管理運営計画（月別） 

・ 年間行事計画書（月別） 

・ 年間広報計画（月別） 

・ 年間ボランティア活動計画（月別） 

・ 企画提案された実施方針(月別) （別紙様式１－６「実施方針（別紙 年間業務計画）」） 

・ 業務実施体制（資格証明書の写しを含む） （別紙様式１－５「実施体制」により作成） 

・ 業務実施のための管理機構及び職務分担 

・ 実施計画（別添２「国土交通本省委託契約取扱要領」参照） 

・ 四半期別必要経費内訳書（別添２「国土交通本省委託契約取扱要領」参照） 

・ 再委託承諾申請書（別添２「国土交通本省委託契約取扱要領」参照） 

・ 施設管理作業（建物管理、工作物管理、清掃） 

・ 植物管理作業 

・ 収益施設運営計画 （別紙様式３「収益施設等運営計画書」） 

・ 公園内巡視作業 

・ 公園利用者への利用指導 

・ 安全管理、安全確保、救急救護、防災計画、消防計画、災害時・異常時対策 

・ 公園利用促進への取り組み（広報、行催事等の開催） 

・ 市民参加による公園運営（ボランティア） 

・ 環境への配慮 
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第１８条 業務報告書 

１．事業者は、関東地方整備局が運営維持管理の実施状況と包括的な質や管理水準等の達成状況のモ

ニタリングが確実に行えるよう、報告書等を調査職員に毎月及び四半期ごとに提出する。 

２．事業者は、各年度の業務を完了した時は、遅滞なく、当該年度の完了報告書、精算報告書及び委

託費経費内訳報告書、残存物件報告書（以上、各正本１通、副本１通）に成果物（年度内に実施

した運営維持管理実績を示す実施状況等の記録書一式）を添えて提出する。 

３．事業者は、経理状況に関する帳簿類は常に整理し、調査職員からこれらに関する報告や実施調査

を求められた場合には、速やかに調査職員の指示に従い、誠実に対応する。 

４．本業務は電子納品（試行）対象業務とする。電子納品とは、上記業務報告書の最終成果のうち調

査職員が指示するものを電子データで納品する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜毎月提出が必要な項目＞ 

１）「管理月報」（勤務実績簿を含む）（提出期限は翌月の10 日 別添様式１「管理月報」）。 

２）「事業連絡会議報告書」（毎月５日まで） 

３）運営管理実施方針（毎月５日まで） 

４）電気メーター集計表及び算定表（毎月初め） 

５）水道メーター集計表及び算定表（毎月初め） 

６）上記以外の関東地方整備局で指定した報告事項（適宜） 

 

＜四半期ごとに提出が必要な項目＞ 

１）「管理四半期報」（提出期限、四半期翌月の 15 日 別添様式２「管理四半期報」） 

 

＜当該年度の完了報告で提出が必要な項目＞ 

１）「完了報告書」 （別添２「国土交通本省委託契約取扱要領」参照） 

２）「精算報告書」 （別添２「国土交通本省委託契約取扱要領」参照） 

３）「委託費経費内訳報告書」 （別添２「国土交通本省委託契約取扱要領」参照） 

４）「残存物件報告書」（別添２「国土交通本省委託契約取扱要領」参照） 

５）「実施状況等の記録書」 

 

＜実施状況等の記録書に添付が必要な項目＞ ※事業者において記録・作成した原本を提示 

１）作業日誌 

２）保守点検の記録 

３）作業実施数量の記録 

４）作業記録写真 

５）安全衛生点検の記録 

６）修繕等の記録 

７）事業者における検査担当者が作業の完了を確認した記録 

８）その他関東地方整備局が指定した報告事項の記録 

 

＜電子納品＞ 

１）電子データとは、「電子納品等運用ガイドライン」、「現場における電子納品に関する事前協議ガイドライン（案）」

（以下「ガイドライン」）及び関東地方整備局の「電子納品に関する手引き（案）」に示されたファイルフォーマ

ットに基づいて作成されたものを指す。 

２）報告書（電子データ）は年度毎に作成し、提出する。最終年度の業務を完了した時には、別に定める様式

（電子媒体納品書）に署名・捺印の上、「ガイドライン」に基づいて作成した電子データをCD-R又はDVD-R で２部

提出する。なお、書面における署名又は捺印の取扱いについては、別途調査職員と協議するものとする。 

３）受発注者相互にCD-R の内容を確認した上でCD-R又はDVD-R を提出するものとする。 

４）「ガイドライン」で特に記載がない項目については、原則として成果を電子化して提出する義務はないが、調査

職員と協議の上、電子化の是非を決定する。 

５）上記によりがたい場合（電子データ以外での納品の場合等）は、調査職員と協議するものとする。 

 

別紙P31



17 

 

第１９条 記録の保管 

事業者は、報告書及び経理状況に関する帳簿類は、関東地方整備局等の求めに応じて常に提出でき

るよう、事業者において業務完了後５年間保管する。また、契約期間終了時には調査職員へ引き継ぐ

こと。 

なお、本業務の記録類については以下を最低限とする。 

・作業日誌 

・保守点検の記録 

・作業実施数量等の記録 

・作業記録写真 

・安全衛生点検の記録 

・修繕等の記録 

・事業者における検査担当者が作業の完了を確認した記録 

・その他、関東地方整備局が指定する記録 

 

第２０条 モニタリング業務 

事業者は、公園利用者からの意見要望を積極的に把握、評価し、業務に反映させるため、以下に掲

げる調査を行うことができる。なお、調査を行う場合には、第21条の関東地方整備局が行うモニタリ

ング調査との調整を図り、公園利用者の負担とならないように留意するとともに、調査を行った場合

は、その結果について調査職員に報告すること。 

 

１）利用実態調査 

事業者は、本公園において提供するサービスに対する公園利用者の評価について、アンケート等

を実施する等事業者の工夫により、確実に把握すること。また、事業者は、利用実態調査を行う場

合、その方法について、あらかじめ関東地方整備局に提出した上で、調査を実施し、その結果は、

即地的にも確認できるよう記録、集計・分析を実施する。 

 

第２１条 関東地方整備局が行うモニタリング調査 

１．関東地方整備局は、事業者が実施するモニタリング業務（前条）とは別に、運営維持管理業務の

実績を評価する調査を実施する。（別紙 13「公園の利用に関するアンケート調査」参照） 

２．事業者は、運営維持管理業務等の実施内容の評価が確実に実施されるよう、前項の調査の実施に

協力するものとする。 

３．調査は、個別仕様書等に示す管理水準や事業者から企画提案された実施方針の履行状況を確認す

る予定である。 
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第３章 委託費の支払い 

第２２条 委託費の支払い 

１．事業者は、提出した業務計画書に基づいて、運営維持管理業務を実施することにより、包括的な

質（「R5-9 国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務民間競争入札実施要項」（以下、「実施要

項」という。）1.3.1参照）の確保に努めるとともに、個別業務の質（実施要項 1.3.2参照）の最

低水準を確保しなければならない。 

２．関東地方整備局は、上記の履行内容を確認し、検査した上で、会計年度（４月１日から翌年３月

31日まで）を基準とし、委託費を支払うものとし、その支払いは適正な請求書を受理した日から

起算して 30 日以内とする。ただし、検査の結果、包括的な質及び個別業務の質の最低水準が確

保されていない場合は、風水害や感染症による閉園、その他の事業者の責に帰することができな

い事由によるものを除き、適切に業務を行うよう改善指示（業務の履行中を含む。）を行うこと

とし、事業者は要因分析を行い、業務改善計画書を提出し、承諾を得ない限り、委託費の請求は

できないものとする。 

  （注）事業者の運営維持管理の責任に拠らない場合とは、以下の場合である。 

・震災等大規模な自然災害の影響が認められる場合 

・募集時には計画のなかった主要施設の一定期間使用中止があった場合 

・その他、事業者の責任に拠らない事由が発生し、関東地方整備局が認めた場合 

３．各年度の委託費の確定額は、業務に要した経費の実支出額と各年度の委託費の支払の限度額のい

ずれか低い額とする。 

４．会計法第 22条、予算決算及び会計令第 58条に基づく協議が整った場合において、事業者は委託

費の使用状況について調査職員の確認を受けた上で、業務計画書及び各年度四半期別必要経費内

訳書に基づいて、各年度の四半期における所要額として委託費の概算払を四半期毎に請求できる。

ただし、業務の改善指示があった場合には、事業者は要因分析を行い、業務改善計画書を提出し、

承諾を得ない限り、委託費の請求はできないものとする。なお、事業者の運営維持管理の責任に

拠らない場合は、改善計画書は不要とする。委託費の請求は、業務計画書及び各年度別四半期別

必要経費内訳書に基づく、完了報告書、精算報告書、残存物件報告書による各年度の四半期にお

ける所要額とする。 

５．事業者の運営維持管理の責任に拠らない風水害その他の事由により、業務実施前に事業者が作成

した業務計画書をもとに設定した包括的な質及び個別業務の質の最低水準が未達成の場合には、

委託費の減額は行わない。 

６．本業務の準備に関わる経費は、委託費（一般管理費を含む）にて支出することはできない。 

７．各業務の積算体系は、以下のとおりである。 
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＜積算体系＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本社人件費（職員基本給、職員諸手当、退職手当等）、本社旅費（職員旅費）、本社庁費（職員厚生

経費、備品費、消耗品費、通信運搬費、光熱水費、燃料費、印刷製本費、賃料及び損料、保険料、雑

役務費等）、付加利益（法人税、地方税、株主配当金、役員賞与金、内部留保金、支払利息及び割引

料、支払保証料その他営業外費用等） 

業務委託料 

業務価格 

消費税相当額 

直接業務費 

 

一般管理費等※ 

植物管理業務 

施設・設備維持管理業務 

本業務全体のマネジメ
ント及び企画立案業務 
・マネジメント 
・企画運営管理 
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第４章 公園内の安全管理 

第２３条 安全管理 

１．事業者は、本公園における公園利用者の安全確保並びに快適な利用を図るため、本業務の履行に

当たり、常に公園利用者の迷惑とならないよう十分注意するとともに、本公園の利用に関し必要

な事項について、適切な措置・対応を行う等、事業者の責任において常に善良なる管理を行うも

のとする。なお、関東地方整備局が定める公園利用規則等がある場合は、それに則った対応を図

ること。 

２．事業者は、ウイルス等による感染症のまん延等が生じた場合、又は発生のおそれがある場合は、

関係機関の指示に従い、調査職員と協議の上、消毒液を設置やマスクを常時着用するなど、適切

な措置を講ずるものとする。また、蜂やヒアリのように危険な生物が確認された場合等について

は、調査職員と協議の上、駆除の実施、公園利用者への注意喚起、消毒液を設置する等、適切な

措置・対応を行うこと。 

３．事業者は、本業務の履行に当たっては消防法に準拠するとともに、関東地方整備局が定める安全

管理マニュアル等を遵守すること。 

４．事業者は、火災・その他災害による物的・人的被害を軽減することを目的に、国事務所が定めた

消防計画（別添 11「建物に係る消防計画」参照）に則り、対応すること。 

５．事業者は、施設を運営している期間中は毎月１回、施設内で避難訓練を実施し、調査職員に報告

するものとする。 

６．事業者は、異常を確認した場合、速やかに、適切に対処し、必要に応じて調査職員に報告する。

安全管理には十分注意し本業務を履行する。 

 

第２４条 安全確保 

１．事業者は、本業務の実施に当たっては、常に整理整頓を行い、危険な場所又は予見される場所に

は必要な安全措置を講じ、事故の防止に努める。 

２．事業者は、本部棟が免震建物であることを踏まえ、建物周囲及び免震層の可動範囲に駐車、駐輪、

荷物の放置、作業足場の設置や公園利用者等の立ち入りについて禁止措置を行う。 

３．事業者は、本業務を行う場所若しくは、その周辺に第三者が存する場合又は立ち入る恐れがある

場合には、危険防止に必要な措置を講じた後、調査職員に報告する。 

４．事業者は、設備・機器等に異常を認めた時は、危険防止に必要な措置を講ずる。 

５．万一、設備、機器等に事故その他、異常が発生したときは、事業者は、必要に応じてその部分の

運転を一時停止又は運転制限をする等の措置をした上、直ちに調査職員に報告し、臨時に精密検

査を行い、その原因を究明し、機能復旧に努めるとともに、再発防止のための必要な措置をとる。 

６．その他事故等が発生したとき、又はその恐れがあるときは、事業者は、関東地方整備局が定める

安全管理マニュアル等に則り、速やかに必要な措置を取り、事業者が作成した緊急連絡体制に基

づき、次の各号に掲げる事項について、遅滞なく、事故報告書（別添６参照）等により調査職員

に報告するものとする。 

１）事故発生日時 

２）事故発生場所（図示） 

３）事故発生の原因（受傷者の氏名・連絡先・受傷状況・事故原因等） 
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４）事故の程度 

５）人身事故の場合は、医師の診断結果 

６）事故処理の概略 

７）再発防止策等 

 

第２５条 救急対応 

１．事業者は、園内において、事故、負傷者が発生したときに備え、救急活動及び緊急事態発生時の

連絡系統図等の報告に関するマニュアルを作成し、調査職員に提出するものとする。 

２．事業者は、履行時間中は救急担当職員を配置し、救急活動にあたること。救急担当職員について

は、看護師又は普通救命講習（東京消防庁）等の研修を受けた者を配置すること。また、救護活

動に伴うＡＥＤ機器の機能を発揮させる研修・訓練を行い、緊急事態に備えるものとする。 

３．救急担当職員は、救急活動を要する事態を認めたときは、公園利用者の急病や負傷には応急処置

をとり、怪我等の状態によっては救急車両による搬送手配を行う等、最も適切と思われる措置を

とらなければならない。 

４．事業者は、前項の措置をとった場合は、その原因となる事項や処置内容等を正確に記録するとと

もに、その経過及び結果を速やかに「事故報告様式」（別添６参照）により調査職員に報告する。

ただし、軽微なものについては、後日報告とすることができる。 

５．事業者は、重大事故については直ちに調査職員に電話等にて第一報を入れるとともに、対応を協

議し、その指示に従うこととする。また、その後の経過についても逐次書面等により調査職員に

報告を行うこと。なお、重大事故とは公園管理又は公園施設に起因するか若しくはその恐れのあ

る事故が起こった場合、又は 30 日以上の治療を要する重傷者若しくは死者の発生する事故が起

こった場合、さらに人的被害が発生しなくても、公園施設に起因する 30 日以上の治療を要する

重傷者又は死者が発生する恐れがあった事故が起こった場合とする。 

６．事業者は、傷病者の発生に備え、日頃から研修・訓練等を行うこと。 

 

第２６条 災害時、異常時等の対応 

１．事業者は、災害防止等のために必要があると認められるときは、公園利用者の安全を確保し、迅

速かつ的確に避難誘導を行う等臨機の措置をとらなければならない。この場合において、「閉園

判断基準」（別添５参照）等に基づき、閉園等の必要があると認めるときは、事業者はあらかじ

め関東地方整備局と協議しなければならない。ただし、緊急上やむを得ない事情があるときは、

この限りではない。 

２．前項の場合においては、事業者は、そのとった措置の内容を調査職員に速やかに報告する。 

３．事業者は、台風、豪雨等の災害発生が予想される場合には、事前に土のう設置、看板等の飛散防

止措置等を実施し、被害の軽減に努めなければならない。 

４．事業者は、台風、豪雨等の災害発生時には自主的に管理物件を巡回し状況を確認するとともに、

調査職員から指示があった場合にもその箇所の巡回を行う。また、必要に応じて土のう等の設置

等を行う。 

５．事業者は、夜間及び休園日において、異常を発見した場合は、必要に応じて警察、消防等の関係

機関等に通報し、適切な措置を講ずるとともに、調査職員に速やかに報告する。 

別紙P36



22 

 

６．調査職員は、災害防止や本業務の履行上特に必要と認めるときは、事業者に対して、臨機の措置

をとることを指示することができる。 

７．調査職員の指示により、災害時、異常時等の緊急を要する場合は、事業者は、関東地方整備局が

定める安全管理マニュアル等に則り、迅速に必要な人員を確保し、適切な措置・対応を行うこと。 

８．事業者は、事故や災害発生時等への対応のため、関東地方整備局が定める安全管理マニュアル及

び国事務所が定める別添７「災害発生時の初動対応要項」に基づき、事業者の役割・行動・体制

等をとりまとめた危機管理マニュアルを作成し、調査職員に提出し、承諾を得るものとする。 

９．事業者は、事故や災害発生時等には、前項において作成したマニュアルに基づき、公園の開園日、

開園時間に関わらず、適切な措置・対応を行うものとする。 

10．事業者は、災害時、異常時等の発生後は、園内の臨時巡視・点検を速やかに行い、安全を確認し、

調査職員に報告する。異常を確認した場合は、前項に基づき適切な措置・対応を行うこと。 
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第５章 協議・調整等 

第２７条 関東地方整備局の要請への協力 

１．事業者は、調査職員から本公園に関する調査又は作業の指示等があった場合には、迅速、誠実か

つ積極的な対応を行う。 

２．事業者は、前項によるもののほか、関東地方整備局が実施又は要請する事業（例：緊急安全点検、

防災訓練、安全パトロール、消防訓練、行催事、要人案内、公園に関する会議、監査・検査、視

察、式典等）への参加・協力・実施を、積極的かつ主体的に行う。 

３．事業者（総括責任者、各業務責任者）は、関東地方整備局が開催する国営東京臨海広域防災公園

事業連絡会議（月１回）及び安全協議会並びに安全パトロール等に参加するものとする。国営東

京臨海広域防災公園事業連絡会議では、前月分の運営状況、公園利用者からの意見等を整理した

ものについて報告する。なお、国営東京臨海広域防災公園事業連絡会議等で使用した書類は、電

子データとして、調査職員へ提出する。 

４．事業者は、本業務を円滑に実施するため、前項に規定する国営東京臨海広域防災公園事業連絡会

議以外に、必要に応じ調査職員及び本業務に関係する者との情報交換や業務の調整を図る連絡会

議を、定期又は不定期に開催することができる。なお、連絡会議には、第三者を参加させること

ができるものとする。 

５．関係機関の立会検査又は調査がある場合は、事業者は関東地方整備局の指示により立会等に協力

する。 

６．事業者は、本業務の実務を通じた経験や知見、公園利用者からの意見・苦情・要望は、即地的に

も確認できるよう記録、集計・分析した結果と本業務に反映させるよう努めた事項について、調

査職員に報告するよう、努めるものとする。 

 

第２８条 別途工事等との調整 

１．国事務所の発注する別途工事又は業務（法定点検業務等）がある場合には、事業者は必要に応じ

て工事又は業務内容及び計画（変更を含む）に対して、本業務に関連する助言並びに公園利用及

び動植物の保護育成に関する調整を行う。 

２．国事務所が別途発注する施設保全業務等の実施に当たり、事業者は、点検等の実施時期の調整に

協力する。電気設備の点検に伴う計画停電のときには、その対応については、調査職員と調整す

ること。 

 

第２９条 関東地方整備局との協議等 

１．事業者は、本仕様書に明記されていない事項又は本仕様書の内容について疑義を生じた場合は、

調査職員と協議するとともに、協議の内容を記録して調査職員に提出する。 

２．業務責任者又は業務担当者は、本業務の実施方法等について必要がある場合は、調査職員の指示

を求めることができる。 

３．事業者は、施設の運営維持管理に係る各種規程・要項を作成する場合や、追加開園等により契約

期間中に業務内容が変更する場合、さらには、その他新業務への対応が必要な場合は、関東地方

整備局と協議を行うとともに、協議の内容を記録して調査職員に提出すること。 

４．事業者は、不測の事態又は疑問等が生じた場合は、速やかに調査職員と協議するとともに、協議
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の内容を記録して調査職員に提出すること。 

 

第３０条 その他の協議・報告等 

事業者は、本公園の管理・運営等で必要な以下の協議を適切に行い、結果等については、必要に応じ

て報告する。 

１．地元自治体、マスコミ等関係機関、ボランティア団体等との調整 

２．その他園内施設の運営者との調整 

３．持込イベント等の利用調整 

４．その他調査職員が指示する者との協議 

 

第３１条 官公署への連絡、届出 

事業者は、官公署への連絡、届出手続きは関東地方整備局に協力し、遅滞なくこれを処理する。また、

事業者による工事等によって官公署への連絡、届出が必要となるときは事業者において行う。 
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第６章 雑則 

第３２条 本業務の再委託 

事業者は、本業務の実施に当たり、その全部を一括して又は本業務における主たる部分を第三者に委

任し、又は請け負わせてはならない。ただし、第三者への委任又は請負が業務の一部であり、書面によ

り調査職員の承諾を得た場合はこの限りではない。 

１．「主たる部分」とは、本業務における総合的計画立案、業務遂行管理、救急・災害時の統括管理、

各業務手法の決定及び本業務履行者としての最終的な意思決定を行うための技術的判断等をい

うものとする。 

２．事業者は業務の一部（主たる部分を除く）を第三者に委託し、又は請け負わせようとするとき（以

下「再委託」という。）は、原則としてあらかじめ再委託の相手方の住所、氏名、再委託を行う

業務の範囲、再委託の必要性及び契約金額等について記載した書面を調査職員に提出し、承諾を

得なければならない。なお、再委託の内容を変更しようとするときも同様とする。（別紙様式１

－７「再委託又は下請負の予定」参照） 

３．事業者が関東地方整備局に対して負う義務を適切に履行するため、事業者は再委託先の事業者に

対し、実施要項 8.3.に規定する事項その他の事項について必要な措置を講じさせるとともに、再

委託先から必要な報告を徴収することとする。 

４．事業者が再委託先の事業者に業務を実施させる場合は、すべて事業者の責任において行うものと

し、再委託先の事業者の責めに帰すべき事由については、事業者の責めに帰すべき事由とみなし

て、事業者が責任を負うものとする。 

５．再委託等の承諾を行った際は、必要に応じて当該部分（再委託）に該当する経費についての領収

書、明細書の写しの提出を求める場合がある。 

６．契約書第３条第４項で規定する「軽微な業務」とは、コピー、ワープロ、印刷、製本、トレース、

資料整理、計算処理、模型製作、和訳、参考書籍・文献購入、消耗品購入、会場借上等及び小規

模な業務をいうものとする。なお、小規模な業務とは、原則として契約金額 100万円未満のもの

をいう。 

７．再委託の相手方は入札書の受領期限の日から開札の時までの期間に、国土交通省関東地方整備局

長から指名停止を受けていないこと。 

８．事業者は、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有している者に再委託して

はならない。 

 

第３３条 保険の付保及び事故の補償 

１．事業者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法及び健康保険法の規定により、雇用者等の雇用形

態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

２．事業者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対して責任をも

って適切な補償をしなければならない。 

３．事業者は、自動車任意保険、施設賠償責任保険、動産総合保険の他、必要に応じて各種保険に加

入するものとする。 
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第３４条 提供施設等の取扱い 

１．建築物及び物品の無償貸与 

   関東地方整備局は、本業務の遂行に必要な、関東地方整備局が保有する国の施設等を事業者に

無償で貸与する。（別紙 19「提供施設一覧」、別紙 20「提供物品一覧」）提供施設等については事

業者にて適正に管理すること。なお、その取扱いについては、別添８「提供施設等取扱いについ

て」による。 

  また、関東地方整備局より提供された備品については、業務完了時に残数を報告する。 

２．物品の管理及び取得について 

   事業者は、本業務の遂行に必要な物品については適正に管理を行うこととし、損傷・盗難・亡

失等が発生した場合は速やかに調査職員に報告すること。また、本業務の遂行に必要な備品（取

得価格（消費税込み）が５万円以上のもの）を購入する場合は、事前に調査職員と協議をするこ

と。（別添９「取得した備品の取り扱い」参照） 

３．残存する備品の取扱い 

  １）事業者は、本業務完了の際、残存する備品で関東地方整備局がその費用を負担したものにつ

いて当該備品を関東地方整備局に引き渡す。ただし、翌年度において当該業務に継続して使用

されるものはこの限りではない。 

  ２）残存する備品とは、本業務において管理上必要となった機械器具、その他の物品の内、原状

のまま比較的長期の使用に耐え、取得価格（消費税込み）が５万円以上のものをいう。 

  ３）その他、残存する備品の取扱いについては、別添９「取得した備品の取り扱い」による。 

４．事業者は、国事務所の事務・事業に支障を来たさない範囲において、管理事務所内の施設の管理・

運営業務の実施に必要な機器・設備等を持ち込むことができる。 

５．事業者が持ち込んだ機器・設備等については、国事務所の事務・事業に支障をきたすことのない

よう適切な管理を行うこと。 

６．事業者は、機器・設備等を持込、電気工事等の措置が必要な場合は、国事務所と協議の上、承諾

を得た上で実施することができる。なお、必要な措置をした場合、施設の使用を終了又は中止を

した後、直ちに原状回復をおこない、国事務所の確認を得なければならない。 

７．機器・設備等を持ち込む費用、電気工事等の措置等に必要な経費及び持ち込んだ設備・機器等か

ら生じる経費（電気代、コピー代、電話代等）、原状回復に必要な経費は、事業者の負担とする。 

８．事業者が機器・設備等を持ち込む場合は、事前にリストを調査職員に提出するとともに、物品表

示票を作成し持ち込む全ての機器・設備等に貼付し、常に管理すること。 

 

第３５条 本業務の引き継ぎ 

１．事業者は、契約が完了するとき、又は解除になる場合には、調査職員の立会の下、調査職員が指

示する者（以下、「新たな事業者」という。）に対し、誠意をもって、円滑に事務の引き継ぎを行

わなければならない。引き継ぎに当たっては、下記に示す必要な資料の作成及び提出を行い、必

要な説明等を行うものとする。ただし、契約が引き続き締結され、当該業務を継続する場合はこ

の限りではない。 

１）運営・利用者サービスに関する事項 

 利用予約の受付、繁忙期対応、救護日誌、利用者の安全確保のための措置事項 等 
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２）施設・設備維持管理に関する事項 

 施設・設備の点検情報、設備・機器等の各種マニュアル、施設・設備の使用において留意が必

要な事項、清掃記録 等 

３）植物管理に関する事項 

 芝生等の管理区分図、病虫害防除等の記録 等 

４）収益施設運営に関する事項 

 運営に必要な物品等の引き継ぎ、その他運営上の課題事項 等 

５）広報宣伝に関する事項 

 マスコミ等の連絡方法及び連絡先・取材記録、ホームページの更新方法 等 

６）イベントに関する事項 

 主催、共催イベント、体験プログラム等の実施状況、持込イベントの状況、継続的な地域連携

イベント等における主催者や関係団体との連携、協力すべき事項 

７）協働活動者、関係機関との連携に関する事項 

 ボランティアの登録情報、連絡方法及び連絡先、活動記録、ボランティア団体と連携して管理

を行う箇所や指導を受けている有識者の情報 等 

８）国への提出資料に関する事項 

 都市公園法第５条、６条、12 条に基づく申請及び許可の記録 等 

９）ホームページに係る全てのデータ及びドメインに関する事項 

ホームページに掲載されている情報の元データ、ホームページの運営、サーバー保守及びドメ

イン管理に関する関係情報一式と、個別仕様書（本業務全体のマネジメント及び企画立案）第

２６条 1項に記載している「関東地方整備局に承継するものとする」と定めている本業務の成

果及び本業務の実施の過程において、派生的に生じた著作権、特許権及び実用新案権の無体財

産権等 

１０）その他 

 救急活動に関するマニュアル、近隣住民への配慮必要事項、苦情処理記録、遺失物の届出、通

常実施すべき業務において完了していない事項 等 

２．不可抗力その他、関東地方整備局や事業者の責めに帰することができない事由により管理の継続

が困難となった場合は、関東地方整備局と事業者は管理の継続の可否について協議すること。 

３．事業者は、業務の履行期限（継続して、契約した場合は除く）又は、契約が解除されるまでは、

本公園の運営維持管理が円滑に実施されるよう業務実施体制（本仕様書第 16 条参照）を維持す

ること。 

４．履行期限後において補償すべき事態が発覚し、その原因が履行期間内の瑕疵等が明らかな場合は、

その費用は事業者が負担すること。 

５．関東地方整備局は、契約が完了するとき、又は解除になる場合には、新たな事業者に対し、業務

が引き継がれる前３か月間、準備室（別添３「管理事務所図」の引継期間貸与部分）を貸与する。

準備室では、本業務に関する準備を行うものとし、準備室における光熱水費は関東地方整備局が

負担する。 
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第３６条 情報公開 

事業者は、文書の開示等の情報公開については、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平

成 11 年５月 14 日法律第 42 号）の規定に準じて取り扱うものとする。この場合、調査職員と協議する

こと。 

 

第３７条 調査等への対応 

事業者は、関東地方整備局が実施する事業者に対する立ち入り検査、指示等監督・検査に対して、誠

意を持って対応すること。 

 

第３８条 会計検査への対応 

事業者は、会計検査院法第 22条に該当するとき、又は同法第 23条第１項第７号に規定する「事務若

しくは業務の受注者」に該当し、会計検査院が必要と認めるときには、同法第 25条及び第 26条により、

会計検査院の実施検査を受けたり、同院から直接又は関東地方整備局を通じて、資料・報告書等の提出

を求められたり質問を受けたりすることがある。 

 

第３９条 愛称の使用 

事業者は、共同体で本事業を実施する場合、園内看板やチラシ等において、愛称を設定の上使用する

ことができる。なお、設定した愛称を商法登録しようとする場合にあたっては、事前に調査職員と協議

の上、登録の可否を決定するものとする。 

 

第４０条 スタッフの管理等 

１．スタッフの身分保障、健康管理及び服務規律は事業者の責任において行うものとする。 

２．事業者は、調査職員の指定する名札を作成し、全てのスタッフに着用させるものとする。 

３．事業者は、スタッフの服装、作業用機械、器具、車両等については、公園にふさわしいものとし、

イメージアップに心掛けるものとする。 

４．事業者は、公園利用者に対する案内及び緊急の対応等のサービスに努めること 

５．事業者は、常に公園利用者の安全確保並びに快適な利用を図るため、公園利用者の迷惑とならな

いよう十分注意するとともに、事業者の責任において常に公園の観察を行い、善良なる管理を行

うものとする。なお、異常を確認した場合、速やかに調査職員に連絡し、その対処について報告、

承諾を得るものとする。 

 

第４１条 事業者の過失による業務の対象施設等の事故、破損等 

本業務を遂行中において、事業者の過失による事故、破損等が生じた場合には、事業者の責任におい

て処理する。なお、事故・器物の破損等が発生した場合には、すみやかに調査職員に報告する。（別添

６「事故報告様式」参照） 
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第７章 コンプライアンス 

第４２条 守秘 

１．事業者は、業務上知りえた秘密については、第三者へ漏らしてはならない。 

２．事業者は、「国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務」における情報のセキュリティについ

て第８章の規定に沿って、情報管理を適切に行うこと。 

３．事業者、又はその職員その他の本業務に従事している者又は従事していた者は、業務上知り得た

秘密を漏らし、又は盗用してはならない。これらの者が秘密を漏らし、又は盗用した場合には、

公共サービス改革法第 54条により罰則の適用がある。 
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第８章 個人情報の取扱いについて 

第４３条 基本的事項 

事業者は、個人情報の保護の重要性を認識し、本業務における事務を処理するための個人情報の取扱

いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、行政機関の保有する個人情報の保護に関

する法律（平成 15年５月 30日法律第 58号）第６条第２項の規定に基づき、個人情報の漏えい、滅失、

改ざん又はき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

 

第４４条 秘密の保持 

事業者は、本業務における事務に関して知り得た個人情報の内容を、みだりに他人に知らせ、又は不

当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 

第４５条 取得の制限 

事業者は、本業務における事務を処理するために個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に対

し、その利用目的を明示しなければならない。また、当該利用目的の達成に必要な範囲内で、適正かつ

公正な手段で個人情報を取得しなければならない。 

 

第４６条 利用及び提供の制限 

事業者は、調査職員の指示又は承諾があるときを除き、本業務における事務を処理するための利用目

的以外の目的のために個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 

 

第４７条 複写等の禁止 

事業者は、調査職員の指示又は承諾があるときを除き、本業務における事務を処理するために関東地

方整備局から提供を受けた個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

 

第４８条 再委託の禁止 

事業者は、調査職員の指示又は承諾があるときを除き、本業務における事務を処理するための個人情

報については自ら取り扱うものとし、第三者にその取扱いを伴う事務を再委託してはならない。 

 

第４９条 事案発生時における報告 

事業者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあることを知ったときは、速

やかに調査職員に報告し、調査職員の指示に従うものとする。本業務にかかる契約が終了し、又は解除

された後においても同様とする。 

 

第５０条 資料等の返却等 

事業者は、本業務における事務を処理するために関東地方整備局から貸与され、又は事業者が収集し、

若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、本業務にかかる契約の終了後又は解除後速やかに関

東地方整備局に返却し、又は引き渡さなければならない。ただし、関東地方整備局又は調査職員が、廃

棄又は消去等別の方法を指示したときは、当該指示に従うものとする。 
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第５１条 管理の確認等 

関東地方整備局は、事業者における個人情報の管理の状況について適時確認することができる。また、

関東地方整備局が必要と認めるときは、事業者に対し個人情報の取扱い状況について報告を求め、又は

検査することができる。 

 

第５２条 管理体制の整備 

事業者は、本業務における事務に係る個人情報の管理に関する責任者を特定する等管理体制を定めな

ければならない。 

 

第５３条 従事者への周知 

事業者は、従事者に対し、在職中及び退職後においても本業務における事務に関して知り得た個人情

報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこと等、個人情報の保護に関

して必要な事項を周知しなければならない。 

 

第５４条 罰則 

事業者は、正当な理由無く、又は、不正な利益を図る目的で個人情報を提供したり、盗用した場合は、

法律に基づき罰則が科せられる。 
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第１編 本業務全体のマネジメント及び企画立案業務 

第１章 総則 

第１条 適用 

本仕様書は、R5-9 国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務のうち、本業務全体のマネジメント及

び企画立案業務に適用する。 

 

第２条 基本事項 

１．マネジメント及び企画立案を総括する業務責任者の責任の下実施すること。 

２．事業者は、本仕様書によるほか、関係法令を遵守し、公園利用者への快適なサービスに努めると

ともに、公共性に配慮し、都市公園の効用に資するよう適切に運営維持管理を行うものとする。

なお、本仕様書に記載のない事項又は本仕様書に疑義が生じたときは、その都度、調査職員と協

議するものとする。 

３．事業者は、公園内を常に良好な状態とし、他の業務と相互連携し、適切に進捗管理を行い実施す

ることとする。 

４．園内の車両通行については、公園利用者の安全と快適な利用を妨げない運転・駐停車・作業態度

等に努めるとともに、走行速度は原則 20km/h 以下とする。 

５．作業にかかる車両の持込は最小に留め、公園利用者の迷惑とならないよう、必要に応じ誘導員を

配置するか、公園利用者の迷惑とならない場所へ速やかに移動するものとする。 
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第２章 業務のマネジメント及び企画立案業務 

第３条 管理水準 

事業者は、本公園の運営維持管理全般について、目標及び業務計画を策定し、その一元的管理方針の

下で、企画運営管理業務、施設・設備維持管理業務、植物管理業務等、多岐にわたる業務について総合

的な調整の下相互連携を保ちつつ、適切な進捗管理を行うとともに、関東地方整備局の実施する整備・

修繕工事における実施方針の検討等の助言・調整、臨機の措置、その他本業務が円滑に行われるための

諸業務を行う。 

 

第４条 計画立案 

事業者は、国営東京臨海広域防災公園の業務全般について、公園利用者に対するサービス向上を目指

し、多岐にわたる各業務を円滑かつ効率的に実施するため、総合的な視点から運営維持管理全般の目標

を定めるとともに計画立案を行うものとする。 

 

第５条 マネジメント業務 

１．「国営東京臨海広域防災公園運営維持管理基本方針」（別紙４参照）を踏まえ、統一的な方針の下、

公園利用者に対するサービス水準を維持向上するため、多岐にわたる各業務について業務全般を

俯瞰的に監理するものとする。 

業務全般の監理に当たっては、適宜、各業務における総合的な連携調整をはじめ、実施方法の決

定、及び各業務の適切な進捗管理等、総合的な視点から国営東京臨海広域防災公園の運営維持管

理全般のマネジメントを行うものとする。 

２．関東地方整備局が実施又は要請する事業（例：緊急安全点検、防災訓練、安全パトロール、消防

訓練、行催事、要人案内、公園に関する会議、監査・検査、視察、式典等）への参加・協力・実

施を、積極的かつ主体的に行うものとする。 

３．収益施設等設置管理運営業務が、他の運営維持管理業務と連携しながら創意工夫やノウハウを発

揮し、質の高いサービスの提供が行えるよう調整を行うものとする。 

４．「体験学習施設の 72h ツアー体験者数（以下、体験者数という）」（別紙 12 参照）に基づき、毎日、

入館者数を計測し、調査職員に毎週月曜日に「入館者数報告様式」（別添 10 参照）により報告す

ること。 

 

第６条 保険の加入 

万一の事故に備えて、事業者は、必要に応じて動産総合保険（園内における保管・輸送を対象）に加

入すること。 

 

第７条 消防計画及び消防訓練 

１．事業者は、火災・その他災害による物的・人的被害を軽減することを目的に、国事務所が定めた

消防計画（別添 11「建物に係る消防計画」参照）に則り、対応すること。 

２．事業者は、消防計画に基づき、国事務所が実施する消防訓練に協力・参加すること。 
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第８条 繁忙日対応 

１．事業者は、繁忙日において、クレーム等の発生がなく、公園利用者が安全、快適に利用できるよ

う、事前準備を十分に行い、適切な運営体制や臨時施設等の準備・管理を行う。 

２．事業者は、行催事の実施計画や過年度の公園利用者数の状況を把握し、事前に繁忙日や公園利用

者数を予想し、繁忙日対応のための、調査職員や関係者との協議・調整も含めた事前準備を行う。 

３．事業者は、繁忙日が予想される場合は、案内・誘導等が円滑に行われるよう、公園利用者数を想

定し、適切に人員配置を行う。 
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第２編 基幹的広域防災拠点としての対応 

第９条 発災時利用者避難誘導業務 

事業者は、大規模災害等発生により国が緊急災害現地対策本部を設置する等公園を防災拠点として使

用する場合には、別添７「災害発生時の初動対応要領」に基づいて実施するものとする。なお、入園者

を園外の安全な場所（一時滞在施設等）に避難誘導するとともに、国の活動が円滑に実施されるように、

下表の業務も併せて行うこと。 

＜発災時利用者避難誘導業務＞ 

項目 内容 

管理移行 ・ 入園者を園外の安全な場所（一時滞在施設等（有明テニスの森公園、東京

国際展示場等））に誘導する。 

・ 緊急災害現地対策本部活動用の場所の確保のために、体験学習施設（２階

展示コーナー、映像ホール、レクチャールーム等）に設置されている備品

及び展示装置等の移動を行う。また、園地に設置されている備品及び展示

装置等がある場合は、同様に場所の確保を行うこと。 

・ 開館時間外等、事業者が不在の場合において対応が必要な場合、調査職員

が備品及び展示装置等の移動を行うことがある。 

・ 閉園に関して公園利用者への告知をホームページ、園内看板、施設入口等

において行う。 

被災点検 ・ 自己の安全を図りながら被災箇所を現場確認する。 

・ 園内、体験学習施設の全体の確認 

・ 調査職員に被災状況、対応方策を報告する。 

・ 二次災害を防止するため、必要に応じて危険箇所を明示し、施設の応急措

置を施す。 

再開準備 ・ 緊急災害現地対策本部設置期間中及び撤収後には体験学習施設及び園地

の状況を調査・確認する 

・ 確認された状況に基づき運営再開計画を立案し調査職員と協議する。 

・ 運営再開に向けて、必要に応じて備品及び展示装置等の移動、修復、その

他の諸準備等を行なう。 

・ 運営再開に関して公園利用者への告知をホームページ、園内看板、施設入

口等において行う。 

・ 運営再開準備完了を調査職員に報告する。 

マニュアル作成 ・ 一連の作業手順を記載したマニュアルを調査職員と協議の上作成し、運営

スタッフに徹底を図る。 
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第１０条 防災訓練への協力 

  事業者は、防災関連機関による防災訓練等の実施の際に施設利用者への利用制限を行うとともに、関

連機関と事前の調整及び準備を行い、必要に応じて訓練に参加すること。 
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第３編 企画広報 

第１章 行催事企画運営 

第１１条 目的 

１．事業者は、公園利用の増進に加え、公共施設としての公園の目的・機能を発揮するために行われる

利用プログラム（イベント・行事から構成される行催事含む）について、企画立案、開催・運営等

の一連の作業をノウハウや創意工夫を発揮して行うものとする。ただし、本公園の設置趣旨を踏ま

え、本公園の行催事として相応しいものであるとともに、公共性が高く、利用者全体に係わるもの

で、社会通念上理解の得られる範囲内での必要な経費に限り、委託費の支出を認めるものとする。 

２．本仕様書が対象とする行催事は関東地方整備局が主催又は共催により行うものである。このほか、

関東地方整備局長の許可を受けて独立採算により開催する行催事については自主事業として取り

扱う（別紙９「収益施設等設置管理運営規定書」参照）。 

 

第１２条 管理水準 

事業者は、別紙 14「イベント実績」を参考として、行催事を適切に実施し、本公園の設置趣旨の達

成及び利用の促進に寄与することとする。 

 

第１３条 年間行事計画の作成 

事業者は、現地及び企画内容を十分に検討し、年間行事計画を作成する（別紙５「共通仕様書」第１

７条参照）。年間行事計画は、調査職員に提出の上、承諾を得るものとする。 

 

第１４条 行催事の企画立案 

事業者は、行催事を円滑に実施するために、開催目的、手順、内容、工程、実施体制、開催効果、予

算書等について企画立案し、その内容について調査職員と密接に連絡調整の上、提出するものとする。 

 

第１５条 行催事の開催・運営 

事業者は、行催事の目的に沿って、その効果が十分に発揮されるよう、入念な事前準備を行った上で、

公園利用者のサービスや満足度の向上に寄与する行催事の開催・運営を行うものとする。 

また、行催事の開催に当たっては、次の各号に掲げる事項に留意すること。 

１．官公署への連絡、届出 

行催事の主催時には、必要に応じ、警察・消防等行政機関との調整のほか、許認可の必要な事項

について手続きが欠落しないよう注意する。 

２．近隣への配慮 

騒音等に関する規制を遵守するとともに、病院、宿泊施設等の近隣施設へ配慮し、行催事の実施

時間・実施場所の調整、騒音、粉塵、立ち入り制限対策を行うものとする。 

３．事故防止対策 

別紙５「共通仕様書」第４章各条に掲げる園内の安全管理に留意するほか、参加者の誘導整理、

救護、緊急連絡等、事故防止対策には特に注意する。 

また、必要に応じて、物的措置及び専門の警備員の配置も含めた人的措置を講じ、安全確保に努

めるものとする。なお、けが人、病人等が発生した場合は、適切に対処し、調査職員に報告するこ
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と。 

４．災害発生時の対応 

台風、豪雨、雷等の災害発生時又は予見されるときは、迅速に必要な人員を確保し、行催事の開

催の可否の判断を行い調査職員に報告し承諾を得るとともに、行催事の参加者を安全な場所に誘導

する等、適切な措置・対応を行うものとする。 

５．保険の付保及び事故の補償 

事業者は、行催事の参加者の不慮の事故に備え、必要な場合には損害保険に加入する。 

 

第１６条 行為の許可申請の調整等 

事業者の主催・共催以外で、都市公園法第 12 条に基づき、第三者が本公園内で実施を希望する行催

事等（競技会、集会、ロケーション、展示会、その他。以下、「持込イベント」という。）の開催に際し

ては、事業者は、別紙５「共通仕様書」第 30 条に示す調整・報告を行うものとする。必要に応じて調

査職員と調整を行うこと。 

１．事業者は、持込イベントの実施を希望する者（以下「申請者」）の相談窓口として、別添 12「許

認可事務」を踏まえたイベント実施の可否、日時、規模、内容、繁忙日対策、建物使用料及び土

地使用料が発生するかどうか等を確認・調整するとともに、その概要を調査職員に報告する。 

２．事業者は、他の利用形態等との調整を経て、持込イベントについて申請者と確認・調整する。な

お、必要に応じて、国事務所を含め持込イベント主催者と調整を行うものとする。 

３．事業者は、申請者から許可申請に必要な書類の提出を受け、国事務所に提出を行うものとする。 

４．国事務所は都市公園法等に基づく許認可事務を行う。なお、事業者は、５．の報告に基づき、必

要に応じて申請者に建物使用料及び土地使用料の債権発生通知を行うものとする。 

５．事業者は、持込イベント開催時に実際に占用が発生した事実を確認し、調査職員に使用実態を報

告するものとする。 

６．事業者は、持込イベントが申請に基づく開催内容であったか確認し、申請どおりの内容でなかっ

た場合は申請者に指導する。また、開催結果を国事務所に報告すること。 

 

第１７条 その他（主催・共催） 

１．事業者は、行催事開催の前及び開催中に、園内の施設工作物及び樹木等を損傷しないように注意

し、公園内施設等に対する損傷や支障を与えないように養生を行うこと。また、行催事終了後は、

養生材や工具の撤去、床、壁、機器、開催場所周辺を清掃すること。 

２．事業者は、行催事の実施中は、服装、言動等に注意し、公園利用者に不快感を与えないよう留意

すること。 

３．事業者は、行催事の実施に必要な仮設物の準備、撤去等に当たっては、安全管理に十分注意し施

工する。 

４．行催事の実施可能範囲は図－１に示すとおりとし、前項の仮設物の準備にあたり、仮設物件が図

に示す撤去時間内に撤去が可能か十分に確認するものとする。 

５．行催事を開催する関係者については、アルバイト等を含むスタッフ全員が名札を着用すること。 

６．事業者が本仕様書に定める行催事の実施に当たり、必要な原材料費等相当程度の参加費を参加者

より徴収することは妨げない。ただし、実施に当たっては、調査職員に事前に承諾を得た上で実
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施するものとし、その徴収額と収支については本業務の会計とは別に帳簿等を取りまとめ、記

録・保存し、調査職員の指示があれば報告するものとする。 
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第２章 広報 

第１８条 管理水準 

事業者は、公園の利用促進や適正な利用の確保のため、ホームページの維持・更新や園内マップの作

成・配布等、各種広報を適切に行う。ただし、本公園の設置趣旨を踏まえ、公園の広報として相応しい

ものであるとともに、公共性が高く、利用者全体に係わるもので、社会通念上理解の得られる範囲内で

の必要な経費に限り、委託費の支出を認めるものとする。 

 

第１９条 年間広報計画の作成 

事業者は、ポスター、チラシ、パンフレット等の広報の展開に関する年間広報計画を調査職員と密接

に連絡調整した上で、提出し、承諾を得ることとする。 

 

第２０条 ポスター、チラシ等作成 

事業者は、年間広報計画に基づき、ポスター、チラシ、パンフレット等を作成し、園内で配布や掲示

等を行うものとする。一般を対象とした広報媒体の場合は、原稿作成時に調査職員に提出し、承諾を得

ること。 

 

第２１条 情報提供 

事業者は、本公園の自然や施設等の資源や行催事等について、ホームページやメール、SNS 等による

広報活動や、テレビ、ラジオ、雑誌、新聞等の各種媒体や記者クラブへの情報提供を行う。 

 

第２２条 広報に係る素材等 

１．事業者は、広報媒体を作成する際、本公園のロゴ（名称）、体験学習施設の愛称（そなエリア東

京）、ロゴ及びホームページアドレス等を使用することができる。使用の際は、原稿作成時に調

査職員に提出することとする。なお、本業務の成果及び本業務の実施の過程において、派生的に

生じた著作権、特許権及び実用新案権等の無体財産権については、関東地方整備局が承継するも

のとする。 

２．事業者は、関東地方整備局から提供されたパンフレット等の電子素材について修正等を行う場合

は、事前に調査職員に提出し、承諾を得るものとする。また、契約の終了後又は解除後、速やか

に修正した電子素材を調査職員に提出することとする。 

 

第２３条 取材・視察等への対応 

事業者は、テレビ局・新聞社等からの取材等及び行政機関等からの視察について、対応・協力を行う

ものとし、事前に調査職員に内容を報告、指示を受けるものとする。ただし、即時性が求められる取材

等にあっては事後報告を行うこととするが、視察の場合や事故発生時等の広報対応は必ず事前協議を行

うものとする。（別添 14「マスコミ取材報告様式」） 

 

第２４条 公開場所 

１．ホームページによる情報発信は、公園の公的名称を使用し、事業者が所有・管理するサーバー又

はレンタルサーバーに格納して公開する。 
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２．ホームページのアドレスは調査職員が指定するものとし、事業者はドメインの管理に必要な費用

をドメイン管理会社に支払うものとする。ただし、収益施設等設置管理運営業務に係る情報を発

信するページについては、この限りではない。 

３．事業者は、契約が完了するとき、又は解除になる場合は、調査職員が指示する者にドメインの譲

渡を行うとともに、ホームページに係る全てのデータを提出するものとする。ただし、引き続き

契約され、当該業務を継続する場合はこの限りではない。 

 

第２５条 ホームページによる情報発信 

１．事業者は、国営東京臨海広域防災公園ホームページ上で発信する情報について別紙５「共通仕様

書」第８章に定める「個人情報の取扱いについて」及び関東地方整備局が定めるプライバシーポ

リシーに基づいた適正な内容であることを事前に確認することとする。 

２．事業者は、情報（掲載する文書、図画、写真及び音楽等）における著作権等の知的所有権に配慮

することとする。 

３．事業者は、他人の著作物を国営東京臨海広域防災公園ホームページに掲載する場合には、事前に

著作権者の許諾を得ることとする。 

４．事業者は、契約期間中の各種公園情報について、ホームページの作成・公開の際は、日本工業規

格「JIS X8341-3 高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機器、ソフトウェア及びサ

ービス－第３部：ウェブコンテンツ」（2004 年６月 20 日制定、2016 年３月 22 日改正）に基づく

ものとする。また、誰でも利用しやすくするよう、適宜改善すること。 

５．本公園のホームページは、原則１つとし、収益施設や行催事等で作成したホームページは国営東

京臨海広域防災公園ホームページよりアクセスできるようリンクを張るものとする。ただし、そ

れによりがたい場合は、別途調査職員と協議するものとする。 

６．事業者は、セキュリティレベルを確保するため、ホームページの作成・更新等に用いるパソコン

や、データを保存するサーバー等のセキュリティ対策について、業務開始前に調査職員と協議す

るとともに、年度末に実施状況を報告するものとする。 

７．ホームページは、スマートフォン等の小画面にも対応可能なものとする。 

 

第２６条 掲載情報の更新・修正・訂正・記録保存 

１．事業者は、国営東京臨海広域防災公園ホームページについて、施設情報や行催事・草花等、随時

更新される公園情報についてホームページデータを作成し、サーバーデータの更新を行うものと

する。なお、本業務の成果及び本業務の実施の過程において、派生的に生じた著作権、特許権及

び実用新案権等の無体財産権については、関東地方整備局が承継するものとする。 

２．事業者は、個人に関する掲載情報について、本人又は保護者から内容の訂正又は削除の要請を受

け、事業者又は関東地方整備局が必要と認めた場合には、訂正等の措置をとることとする。 

３．事業者は、国営東京臨海広域防災公園ホームページであるとの誤解を与える内容の他のホームペ

ージを発見した場合には、調査職員に報告するとともに、訂正等必要な措置を求めることとする。 

４．事業者は、本公園のホームページの情報が常に新しいものとなるよう、更新に努めること。 

５．事業者は、国営東京臨海広域防災公園ホームページの作成・更新等を行った場合は、そのデータ

を記録・保存し、業務完了時に調査職員に提出するものとする。データ形式は HTML ファイル及
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びその付属ファイルを基本とするが、詳細は調査職員と協議するものとする。 

 

第２７条 その他 

１．事業者やその関係者が私的に作成・開設するホームページ（ブログ、プロフィールサイト、SNS を

含む）は、国営東京臨海広域防災公園ホームページであるとの誤解を与えないよう配慮するとと

もに、職務上知り得た情報を掲載しないこととする。 

２．事業者は、月１回アクセス解析を行い、その結果を調査職員に報告すること。 

３．本仕様書によるもののほか、国営東京臨海広域防災公園ホームページの運用に関し必要な事項は、

事業者が調査職員と協議の上定めることとする。 
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第４編 利用サービス等 

第１章 公園利用者への利用指導、サービス業務  

第２８条 管理水準 

事業者は、健全な公園利用の増進を図ることともに、安全快適な利用のため、利用上の注意等の公園

利用者への利用指導、また電話対応、園内放送、障害者・高齢者等の公園利用者の補助、各種掲示物の

管理、見学者等の対応等、公園利用者への利用サービスに関する業務全般を行う。 

 

第２９条 一般事項 

１．事業者は、公園利用者への利用指導及び利用サービスのために必要な人員数を各所に適宜配置す

ること。 

２．「国営東京臨海広域防災公園における行為の禁止等に関する取扱い要領（案）」（別添１２「許認

可事務」参照）に基づき管理を行い、他の公園利用者に著しく迷惑をかける者等については、指

導を行う。なお、指導に従わない者に対しては、総括責任者（総括責任者が不在の場合は、それ

に準ずる者）が退園を命じることができるものとする。 

 

第３０条 施設予約への対応 

１．事業者は、体験学習施設の見学の予約を、電話、FAX、メール等により受け付けること。 

２．事業者は、予約の受付に当たっては、見学者が施設を快適に利用できるよう、日程、時間等につ

いて調整を行うこと。 

 

第３１条 体験学習施設の利用案内 

１．事業者は、体験学習施設の利用者に対する受付、案内等を行うとともに、携帯情報端末の貸出、

返却作業を行うこと。 

２．事業者は、施設の設置趣旨に沿った利用が行われるよう、施設の概要、防災に関する情報等の基

本情報を収集し、体験学習施設の利用者に対して施設内容、利用方法等を分かりやすく適切に説

明すること。特に煙体験施設については繁忙日等の施設効果が見込まれる日に活用すること。ま

た、起震装置については、利用者の安全を十分に確保し、可能な限り活用すること。 

３．事業者は、体験学習施設１階（エレベーターホール、エレベーター内、従業員通路、展示コーナ

ー等）及び２階（展示コーナー、映像ホール、レクチャールーム等）において、機器の使用方法、

展示内容の説明、防災に関する情報提供を行うこと。また、必要に応じて展示内容の更新を行う

こと。 

４．事業者は、防災学習効果を高めるための学習プログラムの実施、教材類の作成及び更新を行うこ

と。 

５．事業者は、利用に供さない施設については、柵、案内表示等により利用者が立ち入らないよう安

全対策を講じること。 

６．動物の持込みを禁じているため（身体障害者補助犬となる盲導犬、介助犬、聴導犬等を除く）、

事業者は、ペット同伴者に対してペット同伴に関する注意事項をビラや掲示により周知すること。 

７．令和５年度に体験学習施設の更新業務を国事務所で予定している。本業務履行期間中に当該業務

が実施される場合の運営方法については、調査職員と協議を行うものとする。 
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第３２条 駐車場の利用案内 

１．事業者は、団体用大型バスで来園する公園利用者に対して、駐車場の利用に関して事前に調整を

行うこと。 

２．事業者は、団体用大型バス駐車場及び施設関係者用駐車場の利用者に対して、駐車場入口のイン

ターホン等を用いて対応するとともに、バーゲートの開閉を行うこと。 

 

第３３条 公園利用者等への利用案内 

１．事業者は、園内の概要、見頃の花や開催するイベント等の基本情報を収集し、公園利用者の問い

合わせに対応すること。また、電話及びメール等での問い合わせに対しても同様に対応すること。

なお、必要に応じて各部署に確認又は引き継ぐこととする。 

２．事業者は、公園利用者等の苦情については、誠意を持って適切かつ迅速に対応し記録すること。 

３．事業者は、施設案内パンフレットを希望する公園利用者等に配布すること。 

４．事業者は、園内掲示板、掲示物を適切に管理すること。 

５．事業者は、障害者及び高齢者等の補助を行うこと。 

６．事業者は、公園利用者の利便性向上のために車椅子の貸出を行うこと。 

７．事業者は、その他、公園利用者等への案内が必要な事項等は対応すること。 

 

第３４条 拾得物、遺失物の処理 

１．事業者は、公園内で遺失物を発見した場合は、遺失物法に従い適正に処理すること。 

２．事業者と契約した者及び従業員等が、公園内において他人の紛失した物件を拾得した時は、速や

かに事業者に届けるように指導すること。 

３．事業者と契約した者及び従業員等は、遺失物法に規定する報労金は受け取る権利及び一切の権利

を放棄すること。 

４．事業者は、拾得物に当たらない残置物を発見した場合には、その処分方法等について調査職員と

協議すること。 
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第２章 園内巡視 

第３５条 管理水準 

事業者は、公園利用者の安全利用の確保、公園利用者への利用サービス及び公園施設の点検確認を行

うため定期的に園内巡視を実施する。また、災害事故等不慮の事態に備え、緊急の処置を取る。 

 

第３６条 巡視業務の実施 

１．適正な巡視業務を実施するため、事業者は巡視計画書を調査職員に事前に提出し、承諾を受けな

ければならない。 

２．巡視業務には、通常巡視、異常時巡視がある。 

３．事業者は、巡視計画書及び次の各号に掲げる要領にて巡視業務を行うものとする。 

１）巡視ルートは、別添 15「通常巡視内容」のとおりとし、これに従って１日２回以上巡視する

ものとする。なお、天候、利用状況、工事等その他状況に応じ、柔軟に園内を巡視するもの

とする。 

２）公園利用者に対して不快感等を与えないよう常に親切丁寧に接するものとする。 

３）小規模な修理用具並びに救急箱を携帯し、必要に応じて処置するものとする。 

４）都市公園法第 11 条に定める禁止行為を発見した場合、第 12 条に定める行為を、許可を得ず

に行っていることを発見した場合、「国営東京臨海広域防災公園における行為の禁止等に関す

る取扱い要領（案）」（別添 12「許認可事務」参照）に定める禁止行為を発見した場合、迷惑

行為を発見した場合には適切な指導をするものとする。 

 

第３７条 通常巡視 

事業者は、通常巡視として、繁忙期及び異常時以外の状態において、次の各号に掲げる事項について

原則として毎日４回以上巡視を行うものとする。また、別添 15「通常巡視内容」を参照。 

１．園内における公園利用者への案内・誘導・整理及び利用指導。 

２．公園利用者の危険箇所への立入り及び危険な行為に対する制止及び安全指導。 

３．迷子、負傷者、病人等の発見又は届出を受けた場合には、緊急連絡体制に基づき速やかに適切な

処置と報告。 

４．事件、事故又は災害等が発生した場合の適切な処置と報告。（別添６「事故報告様式」） 

５．園内不審物の有無の確認。 

６．拾得物を発見した場合の速やかな報告及び拾得物預かり書の作成。 

７．植物、施設及び清掃状況等の点検。 

１）樹木、芝生、草花等の生育状況及び噴水等の修景施設の異常の有無。 

２）園路、広場、路側、排水桝、階段、建物その他構造物等の異常の有無。 

３）門扉、案内標識、ベンチ等休憩施設等の異常の有無。 

４）電気、放送、給排水設備等の異常の有無。 

５）清掃の状況。 

６）災害・事故等不測の事態発生の有無。 

７）平常時における緊急車両の誘導（救急車、消防車、パトカー等）。 

８）迷子や近隣の行方不明者等に関する警察からの協力要請があった場合、その要請に対応した
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園内巡視と報告、関係者への連絡。 

 

第３８条 異常時巡視 

事業者は、異常時巡視として、園内で災害が発生した場合又はそのおそれがある場合の園内の異常及

び利用障害等に対して適切な措置を講じるため、次の各号に掲げる事項について、巡視を行うものとす

る。 

１．園内の被害状況の確認 

２．利用障害等の状況の確認 

 

第３９条 報告等 

巡視員は点検実施後、巡視の結果を毎日巡視業務日報に記録する。なお、事業者は記録を保存するも

のとする。（別添 15「通常巡視内容」） 

また、重大な事件・事故又は災害等が発生した場合には、遅滞なく調査職員に報告し指示を受けるも

のとする。（別添６「事故報告様式」参照） 
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第３章 公園ボランティア活動の支援・調整 

第４０条 管理水準 

事業者は、市民のボランティア活動（以下「活動」という。）を促進するため、ボランティア活動の

実態を把握し、ボランティアとの連携を図り、ボランティアが円滑に活動できるよう側面的に支援する

とともに、活動の調整を行うものとする。 

 

第４１条 ボランティア活動の内容 

本公園における現在のボランティアの活動の内容は以下の表のとおりである。（別紙 39「ボランティ

ア活動」参照） 

ボランティア名 活動内容 

ガーデンクラブ 花壇ピンチ、プランター草花捕植 

そなエリアクラブ 防災ゲームや防災アドバイス、防災イベント、防災ワークショップ等の提案・実施 

                                ※令和４年 12 月１日現在 

         

第４２条 新たなボランティア活動の実施に関わる規約案の作成 

事業者は、前条以外に個人又は団体が新たなボランティア活動を希望する場合には、公園ボランティ

ア規約案を作成し、調査職員と協議する。 

 

第４３条 調査職員との協議等 

１．事業者は、公募により組織されたボランティア団体については、ボランティア規約に基づき、ボ

ランティアの募集及び窓口等の業務を行うものとする。 

２．事業者は、ボランティア規約に基づき、調査職員と協議の上、ボランティアの登録、個人情報の

管理、年間活動計画の策定を行うこととする。年間活動計画については、業務計画書として提出

し、承諾を得るものとする。また、各年度末には当該年度のボランティア活動の報告を行う。 

 

第４４条 ボランティア登録の抹消 

関東地方整備局は、次の各号に該当する事実が発生した場合は、登録を抹消することができる。その

際、事業者は、ボランティア登録の抹消に関する窓口業務や連絡、調整等を行うものとする。 

１．登録者より登録取消しの申出があったとき。 

２．登録者の所在が不明となり、連絡不能となったとき。 

３．登録者がボランティアとして不適格であると関東地方整備局が認めるとき。 

別紙P65



17 
 

図－１ 
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第１編 総則 

第１条 適用 

本仕様書は、R5-9 国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務のうち、施設・設備維持管理業務に適

用する。 

 

第２条 事業者の責務 

事業者は、施設・設備維持管理業務実施に当たって、本公園における施設・設備維持管理業務の特性

を踏まえ、共通仕様書（別紙５）、国営東京臨海広域防災公園の設計図書及び現地の気象条件等環境条

件を十分に把握の上、管理効果が上がるよう配慮し、管理水準を達成すべく、実施にあたるものとする。 

 

第３条 基本事項 

１．本業務は、施設・設備維持管理を総括する業務責任者の責任の下と実施すること。 

２．事業者は、本仕様書によるほか、関係法令を遵守し、公園内を常に良好な状態とし、公園利用者

への快適・安全なサービスに努めるとともに、公共性に配慮し、都市公園の効用に資するよう適

切に運営維持管理を行うものとする。なお、本仕様書に記載のない事項又は本仕様書に疑義が生

じたときは、その都度、調査職員と協議するものとする。 

３．事業者は、公園内を常に良好な状態とし、他の業務と相互連携し、適切に進捗管理を行い実施す

ることとする。 

４．管理体制人員は、円滑な運営維持管理を行うため、弾力的に配置するものとする。 

５．提供物品は事業者に貸与するが、物品類の修理等は調査職員に報告の上、事業者が行うこととす

る。（別紙 20「提供物品一覧表」、別添８「提供施設等取扱いについて」） 

６．設備及び提供物品は事業者の注意義務で管理すること。 

７．業務効率化に向けた設備及び物品を事業者が導入する場合は、事前に調査職員と協議し、承諾を

受けた上で、導入すること。 

８．事業者は、管理する施設、設備及び備品等について、日々稼働状況を把握し、異常を発見したと

きは直ちに適切な処置を行い、調査職員に報告すること。 

 

第４条 安全管理等 

１． 事業者は、作業を行う場合には、必要に応じ作業区域をセーフティーコーン、コーンバーなど

で明示するなど安全管理を徹底し、公園利用者の安全を十分確保するとともに、公園利用者の利

用にできるだけ支障を与えないよう配慮する。 

２．園内の車両通行については、公園利用者の安全と快適な利用を妨げない運転・駐停車・作業態度

等に努めるとともに、走行速度は原則 10km/h 以下とする。 

３．作業にかかる車両の持込は最小に留め、公園利用者の迷惑とならないよう、必要に応じ誘導員を

配置するか、公園利用者の迷惑とならない場所へ速やかに移動するものとする。 

４．作業中は安全管理を徹底し、公園利用者の安全を十分確保するものとする。 

５．作業中は園内の施設工作物及び樹木等を破損しないように養生を行う等、注意するものとする。 

６．作業終了後は養生材や工具類を撤去し、周囲の清掃を行うものとする。 
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第５条 作業時間 

作業時間は、常に公園利用者の迷惑とならないように配慮し、業務責任者の判断により決定すること。

なお、開園時間内に作業を行う場合は、必要に応じて公園利用調整を行うこと。 

 

第６条 大規模な修繕 

100 万円を超える大規模な修繕（R5-9 国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務 共通仕様書「第

６条 関東地方整備局と事業者の責任分担」参照。）は関東地方整備局において行うので、大規模な修繕

に該当すると判断される場合には、調査職員と協議する。 
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第２編 建物維持修繕等 

第７条 管理水準 

 事業者は、建物の点検を行うとともに軽微な修繕を実施し、機能を常に安全かつ良好に維持するもの

とする。 

 

第８条 作成書類 

１．作業計画書 

事業者は、調査職員が指示する主要な建築物、建物設備、工作物、設備の修繕等については、別紙

５「共通仕様書」第１７ 条で示す書類のほか、作業計画書（工程表含む）を作業前に作成して調

査職員に提出すること。 

２．事業者は、主要な建築物、建物設備、工作物、設備の修繕等について、次の各号に掲げる書類を作

成すること。 

１）作業記録写真 

作業後、速やかに作成すること。 

２）その他調査職員が指示する書類 

適宜作成すること。 

 

第９条 体験学習施設維持修繕等 

１．事業者は、体験学習施設の展示施設等について、日常、適宜巡回点検し、破損箇所の小規模な修

繕や物品の補充を適切に行うとともに、次の各号に掲げる修繕及び点検を行うこと。なお、法定

点検、大規模な修繕は関東地方整備局において行うので詳細は調査職員と協議する。 

１）展示装置等が正常な状況にあるか、状態を確認し、その良否を判定の上点検表に記録するとと

もに、必要に応じて部品の交換・補充を行い、展示装置等の各部位を常に最良な状態に保つこ

と。 

２）漏電、損傷、腐食、油の漏れ、その他の欠陥がなく完全に作動するよう正常な状態を保つこと。 

３）劣化等による危険・傷害の未然防止に努め、展示装置等が有する性能を保つこと。 

４）故障によるサービスの中断に係る対応を定め、迅速な回復に努めること。 

５）展示施設等に対する苦情、要望、情報提供等に対して、必要な現地調査、初期対応、処置を迅

速に行うこと。 

６）展示装置等の仕様を事前に確認し、契約電力量及び契約熱容量を超過しないように機器を稼働

させること。 

２．事業者は、体験学習施設内のエレベーター、大型モニターを年１回点検し、必要に応じて修繕す

ること。なお、大規模な修繕は関東地方整備局において行うので詳細は調査職員と協議する。 

 

第１０条 屋上庭園及び壁面緑化維持修繕等 

 事業者は、屋上庭園及び壁面緑化について、月１回巡回点検し、破損箇所の小規模な修繕や物品の補

充を適切に行うとともに、次の各号に掲げる修繕及び点検を行うこと。なお、法定点検、大規模な修繕

は関東地方整備局において行うので詳細は調査職員と協議する。 

１．防水層の損傷の兆候がないか点検すること。 
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２．排水溝、ドレンに植栽土、枯葉等の堆積等がないか点検し、必要に応じて修繕すること。 

３．自動灌水設備及び排水設備の損傷の有無及び作動状態を点検し、必要に応じて修繕すること。 

４．天候等を考慮し、必要に応じて、自動灌水設備のタイマー設定の変更を行うこと。 

 

第１１条 水景施設維持修繕等 

事業者は、水景施設の電気点検、動作点検、機器点検、試運転調整、水質調査等を行うこと。なお、

水質検査は関連法令に基づき実施し、部品の交換・補充を行うとともに必要に応じて調整及び注油等を

行うこと。   

 

第１２条 園路・広場維持修繕等 

事業者は、日常的に、園路、ベンチ、パーゴラ、舗装、サイン、支柱、手摺・柵等について、適宜巡

回点検し、腐敗・破損箇所の小規模な修繕を適切に行うとともに、月１回定期的に次の各号に掲げる修

繕及び点検を行うこと。なお、大規模な修繕は関東地方整備局において行うので詳細は調査職員と協議

する。 

１．舗装のひび割れ、段差、不陸、陥没、排水状況等を点検するとともに、駐車場及びヘリポートの

区分（白線等）の状況を点検し、必要に応じて修繕すること。 

２．案内表示等の敷地内に設置されている付属物のぐらつき、汚れ、さび、腐食等の有無を点検し、

必要に応じて修繕すること。 

 

第１３条 その他工作物維持修繕等 

事業者は、日常的に、管理物件（塀、門、排水桝、公園灯、水道水栓等）について適宜巡回点検し、

腐敗・破損箇所の小規模な修繕、部品の補充を適切に行うとともに、月１回定期的に次の各号に掲げる

修繕及び点検を行うこと。 

１．塀と周辺地盤との相対的な沈下及び浮上の有無、傾斜の状態の確認、ひび割れ、剥離、異常なた

わみ及びそりの有無、付属物のがたつき、破損及び腐食の有無等を確認し、必要に応じて修繕す

ること。 

２．門の作動状況、取付け状態、損傷、さび、腐食の有無等を確認し、必要に応じて修繕すること。 

３．排水桝、マンホール、側溝、街きょについて、排水の状態、破損の有無、取付の状態、さび、腐

食の有無等の状態を確認し、必要に応じて修繕すること。 
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第３編 体験学習施設及び園内清掃等 

第１４条 管理水準 

事業者は、公園施設を、常に清潔を保ち、快適な環境を保持すること。また、本公園の利用状況に適

切に対応するため、事業者は、作業内容、作業場所等について十分に検討するとともに、周辺地域に配

慮した実施時期の調整を行うこと。 

 

第１５条 消耗品 

清掃作業に必要な消耗品については、事業者で調達すること。 

 

  第１６条 体験学習施設清掃 

 事業者は、日常、公園利用の動向、塵芥の発生量、天候等に応じ、利用者が快適に施設を利用できる

よう、清潔かつ快適な施設環境を保つために清掃を行うとともに、必要に応じて次の各号に掲げる清掃

等を行うこと。なお、体験学習施設内の床清掃は、別業務で定期的に清掃を行っている。 

１．壁、床、扉、窓、柱、机、イス等は、掃き掃除、拭き掃除を行い、公園利用者に不快感を与えな

いよう清潔に保ち、必要に応じて薬液類を使用し洗浄すること。 

２．くもの巣、ハチの巣、ガムのかす等がある場合は、速やかに取り除くこと。 

３．天井、照明器具、展示物等は、必要に応じ清掃すること。 

４．関東地方整備局が別に行う業務において、害虫防除作業、タイルカーペット洗浄、窓ガラス清掃

を実施する際には、実施時期の調整、什器等の移動を行うこと。 

５．ウイルス等による感染症のまん延等が生じた場合は、手すりやドアノブ等、人の手に振れやすい

箇所のアルコール消毒を定期的に実施するなど、感染拡大防止に努める。 

 

第１７条 園内・工作物清掃 

 事業者は、日常、公園利用の動向、塵芥の発生量、天候等に応じ、利用者が快適に園地を利用できる

よう、清潔かつ快適な環境を保つために園内清掃を行うとともに、次の各号に掲げる清掃等を行うこと。 

１．園内清掃の対象区域は全園を区域とする。ただし、別紙９「収益施設等設置管理運営規定書」の

対象である収益施設は除く。 

２．拾い清掃による紙くず、空き缶等の除去や掃き掃除による土ぼこり、落ち葉等の除去により、園

路(園地含む)や側溝等の工作物をきれいな状態に保つこと。 

３．Ｕ型溝、排水桝等の排水設備の性能を維持するため、適宜点検を行うとともに、溜まった落ち葉、

土砂等を除去すること。 

４．公園利用者が直接触れるベンチやテーブル等は、汚れやコケ、鳥の糞が無いよう水拭き等の清掃

を行い、同時にささくれ、がたつき等による危険箇所の確認を行うこと。 

５．外灯、監視カメラ等の設備について、運用の支障となる場合や汚れがひどい場合には清掃を行う

こと。 

 

第１８条 除雪等 

 １．事業者は、降雪時に、本公園の機能を維持するために、玄関周り、出入り口周り、園路、ヘリポ

ート等において、機械及び人力による除雪を行う。 
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 ２．事業者は、除雪作業を円滑に実施できるよう無積雪時の状態を確実に把握し、路面や縁石等各工

作物に損傷を与えないようにしなければならない。 

 

第１９条 産業廃棄物処理 

事業者は、産業廃棄物が発生した場合は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45 年 12 月

25 日法律第 137 号）及び関係法令に従い、適正に処理すること。 
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第１章 総則 

第１条 適用 

本仕様書は、R5-9 国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務のうち、植物管理業務に適用する。 

 

第２条 事業者の責務 

事業者は、植物管理に当たって、本公園における植物管理業務の特性を踏まえ、別紙５「共通仕様書」、

本公園の設計図書及び現地の気象条件、土壌条件等環境条件を十分に把握の上、管理効果が上がるよう

配慮し、目標とする管理水準を達成すべく、施工にあたるものとする。 

 

第３条 事前協議等 

事業者は、別紙５「共通仕様書」、本公園の設計図書及び現地の気象条件、土壌条件等環境条件を

十分に照査し、次の各号に掲げる事項のほか明示無きもの又は疑義の生じた場合は、関東地方整備局

の指定する調査職員と事前に協議するものとする。 

また、管理年度内にあっても、管理実態に併せて、効率化に向けた管理施工上の工夫が可能な場合

は、調査職員に提案し、協議の上、変更理由を明記し、業務計画書の変更を行うことも可能である。 

１．植物について補植を要する事態が生じたとき。 

２．既存木の移植（又は伐採）を行う必要が生じたとき。 

３．公園利用者サービスに供するために新規植栽の必要が生じたとき。 

 

第４条 基本事項 

１．植物管理業務を総括する業務責任者の責任の下実施することとする。 

２．事業者は、本仕様書によるほか、関係法令を遵守し、公園利用者への快適なサービスに努めると

ともに、公共性に配慮し、都市公園の効用に資するよう適切に運営維持管理を行うものとする。 

３．事業者は、公園内の植物を常に良好な状態とし、他の業務と相互連携し、適切に進捗管理を行い、

実施することとする。 

４．管理体制人員は、円滑な運営維持管理を行うため、植生状況に基づき弾力的に配置するものとす

る。 

５．提供物品（別紙 20 参照）は事業者に貸与するが、物品類の修理等（微小なものは除く）は調査

職員に報告の上、事業者が行うこととする。 

６．設備及び提供物品は事業者の注意義務で管理すること。 

７．植生状況等に基づく業務効率化に向けた設備及び物品を事業者が導入する場合は、事前に調査職

員と協議し、承諾を受けた上で、事業者の負担にて行うこと。 

８．ボランティアによる植物管理が円滑に活動できるように支援すること。 

９．植物管理と一体となった行催事では、企画運営管理及び施設・設備維持管理等と総合的な調整の

下相互連携を保ち、公園利用者の安全確保に努めるものとする。 

 

第５条 安全管理等 

１．園内の車両通行については、公園利用者の安全と快適な利用を妨げない運転・駐停車・作業態度

等に努めるとともに、走行速度は原則 10km/h 以下とする。 
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２．作業にかかる車両の持込は最小に留め、公園利用者の迷惑とならないよう、必要に応じ誘導員を

配置するか、公園利用者の迷惑とならない場所へ速やかに移動するものとする。 

３．危険防止のため、枯損木や枯枝の早期発見と除去、及び、全ての作業実施時に作業エリアをバリ

ケード等で囲い作業中であることを明示すること等、施工中は安全管理を徹底し、公園利用者の

安全を十分確保するものとする。 

４．施工中は安全管理を徹底し、公園利用者の安全を十分確保するとともに、園内の施設工作物及び

樹木等を破損しないように注意するものとする。 

５．作業中は服装及び言動に注意し、公園利用者に不快感を与えないよう留意するものとする。 

 

第６条 作業時間 

１．作業時間は、公園利用者の迷惑とならないように配慮し、決定すること。なお、開園時間内に作

業を行う場合は、必要に応じて公園利用調整を行うこと。 

２．公園利用者に対して、管理作業内容の情報を提供する必要が生じた場合には、作業場所において

適切な説明看板類を掲示するものとする。 
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第２章 芝生管理 

第７条 管理水準 

事業者は、以下に示す管理水準を満たす芝生管理を行うこと。（別添 18「芝生管理区域図」参照） 

 

管理目標 
広場内の芝生や施設周りの芝生地で、休憩やレクリエーション利用等、動的利用も多い
芝生地 

管理水準  

芝刈高 ５～７cm 程度 

雑草混入 一部混入容認 

茎葉密生度 高いが一部空隙あり 

標準実施回数 （単位；回/年） 

芝刈(標準刈込
回数) 

５ ２ ５ 

対象地 
ヘリポート・エント

ランス広場 
左記以外 屋上庭園 

※芝刈工以外の項目については、必要に応じて業務責任者が判断し、適宜行うものとする。 

 

第８条 芝刈工 

１．芝生地内にある石、空き缶等障害物はあらかじめ取り除く。 

２．芝生地内にある樹木、草花、施設等を損傷しないように注意し、刈むらや刈残しのないよう均一

に刈込む。 

３．刈込み高は管理水準を目安とするが、大幅に変更する場合は、調査職員と協議する。 

４．縁切りは、寄せ植え、施設等にほふく茎が侵入しないよう、寄植類に当たっては、樹冠の垂直投

影線より 10cm 程度外側で垂直に切り込み、せん除する。 

５．原則として、刈り取った芝は収集し、必要に応じて指定の場所に搬出するとともに、刈り跡はき

れいに清掃する。 

６．芝刈り回数及び頻度については、芝草の生育状況を確認した上で適切かつ効率的な数量を設定し、

作業にあたるものとする。 

７．事業者は、自律走行無人芝刈機の運用について検討を行う。運用を行う場合には、当該機が適切

に稼働するよう、刈刃等部品の確認及び交換、清掃等を行い、運用状況の確認を行う。また、通

常の芝刈作業と比較し、その効果等を調査職員と協議のうえ、報告すること。 

 

第９条 芝生雑工 

芝生雑工については、業務責任者の判断する作業（以下、１～６及び部分的な養生、芝生保護材設置

等）を実施するものとする。 

１．芝生目土掛 

１）目土は植物の根、ガレキ等がなく必要に応じて、ふるい分けした目土用土又は砂材を用いる。

土壌改良材及び肥料を混入する場合は、業務責任者が適切と判断した混入率となるよう入念に

混合する。 

２）目土は、業務責任者が適切と判断した量をとんぼ等を用いて、むらなく均一に敷きならし、十

分すり込む。なお、芝生面に不陸がある場合は不陸整正を勘案しながら行う。 

３）芝草の生育適期を選んで施工し、併せて芝草の生育促進、芝生地表面の不陸整正の効果を最大

限に発揮できるよう施工する。 
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２．芝生エアレーション 

１）芝生土壌の硬化を防止するため、エアレーション器具又は機械により土壌が膨軟となるよう効

果的に行う。 

２）施工区域の設定、穴及びカッティングの深さ、間隔等は業務責任者の判断による。 

３． 芝生転圧 

転圧は、芝生面の不陸整正や芝生の根と床土を活着させるために、開始から仕上げまでは連続

して行う。 

４． 芝切 

１）芝の更新をうながすため、レーキ、ホーク等で芝生面をていねいに回数多く引っかき、ほふく

茎や根等を切断するとともに、茎葉の間の枯葉、枯茎（サッチ）を除去する。 

２）発生した枯葉、枯茎等は速やかに処理するとともに、ブラッシング跡はきれいに清掃する。 

５．芝生灌水 

１）既存の灌水設備又は散水車を使用して、過去の実績を踏まえ、業務責任者が適切と判断した灌

水量を芝生全面に行きわたるよう、均一に散水する。 

２）芝草の生育状況を確認した上で、適切かつ効率的な時期を設定し、作業にあたるものとする。 

６．芝生施肥 

１）過去の実績を踏まえ、業務責任者が適切と判断した施肥量を芝生面にむらのないよう均一に散

布する。（別紙 34「農薬、肥料、土壌改良材リスト」参照） 

２）施肥を施す場合は、原則として降雨直後等で葉面が濡れているときは行わない。 

３）施肥の時期及び回数については、芝草の生育状況を確認するとともに、芝生の利用状況予測を

考慮して適切かつ効率的な時期を設定し、作業にあたるものとする。 

７．芝の補植を行う際は、以下の項目に留意すること。 

１）張替え箇所を大きめに形を整えて切り取り、深さ 15cm 程度まで床土を交換又は耕耘した上、

沈下防止のためよく転圧し、表面排水できるよう不陸整正を行うものとする。 

２）張芝は、周縁と同じ高さとなるよう調整し、転圧し、目土を施し、必要に応じて適宜施肥、灌

水するものとする。 

３）播種は、施工箇所を刈取・集草し、必要に応じて土壌改良材を散布の後、種子を均等に播き付

けるものとする。その後、目土散布を行ったのち、速やかに灌水を行う。 
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第３章 中低木管理 

第１０条 管理水準 

事業者は、以下に示す管理水準を満たす中低木管理を行うこと。（別添 19「中低木管理区域図」参照） 

管理目標 

対象地の個々の中低木の目的（鑑賞、遮蔽・境界）に留意した管理を行う 

鑑賞 遮蔽・境界 

花やその樹形等を公園利用者に見せ
る役割を持ち、景観構成要素となって
いる中低木 

芝生地と高木等他の植栽を補完する目的で
植えられた中間植栽としての役割や、園路
や広場等の境界植栽としての役割を持つ中
低木 

管理水準 
良好な生育、景観等のため整形し、健
全な個体を維持する 

基本的に自然樹形であるが、樹種の特性等
を考慮し、剪定工を設定する 
枯損枝、支障枝等は撤去する 

標準実施回数（単位；回/年） 

刈込み 
（標準寄植剪定） 

1 回／年 

対象地 
 

ヘリポート周り及び BBQ エリア 
 

※寄植剪定以外の項目については、必要に応じて業務責任者が判断し、適宜行うものとする。 

 

第１１条 中低木剪定工 

１．一般事項 

１）枝の密生した箇所は中すかしを行い、刈地原形を十分考慮しつつ、樹幹局縁の小枝を輪郭線を

作りながら刈込む。 

２）裾枝の重要なものは、上枝を強く、下枝を弱く刈込む。 

３）花木類を刈込む場合は、花芽の分化時期と養生位置に注意する。 

４）数年の期間をおいて刈込みを実施する場合は、第１回の刈込みの際に一度に刈込まず、数回の

刈込みを通して徐々に刈地原形に仕立てていく。 

５）刈り取った枝葉は収集し、必要に応じて指定の場所に搬出するとともに、枝葉が樹冠内に残ら

ないようにきれいに取り去り、刈込んだ樹木、寄植等の周辺はきれいに清掃する。 

６）剪定に当たっては、樹木単体だけでなく、公園として望ましい植栽景観づくりを視野に入れて、

望ましい樹形の確保に努める。 

７）公園の景観維持及び樹木の生態等に支障があり、剪定だけでなく伐採の必要が生じた場合には、

調査職員に報告するものとする。 

２．寄植剪定 

１）各樹種の生育状態に応じ、刈地原型を十分考慮しつつ剪定する。 

２）刈り取った枝葉が樹冠内等に残らないよう速やかに処理するとともに、寄植の周辺をきれいに

清掃すること。 

３．生垣剪定（機械・人力） 

１）枯枝、徒長枝等を剪定し、枝の整理を行った後、一定の幅を定めて、両面を刈込み、天端をそ

ろえる。 

２）枝葉の空いた部分には、必要に応じて、枝葉の疎密をなくすよう、枝の誘引を行う。枝の結束

には、しゅろ縄を用いる。 
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第１２条 中低木地除草工 

１．人力除草 

１）既存植物を傷めないよう鎌等を用いて根際より刈り取る。 

２）抜き取った雑草は、収集し、必要に応じて指定の箇所に運搬・堆積するとともに、除草跡はき

れいに清掃する。 
 
 

第１３条 中低木雑工 

１．中低木雑工については業務責任者の判断する作業（害虫の捕殺駆除作業、低木地落葉除去等）を

実施するものとする。 

２．中低木補植を行う際は、以下の項目に留意すること。 

１）中木は樹高 60cm～300cm 未満の樹木を対象とし、低木は 60cm 未満の樹木を対象とする。 

２）補植は、隣接樹木の枝葉根部を損傷しないよう注意して、なじみよく現状に復するものとする。 

３）植栽を実施するに当たり、土壌改良材を投入する場合は、埋め戻し土壌とよく撹拌して混入す

るものとする。 

４）補植後は、十分に潅水し、根元周辺を整正する。 

３．マルチングを行う際は、以下の項目に留意すること。 

１）マルチング材は所定量をむらなく均一に敷き均すものとする。 

２）使用するマルチング材及び敷き均し量、厚さについては業務責任者が判断し、定めるものとする。 

４．中低木施肥 

１）一般事項 

 施肥量は、過去の実績を踏まえ、肥料、施肥の種類（寒肥、追肥等）及び各樹木の特性に応じて

最も効果が期待できるよう、業務責任者が判断して行う。（別紙 34「農薬、肥料、土壌改良材リ

スト」参照） 

 溝及び縦穴の掘削に際しては、樹根に損傷を与えないよう注意する。 

２）生垣施肥 

 寒肥は生垣の両側に縦穴を１箇所ずつ計２箇所１本ごとに掘り、底に所定の肥料を入れ、覆土す

る。縦穴の深さは 20cm 程度とする。 

 追肥は、生垣の両側に平行に深さ 20cm 程度のみぞを掘り、みぞ底に所定の肥料を敷き込み覆土

する。樹勢の強弱により施肥量を増減する。 

 縦穴、溝の位置は細根の密生部分よりやや外周とする。 

３）中低木・寄植施肥 

 １本立ち及び小規模な寄植えの場合、輪肥・壺肥を主体とし、その方法は高木施肥工に準ずる。

縦穴及びみぞの深さは 20cm 程度とする。 

 列植の場合、生垣施肥に準ずる。 

 群植、大規模な寄植えの場合、有機質肥料については、１㎡当たり３箇所の縦穴を掘り、底に所

定の肥料を入れ覆土する。化成肥料については、植込内に均一に散布する。 
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第４章 高木管理 

第１４条 管理水準 

事業者は、以下に示す管理水準を満たす高木管理を行うこと。（別添 20「高木管理区域図」参照） 

管理目標 
園路や広場、敷地の境界、遮へい、防火帯となる植栽としての役割や景観木として
の役割を持つ高木 

 鑑賞、緑陰、防災、遮へい 

管理水準 自然成長を前提としつつ、障害除去を行う程度の保護管理を実施 

標準実施回数 （単位；回/年） 

剪定 １回／４年 

対象地 園内 

※ 高木管理については、必要に応じて業務責任者が判断し、適宜行うものとする。 

 

第１５条 高木剪定工 

１．一般事項 

１）樹形の骨格づくり、樹形の整形、混み過ぎによる病害虫及び枯損枝の発生防止等を目的とし

て、枝おろし、枝すかし、ふところすかし、切詰め、枝抜き、切返し、枝はさみ、枝うち、

枝かき等の剪定方法を、樹種、形状及び選定の種類に応じて最も適切な方法により行う。 

２）樹姿及び樹形の仕立て方は、特に修景上、規格形にする必要がある場合を除き、自然形に仕

立てる。 

３）剪定に当たっては、下枝の枯死を防ぐために原則として上方を強く、下方は弱く、また、南

側等の樹勢の強い部分は強く、北側等樹勢の弱い部分は弱く剪定する。 

４）不定芽の発生原因となる「ぶつ切り」は原則として行わない。 

５）花木は花芽の分化時期と養生位置に注意して剪定する。 

６）剪定した枝葉は収集し、必要に応じて指定の場所に搬出するとともに、樹木周辺をきれいに

清掃する。 

７）剪定に当たっては、樹木単体だけでなく、公園として望ましい植栽景観づくりを視野に入れ

て、望ましい樹形の確保に努める。 

８）公園の景観維持及び樹木の生育等に支障があり、剪定だけでなく伐採の必要が生じた場合に

は、調査職員に報告するものとする。 

２．弱剪定 

１）弱剪定とは枯枝、平行枝、徒長枝等樹木の生育上好ましくないものを樹木本来の形、枝張り

のバランス等を考慮しつつ切除することをいう。 

２）主として剪定すべき枝は、①枯枝、②成長の止まった弱小の枝、③著しく病害虫におかされ

ている枝、④通風、採光、架線、人車の通行等の障害となる枝、⑤折損によって危険をきた

す恐れのある枝、⑥樹冠、樹形及び生育上不必要な枝。 

３）病害虫枝、障害枝は全体の樹形を考慮しつつ剪定する。 

４）枝、弱小枝等はその枝の付け根から少し距離をおいて切りとる。 

３．強剪定 

１）強剪定とは弱選定に加えて、樹形の整姿を目的として主枝及び主枝に準ずる枝の切除を行う

ことをいう。 
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２）芯は原則として止めない。やむを得ず摘芯する場合は、これに代わる別の芯を仕立てる。 

３）古枝の先端部が大きなこぶとなっているもの、また割れ、腐れ等がある場合は、古枝の途中

に良い方向の新生枝を見つけ、その部分から先端部を切り取り、若い枝と切返すものとする。 

 

第１６条 高木雑工 

１．高木雑工については、業務責任者の判断する作業（剪定、害虫の捕殺駆除作業、高木地落葉除去

枯損木及び支障枝撤去等）を実施するものとする。 

２．高所作業は、以下の項目に留意すること。 

１）高所作業車を使用し、高所枝打ち作業等を行うこと。 

２）高所作業の際には、周囲の安全性や樹木を傷つけないように細心の注意を払い、セーフティコ

ーンやアウトリガー（伸縮補助足）等により安全を確保した上で作業を実施すること。 

３．在来の支柱の取外しを行う際は、樹木を損傷しないよう十分注意し根元より完全に引き抜く。ま

た、杉皮、しゅろ縄、亜鉛引鉄線、洋釘及び幹巻材も同様にきれいに取り除く。 

４．高木施肥 

１）過去の実績を踏まえ、使用する施肥の標準的な施肥量を肥料、施肥の種類（寒肥、追肥等）及

び各樹木の特性に応じて最も効果が期待できるよう、施肥量について業務責任者が判断して行

う。（別紙 34「農薬、肥料、土壌改良材リスト」） 

２）溝及び縦穴の掘削に際しては、樹根に損傷を与えないよう注意すること。 
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 第５章 草花管理 

第１７条 管理水準 

事業者は、以下に示す管理水準を満たす草花管理を行うこと。（別添 21「草花管理区域図」参照）

なお、草花管理においては、行催事の開催時期等に十分留意すること。 

ここで、花見頃期間とは、草花地において、七分咲きから満開までの状態の期間（毎週金曜日を基

準とした一週間）をいう。 

 
対象エリア名称 目的・目標 花見頃期間（週） 

園内 
季節ごとに咲く既存の花類について、鑑賞に耐えるレベルに
維持管理を行うこと。 

それぞれの花の適
期に基づく。 

 

第１８条 草花材料一般 

１．花苗は発育良好で病害虫に侵されていないものとし、あらかじめ植え出しに耐えるよう栽培され、

細根の多く発生している徒長していない均一な形姿のものを使用する。 

２．球根はよく充実し、傷がなく、病害虫に侵されていないものとする。 

 

第１９条 草花除草工 

１．人力による抜根除草とする。 

２．抜き取った雑草は、根に付着した土を除いた後収集し、必要に応じて指定の場所に搬出するとと

もに、除草後はきれいに清掃する。 

 

 

第２０条 草花雑工 

１．一般事項 

１）草花雑工については業務責任者の判断する作業（害虫の捕殺駆除作業、花がら摘み、ピンチ、

摘心、誘引、ロープ柵設置・撤去、枯葉除去、落ち葉撤去、土壌改良剤散布、地拵え、花苗植

付けに伴う割付補助、花苗・球根植付、軽微な灌水、間引き、１年草抜取・刈取、資材･発生

材運搬及び灌水等に伴う車輌運転補助、マルチング等）を実施するものとする。 

２．草花施肥 

１）元肥は、過去の実績を踏まえ、業務責任者が適切と判断した施肥量を均一にまき、くわ、シャ

ベル等により床上の中によくすき込む。（別紙 34「農薬、肥料、土壌改良材リスト」参照） 

２）追肥は肥料の種類及び植物の生育状況に応じ、業務責任者の判断により、最も効果的な方法に

より行う。 
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はじめに 

 

本規定書は、国営東京臨海広域防災公園の一元的な運営維持管理を進めるに当たり必要な

公園利用者サービス向上のための収益施設である自動販売機、バーベキューガーデン、飲食・

物販施設の管理運営業務及び自主事業において、遵守すべき法令類や規範等の基本事項を取

り纏めたものである。 

国営東京臨海広域防災公園の運営維持管理業務を実施する事業者が独立採算で行う収益

施設等設置管理運営業務の指針として、また許可申請時における管理運営要領の作成に際し

て、本規定書を参考にされたい。 
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第１編 国営東京臨海広域防災公園収益施設等設置管理運営共通規定書 

第１章 総則 

第１条 履行場所及び履行期限 

１．履行場所 

施設名称 国営東京臨海広域防災公園 

所在地  東京都江東区有明３丁目 

敷地面積 6.7ha 注） 

注）対象敷地は国営東京臨海広域防災公園（以下「本公園」という。）の供用区域であり、

隣接して東京都の管理する区域（6.5ha）がある。 

 

うち収益施設許可面積 51.12 ㎡（予定） 

■対象となる収益施設 （別添 22「収益施設運営対象区域図」参照）は以下のとおり。 

公園施設の名称 許可面積（予定）（㎡） 備考 
１ 自動販売機 6.48 ４カ所 
２ バーベキューガーデン 51.83  
３ 飲食・物販施設 20.51  

 

２．履行期限 

１）管理運営期間は、令和６年２月１日から令和 10 年１月 31 日までとする。 

２）管理運営期間は、収益施設の現任施設等運営者からの収益施設の次期施設等運営者へ

の引継ぎに際し、期間を変更することがある。ただし、期間の変更により発生する売

上額の減少等損失について、関東地方整備局は補償しない。また、利用者の利便性の

確保及び公園全体のマネジメントの観点から、期間変更時に収益施設の現任施設等運

営者あるいは収益施設の次期施設等運営者の指示を受けることがある。 

３）施設等運営者は、収益施設等設置管理運営業務（以下「本業務」という。）が適正か

つ円滑に実施できるよう収益施設の現任施設等運営者から業務開始日までに必要な

引継ぎを受け、開業に備えなければならない。 

４）施設等運営者の企画提案等により収益施設の運営日時を変更した場合でも、管理運営

期間中の収益施設の管理は行わなければならない。 

 

第２条 基本事項 

本公園の一元的な運営維持管理を進めるに当たり必要な公園利用者サービス向上のための収

益施設である自動販売機、バーベキューガーデン、飲食・物販施設の管理運営業務及び自主事

業からなる本業務は、都市公園法第５条、第６条又は第 12 条の手続きを行った上で実施しなけ

ればならない。 

 

第３条 本業務の目的 

１．本業務は、本公園内に設定された許可区域内の収益施設の管理運営を行うこと、また、公

園の利便性や魅力をより一層高めるため、独立採算により行う行催事や繁忙期における臨

時物販施設等の自主事業を行うことを目的とする。なお、本業務の実施に際して施設等運
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営者は、別紙４に記載する本公園の設置目的や基本テーマ、運営維持管理基本方針、本公

園全体のゾーン構成を十分に理解した上で、本公園内で実施される他の維持管理業務と連

携しながら、創意工夫やノウハウを積極的に発揮し、公園利用者及び施設利用者が求める

多様なニーズに対して質の高いサービスの提供で応えることで、本業務の遂行に努めなけ

ればならない。 

 

第４条 用語の定義 

本規定書にて使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

１．「関東地方整備局」とは、国営公園の管理主体者である関東地方整備局長又は国営昭和記念

公園事務所長のこと。 

２．「収益施設」とは、公園利用者サービスの向上を図るため、事業者が独立採算により運営管

理を行う施設であり、その使用に当たっては、都市公園法施行令（昭和 31 年政令第 290 号）

第 20 条に基づき、施設使用料又は建物使用料及び土地使用料を納めることが必要となる場

合がある。 

３．「自主事業」とは、事業者からの提案により、公園の利便性や魅力をより一層高めるため、

関東地方整備局と事前に協議し、都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号）第５条、第６条又

は 12 条に基づく許可を受け、土地使用料等を納めて独立採算により臨時の飲食・物販施設

の設置・管理運営や行催事（広報含む）を行う事業のこと。 

４．「自主事業施設」とは、自主事業の対象となる施設であり、その使用に当たっては都市公園

法（昭和 31 年法律第 79 号）第５条、第６条又は第 12 条に基づく許可を受けた上で都市公

園法施行令（昭和 31 年政令第 290 号）第 20 条に基づき、施設使用料又は建物使用料及び

土地使用料を納めて独立採算により運営管理を行う施設のこと。 

５．「施設等運営者」とは、収益施設及び自主事業施設（以下「収益施設等」という。）の管理

運営及び自主事業に関する許可を受けた事業者のこと。 

６．「調査職員」とは、R5-9 国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務において、契約図書

に定められた範囲内において、事業者又は事業者が指定する職員に対する指示、承諾又は

協議等の職務を行う発注者の指定する職員で、総括調査員、主任調査員、調査員を総称し

ていう。 

７．「維持管理業務受託者」とは、R5-9 国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務を受託し

た事業者のこと。 

８．「収益施設等設置管理運営業務責任者」とは、施設等運営者として本規定書第２ 編「国営

東京臨海広域防災公園収益施設等設置管理運営個別規定書」に記載されている本業務全体

を監理する者のこと。 

９.「施設担当責任者」とは、施設等運営者として各収益施設等を個別に監理する者であり、主

に各収益施設等の利用指導や事故報告等を担当する業務従事者のこと。 

10.「公園利用者」とは、公園を利用する者のこと。 

11.「施設利用者」とは、収益施設等を利用する者のこと。 

12．「裁量施設」とは、公園の開園日時内で運営日時を事業者が設定し営業する施設のこと。 

13．「許可区域」とは、本業務の管理運営を許可された範囲内のこと。 

別紙P92



3 

14．「管理施設」とは、許可区域内にある建築躯体及び建築設備等施設のこと。 

15．「管理備品」とは、本業務の実施に必要な機器備品類で、あらかじめ許可区域内若しくは建

築施設内に設置されているもののこと。 

16．「特定備品」とは、本業務の実施に必要な什器及び運営に必要な設備等機器備品類で、施設

等運営者が持ち込んだもののこと。 

17．「指示」とは、本規定書の定めに基づき、関東地方整備局又は調査職員が施設等運営者に対

し、本業務の実施上必要な事項について書面をもって示し、実施させること。 

18．「通知」とは、関東地方整備局若しくは調査職員が事業者に対し、又は事業者が関東地方整

備局若しくは調査職員に対し、業務に関する事項について、書面をもって知らせることを

いう。 

19．「承諾」とは、施設等運営者が調査職員に対し、書面で申し出た業務の遂行上必要な事項に

ついて、調査職員が書面により業務上の行為に同意すること。 

20．「協議」とは、書面により本規定書の協議事項及び関東地方整備局が指示する事項について、

関東地方整備局又は調査職員と施設等運営者が対等の立場で合議すること。 

21．「確認」とは、本規定書に示された事項について、臨場若しくは関係資料によりその内容に

ついて本規定書との適合を判断すること。 

22．「提出」とは、施設等運営者が調査職員に対し、業務に係る事項について書面又はその他資

料を説明し、差し出すこと。 

23．「報告」とは、施設等運営者が調査職員に対し、業務の遂行に係わる事項について、書面を

もって知らせること。 

24．「書面」とは、定められた様式または調査職員が指示する様式による、手書き、印刷等の伝

達物をいい、発行年月日を記録し、記名（署名または押印を含む）したものを有効とする。

なお、情報共有システム等の活用も可とする。 

25．「利用料金」とは、収益施設等の使用やそれに伴うサービスの対価として、施設利用者から

徴収する料金のこと。 

26．「施設使用料」とは、都市公園法施行令（昭和 31 年政令第 290 号）第 20 条に基づき、公

園の土地又は建物の使用にかかる料金を施設等運営者が関東地方整備局に納める料金のこ

と。 

27．「建物使用料及び土地使用料」とは、前項「施設使用料」のうち使用料金の定めのない公園

の土地又は建物を使用する場合に、「行政財産を使用又は収益させる場合の取り扱いの基準

について」（昭和 33 年蔵管第１号）に基づき関東地方整備局から金額を通知し、施設等運

営者が関東地方整備局に納める料金のこと。 

28．「修繕」とは、施設、設備又は備品等の劣化した部分又は部材について、性能又は機能を原

状あるいは事実上支障のない状態まで回復させること。 

29．「軽微な修繕」とは、電球等の交換や壁紙の一部補修等、市販の交換品や補修材を使用して

専門の業者に委託することなく対応可能な修繕行為のこと。 

30．「改修」とは、施設、設備又は備品等の性能又は機能を従前より向上させる措置を行うこと。 

31．「保守」とは、施設、設備又は備品等の必要とする性能又は機能を維持する目的で行う消耗

品又は材料の取り替え、注油、汚れ等の除去及び部品の調整等の軽微な作業を行うこと。 
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32．「点検」とは、施設、設備又は備品等の機能及び劣化の状態を一つ一つ調べることをいい、

機能に異常又は劣化がある場合、必要に応じて対応処置を判断する事を含む。 

 

第５条 許認可申請等 

１．施設等運営者は、関東地方整備局に都市公園法第５条、第６条又は第 12 条に基づく許可申

請を行うものとする。基本的には、「R5-9 国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務民

間競争入札実施要項 ４．入札に参加する者の募集に関する事項」に基づき提案される「収

益施設等運営計画書」（様式３）及び本運営規程書に記載されている条件によるものとする。

ただし、申請された事業内容が本公園の利用に相応しくない場合等、その実施を許可しな

い場合がある。 

２．間取りの変更や増築等面積の変更、建物躯体に影響を及ぼす造作等大規模な改修等、許可

の変更を要する場合は、関東地方整備局又は調査職員と協議の上、管理許可の変更申請を

行う。さらに、業務を完了する場合は廃止に係る手続きを行うものとする。ただし、本規

定書第２編第３６条に基づく協議が整った場合を除く。 

３．施設等運営者は、実施する事業に係る許認可等各種法令で必要な許可の取得や届出につい

ては、所定の期日までに施設等運営者の責任で行うものとする。また、業務を完了する場

合は、廃止に係る手続きを行うものとする。 

 

第６条 法令等の遵守 

施設等運営者は、業務の履行に当たり本規定書及び関東地方整備局並びに調査職員の指示に

従うほか、法令の規定を遵守しなければならない。 

 

第７条 準拠規定 

本業務の遂行に当たっては、次の各号に掲げる基準等に準拠する。 

１．都市公園法 

２．景観法、屋外広告物条例 

３．建築物における衛生的環境の確保に関する法律、建築物環境衛生管理基準（厚生労働省） 

４．消防法 

５．建築基準法 

６．労働基準法、労働安全衛生法 

７．下水道法 

８．水道法 

９．食品衛生法 

10．官公庁施設の建設等に関する法律 

11．環境基本法 

12．水質汚濁防止法 

13．悪臭防止法 

14．廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

15．大気汚染防止法 
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16．騒音規制法 

17．振動規制法 

18．地球温暖化対策の推進に関する法律 

19．建設工事に係る資料の再資源化等に関する法律 

20．エネルギー使用の合理化に関する法律 

21．建設業法 

22．個人情報の保護に関する法律 

23．電気事業法 

24．都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（東京都） 

25．容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律 

26．警備業法 

27．原状回復をめぐるトラブルとガイドライン（再改訂版） 

（国土交通省住宅局住宅総合整備課） 

28．遺失物法 

28. 鉄道法 

29．高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律 

30．高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

31．移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準を定める省令 

32．移動等円滑化の促進に関する基本方針 

33．都市公園の移動等円滑化整備ガイドライン【改訂第２版】 

34．公園のユニバーサルデザインマニュアル 

35. 発達障害、知的障害、精神障害のある方とのコミュニケーションハンドブック 

（国土交通省総合政策局安心生活政策課） 

その他、関係諸法令等 

 

第８条 施設等運営者の義務 

１．施設等運営者は、常に公園利用者及び施設利用者の安全に配慮するとともに、施設等運営

者の責任において常に施設を含む周囲の観察を行い、本業務について善良なる管理者の注

意をもって実施する義務を負うものとする。なお、異常を確認した場合、速やかに関東地

方整備局又は調査職員に報告しその指示に従うものとする。 

２．施設等運営者は、施設が国営公園内にあることを鑑み、その公共性に十分配慮するととも

に、国営東京臨海広域防災公園設置の意義を踏まえて行動すること。 

３．施設等運営者は、収益施設等の適正な管理を保持しつつ、施設の管理運営に際して創意工

夫やノウハウを積極的に発揮し、本業務の遂行に努めなければならない。 

４．施設等運営者は、関東地方整備局が行う安全管理行為（例：緊急安全点検、防災訓練、安

全パトロール、消防訓練等）への参加・協力・実施等、関東地方整備局の求めに応じて、

積極的に協力しなければならない。 

５．施設等運営者は、関東地方整備局が行う各種会議等（例：公園に関する会議、監査・検査、

視察、式典等）への参加・協力、行催事開催時に営業時間の変更、要人案内等に対して、
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関東地方整備局や維持管理業務受託者の求めに応じて、積極的に協力しなければならない。 

６．施設等運営者は、関東地方整備局又は調査職員から公園に関する調査、又は作業の指示等

があった場合には、迅速、誠実かつ積極的な対応を行うこと。  

７．「国営東京臨海広域防災公園における行為の禁止等に関する取扱要領（案）」（別添 12「許

認可事務」参照）を参考に、収益施設等の運営にあたること。 

８．施設等運営者は、本業務の実施に当たって、常に関東地方整備局又は調査職員と密接な連

絡をとり、本業務の目的の達成を図るものとし、その実施状況を記録しておくものとする。 

 

第９条 景観への配慮 

施設等運営者は、特に飲食施設や物販施設の運営においては、施設周辺の景観を阻害するこ

とのないよう、景観への配慮に努めなければならない。 

 

第１０条 関東地方整備局と施設等運営者の責任分担 

本業務を実施するに当たり、関東地方整備局と施設等運営者の責任分担を「関東地方整備局

と施設等運営者の責任分担表」（以下「責任分担表」という。）のとおりとする。ただし、「責任

分担表」に定める事項に疑義が生じた場合、又は、「責任分担表」に定めのない事項については、

関東地方整備局又は調査職員と施設等運営者の間で十分に協議の上決定するものとする。 
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関東地方整備局と施設等運営者の責任分担表 

※1 事故の処理に当たり、必要のあるときは、関東地方整備局は施設等運営者に協力する。 

 ※2 収益施設等に関する備品を対象とする。 

 

第１１条 公租公課 

１．施設等運営者は、運営に必要な設備等を管理施設を新たに設置したこと等により賦課され

る不動産取得税、固定資産税、都市計画税、償却資産税その他の公租公課について全て施

設等運営者の負担とする。 

２．施設等運営者は、地方税法第 73 条第２項（不動産取得税の納税義務者等）に定める手続き

等、施設等運営者の賦課資産に係る公租公課の分離手続について関東地方整備局に協力す

るものとする。 

 

 

項目  関東地方 施設等 

 内容 整備局 運営者 

収益業務管理 収益行為全般  ○ 

収益施設等設置
管理 

供用区域内の設置管理施設、管理備品の管理  ○ 

苦情・要望対応 施設管理運営業務内容に対する施設利用者からの苦情、訴訟、
要望への対応 

 ○ 

 上記以外の場合 ○  

事故・災害時 
対応 

管理運営要領に記載された業務内容による対応  ○ 

 施設等運営者の責めに帰する事由により発生した事故責任 
とその対応 

○※１ ○ 

 上記２項目以外の場合 ○  

運営日時の変更 施設の運営日時の変更に伴う経費の増減  ○ 

施設・物品等の 
修繕 

施設等運営者の責めに帰すべき事由による場合（施設等運営
者による管理が不適切なために修繕が必要になった場合も含
む。） 

 ○ 

 収益施設等の建物の構造に関わる部分を除く修繕にかかる費
用 

 ○ 

 上記２項目以外の場合 ○  

不可抗力 大規模な自然災害等の不可抗力により著しい損害を受けた場
合に、施設を一時休止する等して行わなければならない施設、
設備等の復旧等 

○ ○※２ 

 大規模な自然災害等に起因して施設の営業を一時休止する場
合に発生する営業損失 

 ○ 

公園利用者及び 
施設利用者への 
損害 

施設等運営者の責めに帰すべき事由により、公園利用者及び
施設利用者に損害を与えた場合（施設等運営者の不適切な施
設管理による公園利用者及び施設利用者の怪我等） 

 ○ 

 共通仕様書第 33 条の保険の付保及び事故の補償に係る場合  ○ 

 上記以外の場合 ○  

関東地方整備局
又は第三者への
損害 

施設等運営者の責めに帰すべき事由により、関東地方整備局
又は第三者に損害を与えた場合 

 ○ 

 上記以外の場合 ○  

第三者との紛争 施設等運営者と第三者との間で生じた紛争の解決  ○ 

 上記以外の場合 ○  
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第１２条 運営日時等 

１．収益施設等の運営日時に関しては、本公園の開園期間、開園時間に合わせ、個別施設の各

章で定める運営日時を基に別に定めることを原則とするが、運営方法の内容によっては関

東地方整備局との協議の上、当該運営日時を変更して運営することができる。 

開園期間・開園時間 

 開園期間 開園時間 

公園区域全体 ４月１日～３月 31 日 6:00～20:00 

体験学習施設 ４月１日～３月 31 日 9:30～17:00 

※公園区域全体の休園日は、12 月 31 日～1 月 1 日とする。なお、体験学習施設の休館日は 12 月 29 日～1

月 3日、毎週月曜日（月曜日が休日の場合は直後の平日（休館日除く））及び毎月第 2火曜日（第 2火曜

日が休日の場合は直後の平日（休館日除く）とする。 

※開園日は行催事等により変更する場合がある。（別紙 17「開園時間延伸状況」参照） 

※施設等運営者は、関東地方整備局からの臨時休園・時間短縮延長の通知に従うこと。 

※開園期間においても、感染症拡大防止等の社会事情や、定期点検等の実施により休園が必要な場合は維

持管理業務受託者が関東地方整備局又は調査職員と協議し、同意を得た上で休園とし、施設等運営者は

その決定に従う。 

２．関東地方整備局が、天変地異、社会的状況の著しい変化及び公園管理上の理由、感染症拡

大防止等の社会事情やその他やむを得ない事由により、施設等運営者に対し一時休業若し

くは営業廃止又は営業時間の変更を指示したときは、施設等運営者は異議を申し立てるこ

とはできないものとする。 

３．関東地方整備局は、前項の規定により施設等運営者が一時休業若しくは営業廃止又は営業

時間の変更を行ったことによる損害について、その補填の責任は負わないものとする。 

４．施設等運営者の都合により収益施設等を運営する日時等を変更する場合は、あらかじめ関

東地方整備局又は調査職員と協議を行った上で、協議の結果を記載した文書にて申請しな

ければならない。 

 

第１３条 提供品目及び利用料金 

１．飲食・物販施設において提供・販売しようとする品目を定めるに当たっては、公園利用者

の要望等に配慮して定めるものとする。 

２．収益施設等の利用料金等については、関東地方整備局長と協議の上、周辺類似事例に基づ

き、収益施設全体の収支のバランスを鑑みながら、市場価格に準じて定める。なお、施設

等運営者は管理運営要領にて定めたサービス及びその価格に関して変更を希望する場合は、

事前に関東地方整備局と協議を行い、その結果に基づき変更した管理運営要領を関東地方

整備局に提出し、承諾を得なければならない。なお、管理運営要領には、変更した内容で

再計算した収支計算書も含めて提出すること。 

３．施設等運営者が、本規定書に基づき収益施設等の管理運営を行うに当たっては、利用料金

を施設利用者の見やすいところに表示しなければならない。ただし、利用料金が既に販売

商品等に表示されていて、その価格が一般的に知られているものについては、この表示を

省略することができる。 
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第１４条 国有財産の施設使用料 

１．施設使用料の定めがある施設 

毎月の施設使用料については、歳入徴収官関東地方整備局総務部長が発行する納入告知書に

より、当月分を指定期日までに納入しなければならない。 

指定期日までに施設使用料を支払わないときは、その翌日から納入の日までの日数に応じ、

年３％の割合で計算した金額を延滞金として支払わなければならない。 

関東地方整備局長は、経済情勢の変動その他の事情の変更に基づいて特に必要のあると認め

る場合には、施設使用料を改定することができる。 

なお、風水害その他の事業者の責に帰すことができない事由により、長期間閉園が生じた場

合の施設使用料の取扱については、関東地方整備局と施設等運営者の間で協議するものとする。 

 

■施設使用料（現時点での目安） 

公園施設 税抜き施設使用料 

国営東京臨海広域防災公園収益施設１式 約 18 万円／年 

  ※面積等条件の変更により金額は増減する可能性がある。 

 

【参考：個別施設毎の施設使用料の現時点の目安】 

 公園施設 税抜き施設使用料 

1 バーベキューガーデン 約 13 万円／年 

2 飲食・物販施設 約 5 万円／年 

※１ 土地使用料は、「行政財産を使用又は収益させる場合の取扱いの基準について」(S33.1.7 蔵管第１号)に基づき算定

し、毎年４月１日に前年度使用料との調整を行い改定する予定である。 

※２ 施設等運営者の企画提案等により、収益施設の運営日時を変更した場合でも、施設使用料の減額は行わない。 

※３ 施設使用料には別途消費税が課される。 

 

２．許可申請毎に納入すべき施設 

施設等運営者は、施設使用料の定めのない土地又は建物を使用する場合は、許可申請毎に占

用面積及び期間に応じ告知する建物使用料又は土地使用料を歳入徴収官関東地方整備局総務部

長が発行する納入告知書により、納入告知の日から 20 日以内に納入しなければならない。 

期日までに建物使用料又は土地使用料を支払わないときは、その翌日から納入の日までの日

数に応じ、年３％の割合で計算した金額を延滞金として支払わなければならない。 

関東地方整備局長は、経済情勢の変動その他の事情の変更に基づいて特に必要のあると認め

る場合には、建物使用料又は土地使用料を改定することができる。なお、風水害その他の事業

者の責に帰すことができない事由により、長期間閉園が生じた場合の建物施設料又は土地使用

料の取扱については、関東地方整備局と施設等運営者の間で協議するものとする。 

 

 公園施設 税抜き施設使用料（円／回） 

1 自動販売機 （都度告知） 

2 臨時売店 （都度告知） 

※１ 令和 4 の土地使用料は約４５円／日・m2、建物使用料は約８８円／日・m2 であった。 

※２ ［建物の占用］及び［土地の占用で占用期間が１ヶ月を超えない場合］は、別途消費税が課される。 

※３ 土地使用料及び建物使用料は、「行政財産を使用又は収益させる場合の取扱いの基準について」(S33.1.7 蔵管第１号)

に基づき算定し、毎年９月１日に前年度使用料との調整を行い改定する予定である。 
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第１５条 経費等の負担 

１．施設等運営者の負担範囲 

通常の施設運営に関わる一切の費用（営業に際し必要な許認可に関わる経費、光熱水費等）、

運営に関する備品等（建物除く）の費用、許可区域に関る建物管理費（清掃費、消耗品の購

入、施設の点検整備、軽微な修繕、管理備品類の修理等）及び各種保険料、さらには施設等

運営者自らが設置した工作物、設備等に係る補修又は改造等に係る経費は、施設等運営者の

負担とする。なお、委託費で購入した設備・備品及び消耗品等を本業務に使用することはで

きない。 

２．光熱水費納付 

１）基本料金 

基本料金については、サービス拠点施設全体の従量料金に対する収益施設の従量料金で

関東地方整備局が負担金額計算を行い、施設等運営者が負担するものとする。 

２）従量料金 

施設等運営者は、水道及び電気料金については、個別にメーターを設置する等、各施設

の使用料が切り分けられるようにし、その計量により負担するものとする。ガス、その

他メーターが設置できない場合は関東地方整備局又は調査職員と協議するものとする。

なお、計算方法については変更する場合がある。 

３．ごみ処分費用 

ごみ処分費用については、施設等運営者と維持管理業務受託者との間で、発生量に応じ

て、応分の負担を行うこと。発生量等が不明確な場合は、関東地方整備局又は調査職員

と協議するものとする。 

４．費用分担における確認 

光熱水費やごみ処分、さらにはこれら以外に関東地方整備局又は維持管理業務受託者と

施設等運営者との間で費用分担を行う場合にあっては、関東地方整備局又は調査職員と、

費用分担ルール及び費用分担結果の関東地方整備局との確認方法、並びに支払方法につ

いて協議すること。また、協議結果を書面にして残すこと。また、地球温暖化対策の推

進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号。）に基づく温室効果ガスの排出抑制等の取組

を推進するため、電力調達について、再生可能エネルギー電力や排出係数が低い電力に

切り替えていくこととしているため、収益施設等設置管理運営業務の実施に係る電力調

達も変更となる予定であり、光熱水費が過年度実績から上昇する可能性がある。 

 

第１６条 コンプライアンス 

１．守秘義務 

１）施設等運営者及びその職員、若しくはその他の本業務に従事している者又は従事してい

た者は、業務上知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。これらの者が秘密を

漏らし、又は盗用した場合には、「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」

（平成 18 年６月２日法律第 51 号）第 54 条により罰則の適用がある。 

２）「R5-9 国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務」における情報のセキュリティにつ

いて別紙５共通仕様書第８章の規定に沿って、情報管理を適切に行うこと。 
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２．個人情報保護 

１）施設等運営者は、個人情報の保護の重要性を認識し、本業務における事務を処理するた

めの個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、行政

機関の保有する「個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年５月 30 日法律第 58 号）第

６条の規定に基づき、個人情報の漏えい、滅失、改ざん又はき損の防止その他の個人情

報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２）施設等運営者は、本業務における事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人

に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された

後においても同様とする。 

 

第１７条 業務の再委託の禁止 

１．施設等運営者は、業務を他の者に再委託してはならない。ただし、業務の一部を他の者に

再委託する場合、あらかじめ書面により関東地方整備局の承諾を得たときは、この限りで

はない。（様式１－７「再委託又は下請負の予定」参照） 

２．施設等運営者は、再委託を行う場合、書面により施設等運営者と再委託を行う業務受託者

との契約関係を明確にしておくとともに、業務の実施について適切な指導、管理の下に業

務を実施しなければならない。 

３．再委託を行う業務受託者は、入札書の受領期限の日から開札の時までの期間に、関東地方

整備局長から指名停止を受けていないこととする。 

４．施設等運営者は、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有している者

を、再委託を行う業務受託者としてはならない。 

５．施設等運営者は、再委託を１項の規定により関東地方整備局が承諾した業務受託者が、そ

の責めにより関東地方整備局に損害を及ぼしたときは、関東地方整備局に対して、その損

害を賠償するものとする。 

６．施設等運営者は、再委託を１項の規定により関東地方整備局が承諾した業務受託者が、そ

の責めにより第三者に損害を及ぼしたときは、速やかに関東地方整備局に報告するととも

に、第三者に対して、その損害を賠償するものとする。また、その結果については、書面

により関東地方整備局に報告するものとする。 

 

第１８条 許可した目的以外の利用及び施設の転貸等の禁止 

１．施設管理者は、収益施設等を運営するに当たっては、許可した目的以外に利用してはなら

ない。 

２．施設管理者は、施設利用者及び公園利用者に対する安全確保に反する行為をしてはならな

い。 

３．施設管理者は、施設の全部若しくは一部を第三者に貸与し、又は担保に供してはならない。

ただし、関東地方整備局又は調査職員に書面により承諾を得たときは、この限りではない。 

４．施設等運営者は、本業務によって生じる一切の権利義務を他の者に譲渡し、又は継承させ

てはならない。 
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第１９条 業務の履行 

１．施設管理者は、管理許可条件に定める運営時間内での運用を休止させてはならない。ただ

し、関東地方整備局又は調査職員の書面による承諾を得た場合はこの限りではない。 

２．施設等運営者は、業務の履行期限（継続して、契約した場合は除く）又は、契約が解除さ

れるまでは、施設利用者に利便性を図るために本規定書及び管理運営要領を維持すること

とする。 

 

第２０条 業務の解除 

施設等運営者の責めに帰すべき事由により適正な収益施設等の管理運営が困難となった場

合又はその恐れが生じた場合は、関東地方整備局は施設等運営者に対して改善勧告を行い、

期間を定めて、改善策の提出及び実施を求めることができる。 

この場合において、施設等運営者が当該期間内に改善することができなかったときには、

関東地方整備局は都市公園法第５条２項の許可を取り消すことがある。 

 

第２１条 業務の完了・引継、原状回復等 

１．施設等運営者は、施設等運営者の責めに帰すべき事由により、施設を汚損・破損若しくは

滅失したとき、又は関東地方整備局に無断で施設の原状を変更したときは、直ちにこれを

原状に回復しなければならない。 

２．施設等運営者は、業務が完了する場合（継続して契約した場合は除く）又は、契約が解除

された場合は、関東地方整備局又は新たな施設等運営者と十分に協議の上、書面をもって

下記事項について事務引き継ぎを行い、公園の管理に支障が生じないようにする。この際、

施設等運営者が設置した特定備品を撤去し速やかに収益施設等を原状に回復して、関東地

方整備局に引き渡すこと。ただし、原状回復することが不可能若しくは不適当若しくは関

東地方整備局が特定備品の残置を希望した場合、及び本規定書第２編第３６条に該当する

場合、施設等運営者及び関東地方整備局又は国が指定する第三者との個別協議を行った上

で、関東地方整備局の書面による承認を得て原状回復せずに引き渡すことができる。 

１）設備等の老朽化等により、それら使用において、維持修繕上、留意が必要な事項。 

２）継続的な地域連携イベント等において、運営日時の調整や臨時売店の設置、販売品目

の変更、提供等を行う等、主催者と連携、協力すべき事項。 

３．前項ただし書きの適用がない場合において、施設等運営者が前項本文の原状回復を履行し

ないときは、関東地方整備局は施設等運営者が自ら整備した内装・設備等を放棄したもの

とみなし、現状を維持するか又は原状回復の費用を施設等運営者に請求することとする。 

４．不可抗力その他、関東地方整備局や施設等運営者の責めに帰することができない事由によ

り管理の継続が困難となった場合は、関東地方整備局又は調査職員と施設等運営者は管理

の継続の可否について協議し、関東地方整備局又は調査職員が書面により指示することと

する。 
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第２２条 立退料等の不請求 

施設等運営者は、業務が完了する場合（継続して契約した場合は除く）、又は契約が解除さ

れた場合、又は不可抗力の場合は、関東地方整備局に対し施設等運営者の施設の買取又は立

退料等の請求若しくは施設等運営者が支出した有益費等を請求することができない。 

 

第２３条 保険の付保及び事故の補償 

１．施設等運営者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法及び健康保険法の規定により、雇用

者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならな

い。 

２．施設等運営者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対

して責任をもって適切な補償をしなければならない。 

３．施設等運営者は、火災保険、自動車任意保険、施設賠償責任保険、動産総合保険、生産物

賠償責任保険の他、必要に応じて各種保険に加入するものとする。 

４．１～３項に規定する保険料、補償費は、施設等運営者の負担とする。 

 

第２４条 情報公開 

１．施設等運営者は、文書の開示等の情報公開については、「行政機関の保有する情報の公開に

関する法律」（平成 11 年 5 月 14 日法律第 42 号）の規定に準じて取り扱うものとする。こ

の場合、関東地方整備局の書面による指示に従うこと。 

２．施設等運営者は、関東地方整備局が会計法令に基づき実施する事業者に対する立ち入り検

査、指示等監督・検査に対して、誠意を持って対応すること。 

 

第２５条 その他留意事項 

本規定書に定めていない事項又は疑義を生じた事項に関しては、必要に応じて、関東地方

整備局又は調査職員と協議の上、決定することとする。 
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第２章 マネジメント（運営管理） 

第２６条 基本事項 

１．提出書類 

１）収益施設等設置管理運営業務責任者は第５条に規定する許可を受けた後に、関東地方整

備局が指定した様式による関係書類を関東地方整備局に遅滞なく提出しなければならな

い。 

２）施設等運営者が関東地方整備局に提出する書類で様式が定められていないものは、様式

を作成後関東地方整備局又は調査職員に承諾を得て提出するものとする。 

３）報告書及び経理状況に関する帳簿類等の提出した書類は、関東地方整備局の求めに応じ

て常に提出できるよう、許可を受けた施設ごとに整理・保管し、業務成果として施設等

運営者において業務完了後５年間保存する。また、契約期間終了時には関東地方整備局

へ引き継ぐこと。 

２．連絡・協議 

１）収益施設等設置管理運営業務責任者は、必要に応じて関東地方整備局又は調査職員と連

絡、協議等を行うこと。またその結果について、書面に記録し相互に確認しなければな

らない。 

２）関東地方整備局又は調査職員と収益施設等設置管理運営業務責任者は業務の方針及び条

件等の疑義を正すものとし、その内容については相互に確認しなければならない。 

３）施設の運営維持管理に係る各種規定・要項を作成する場合や、追加開園等により契約期

間中に管理運営内容が変更する場合、さらにはその他新業務への対応が必要な場合は、

関東地方整備局又は調査職員と施設等運営者の間で書面により調整又は協議を行う。 

４）不測の事態又は疑問等が生じた場合は、速やかに関東地方整備局又は調査職員と協議す

る。 

３．報告事項 

１）施設等運営者は、次の各号に掲げる事項について、関東地方整備局に書面により提出す

るものとする。 

① 管理運営要領・・・・・・・・・・・・・・・・・・・許可日より 14 日以内に提出 

② 管理運営報告書（月毎の売上高、施設利用者数等）・・翌月の 10 日迄に提出 

③ 業務打合せ簿 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・打合せ毎に終了後速やかに提出 

④ 業務実地体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・管理運営要領と同時 

⑤ その他関東地方整備局又は調査職員が指示する書類 ・・・・・・・適宜提出 

 

第２７条 業務実施体制 

１．施設等運営者は、施設利用者に対して、安全・快適な利用サービスを提供するために、必

要な資格等専門技術・知識を有する職員を配置する等、本業務を実現する業務実施体制を

構築しなければならない。 

２．施設等運営者は、本業務に加え、施設利用者の案内や苦情・要望、事故・災害等非常時に

おける緊急対応が適切に行われるよう、管理体制を構築しなければならない。 

３．施設等運営者は、本業務の計画立案及びマネジメントを担当する収益施設等設置管理運営
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業務責任者を配置しなければならない。 

４．収益施設等設置管理運営業務責任者が、維持管理業務受託者が配置する総括責任者又は業

務責任者と兼務する場合、収益施設等設置管理運営業務とそれ以外の業務との従事割合等

を明確に区分しなければならない。なお、収益施設等設置管理運営業務への委託費の支出

は認めない。 

５．開園期間中は、維持管理業務の業務責任者及び収益施設等設置管理運営業務責任者のうち、

少なくとも１名以上が勤務する体制とすること。さらに収益施設等設置管理運営業務責任

者が勤務しない場合については、その業務に精通した者を勤務させるものとし、緊急対応

を含め本業務が円滑かつ迅速に行われる勤務体制をとること。 

６．収益施設等設置管理運営業務責任者は、維持管理業務受託者と常に調整し、業務を遂行す

る。 

１）収益施設等設置管理運営業務責任者について 

① 施設等運営者は、業務における収益施設等設置管理運営業務責任者を定め、関東地方整

備局に通知するものとする。 

② 収益施設等設置管理運営業務責任者は、本業務について業務従事者が適切に管理運営を

行うよう、指揮監督しなければならない。 

２）適切な業務従事者の配置について 

① 収益施設等設置管理運営業務責任者は、施設担当責任者及び業務従事者の手持ちの手持

ち業務量が適切となるよう配慮すること。 

② 関東地方整備局又は調査職員は、必要に応じて収益施設等設置管理運営業務責任者、施

設担当責任者及び業務従事者の経歴・職歴に関する事項について書面により報告を求め

ることができる。 

 

第２８条 許可、承諾等を要する事項 

１．管理運営要領 

１）施設等運営者は、別に定めがある場合を除き、許可日より 14 日以内に企画書に基づく

下記の項目を記載した管理運営要領を関東地方整備局又は調査職員に提出し、承諾を得

るものとする。その際、管理運営要領は許可を受ける施設ごとに作成すること。 

① 業務内容（商品、価格及びサービス内容、イベント企画等） 

② 業務の実施方針（「再委託に関すること」を含む。） 

③ 業務の実施工程（業務の順序及び手順） 

④ 業務の実施体制 

⑤ 連絡体制(緊急時含む) 

⑥ 救急救護（救急時の対応方法） 

⑦ 安全衛生管理計画（安全管理規則、事故予防、点検、検査の方法、など） 

⑧ 収支計画書（収益施設全体及び個別施設毎） 

⑨ その他（業務実施上必要と思われる事項） 

２）管理運営要領の策定に当たっては、維持管理運営の実務に通じた経験や知見、施設利用

者からの意見・苦情・要望を踏まえた運営計画の変更の経緯、記録が確実に残る仕組み

別紙P105



16 

について記載すること。 

３）施設等運営者は、収益施設等の維持管理運営業務を通じた経験や知見、施設利用者から

の意見・苦情・要望に基づく対応による修正が必要と判断した場合は、関東地方整備局

又は調査職員に変更した管理運営要領を提出し、許可を得ること。 

４）関東地方整備局は、施設利用者からの意見・苦情・要望に基づき管理運営要領の修正が

必要と判断した場合は、施設等運営者に管理運営要領の変更を指示することができる。 

５）管理運営要領は施設等管理者の責任で作成するが、収益施設の管理は管理運営要領に従

って行われることから、下記の場合のように記載内容が不十分な場合は、再検討を指示

することがある。 

  ①必要な施設、項目の記載がない。 

  ②内容が本規定書に反する。 

  ③実際の管理を行うのに適正かつ十分な個別、具体的、詳細な記述がない。 

  ④連絡体制（緊急時含む）に不備がある。 

  ⑤収支計画書において、収益施設の運営に持続性が認められない。 

  ⑥その他管理上必要な事項が記載されていない、または疑義がある。 

 

２．管理運営報告書 

１）施設等運営者は、毎年度決算終了後、速やかに、関東地方整備局又は調査職員に決算に

関する報告書を提出すること。その際、報告書は施設毎に作成し、運営維持管理業務と

明確に区分して整理すること。（別添 23「収益施設収支報告」参照） 

２）施設等運営者は、毎月の売上その他の営業に関する状況を翌月 10 日までに書面により関

東地方整備局又は調査職員に報告すること。 

３）経理状況に関する帳簿類は常に整理し、関東地方整備局又は調査職員からこれらに関す

る報告や実施調査を求められた場合には、速やかに関東地方整備局又は調査職員の指示

に従い、誠実に対応すること。 

４）関東地方整備局又は調査職員は、実施調査の結果、必要と認める場合には、施設等運営

者に対し改善を求めることができる。 

３．施設の修繕等 

１）施設等運営者が、収益施設等の修繕等を実施する場合は、その内容、時期等の情報につ

いて事前に関東地方整備局又は調査職員に書面により報告するものとする。ただし、施

設利用者の安全確保等の観点から緊急を要する修繕については、この限りではない。 

２）施設等運営者が、必要に応じて管理施設の建築構造躯体に対して穿孔、開口、留め付け

等を伴う設備工事や電気を使用するもの等を実施する場合は、事前に関東地方整備局又

は調査職員と書面により協議し、承諾を得なければならない。変更の際も同様である。 

３）施設等運営者が、施設の管理運営上必要に応じて運営に必要な設備等を管理施設に新た

に設置する場合には、関東地方整備局又は調査職員と事前に書面により協議し、承諾を

得なければならない。 

４）施設等運営者は、運営に必要な設備等を管理施設に新たに設置することに伴い関東地方

整備局又は第三者に及ぼした損害を賠償しなければならない。 
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５）施設等運営者は、関東地方整備局又は調査職員の承諾を得て施設に付加した機械等の設

備、間仕切り、建具その他の造作等について、関東地方整備局に対して買取請求を行わ

ないものとする。 

４．価格・サービス内容の決定・変更 

施設等運営者は、管理運営要領にて定めたサービス及びその価格に関して変更を希望する

場合は、事前に関東地方整備局又は調査職員と協議を行い、その結果に基づき変更した管理

運営要領を関東地方整備局又は調査職員に提出し、承諾を得なければならない。 

５．施設等運営者の変更 

新たな施設等運営者の追加等による管理運営要領の変更を行う場合、書面により同施設等

運営者との契約関係を明確にしておくとともに、同施設等運営者に対し業務の実施について

適切な指導、管理の下に業務を実施しなければならない。 

６．広告物の掲出 

施設等運営者が、広告物を掲出しようとするときは、広告物の内容についてあらかじめ関

東地方整備局又は調査職員に提示し書面により承諾を得るものとし、掲出位置については許

可区域内とする。なお、施設等運営者が、許可区域外への広告物の掲出を希望する場合は、

関東地方整備局又は調査職員と書面により協議を行うこと。 

１）収益施設等の運営に関して、通常業務の運営や店舗位置への案内誘導、企画商品等の販

売促進を目的とする張り紙、張り札、広告旗、立看板、広告幕等を設置する場合は、本

公園の美観を損なわず、また他の本公園に関する看板類等に比して目立ちすぎないよう、

その形状・大きさ、色彩において十分留意すること。併せて、国営東京臨海広域防災公

園の施設であることを明示すること。 

さらに、企画商品等の企画名称に国営東京臨海広域防災公園の名称を冠したものとし、

その名称を企画商品名称と同程度以上の大きさとする。 

２）収益施設等の運営に関して、協賛企業から協賛金を募って企画商品の販売や協賛での行

催事等を実施する際、その販売促進を目的とする協賛企業の名称等を張り紙、張り札、

広告旗、立看板、広告幕等に表示することはできるが、前項同様、本公園の美観を損な

わず、また本公園に関する広報物に比して目立ちすぎないよう、その形状・大きさ、色

彩において十分留意すること。 

３）施設等運営者は、事前に関東地方整備局又は調査職員の承諾を得た上で、協賛企業に自

己の協賛内容を広報宣伝させることができるが、本公園に関する広報物はもちろんのこ

と、協賛する国営東京臨海広域防災公園の名称を冠した企画商品や協賛での行催事等の

広告物より目立ちすぎないよう、その形状・大きさ、色彩において十分留意すること。 

４）施設等運営者は、事前に関東地方整備局又は調査職員の承諾を得た上で、自らが作成す

る企画商品や協賛での行催事等に関するポスター、パンフレット、スタッフジャンパー

等に、協賛企業の名称等を表示することができるが、併記される国営東京臨海広域防災

公園の名称より小さく表示すること。 

７．施設等運営者のその他提出義務 

施設等運営者は、下記の項目の一に該当するときは、直ちにその旨を関東地方整備局又は

調査職員に書面により提出しなければならない。 
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１）施設等運営者が、主たる事務所の所在地又は名称を変更したとき。 

２）施設が損傷、破損又は滅失したとき。 

３）施設内で事故等が発生したとき又はそのおそれがあるとき。 

４）施設等運営者が、強制執行・仮差押え・仮処分若しくは競売の申立てを受けたとき。 

５）施設等運営者に対して破産の申立て、又は更生手続き開始の申立て若しくは民事再生手

続き開始の申立てがあったとき。 

 

第２９条 その他の協議・報告等 

施設等運営者は、本業務の実施に当たり、次の各号に掲げる協議のほか、公園の管理運営等

で必要な協議を適切に行い、結果等については、遅滞なく書面により関東地方整備局又は調査

職員に報告しなければなければならない。 

１.関係機関等との協議。 

２.その他施設の運営者との協議。 

 

第３０条 官公署への連絡、届出 

施設等運営者は、官公署への連絡、届出手続きは関東地方整備局に協力し、遅滞なくこれを

処理する。また、施設等運営者による工事等によって官公署への連絡、届出が必要となるとき

は施設等運営者において行う。 

 

第３１条 別途工事等との調整 

国が別途発注する工事又は別途業務（法定点検業務等）の実施に当たり、施設等運営者は、

調整等に協力する。また計画停電を伴う工事や点検を実施する際には、その対応については、

関東地方整備局又は調査職員と調整すること。  

 

第３２条 記録の保存 

報告書及び経理状況に関する帳簿類は、関東地方整備局又は調査職員の求めに応じて常に提

出できるよう、許可を受ける収益施設等ごとに整理・保管し、施設等運営者において業務完了

後５年間保存する。また、契約期間終了時には関東地方整備局へ引き継ぐこと。 

 

第３３条 再調査等の依頼 

関東地方整備局又は調査職員は、施設等運営者からの報告等に疑義を生じた場合、再調査を

依頼しより詳細な報告等を求めることができる。 
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第３章 ホスピタリティ（施設利用者対応） 

第３４条 基本事項 

１．本業務は、施設利用者に直接接する業務であり、施設等運営者は、施設利用者が快適に楽

しめるよう心掛け、不快と感じさせるような身だしなみ、行動、言動とならないよう心掛

けるものとする。 

２．施設等運営者は、業務遂行に当たっては、常に公平なサービスの提供に努め、特定の個人

や団体に有利あるいは不利な扱いとならないようにすること。 

３．施設等運営者は、業務従事者の服装、作業用機械、器具、車両等については、公園に相応

しいものとし、イメージアップに心掛けるものとする。 

４．施設等運営者は、全ての業務従事者について、名札を作成し着用させること。 

５．作業にかかる車両や商品納入車両の乗り入れは最小限に留め、また開園時間の中の乗り入

れも最小限に留めること。車両の運転については、公園利用者及び施設利用者の安全確保

を第一として必要に応じ誘導員を配置するとともに、公園利用者及び施設利用者の迷惑と

ならない場所へ速やかに移動するものとする。 

 

第３５条 施設利用者対応 

１．施設等運営者は、園内の概要や開催するイベント等の基本情報を収集し、公園利用者及び

施設利用者の問い合わせに対応すること。問い合わせの内容に関して必要に応じて維持管

理業務受託者等に確認又は引き継ぐこと。 

２．施設等運営者は、公園利用者及び施設利用者の苦情については、誠意を持って適切かつ迅

速に対応し記録するとともに必要に応じて報告すること。 

３．施設等運営者は、園内掲示板、掲示物を適切に管理すること。 

４．施設等運営者は、障害者及び高齢者等から施設利用上の援助を求められた場合には、適切

に対処すること。 

 

第３６条 拾得物、遺失物の処理 

施設等運営者が本公園内で拾得物、遺失物を発見した場合は、速やかに維持管理業務受託者

へ届け出ること。 

 

第３７条 広報・広聴 

１．施設等運営者は、収益施設において提供する商品やサービスに対する施設利用者の評価や

注文書等意見等の聴取や記録に取り組まなければならない。 

２．施設等運営者は、聴取や記録した施設利用者の評価や注文等の意見を集約し、関東地方整

備局又は調査職員に書面により報告しなければならない。 

３．施設等運営者は、施設の利用促進を目的としたホームページやポスター、チラシ等の広報

の展開に関する計画を、媒体毎に策定し、事前に関東地方整備局又は調査職員の承諾を得

た上で広報活動を行う。 

４．施設等運営者がホームページ等による情報発信を行う際、関東地方整備局から許可を受け

た運営業務の運営日時、基本提供サービス等基本的な運営業務内容については維持管理業
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務受託者が管理する本公園のホームページに掲載することは可能である。 

ただし、その他企画商品や行催事等販売促進に係る内容については、本公園のホームペー

ジとは別に設置することとし、そのホームページを維持管理業務受託者が管理する本公園

のホームページにリンクすることは可能である。なお、データを収納するサーバー及びリ

ンクする他のホームページについて、事前に関東地方整備局又は調査職員と協議を行う。 

５．施設等運営者は、本公園のホームページ上で発信する情報について、共通仕様書第８章「個

人情報の取扱いについて」及び関東地方整備局が定めるプライバシーポリシーに基づいた

適正な内容であることを事前に確認することとする。 

６．施設等運営者は、情報（掲載する文書、図画、写真及び音楽等）における著作権等の知的

所有権に配慮することとする。 

７．セキュリティレベルを確保するため、ホームページの作成・更新等に用いるパソコンや、

データを保存するサーバー等のセキュリティ対策について、業務開始前に関東地方整備局

又は調査職員と協議するとともに、年度末に実施状況を報告するものとする。 

 

第３８条 掲載情報の更新・修正・訂正 

１．施設等運営者は、施設のホームページ等やポスター、チラシ等の広報の掲載情報について

は、常に新しい情報を掲載し更新に努めることとする。 

２．施設等運営者は、個人に関する掲載情報について、本人又は保護者から内容の訂正又は削

除の要請を受け、必要と認めた場合には、訂正等の措置をとり、関東地方整備局に報告す

るものとする。 

３．施設等運営者は、施設のホームページであるとの誤解を与える内容の他のホームページ等

を発見した場合には、関東地方整備局又は調査職員に報告をした上で、当該ホームページ

等管理者に対し訂正等必要な措置を求めることとする。 
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第４章 安全衛生管理 

第３９条 基本事項 

１．安全管理 

１）施設等運営者は、収益施設等における施設利用者の安全確保並びに快適な利用を図る。 

２）施設等運営者は、本業務の履行に当たり、適切な措置・対応を行う等、施設等運営者の

責任において常に善良なる管理を行うものとする。なお、「国営東京臨海広域防災公園に

おける行為の禁止等に関する取扱い要領（案）」（別添 12「許認可事務」参照）に則った

対応を図ること。 

３）施設等運営者は、消防法等関係法令に準拠するほか、関東地方整備局が別途定める消防

計画（別添 11「建物に係る消防計画」参照）を遵守する。 

４）施設等運営者は、異常を確認した場合、速やかに適切に対処し、必要に応じて関東地方

整備局に報告する。安全管理には十分注意し本業務を履行する。 

５）施設等運営者は、消耗品交換・修繕の実施に際して、事前に関東地方整備局又は調査職

員と協議を行い、必要に応じて業務実施体制に係る書類を作成し、業務着手までに関東

地方整備局又は調査職員に提出するものとする。また、業務実施体制に変更が生じた場

合の対応についても同様とする。 

６）施設等運営者は、作業中は服装及び言動に注意し、公園利用者及び施設利用者に不快感

を与えないよう留意するものとする。 

２．安全確保 

１）施設等運営者は、本業務の実施に当たっては、常に整理整頓を行い、危険な場所には必

要な安全措置を講じ、事故を防止しなければならない。 

２）施設等運営者は、施設若しくは許可区域内において、公園利用者及び施設利用者に危険

が及ぶ恐れのある障害が発生した場合は、危険防止に必要な措置を講じた上で、関東地

方整備局又は調査職員に報告する。 

３）園内の車両通行については、公園利用者及び施設利用者の安全と快適な利用を妨げない

運転・駐停車・作業態度等に努めるとともに、走行速度は原則 10km/h 以下とする。 

４）作業にかかる車両の持込は最小にとどめ、公園利用者及び施設利用者の迷惑とならない

よう、必要に応じ誘導員を配置するか、公園利用者及び施設利用者の迷惑とならない場

所へ速やかに移動するものとする。 

５）施設等運営者は、施設利用者や公園利用者に対する安全確保上必要があると判断される

作業実施時に作業エリアをバリケード等で囲い作業中であることを明示すること等、作

業実施中は安全管理を徹底し、公園利用者及び施設利用者の安全を十分確保するものと

する。 

６）作業実施中は園内の施設工作物及び樹木等を破損しないように注意するものとする。 

３．救急救護 

１）施設等運営者は、管理運営要領の「救急救護」において救急時の対応方法を定める。 

２）施設等運営者は、開園時間中は救急活動に当たらなければならない。 

３）施設等運営者は、救急活動を要する事態を認めたときは、施設利用者の急病や負傷には

応急処置をとり、怪我等の状態によっては、救急車両による搬送手配を行う等、最も適
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切と思われる措置をとらなければならない。 

４）施設等運営者は、前項の措置をとった場合は、その原因となる事項や処置内容等を正確

に記録するとともに、その経過及び結果を速やかに事故報告様式（別添６参照）により

関東地方整備局又は調査職員に報告する。ただし、軽微なものについては、後日報告と

することができる。 

５）施設等運営者は、重大事故については直ちに関東地方整備局に報告し、その指示に従う

こととする。なお、重大事故とは公園管理又は公園施設に起因するか若しくはその恐れ

がある事故の発生時において、30 日以上の治療を要する重傷者若しくは死者の発生する

事故が起こった場合、さらに人的被害が発生しなくても、公園施設に起因する 30 日以上

の治療を要する重傷者又は死者が発生する恐れがあった事故が起こった場合とする。 

６）傷病者の発生に備え、日頃から研修・訓練等を行うこと。 

４．災害時、異常時等の対応 

１）施設等運営者は、災害防止等のために必要があると認められるときは、施設利用者の安

全を確保し、迅速かつ的確に避難誘導を行う等臨機の措置をとらなければならない。こ

の場合において、「閉園判断基準」（別添５参照）等に基づき、施設休止等の必要がある

と認めるときは、施設等運営者はあらかじめ関東地方整備局又は調査職員と協議しなけ

ればならない。ただし、緊急上やむを得ない事情があるときは、この限りではない。 

２）前項の場合においては、施設等運営者は、そのとった措置の内容を関東地方整備局又は

調査職員に速やかに報告する。 

３）台風、豪雨等の災害発生が予想される場合には、事前に土のう設置、看板等の飛散防止

措置等を実施し、被害の軽減に努めなければならない。 

４）台風、豪雨等の災害発生時には自主的に許可区域を巡回し状況を確認するとともに、関

東地方整備局又は調査職員の指示があった場合にもその箇所の巡回を行う。また、必要

に応じて土のう等の設置等を行う。 

５）施設等運営者は、夜間及び休園日において、異常を発見した場合は、必要に応じて警察、

消防等の関係機関等に通報し、適切な措置を講ずるとともに、関東地方整備局又は調査

職員に速やかに報告する。 

６）関東地方整備局又は調査職員は、災害防止や本業務の履行上特に必要と認めるときは、

施設等運営者に対して、臨機の措置をとることを指示することができる。 

７）関東地方整備局又は調査職員の指示により、災害時、異常時等の緊急を要する場合は、

施設等運営者は、関東地方整備局が定める安全管理マニュアル等に則り、迅速に必要な

人員を確保し、適切な措置・対応を行うこと。 

８）施設等運営者は、災害時、異常時等の発生後は、施設内の臨時巡視・点検を速やかに行

い、安全を確認し、関東地方整備局又は調査職員に報告する。異常を確認した場合は、

前項に基づき適切な措置・対応を行うこと。 

９）施設等運営者は、事故や災害発生時等には、公園の開園日、開園時間に関わらず、適切

な措置・対応を行うものとすること。 

10）施設等運営者は、天変地異等により、運営を一時中止・変更、又は休止したときは、運

営再開の前に施設の点検を行い、異常のないことを確認しなければならない。異常を確
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認した場合は、本規定書第１編第６条に基づき適切な措置・対応を行うこと。 

11）関係機関の立会検査又は調査がある場合は、施設等運営者は関東地方整備局又は調査職

員の指示により立会等に協力する。 

 

第４０条 点検等 

１．安全衛生管理計画 

１）施設等運営者は、食品衛生法、消防法等の関係諸法令及び規則に基づき設定した法定点

検及び自主点検計画を記載した安全衛生管理計画書を関東地方整備局又は調査職員に提

出すること。 

２）施設等運営者は、法定点検及び自主点検の結果については、遅滞なく関東地方整備局又

は調査職員に報告するものとする。 

２．日常点検 

１）施設等運営者は通常点検等を実施し、適切な管理を行うこと。 

２）施設等運営者は、施設、設備等が損傷、破損又は滅失したとき及びそれを発見したとき

は、直ちに関東地方整備局に報告するものとする。 

３．スタッフ管理・研修 

１）施設等運営者は、日常管理業務に加え、施設利用者の案内や苦情・要望、事故・災害時

非常時における緊急対応が適切に行われるよう、一元的な管理体制を構築しなければな

らない。 

２）施設等運営者は、運営体制人員を円滑な管理運営を行うため、施設利用者数の動向に基

づき弾力的に配置するものとする。 

３）施設等運営者は、関東地方整備局又は調査職員が実施又は要請するスタッフ管理・研修、

公園全体での調整連携等への参加・協力・実施を、積極的かつ主体的に行うこと。 

４）施設等運営者は、施設が有する機能を最大限に活用するとともに、施設利用者が安全か

つ快適に施設を使用できるよう、安全面、衛生面、機能面及び景観に留意して適切な管

理を行うこと。 

５）施設等運営者は、建築物の衛生的環境の確保、美観の維持、劣化の抑制を図るため、除

塵、拭き、清浄、ごみの収集等の作業により汚れを除去することによって、快適な環境

を整備するとともに、建築物の各部材、設備等の更新時期の延伸に資するよう管理する

こと。 

 

第４１条 危機管理 

１．事故・災害 

１）緊急時連絡体制構築 

施設等運営者は、緊急連絡体制表を作成し、関東地方整備局又は調査職員に提出するこ

と。また、収益施設内に掲示をすること。 

２）予防対策 

施設等運営者は常に整理整頓を行い、危機箇所には必要な安全措置を講じ事故の防止に

努めること。 
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３）初期対応 

① 施設等運営者は、関東地方整備局又は調査職員の指示に従い、公園利用者及び施設利用

者に対する案内及び緊急の対応等のサービスに努めること。 

② 施設等運営者は、万一、設備、機器等に事故その他、異常が発生したときは、必要に応

じてその部分の運転を一時停止又は運転制限をする等の措置をした上、直ちに関東地方

整備局又は調査職員に報告し、臨時に精密検査を行い、その原因を究明し、機能復旧に

努めるとともに、再発防止のための必要な措置をとる。 

③ 施設等運営者は、その他事故等が発生したとき、又はその恐れがあるときは、関東地方

整備局が定める安全管理マニュアル等に則り、速やかに必要な措置を取り、施設等運営

者が作成した緊急連絡体制に基づき関係機関へ連絡し、次の各号に掲げる事項について、

遅滞なく、事故報告書（別添６参照）等により関東地方整備局又は調査職員に報告する

ものとする。 

一 事故発生日時 

二 事故発生場所（図示） 

三 事故発生の原因（受傷者の氏名・連絡先・受傷状況・事故原因等） 

四 事故の程度 

五 人身事故の場合は、医師の診断結果 

六 事故処理の概略 

七 再発防止策等 

④ 施設等運営者は、重大事故等緊急を要すると判断される場合については、上記様式によ

らず直ちに関東地方整備局又は調査職員に報告すること。 

 

２．異常事態対策 

１）施設等運営者は、関東地方整備局が実施又は要請する異常事態対策への参加・協力・実

施を、積極的かつ主体的に行う。 

２）施設等運営者は、異常な事案が発生した場合、その内容・初期対応状況等を、速やかに

関東地方整備局又は調査職員へ報告するとともに、警察、消防署等関連部局に連絡する。 
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第５章 施設管理 

第４２条 基本事項 

１．施設等運営者は、許可区域内及びその周辺の環境を常に清潔かつ良好な状態で維持するこ

とを心掛けなければならない。 

２．施設等運営者は、消耗品の交換や自ら実施する修繕工事の実施に際して、許可区域内及び

その周辺の環境を良好な状態で維持することを心掛けなければならない。 

３． 施設等運営者は、収益施設等の建築躯体並びに建築設備及び管理備品がある場合について、

施設等運営者の注意義務で管理しなければならない。 

 

第４３条 清掃等 

１．施設等運営者は、許可区域内及びその周辺の環境について、常に清潔かつ快適な環境を保

持するために、計画的な清掃管理を実施するものとする。 

２．施設等運営者が清掃を実施する際には、施設利用者並びに公園利用者の安全確保に十分注

意するものとする。 

３．施設等運営者が実施する清掃と維持管理業務受託者が実施する清掃について、その清掃範

囲及び夾雑物が混合しないように注意するものとする。 

 

第４４条 工事等 

 １．施設等運営者は、消耗品の交換や自ら実施する修繕工事の実施に際して、事前に関東地方

整備局又は調査職員と協議を行い、必要に応じて業務実施体制に係る書類を作成し、業務

着手までに関東地方整備局又は調査職員に提出するものとする。また業務実施体制に変更

が生じた場合の対応についても同様とする。 

２．施設等運営者が消耗品の交換や修繕工事を実施する際には、施設利用者並びに公園利用者

の安全確保に十分注意するとともに、施設等運営者の責任において常に公園の観察を行い、

善良なる管理を行うものとする。 

３．施設等運営者は、許可区域内及び許可を受けた構造物に限定して修繕工事等を実施するも

のとする。 

 

第４５条 安全管理 

１．施設等運営者は、収益施設等に係る清掃や修繕工事を実施するに当たり、常に施設利用者

の安全確保に十分注意をするとともに、施設等運営者の責任において常に施設周辺の観察

を行ない、善良なる管理を行なうものとする。 

２．施設等運営者は、収益施設等に係る清掃や修繕工事に関連する工事車両の運転については、

公園利用者並びに施設利用者への影響を最小限にする目的から、持込車両の最小化や誘導

員の適宜配置、迷惑とならない場所への速やかな移動を心掛けるものとする。 

３．施設等運営者は、公園利用者や施設利用者に対する安全確保上必要があると判断される作

業実施時に、作業エリアをバリケード等で囲い作業中であることを明示すること等の、安

全管理を徹底するものとする。 

４．施設等運営者は、作業中は園内の施設工作物並びに樹木等を破損しないように十分注意す
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るものとする。 

５．作業従事者は、服装並びに言動に注意し、公園利用者並びに施設利用者に不快感を与えな

いよう留意するものとする。 
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第６章 財産管理 

第４６条 備品の取り扱い 

１．運営に関する備品等（建物除く）の費用、管理区域に関る建物管理費（消耗品の購入、貸

与した備品類の修理等）は、施設等運営者の負担とする。 

２．管理備品の取扱い 

許可を受けた収益施設等の運営に必要な備品は、施設等運営者が全て準備するものとする。

ただし、業務開始時に関東地方整備局が費用を負担した備品の引き継ぎを受けた場合は、

施設等運営者は、本業務完了の際、残存する備品で関東地方整備局がその費用を負担した

ものについて当該備品を関東地方整備局に引き渡す。ただし、翌年度以降において当該業

務が引き続き締結され、当該業務に継続して使用されるものはこの限りではない。 

残存する備品とは、本業務において管理上必要となった機械器具、その他の物品の内、原

状のまま比較的長期の使用に耐え、取得価格（消費税込み）が５万円以上のものをいう。

なお、備品の取扱いについては、別添９「取得した備品の取り扱い」による。 

３．特定備品の取扱い 

許可を受けた収益施設の運営に必要な備品は、施設等運営者が全て準備するものとする。

なお、本規定書第 1 編第２１条「業務の完了・引継、原状回復等」及び本規定書第１編第

２２条「立退料等の不請求」を踏まえ、施設等運営者の一切の責任の下で機器・設備等を

持ち込むこと。 

４．機器・設備等を持ち込む費用、電気工事等の措置等に必要な経費及び持ち込んだ設備・機

器等から生じる経費（電気代、コピー代、電話代等）、原状回復に必要な経費は、施設等運

営者の負担とする。 

 

第４７条 本業務の引継 

１．施設等運営者は、業務が完了する場合、（継続して、契約した場合は除く）又は、契約が解

除された場合は、関東地方整備局又は新たな施設等運営者と十分に協議の上、書面をもっ

て事務引き継ぎを行い、施設の管理運営に支障が生じないようにする。この際、速やかに

施設を原状に回復して、関東地方整備局に引き渡すこと。ただし、原状回復することが不

可能若しくは不適当である場合、国又は国が指定する第三者と個別の協議により、適正価

格で譲渡できるものとし、この場合には原状回復は不要とする。 

２．不可抗力その他、関東地方整備局又は施設等運営者の責めに帰することができない事由に

より管理の継続が困難となった場合は、関東地方整備局と施設等運営者は管理の継続の可

否について協議すること。 

３．施設等運営者は、本業務の履行期限（継続して、契約した場合は除く）又は、契約が解除

されるまでは、施設の管理運営が円滑に実施されるよう業務実施体制（本規定書第１編第

２７条）を維持すること。 

４．履行期限後において補償すべき事態が発覚し、その原因が履行期間内の瑕疵等で明らかな

場合、その費用は施設等運営者が負担する。 
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第２編 国営東京臨海広域防災公園収益施設等設置管理運営個別規定書 

第１章 自動販売機 

第１条 総則 

施設等運営者は、自動販売機の管理運営に際して、関係法令等を遵守し、施設利用者への快適

なサービスの提供及び安全確保に努めること。 

 

第２条  運営対象施設及び販売内容 

設置箇所は原則以下のとおりであり、設置台数は施設等運営者の提案によるものとする。また、

自動販売機での販売は、缶又はペットボトルの飲料品（乳飲料を含む）及びアイスクリームを想

定している。 

■設置箇所一覧            （別添 22「収益施設運営対象区域図」参照） 

設置箇所 設置する自動販売機の種別 
がん研有明病院門扉東側 飲料（缶及びペットボトル） 

本部棟東側水飲み脇 
飲料（缶及びペットボトル） 

アイスクリーム 
本部棟メインエレベーター前 飲料（缶及びペットボトル） 

有明口前 飲料（缶及びペットボトル） 

 

第３条  責任者の選任 

施設等運営者は、担当責任者を専任した上で自動販売機の管理運営にあたらせるものとする。 

  

第４条  利用料金 

自動販売機の利用料金は、周辺類似事例に基づき、市場価格に準じて定めること。 

 

第５条  業務の内容 

施設等運営者は、次の各号に掲げる業務を行う。 

１．自動販売機施設の運営に関すること。 

２．自動販売機施設の維持管理に関すること。 

３．前各号に掲げる業務に付随すること。 

 

第６条 自動販売機施設に係る管理運営要領の作成 

 施設等運営者は、共通規定書第２８条第１項に基づく管理運営要領を作成するに当たり、共通

規定書で定められている事項のほか、以下を踏まえた管理運営要領を作成すること。 

１．自動販売機の運営 

１）自動販売機で酒類の販売は行わないこと。 

２）自動販売機の大きさについては、指定の範囲内に設置できるものであること。 

３）施設等運営者は、施設利用者が安全かつ快適に施設を使用できるよう、安全面、衛生面、

機能面及び景観に留意して適切な管理を行うこと。 

２．自動販売機の維持管理 

１）商品管理、売上金回収・つり銭補充等の金銭管理等、自動販売機の維持管理については、

施設等運営者が行うこと。また、常に商品の賞味期限に注意するとともに、売り切れ商
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品がないよう努めること。 

２）自動販売機に併設して、原則として１箇所に１個の割合で、選別回収タイプの回収ボッ

クスを設置するとともに、施設等運営者の責任で適切に空き容器を回収・処分すること。 

３）自動販売機の清掃を実施するとともに、衛生管理及び感染症対策については、関係法令

を遵守するとともに徹底を図ること。 

４）自動販売機を設置するに当たっては、据付面を十分に確認した上で「安全設置」するこ

と。 

 

第７条 費用負担 

１．自動販売機運営に関わる一切の費用（営業に際し必要な許認可に関わる経費、光熱水費、

清掃費、消耗品の購入、施設の点検整備、軽微な修繕、貸与した備品類の修理等）、自動販

売機の購入、設置、機械の交換、撤去並びに保守・故障対応等に要する費用、自動販売機

に装着する漏電・漏水等安全対策に要する費用、その他運営に関する備品等（建物除く）

の費用及び各種保険料、さらには施設等運営者自らが設置した工作物、設備等に係る補修

又は改造等に係る経費は、施設等運営者の負担とする。 

２．自動販売機の商品の補充、売上金回収等に要する経費、自動販売機周辺に設置する回収ボ

ックスの設置及び空き容器回収・処分に要する費用は、施設等運営者の負担とする。 

３．自動販売機の設置に伴う電気・排水工事の追加工事を必要とする場合はそれに要する経費

は、施設等運営者の負担とする。 

４．その他、本業務を実施するに必要な備品等についても、施設等運営者の負担で準備するこ

と。 

ただし、施設等運営者は、業務が完了する場合（継続して契約した場合は除く）又は、契

約が解除された場合、速やかに管理物件を原状に回復して、関東地方整備局に引き渡すこ

ととなること、さらには、原状回復する際に残存価値が残される場合であっても、関東地

方整備局に対し施設等運営者の施設の買取等を請求することを禁じていることを踏まえ、

施設等運営者の一切の責任の下で機器・設備等を持ち込むこととする。 

５．施設利用者の不適切な使用により、関連施設・設備、備品等を破損又は紛失した場合は、

原則施設利用者責任として、修理費又は施設等運営者が定める損害料を徴収する。 

 

第８条 その他留意事項 

１．自動販売機の設置に関する必要な手続きは、施設等運営者が行うこと。 

２．施設等運営者は、自動販売機の設置に当たっては、事前に関東地方整備局又は調査職員と

協議し、必要な手続きを実施したうえで設置すること。 

３．施設等運営者は、販売商品等については事前に関東地方整備局又は調査職員と協議し、決

定すること。 

４．施設等運営者は、自動販売機を第三者に譲渡又は貸与しないこと。 
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第２章 バーベキューガーデン 

第９条 総則 

施設等運営者は、バーベキューガーデンの管理運営に際して、関係法令等を遵守し、利用者

への快適なサービスの提供及び安全確保に努めるものとする。なお、本規定書に記載のない事

項又は本規定書に疑義が生じたときは、その都度、施設等運営者は関東地方整備局又は調査職

員と協議するものとする。 

 

第１０条 施設の目的 

バーベキューガーデンは、国営東京臨海広域防災公園において施設利用者へのバーベキュー

器具の貸出及び食材等飲食物の提供を目的とする。 

 

第１１条 運営対象施設 

運営対象施設は次のとおりである。 

■運営対象施設一覧 

施設名称 営業場所 

バーベキューガーデン 多目的広場 

 

第１２条 責任者の選任 

施設等運営者は、施設担当責任者、食品衛生責任者等、管理運営上法的に必要な資格を保持

する者を選任した上で、バーベキューガーデンの管理運営にあたらせるものとする。 

 

第１３条 運営日時 

施設等運営者は、原則として以下の期間を営業日時とするが、施設等運営者の裁量により運

営日時を定めることができる。営業日時を短縮又は延長する場合、又は冬季等、バーベキュー

ガーデンの利用頻度が下がる時期などにおいてバーベキューガーデン以外の目的において多目

的広場の活用する場合は、施設等運営者は関東地方整備局又は調査職員に書面により提出し、

許可を得るものとする。 

■定休日 

休園日（12 月 31 日及び１月１日）、休館日（月曜日、月曜日が休日の場合は直後の平日）。

なお、定休日以外に休業する場合は、事前に関東地方整備局又は調査職員に書面により提出し、

許可を得るものとする。 

■営業時間 

春季・夏季・秋季（３月～11 月） 10:00～17:00 

冬季（１～２月、12 月） 10:00～15:00 

 

第１４条 利用料金 

１．器具貸出、飲食提供は有料とする。 

２．施設利用者へ提供する器具貸出品目及び価格、飲食品目及び価格は、関東地方整備局長又
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は調査職員との協議の上、周辺類似事例に基づき、収益施設全体の収支のバランスを鑑み

ながら、市場価格に準じて定める。 

■＜参考＞サービス内容等一覧 

施設名称 販売・貸出品目 

バーベキューガーデン 器具貸出 
コンロ、金網、炭、着火剤、チャッカマン、割り箸、ゴミ袋、 
折りたたみテーブル、折りたたみイス等 

飲食提供 
バーベキュー用食材（牛肉、豚肉、肉加工品、油、調味料等）、 
ソフトドリンク等 

 

第１５条 業務の内容 

１．施設等運営者は、次の各号に掲げる業務を行うものとする。 

１）多目的広場の利用に伴う受付・調整に関すること。 

２）バーベキュー器具の貸出に関すること。 

３）バーベキュー用食材の提供に関すること。 

４）バーベキューガーデンの利用に伴う苦情処理に関すること。 

５）前各号に掲げる業務に付随するもの。 

２．施設等運営者又は、関東地方整備局又は調査職員は、日常の管理上で必要があると認めら

れたときは、バーベキューガーデンの全部又は一部の利用を中止することができるものと

する。 

 

第１６条 施設の運営 

１．予約受付 

１）施設等運営者は、バーベキューガーデンの利用について、２ヶ月前から予約を受け付け、

先着順で予約調整を行うこと。 

２）施設等運営者は、予約受付のための専用の電話、ホームページ を用意するほかに、東京

臨海広域防災公園のホームページからも予約が可能なようにすること。 

２．器具貸出、飲食提供 

１）施設等運営者は、バーベキューガーデン利用者のために、器具貸出及び飲食提供を行う

こと。 

２）施設等運営者は、天候の変化に対応するため、タープ等を準備しておくこと。 

３．運営条件に定めていない事項に関しては、必要に応じて関東地方整備局又は調査職員と協

議すること。 

４．利用制限等 

１）次の各号に該当する場合は、利用を禁止するものとする。 

① 危険物を持込、その他、秩序を乱し、風紀を害する恐れがある者 

② 定められた場所、時間外で火気を使用する者 

③ 直火や火の粉が上がる火気を使用する者 

④ ペット等の動物を同伴する者。ただし、身体障害者補助犬となる盲導犬、介助犬及び聴
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導犬と同伴する身体障害者は除く。 

⑤ 公園で定める制限事項に違反する者 

⑥ 付添者を伴わない中学生未満の者 

⑦ その他施設利用者及び公園利用者の安全、快適な利用を妨げる者。 

 

第１７条 施設・設備等の維持管理 

施設等運営者は、施設利用者が快適に施設を利用できるよう、常に施設を良好な状態に維持

することに努めるものとし、日常管理として、以下の各号に掲げる業務を行うものとする。 

１．施設に係る清掃及び塵芥処理 

２．施設の点検整備及び軽微な補修又は故障の修理 

３．その他利用によって消耗する施設の修繕、消耗品の購入等 

４．バーベキューガーデン（多目的広場）の芝生の管理（なお、芝生の管理方法は、別紙８「個

別仕様書（植物管理）」に準拠するものとする。） 

 

第１８条 管理運営要領の作成 

施設等運営者は、共通規定書第２８条に基づく管理運営要領を作成するにあたり、共通規定書で

定められている事項のほか、以下を踏まえた管理運営要領を作成するものとする。 

１．利用制限 

施設等運営者は、前条 4.の各号に該当する者の利用の禁止と合わせて施設利用上の注意を策

定すること。また、看板等において注意を促すものとする。 

 

２． 安全衛生管理 

１）衛生管理及び安全管理は、施設等運営者において全責任を負うものとする。 

２）施設等運営者は、食品衛生法、消防法等の関係諸法令及び規則に基づき、安全衛生管理計

画書及び緊急時連絡体制を定めて、関東地方整備局又は調査職員に報告すること。また、

安全衛生管理計画書作成に当たっては、以下に示す項目のほか、十分な衛生管理及び安全

管理等を行うとともに事故防止に努めるものとする。 

(1)運営に当たる全職員を対象として、年１回の健康診断を実施し、検査の結果、異常ある者

は、完全に回復したとの医師の診断が得られるまで職場復帰は認めないこと。その他、

下痢を起こしている等体調不良者は出勤させてはならない。 

(2)消防法に基づき、消火器点検を年２回実施し、不備なものは随時取り替えること。 

(3)消防法に基づき、訓練等を実施すること。 

３）施設等運営者は、上記法定点検等の結果については、遅滞なく関東地方整備局に報告する

こと。 

４）施設等運営者は、施設利用者に満足していただけるよう、商品管理の徹底、消防設備の点

検、業務従事者の身だしなみ等、常に清潔、快適かつ安全な状態に維持するものとする。 

５）施設等運営者は、食中毒等の事故が発生したとき、又はその恐れがあるときは、速やかに

必要な措置を取り、緊急時連絡体制に基づき、次の各号に掲げる事項について、遅滞なく、

書面等により関東地方整備局に報告するものとする。なお、食中毒等社会的な影響や人的
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影響等を伴うときは、関東地方整備局がマスコミ対応等を行う場合もあるが、その際、関

東地方整備局の求めに応じ施設等運営者は迅速かつ適切に協力しなければならない。また、

関東地方整備局が策定した事故等への対応計画、規定等がある場合は、それに則った対応

を図ること。 

６）食中毒等により、施設利用者に対して、人的損害を及ぼした場合は、施設等運営者の責任

において、その賠償を行う。 

 

第１９条 費用負担 

１．バーベキューガーデン運営に関わる一切の費用（営業に際し必要な許認可に関わる経費、

光熱水費等）、貸出に供するバーベキュー器具を始めとする運営に関する備品等（建物除く）

の費用、許可区域に関る建物管理費（清掃費、消耗品の購入、施設の点検整備、軽微な修

繕、貸与した備品類の修理等）及び各種保険料、さらには施設等運営者自らが設置した工

作物、設備等に係る補修又は改造等に係る経費は、施設等運営者の負担とする。 

２．その他、本業務を実施するに必要な備品等についても、施設等運営者の負担で準備するこ

と。ただし、施設等運営者は、業務が完了する場合（継続して契約した場合は除く）又は、

契約が解除された場合、速やかに管理物件を原状に回復すること。 

３．施設利用者の不適切な使用により、バーベキュー器具を破損等した場合は、原則施設利用

者の責任として、施設等運営者は、修理費又は施設等運営者が定める損害料を徴収する。 

 

第２０条 責任の範囲 

１．次の各号に該当する場合は、関東地方整備局及び施設等運営者は、賠償責任を負わないも

のとし、その旨を施設利用者が分かるように看板、ホームページ等の掲示を行うものとす

る。 

１）天変地異、その他不可抗力による事故、及び管理上の責に帰することのできない事由に

よって生じた施設利用者の損害。 

２）施設等運営者の過失に依らない損害。 

２．前号及び善良な管理者としての注意を怠らなかったことを証明する場合を除き、施設等運

営者はその損害を賠償すること。 

３．施設等運営者の過失等が原因で、施設を損傷し又は滅失した場合、施設等運営者がその損

害を賠償すること。ただし、施設利用者の責めに帰すべき理由がある場合には、施設利用

者に損害の賠償を求める。 

 

第２１条 施設利用上の注意 

施設利用者に対し、以下の各号について注意喚起を促すものとする。 

１．指定された場所以外では、バーベキューを行わないこと。また、直火での利用は行わない

こと。 

２．穴、溝等を勝手に掘らないこと。 
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第３章 飲食・物販施設 

第２２条 総則 

施設等運営者は、飲食・物販施設の管理運営（自主事業として行う臨時の飲食・物販施設の

運営を含む）に際して、関係法令等を遵守し、施設利用者への快適なサービスの提供及び安全

確保に努めるものとする。なお、本規定書に記載のない事項又は本規定書に疑義が生じたとき

は、その都度、施設等運営者は関東地方整備局と協議するものとする。 

 

第２３条 施設の目的 

飲食・物販施設は、国営東京臨海広域防災公園において飲食及び物販サービスを提供するこ

とを、施設の目的とする。 

 

第２４条 運営対象施設 

運営対象施設は次のとおりとする。 

■運営対象施設一覧 

＜飲食・物販施設＞ 

施設名称 営業場所 

体験学習施設カフェ 体験学習施設１階 

 

第２５条 責任者の選任 

施設等運営者は、施設担当責任者、食品衛生責任者等、管理運営上法的に必要な資格を保持

する者を選任した上で、飲食施設及び物販施設の管理運営にあたらせるものとする。 

 

第２６条 運営日時 

１．施設等運営者は、原則として体験学習施設の開館日を営業日とする。 

２．施設等運営者は、以下の営業時間を原則とする。ただし、施設利用者へのサービス提供を

安定的に行うことを前提に、施設利用者の状況に応じて、施設等運営者の裁量により定休

日以外に休業する場合や運営期間を短縮又は延長することができる。この場合、施設等運

営者は関東地方整備局又は調査職員に報告し、許可を得るものとする。 

３．行催事の開催等により、公園利用者の利便を確保する上で必要が認められるときは、関東

地方整備局又は調査職員より営業時間の延長又は短縮の指示を行うことがある。 

■営業時間 

＜飲食・物販施設＞ 

9：30～15：00 
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第２７条 利用料金 

施設利用者へ提供する商品は提案された内容とするが、販売価格は関東地方整備局長又は調

査職員との協議の上、周辺類似事例に基づき、収益施設全体の収支のバランスを鑑みながら、

市場価格に準じて定める。なお、販売品目等は施設利用者のニーズを把握し、その見直しを図

る等、満足度の向上に努めること。 

■サービス内容等一覧 

＜飲食・物販施設＞ 

施設名称 販売品目 

体験学習施設カフェ 物販 
  防災グッズ、非常食 等 
飲食 
  酒類を除く 

 

第２８条 業務の内容 

施設等運営者は、次の各号に掲げる業務を行うものとする。 

１．飲食・物販施設の運営に関すること。 

２．飲食・物販施設の維持管理に関すること。 

３．飲食・物販施設利用に伴う苦情処理に関すること。 

４．前各号に掲げる業務に付随するもの。 

 

第２９条 施設・設備の維持管理 

施設等運営者は、施設利用者が快適に施設を利用できるよう、常に清潔かつ快適な状態に維

持することに努めるものとし、日常管理として、以下の各号に掲げる業務を行うものとする。 

１．施設に係る清掃及び塵芥処理。 

２．施設の点検整備及び軽微な補修又は故障の修理。 

３．その他利用によって消耗する施設の修繕、消耗品の購入等。 

 

第３０条 管理運営要領の作成 

施設等運営者は、共通規定書第２８条に基づく管理運営要領を作成するにあたり、共通規定書で

定められている事項のほか、以下を踏まえた管理運営要領を作成するものとする。 

１．利用制限 

施設等運営者は、次の各号に該当する者の利用を禁止するものとする。また、施設等運営者

は、施設利用上の注意を策定し施設利用者に対し、看板等において注意を促す。 

１）危険物を持込、その他、秩序を乱し、風紀を害する恐れがある者。 

２）ペット等の動物を同伴する者。ただし、身体障害者補助犬となる盲導犬、介助犬及び聴

導犬と同伴する身体障害者は除く。 

３）公園で定める制限事項に違反する者。 

４）その他公園利用者及び施設利用者の安全又は快適な利用を妨げる者。 
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２． 安全衛生管理 

１）衛生管理及び安全管理は、施設等運営者において全責任を負うものとする。 

２）施設等運営者は、食品衛生法、消防法等の関係諸法令及び規則に基づき、安全衛生管理計

画書及び緊急時連絡体制を定めて、関東地方整備局に報告すること。また、安全衛生管理

計画書作成に当たっては、以下に示す項目のほか、十分な衛生管理及び安全管理等を行う

とともに事故防止に努めるものとする。 

(1)運営に当たる全職員を対象として、年１回の健康診断を実施し、検査の結果、異常ある者

は、完全に回復したとの医師の診断が得られるまで職場復帰は認めないこと。その他、

下痢を起こしている等体調不良者は出勤させてはならない。 

(2)消防法に基づき、消火器点検を年２回実施し、不備なものは随時取り替えること。 

(3)消防法に基づき、訓練等を実施すること。 

３）施設等運営者は、上記法定点検等の結果については、遅滞なく関東地方整備局又は調査職

員に報告すること。 

４）施設等運営者は、施設利用者に満足していただけるよう、商品管理の徹底、消防設備の点

検、身だしなみ等、常に清潔、快適かつ安全な状態に維持するものとする。 

５）施設等運営者は、食中毒等の事故が発生したとき、又はその恐れがあるときは、速やかに

必要な措置を取り、緊急時連絡体制に基づき、次の各号に掲げる事項について、遅滞なく、

書面等により関東地方整備局に報告するものとする。なお、食中毒等社会的な影響や人的

影響等を伴うときは、関東地方整備局がマスコミ対応等を行う場合もあるが、その際、関

東地方整備局の求めに応じ施設等運営者は迅速かつ適切に協力しなければならない。また、

関東地方整備局が策定した事故等への対応計画、規定等がある場合は、それに則った対応

を図ること。 

６）食中毒等により、施設利用者に対して、人的損害を及ぼした場合は、施設等運営者の責任

において、その賠償を行う。 

 

第３１条 費用負担 

１．飲食・物販施設運営に関わる一切の費用（営業に際し必要な許認可に関わる経費、光熱水

費等）、運営に関する備品等（建物除く）の費用、管理区域に関る建物管理費（清掃費、消

耗品の購入、施設の点検整備、軽微な修繕、貸与した備品類の修理等）及び各種保険料、

さらには施設等運営者自らが設置した工作物、設備等に係る補修又は改造等に係る経費は、

施設等運営者の負担とする。 

２．その他、本業務を実施するに必要な備品等についても、施設等運営者の負担で準備するこ

と。施設等運営者は、業務が完了する場合（継続して契約した場合は除く）又は、契約が

解除された場合、速やかに管理物件を原状に回復して、関東地方整備局に引き渡すこと。

ただし、本規定書第３６条に基づく協議が整った場合を除く。 

３．施設利用者の不適切な使用により、関連施設・設備、備品等を破損又は紛失した場合は、

原則施設利用者責任として、修理費又は施設等運営者が定める損害料を徴収する。 
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第３２条 責任の範囲 

１．次の各号に該当する場合は、関東地方整備局及び施設等運営者は、賠償責任を負わないも

のとし、その旨を施設利用者が分かるように看板、ホームページ等の掲示を行うものとす

る。 

１）天変地異、その他不可抗力による事故、及び管理上の責に帰することのできない事由に

よって生じた施設利用者の損害。 

２）施設等運営者の過失に依らない損害。 

２．前号及び善良な管理者としての注意を怠らなかったことを証明する場合を除き、施設等運

営者はその損害を賠償すること。 

３．施設等運営者の過失等が原因で、施設を損傷し又は滅失した場合、施設等運営者がその損

害を賠償すること。ただし、施設利用者の責めに帰すべき理由がある場合には、施設利用

者に損害の賠償を求める。 
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第４章 自主事業における行催事等 

第３３条 自主事業における行催事等 

１．維持管理業務受託者は、公園の利便性や魅力をより一層高めるため、独立採算により、自

主事業（広報も含む）を行うことができる。 

２．行催事を開催する場合は、本公園の利用増につながる各種行催事の主催、共催等も可能と

する。 

３．自主事業の内容については、本公園利用に相応しくない場合、その実施を認めない場合が

ある。このため維持管理業務受託者は、事前に調査職員と協議を行うこと。 

４．調査職員と維持管理業務受託者は、本公園の利用促進等のために自主事業の実施について

協議すること。 

５．維持管理業務受託者は、自主事業による公園施設の利用が他の公園利用者による利用や安

全に支障が生じないよう、十分に調整を図って対応すること。 

６．維持管理業務受託者は、自主事業の実施に当たり、都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号）

第５条、第６条又は 12 条に基づく許可を得る必要がある場合、申請書を関東地方整備局

に提出して許可を受けなければならない。ただし、都市公園法第 12 条第１項第２号に掲

げる行為の許可については、維持管理業務受託者の申請に限り、自主事業の内容を「業務

計画書」に記載することにより、年間を通して一括申請を行うことができる。 

７．維持管理業務受託者は、自主事業の実施に当たり、都市公園法施行令（昭和 31 年政令第

290 号）第 20 条に基づき、施設使用料又は建物使用料及び土地使用料を納めることが必

要となる場合がある。 

８．維持管理業務受託者は、自主事業の実施に当たり、都市公園法施行令第 20 条に基づく都

市公園法第５条又は第６条の許可を受けた範囲の維持管理にかかる費用（水道、電気料金

を含む）を負担するものとする。 

９．維持管理業務受託者は、自主事業の実施に当たり、協賛企業から協賛金を募り、実施費用

に当てることができる。なお、この場合、以下の点に留意すること。 

１）維持管理業務受託者は、事前に関東地方整備局長の承諾を得た上で、自主事業の実施場

所及び各ゲートに協賛企業の名称等の表示等を行うことができる（はり紙、はり札等、

広告旗、立看板等、広告幕及びアドバルーンへの協賛企業名の表示。）。この場合、東京

都の屋外広告物に関する規制等、関係法令等を遵守すること。なお、協賛企業の名称、

ロゴマーク又はブランド名称等は表示できるが、商品の名称等は一切表示できない。 

２）維持管理業務受託者は、事前に関東地方整備局長の承諾を得た上で、協賛企業に自己の

協賛内容を広報宣伝させることができる。 

３）維持管理業務受託者は、事前に関東地方整備局長の承諾を得た上で、自らが作成する自

主事業に関するポスター・パンフレット・スタッフジャンパー等に、協賛企業の名称等

を表示させることができる。 

10．維持管理業務受託者は、調査職員が自主事業に関する収支状況等の報告を求めた場合には、

それに応じなければならない。 
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 別紙１０

【国営東京臨海広域防災公園】 

従来の実施状況に関する情報の開示 

 

 １ 従来の実施に要した経費                (単位：千円) 

  

平成 30 年度 
令和元年度 

（4-1/2-3）月 
令和 2 年度 令和 3 年度 

 人

件

費 

常勤職員     

非常勤職員     

物件費     

委

託

費

等 

委託費定額部分 87,987 73,637/13,093 88,084 88,207 

成果報酬等     

旅費その他     

計（ａ）     

参考値

（ｂ） 

減価償却費     

退職給付費用     

間接部門費     

（ａ）＋（ｂ）     

 （注意事項） 

・ 委託費定額部分の内訳は以下のとおりである。 

(単位：千円)  

 H30 年度 R1 年度 

（4-1/2-3）月 

R2 年度 R3 年度 

植物管理 6,501 5,361/58 7,719 7,831 

建物管理 3,030 2,529/533 3,368 3,368 

清掃 3,219 2,696/528 3,194 3,194 

運営管理 33,952 28,209/3,829 23,209 23,209 

公園管理 27,360 22,751/5,739 35,298 35,298 

一般管理費等 7,405 6,152/1,214 7,286 7,286 

消費税 6,517 5,935/1,190 8,007 8,018 

小計 87,987 73,637/13,093 88,084 88,207 

 

 

・ H30 年度、R1 年度（4-1 月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。 
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 ２ 従来の実施に要した人員           (単位：人) 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

常勤職員 5 5 5 5 

非常勤職員 21 21 21 21 

 （業務従事者に求められる知識・経験等） 

１． 知識、経験に関する要件 

同種又は類似業務の実務経験 

２． 技術力に関する要件 

○植物管理業務責任者 

・１級造園施工管理技士 

 （過去の業務従事者に求められる知識・経験等） 

・入札の対象となる業務は全て外部委託として実施していた。業務実施の際、従事者

に求められる知識・経験等は以下の通りであった。 

１．知識、経験に関する要件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．技術力に関する要件 

○植物管理業務責任者 

・１級造園施工管理技士 

 

 （業務の繁閑の状況とその対応） 

なし 

 （注記事項） 

・ 運営維持管理業務の人員のみ（収益施設等管理運営業務に係る人員はのぞく。）。 

・ H30 年度、R1 年度（4-1 月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載し

た。 

 

 

 

  ①本業務全体のマネジメント及び企画
立案業務の業務責任者(総括責任者) 

②施設・設備維持管理業務の業務
責任者 

③植物管理業務の業務責任者 ④収益施設等管理運営業務の業
務責任者 

業 
務 
の 
経 
験 

 下記に示す同種又は類似業務（ 1）～3)においては平成 14 年度以降に完了した履行期間が概ね 12 ヶ月以上の業
務、4)においては平成 14 年度以降に完了した 1 件につき開催期間が概ね 2 ヶ月以上の業務に限る）の経験を有す
ること（申請書類提出時において実施中の業務にあっては、平成 25 年 3 月 31 日までの業務経験を含む） 

収益施設等管理運営業務の業務
責任者の業務実績に関する要件
は求めない。但し、下記実施体制
のとおり、収益施設等管理運営業
務の業務責任者は、本業務全体の
マネジメント及び企画立案業務
の業務責任者（総括責任者）と兼
務すること。 

同
種
業
務
の
経
験 

下記の1)～2)のいずれかを対象とした
業務全体のマネジメント及び企画立案
業務の実績を有し、かつ、下記のｱ)～ｳ)
のいずれかの経験を有すること 

下記の1)～2)のいずれかを対象と
した施設・設備維持管理業務に関
する業務の実績を有し、かつ、施
設・設備維持管理業務に関する下
記のｴ)又はｵ)のいずれかの経験を
有すること 

下記の1)～2)のいずれかを対象と
した植物管理業務に関する業務の
実績を有し、かつ、植物管理業務
に関する下記のｴ)又はｵ)のいずれ
かの経験を有すること 

1)都市公園の種別として、地区公園、特殊公園、総合公園以上（総合公園、運動公園、広域公園及び国営公園） 
2)レクリエーション施設又は観光・商業施設で、2ha以上の園地管理を行っている施設 
ｱ)延べ２年以上の総括責任者の経験 
ｲ)延べ３年以上の業務責任者の経験 
ｳ)総括責任者または業務責任者の経験
を有し、かつ技術士（建設部門：都市
及び地方計画）または技術士（総合技
術監理部門：建設）の資格を有する者 

ｴ)延べ２年以上の業務責任者の経験 
ｵ)延べ３年以上の業務経験 

類
似
業
務
の
経
験 

下記の3)～4)のいずれかを対象とした
業務全体のマネジメント及び企画立案
業務の実績を有し、かつ、下記のｱ)～ｳ)
のいずれかの経験を有すること 
又は、下記の3)～4)のいずれかを対象と
したマネジメント、企画運営管理、施
設・設備維持管理業務、植物管理業務、
収益施設等管理運営業務のいずれかに
関する業務の実績を有し、かつマネジメ
ント、企画運営管理、施設・設備維持管
理業務、植物管理業務、収益施設等管理
運営業務のいずれかに関する下記のｲ)
又はｳ)のいずれかの経験を有すること 

下記の3)～4)のいずれかを対象と
した施設・設備維持管理業務に関
する業務の実績を有し、かつ、施
設・設備維持管理業務に関する下
記のｴ)又はｵ)のいずれかの経験を
有すること 

下記の3)～4)のいずれかを対象と
した植物管理業務に関する業務の
実績を有し、かつ、植物管理業務
に関する下記のｴ)又はｵ)のいずれ
かの経験を有すること 

3)展示面積1,000㎡以上の常設展示施設 
4)特殊法人、公益社団法人もしくは地方公共団体が開設し、国もしくは地方公共団体が後援する屋外展示を含む

 

ｱ) 3)は延べ２年以上、4)は延べ4ヶ月以
上の総括責任者の経験 

ｲ) 3)は延べ３年以上、4)は延べ6ヶ月の
業務責任者の経験 

ｳ)総括責任者または業務責任者の経験
を有し、かつ技術士（建設部門：都市
及び地方計画）または技術士（総合技
術監理部門：建設）の資格を有する者 

ｴ) 3)は延べ２年以上、4)は延べ4ヶ月の業務責任者の経験 
ｵ) 3)は延べ３年以上、4)は延べ6ヶ月の業務経験 
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３ 従来の実施に要した施設及び設備（委託事業者に対して供与した施設・設備） 

・ 主要公園施設一覧(別紙－1)、主要建築物一覧(別紙－2)、提供物品一覧(別紙－19) 及び建物・

工作物に係る修繕履歴（修繕箇所、費用等）（別紙－32）を参照 

（注記事項） 

・ 運営維持管理業務の施設・設備のみ（収益施設等管理運営業務に係る施設・設備はのぞく。）。 
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４ 従来の実施における目的の達成の程度 

■年間指標 
 平成 30 年度（※1） 令和元年度（12 月まで）（※1） 

目標計画 実績 目標計画 実績 

公園利用者
数の確保 
(※2) 

体験学習施設の 72h ツアー体験者数 - 122,787 人 - 99,671 人 

体験学習施設の小・中学生の団体の 72h ツア
ー体験者数 

- 29,724 人 - 26,430 人 

利用者満足
度の確保 

「体験学習施設のサービス」に関する「満足
できる」及び「やや満足」の回答比率(※3) 

- 89.5％ - 90.6％ 

「自主事業及び委託費を充当する防災に関す
る行催事」における利用者の学習効果に関す
る「満足できる」及び「やや満足」の回答比
率(※3) 

- 92.2％ - 83.8％ 

多様な利用
プログラム
の提供 

防災関連の普及啓発に関する大規模(※4)な
行催事の開催回数 

16 回以上 28 回 9 回以上 22 回 

情報受発信 マスコミによる報道件数(※5) 96 件以上 148 件 96 件以上 158 件 

地域との連
携活動・市民
との協働活
動 

近隣施設との連携(※6)による防災関連の普
及啓発に関する中規模(※4)の行催事の開催
回数 

50 回以上 52 回 36 回以上 53 回 

市民との連携(※7)による防災関連の普及啓
発に関する中規模(※4)の行催事の開催回数 

21 回以上 29 回 17 回以上 28 回 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

目標計画 実績 目標計画 実績 

公園利用者
数の確保 
(※2) 

体験学習施設の 72h ツアー体験者数 - 14,453 人 - 26,467 人 

体験学習施設の小・中学生の団体の 72h ツア
ー体験者数 

- 4,689 人 - 8,479 人 

利用者満足
度の確保 

「体験学習施設のサービス」に関する「満足
できる」及び「やや満足」の回答比率(※3) 

約 87％以上 90.8％ 約 87％以上 93.5％ 

「自主事業及び委託費を充当する防災に関す
る行催事」における利用者の学習効果に関す
る「満足できる」及び「やや満足」の回答比
率(※3) 

約 88％以上 89.5％ 約 88％以上 87.2％ 

多様な利用
プログラム
の提供 

防災関連の普及啓発に関する大規模(※4)な
行催事の開催回数 

22 回以上 3 回 22 回以上 18 回 

情報受発信 マスコミによる報道件数(※5) 161 件以上 42 件 161 件以上 51 件 

地域との連
携活動・市民
との協働活
動 

近隣施設との連携(※6)による防災関連の普
及啓発に関する中規模(※4)の行催事の開催
回数 

61 回以上 11 回 61 回以上 14 回 

市民との連携(※7)による防災関連の普及啓
発に関する中規模(※4)の行催事の開催回数 

27 回以上 64 回 27 回以上 41 回 
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■四半期指標 
 平成 30 年度（※1） 

4～6 月 7～9 月 10～12 月 1～3 月 

目標計画 実績 目標計画 実績 目標計画 実績 目標計画 実績 

公園利
用者数
の確保 
(※2) 

体験学習施設の72hツア
ー体験者数 

- 29,123 人 - 32,116 人 - 34,751 人 - 26,747 人 

体験学習施設の小・中学
生の団体の72hツアー体
験者数 

- 9,345 人 - 4,155 人 - 10,687 人 - 5,537 人 

利用者
満足度
の確保 

「体験学習施設のサー
ビス」に関する「満足で
きる」及び「やや満足」
の回答比率(※3) 

- 89.6％ - 91.3％ - 88.2％ - 89.7％ 

「自主事業及び委託費
を充当する防災に関す
る行催事」における利用
者の学習効果に関する
「満足できる」及び「や
や満足」の回答比率(※
3) 

- 90.6％ - 95.2％ - 91.7％ - 92.5％ 

多様な
利用プ
ログラ
ムの提
供 

防災関連の普及啓発に
関する大規模(※4)な行
催事の開催回数 

- 11 回 - 6 回 - 6 回 - 5 回 

情報受
発信 

マスコミによる報道件
数(※5) 

24 件以上 37 件 24 件以上 49 件 24 件以上 53 件 25 件以上 33 件 

地域と
の連携
活動・
市民と
の協働
活動 

近隣施設との連携(※6)
による防災関連の普及
啓発に関する中規模(※
4)の行催事の開催回数 

- 11 回 - 15 回 - 15 回 - 11 回 

市民との連携(※7)によ
る防災関連の普及啓発
に関する中規模(※4)の
行催事の開催回数 

- 6 回 - 7 回 - 4 回 - 12 回 

 令和元年度（12 月まで）（※1） 

4～6 月 7～9 月 10～12 月 1～3 月 

目標計画 実績 目標計画 実績 目標計画 実績 目標計画 実績 

公園利
用者数
の確保 
(※2) 

体験学習施設の72hツア
ー体験者数 

- 31,612 人 - 33010 人 - 35,049 人 - - 

体験学習施設の小・中学
生の団体の72hツアー体
験者数 

- 9,861 人 - 4,272 人 - 12,297 人 - - 

利用者
満足度
の確保 

「体験学習施設のサー
ビス」に関する「満足で
きる」及び「やや満足」
の回答比率(※3) 

- 90.6％ - 89.2％ - 92.1％ - - 

「自主事業及び委託費
を充当する防災に関す
る行催事」における利用
者の学習効果に関する
「満足できる」及び「や
や満足」の回答比率(※
3) 

- 76.9％ - 83.9％ - 90.5％ - - 

多様な
利用プ
ログラ
ムの提
供 

防災関連の普及啓発に
関する大規模(※4)な行
催事の開催回数 

- 8 回 - 10 回 - 4 回 - - 

情報受
発信 

マスコミによる報道件
数(※5) 

- 40 件 - 38 件 - 34 件 - - 

地域と
の連携
活動・
市民と
の協働
活動 

近隣施設との連携(※6)
による防災関連の普及
啓発に関する中規模(※
4)の行催事の開催回数 

- 15 回 - 24 回 - 14 回 - - 

市民との連携(※7)によ
る防災関連の普及啓発
に関する中規模(※4)の
行催事の開催回数 

- 11 回 - 9 回 - 8 回 - - 
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 令和 2 年度 

4～6 月 7～9 月 10～12 月 1～3 月 

目標計画 実績 目標計画 実績 目標計画 実績 目標計画 実績 

公園利
用者数
の確保 
(※2) 

体験学習施設の72hツア
ー体験者数 

- 558 人 - 6,163 人 - 7,732 人 - 0 人 

体験学習施設の小・中学
生の団体の72hツアー体
験者数 

- 0 人 - 768 人 - 3,921 人 - 0 人 

利用者
満足度
の確保 

「体験学習施設のサー
ビス」に関する「満足で
きる」及び「やや満足」
の回答比率(※3) 

87％以上 95.2％ 87％以上 89.1％ 87％以上 91.9％ 87％以上 -％ 

「自主事業及び委託費
を充当する防災に関す
る行催事」における利用
者の学習効果に関する
「満足できる」及び「や
や満足」の回答比率(※
3) 

88％以上 -％ 88％以上 83.3％ 88％以上 92.9％ 88％以上 -％ 

多様な
利用プ
ログラ
ムの提
供 

防災関連の普及啓発に
関する大規模(※4)な行
催事の開催回数 

- 0 回 - 0 回 - 3 回 - 0 回 

情報受
発信 

マスコミによる報道件
数(※5) 

- 9 件 - 22 件 - 20 件 - 10 件 

地域と
の連携
活動・
市民と
の協働
活動 

近隣施設との連携(※6)
による防災関連の普及
啓発に関する中規模(※
4)の行催事の開催回数 

- 0 回 - 1 回 - 10 回 - 0 回 

市民との連携(※7)によ
る防災関連の普及啓発
に関する中規模(※4)の
行催事の開催回数 

- 0 回 - 41 回 - 23 回 - 0 回 

 令和 3 年度 

4～6 月 7～9 月 10～12 月 1～3 月 

目標計画 実績 目標計画 実績 目標計画 実績 目標計画 実績 

公園利
用者数
の確保 
(※2) 

体験学習施設の72hツア
ー体験者数 

- 2,560 人 - 5,544 人 - 11,465 人 - 6,898 人 

体験学習施設の小・中学
生の団体の72hツアー体
験者数 

- 622 人 - 763 人 - 4,869 人 - 2,225 人 

利用者
満足度
の確保 

「体験学習施設のサー
ビス」に関する「満足で
きる」及び「やや満足」
の回答比率(※3) 

87％以上 91.5％ 87％以上 87.4％ 87％以上 96.1％ 87％以上 96.9％ 

「自主事業及び委託費
を充当する防災に関す
る行催事」における利用
者の学習効果に関する
「満足できる」及び「や
や満足」の回答比率(※
3) 

88％以上 -％ 88％以上 77.8％ 88％以上 96.3％ 88％以上 93.3％ 

多様な
利用プ
ログラ
ムの提
供 

防災関連の普及啓発に
関する大規模(※4)な行
催事の開催回数 

- 3 回 - 4 回 - 5 回 - 5 回 

情報受
発信 

マスコミによる報道件
数(※5) 

- 8 件 - 12 件 - 27 件 - 32 件 

地域と
の連携
活動・
市民と
の協働
活動 

近隣施設との連携(※6)
による防災関連の普及
啓発に関する中規模(※
4)の行催事の開催回数 

- 2 回 - 4 回 - 5 回 - 3 回 

市民との連携(※7)によ
る防災関連の普及啓発
に関する中規模(※4)の
行催事の開催回数 

- 2 回 - 9 回 - 11 回 - 19 回 
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（注記事項） 

１．(指標の意義、選定根拠) 

運営管理の基本方針に基づいた公園の管理運営による効果を客観的に評価するための指標。 

運営管理の重点事項を選定している。 

２．(目標計画の設定根拠) 

平成30年度～令和3年度実績平均値とした。 

３．(実績の計算・把握の方法) 

実施要項1.3.4.モニタリング方法による。 

受託者からの管理月報及び公園の利用に関するアンケート調査より。 

４．表中の注記は以下のとおり。 
※1：H30 年度、R1 年度（4-1 月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。 
※2：体験学習施設の入館者数の集計方法は別紙 12 による。 
※3：年間及び四半期毎の「公園の利用に関するアンケート調査」(別紙 13)のＱ１２－２、４における

「満足できる」及び「やや満足」の回答の合計の比率。なお、小数点以下は四捨五入とする。 
※4：「大規模」とは、参加人数が 100 人程度以上の行催事、「中規模」とは参加人数が 50 人程度以上の

行催事。なお、行催事の開催回数、参加人数の数え方は別添 13 による。 
※5：マスコミ報道件数の目標とは、以下のそれぞれの件数と合計件数。 

委託費による有料広告等についてはカウントできないが、委託費によらない自主事業等による有
料広告等はカウントできるものとする。 

・テレビ（NHK・民放）・ラジオ（AM、FM）の放送件数で、１番組につき１カウントとする。 
・一般社団法人日本新聞協会加盟の新聞及び雑誌・情報誌への紙面掲載件数やホームページ等イ
ンターネット記事掲載で、新聞については１紙／回につき１カウントとし、雑誌・情報誌につい
ては、１冊／回につき１カウントとし、ホームページ等インターネット記事は、１記事／回とす
る。なおホームページ等インターネット記事は、個人記事ではなく、発信元が明確な団体の記事
を対象とし、前述の新聞社等が同記事内容を別途 WEB 発信するデジタル版との重複は対象外とす
る。 
・事件、事故等の報道件数は除く。 

※6：近隣施設との連携による行催事とは、事業者が委託費を用い、東京都内の防災関連部局（消防、警
察、インフラ企業等）、近隣の学習施設等や、公共施設（区役所、病院等）と連携して実施する行
催事をいう。なお、行催事の開催回数、参加人数の数え方は別添 13 による。 

※7：市民との連携による行催事とは、事業者が委託費を用い、地域を限定せず防災に関わるＮＰＯ団体
やボランティア、研究機関等と連携して実施する行催事、また自前で解説ボランティア等を立ち
上げて育成して実施する行催事をいう。なお、「近隣施設との連携による行催事」を除く。なお、
行催事の開催回数、参加人数の数え方は別添 13 による。 
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５ 従来の実施方法等 

従来の実施方法 

・業務区分表参照 

（事業の目的を達成する観点から重視している事項） 

・防災学習、広報、イベント・行催事を一元的に検討し、利用者数および満足度を目標としている。 

（注記事項） 

・公園利用者数 (別紙－12)、公園の利用に関するアンケート調査(別紙－13)、イベント実績(別紙

－14)、広報・報道実績(別紙－15)、ホームページアクセス件数(別紙－16)  
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【業務区分表】 

 

業務内容 業務細目 

現状（H31-R5 年度） 民間競争入札（R5 年度以降） 備考 

（作業時期・頻

度・条件等） 

国土 

交通省 

A 

(受託者） 

A 以外

の業者 

国土 

交通省 

B 

(受託者) 

B 以外

の業者 

国
営
東
京
臨
海
広
域
防
災
公
園
運
営
維
持
管
理
業
務 

①本業務全体のマ

ネジメント及び企

画立案業務 

マネジメント  ○   ○  通年 

企画運営管理  ○   ○  通年 

②施設・設備維持管

理業務 
維持修繕・保守点

検 
 ○   ○  通年 

 

 
清掃  ○   ○  通年 

③植物管理業務 

 
植物管理  ○   ○  通年 

④収益施設等管理運

営業務 収益施設運営  ○   ○  通年 

 自主事業  ○   ○  通年 
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別記様式第 6（第 6） 

 

精 算 報 告 書 

【 H30 】 

（単位：円） 

経費区分 予定経費（A） 支出額（B） 
過不足額 

達成率％（B/A） 
（A）-（B） 

直接経費 

植物管理 

建物管理 

清掃 

運営管理 

公園管理 

直接業務費 

一般管理費等 

業務価格 

消費税相当額 

 

 

6,501,736 

3,030,300 

3,219,400 

33,952,080 

27,360,872 

74,064,388 

7,405,612 

81,470,000 

6,517,600 

 

 

6,210,541 

3,064,405 

2,844,427 

29,055,496 

33,513,337 

74,688,206 

7,440,000 

82,128,206 

6,570,256 

 

 291,195 

-34,105 

374,973 

4,896,584 

‐6,152,465 

-623,818 

-34,388 

-658,206 

-52,656 

 

95.52％ 

101.13％ 

88.35％ 

85.58％ 

122.49％ 

計 87,987,600 88,698,462 －710,862 100.80％ 

 

（備考）1.用紙の大きさは、日本工業規格 A列 4 横とする。 

    2.経費区分は、別記様式第 1 備考 4により記入すること。 

    3.第 6 第 2 項に基づき提出する場合は、その旨を付記すること。 

     

（注）H30 年度は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。 

別紙１１ 
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別記様式第 6（第 6） 

 

精 算 報 告 書 

【 R1（4 月～1 月） 】 

（単位：円） 

経費区分 予定経費（A） 支出額（B） 
過不足額 

達成率％（B/A） 
（A）-（B） 

直接経費 

植物管理 

建物管理 

清掃 

運営管理 

公園管理 

直接業務費 

一般管理費等 

業務価格 

消費税相当額 

消費税相当額（変更） 

消費税相当額（8％） 

消費税相当額（10％） 

 

5,361,759 

2,529,542 

2,696,033 

28,209,839 

22,751,865 

61,549,038 

6,152,962 

67,702,000 

5,416,160 

519,657 

 

4,559,332 

2,546,745 

2,162,755 

27,537,437 

28,340,770 

65,147,039 

6,152,962 

71,300,001 

 

 

3,474,061 

2,787,423 

 

 802,427 

‐17,203 

533,278 

672,402 

‐5,588,905 

-3,598,001 

0 

-3,598,001 

 

 

85.0％ 

100.6％ 

80.2％ 

97.6％ 

124.5％ 

計 73,637,817 77,561,485 －3,923,668 105.3％ 

 

（備考）1.用紙の大きさは、日本工業規格 A列 4 横とする。 

    2.経費区分は、別記様式第 1 備考 4により記入すること。 

    3.第 6 第 2 項に基づき提出する場合は、その旨を付記すること。 

 

（注）R1 年度（4-1 月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。 
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別記様式第 6（第 6） 

 

精 算 報 告 書 

【 R1（2 月～3 月） 】 

（単位：円） 

経費区分 予定経費（A） 支出額（B） 
過不足額 

達成率％（B/A） 
（A）-（B） 

直接経費 

植物管理 

建物管理 

清掃 

運営管理 

公園管理 

直接業務費 

一般管理費等 

業務価格 

消費税相当額 

 

58,664 

533,084 

528,000 

3,829,333 

5,739,567 

10,688,648 

1,214,393 

11,903,041 

1,190,304 

 

 

74,664 

476,355 

477,795 

3,843,261 

5,817,452 

10,689,527 

1,214,393 

11,903,920 

1,190,392 

 

 

 

 

 -16,000 

56,729 

50,205 

-13,928 

‐77,885 

-879 

0 

-879 

—88 

 

127.3％ 

89.4％ 

90.5％ 

100.4％ 

101.4％ 

計 13,093,345 13,094,312 -967 100.0％ 

 

（備考）1.用紙の大きさは、日本工業規格 A列 4 横とする。 

    2.経費区分は、別記様式第 1 備考 4により記入すること。 

    3.第 6 第 2 項に基づき提出する場合は、その旨を付記すること。 
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別記様式第 6（第 6） 

 

精 算 報 告 書 

【 R2 】 

（単位：円） 

経費区分 予定経費（A） 支出額（B） 
過不足額 

達成率％（B/A） 
（A）-（B） 

直接経費 

植物管理 

建物管理 

清掃 

運営管理 

公園管理 

直接業務費 

一般管理費等 

業務価格 

消費税相当額 

 

 

7,719,959 

3,368,500 

3,194,400 

23,209,000 

35,298,200 

72,790,059 

7,286,367 

80,076,426 

8,007,643 

 

 

8,871,913 

3,411,376 

3,405,525 

22,523,032 

34,584,378 

72,796,224 

7,286,367 

80,082,591 

8,008,259 

 

 

 

 

-1,151,954 

-42,876 

-211,125 

685,968 

713,822 

‐6,165 

0 

‐6,165 

-616 

 

114.9％ 

101.2％ 

106.6％ 

97.0％ 

97.9％ 

計 88,084,069 88,090,850 -6,781 100.0％ 

 

（備考）1.用紙の大きさは、日本工業規格 A列 4 横とする。 

    2.経費区分は、別記様式第 1 備考 4により記入すること。 

    3.第 6 第 2 項に基づき提出する場合は、その旨を付記すること。 
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別記様式第 6（第 6） 

 

精 算 報 告 書 

【 R3 】 

（単位：円） 

経費区分 予定経費（A） 支出額（B） 
過不足額 

達成率％（B/A） 
（A）-（B） 

直接経費 

植物管理 

建物管理 

清掃 

運営管理 

公園管理 

直接業務費 

一般管理費等 

業務価格 

消費税相当額 

 

 

7,831,959 

3,368,500 

3,194,400 

23,209,000 

35,298,200 

72,902,059 

7,286,366 

80,188,425 

8,018,843 

 

 

6,931,369 

7,762,475 

2,802,563 

21,251,200 

34,305,591 

73,053,198 

7,286,366 

80,339,564 

8,033,956 

 

 

 

 

 900,590 

-4,393,975 

391,837 

1,957,800 

992,609 

-151,139 

0 

-151,139 

-15,113 

 

88.5％ 

230.4％ 

87.7％ 

91.6％ 

97.2％ 

計 88,207,268 88,373,520 -166,252 100.2％ 

 

（備考）1.用紙の大きさは、日本工業規格 A列 4 横とする。 

    2.経費区分は、別記様式第 1 備考 4により記入すること。 

    3.第 6 第 2 項に基づき提出する場合は、その旨を付記すること。 
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体験学習施設の72hツアー体験者数

【 H30 】
体験学習施設の

72hツアー体験者数
（人）

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分 １０月分 １１月分 １２月分 １月分 ２月分 ３月分 累計

月計 8,091 10,250 11,698 11,695 11,043 10,824 14,002 14,082 8,147 8,668 9,502 9,087 127,089 

【 R1 】
体験学習施設の

72hツアー体験者数
（人）

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分 １０月分 １１月分 １２月分 １月分 ２月分 ３月分 累計

月計 8,347 11,549 12,676 12,463 10,568 11,146 13,555 14,136 8,990 8,710 7,067 - 119,207 

【 R2 】
体験学習施設の

72hツアー体験者数
（人）

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分 １０月分 １１月分 １２月分 １月分 ２月分 ３月分 累計

月計 - - 566 1,397 2,539 2,264 2,690 3,222 2,129 - - - 14,807 

【 R3 】
体験学習施設の

72hツアー体験者数
（人）

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分 １０月分 １１月分 １２月分 １月分 ２月分 ３月分 累計

月計 1,269 - 1,425 2,102 1,898 1,677 3,719 4,623 4,009 2,469 1,435 3,256 27,882 

体験学習施設の小・中学生の団体の72hツアー体験者数

【 H30 】
体験学習施設の
小・中学生の団体

72hツアー体験者数
（人）

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分 １０月分 １１月分 １２月分 １月分 ２月分 ３月分 累計

月計 2267 3401 4226 1269 214 2784 3964 4477 3095 2576 2663 331 31,267 

【 R1 】

体験学習施設の
小・中学生の団体

72hツアー体験者数
（人）

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分 １０月分 １１月分 １２月分 １月分 ２月分 ３月分 累計

月計 1684 4299 4447 1604 145 3314 5203 4343 3661 2861 1637 0 33,198 

【 R2 】
体験学習施設の
小・中学生の団体

72hツアー体験者数
（人）

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分 １０月分 １１月分 １２月分 １月分 ２月分 ３月分 累計

月計 0 0 0 219 164 385 1351 1434 1321 0 0 0 4,874 

【 R3 】
体験学習施設の
小・中学生の団体

72hツアー体験者数
（人）

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分 １０月分 １１月分 １２月分 １月分 ２月分 ３月分 累計

月計 321 0 545 418 0 435 1539 2082 1793 1312 480 1367 10,292 

体験学習施設の72hツアー体験者数

　　　※　体験学習施設の72hツアー体験者数は、72hツアー体験開始前にカウントした人数を取り纏め、管理月報として
　　　　　報告を受けた値。

※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。

別紙１２
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イベント実績

※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。

別紙１４
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①委託費のみで行ったもの
開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

4月1日 3月31日 そなえポイント 一般 防災体験ツアーでポイントをためる 5026人
ポイントカード発

行枚数
体験施設 ①

4月1日 3月31日 遊具の貸出し 一般 園地で遊ぶ遊具の貸出し 1653人 人数計数 1階エントランス -

4月1日 3月31日
はらっぱで四つ葉のクローバー
を見つけよう

一般 園地で四つ葉のクローバーを見つける 202人 人数計数 園地 -

4月1日 3月31日 煙体験 一般 煙の部屋での煙体験 2236人 人数計数 体験施設 ③

4月1日 3月31日 釣上げよう魚ちゃん 一般 「防災ゲーム釣上げよう魚ちゃん」幼児編 人 人数計数 1階避難所 ③

4月1日 3月31日 みんなで遊ぼう！防災ゲーム 一般 防災ゲームのワークショップ 11730人 人数計数 2階防災ギャラリー ③

4月1日 4月30日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 人数計数 エントランス ②

4月1日 4月30日 そなえラリー 一般 館内・園内を回って防災クイズに挑戦 61 人 人数計数 館内・園地 ③

4月1日 4月1日 紙飛行機教室 一般 紙飛行機を製作し園地で体験 41 人 人数計数 園地 -

4月8日 4月8日 紙飛行機選手権有明予選会 一般 園地を活用した紙飛行機大会 25 人 人数計数 園地 -

4月8日 4月8日 みぢかな自然 一般
公園の草花や昆虫などを観察し自然と親し
む

15 人 人数計数 園地 -

4月15日 4月15日 みんなでパークヨガ体験！ 一般 園地を活用したヨガ体験 20 人 人数計数 園地 -

4月21日 4月21日 防災マジックショー 一般 マジックを活用した防災講座 41 人 人数計数 レクチャールーム ②

4月21日 4月21日 防災クッキング 一般 防災と食事講座 15 人 人数計数 エントランス ②

4月21日 4月22日
防災ずきんちゃんの減災クイズ
ラリー

一般 館内・園内を回って防災クイズに挑戦 80 人 人数計数 館内・園地 ③

4月21日 4月22日 水消火器体験 一般 訓練用消火器を使用した消火訓練 320 人 人数計数 園地 ①

4月21日 4月22日 ジャッキアップ体験 一般 防災とこどもの遊び講座 130 人 人数計数 園地 ①

4月21日 4月22日 毛布で担架 一般 防災と介護講座 156 人 人数計数 園地 ①

平成30年度　イベント一覧
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

4月28日 4月28日
パパとKIDSの“自然と友達 冒険
大作戦！

一般 園内での自然探索プログラム 15 人 人数計数 園地 -

4月28日 4月28日 野鳥観察会 一般 都市動物たんけん隊 15 人 人数計数 園地 -

4月28日 4月28日 起震機体験 一般 起震車体験 162 人 人数計数 防災体験施設 ①

4月28日 4月28日 スーパーレスキュー隊 一般 館内・園内を回って防災クイズに挑戦 420 人 人数計数 館内・園地 ①

4月28日 4月30日 ギフトバックづくり 一般
災害時に必要な道具を学んでオリジナルの
持ち出し品袋を製作

203 人 人数計数 エントランス ①

2018/5/1 2018/5/31 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

2018/5/3 2018/5/6 起震機体験 一般 起震機体験 208 人 人数計数 防災体験施設 ①

5月1日 5月6日 スーパーレスキュー隊 一般 館内・園内を回って防災クイズに挑戦 560 人 人数計数 館内・園地 ①

2018/5/4 2018/5/5 鯉のぼりを作ろう！ 一般
季節のイベントで家族のふれあいを醸成す
る

160 人 人数計数 エントランス -

2018/5/5 2018/5/6 暗闇体験・ランタンづくり 一般 緊急時にも慌てず冷静に行動する術を学ぶ 277 人 人数計数 レクチャールーム ②

2018/5/5 2018/5/6 防災迷路 一般
防災学習アトラクションで楽しみながら防災
を学ぶ

539 人 人数計数 エントランス ②

2018/5/12 2018/5/13 お母さんにプレゼントを贈ろう！ 一般
飾り付けたプレゼントで家族のふれあいを
醸成する

249 人 人数計数 エントランス -

5月13日 5月13日 紙飛行機教室 一般 紙飛行機を製作し園地で体験 80 人 人数計数 エントランス -

5/13 5/13 みんなでパークヨガ体験！ 一般 園地を活用したヨガ体験 38 人 人数計数 園地 -

5月20日 5月20日 紙飛行機選手権有明予選会 一般 園地を活用した紙飛行機大会 18 人 人数計数 園地 -

5/20 5/20 Aウォーキング教室 一般 体の耐震診断を行い、姿勢と歩き方の講座 10 人 人数計数 レクチャールーム・園地 -

5/27 5/27 はるかのひまわり植付体験 一般 阪神淡路大震災に纏わるひまわりの植付 49 人 人数計数 エントランス・園地 ③

5/27 5/27 移動式こども基地 一般 避難所でも実施しているプレーパーク 272 人 人数計数 園地 ①

別紙P148



開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

2018/6/1 2018/30 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

2018/6/9 2018/6/9 マジックにびっくり防災劇場 一般 マジックを活用した防災講座 27 人 人数計数 レクチャールーム ②

6月9日 6月9日 作ってみよう防災クッキング！ 一般 防災と食事講座 7 人 人数計数 エントランス ②

2018/6/10 2018/6/10 みんなでモーニングヨガ! 一般 園地を活用したヨガ体験 18 人 人数計数 園地 -

2018/6/10 2018/6/10 ちびっこ相撲　有明場所 一般 区内の相撲部屋と連携した相撲体験 118 人 人数計数 園地 -

6月16日 6月17日 お父さんにプレゼントを贈ろう！ 一般 お父さんの似顔絵を描いてプレゼント 117 人 人数計数 エントランス -

2018/6/17 2018/6/17 Aウォーキング教室 一般 体の耐震診断を行い、姿勢と歩き方の講座 16 人 人数計数 レクチャールーム・園地 -

2018/6/17 2018/6/17 有明ドッグラン 一般 近隣住民と連携して実施 40 人 人数計数 園地 -

2018/6/23 2018/6/23
イザ！カエルキャラバン！合同
研修会

一般 地域で防災イベントを行うための研修会 28 人 人数計数 レクチャールーム ②

2018/6/24 2018/6/24
移動式こども基地（プレイパー
ク）

一般 避難所でも実施しているプレーパーク 201 人 人数計数 園地 ①

2018/6/30 2018/7/1
防災ユースキャンプ2018 発災
後を生き抜け！一泊サバイバル
体験

一般
警視庁警備部災害対策課と共催の宿泊型
の防災イベント

35 人 人数計数 レクチャールーム・館内・園地 ②

7月1日 7月31日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

7月1日 7月7日 七夕飾り 一般 短冊に願いを書こう 409 人 人数計数 エントランス -

7月8日 7月8日 防災ゲームDAY 一般 防災ゲームのワークショップ 870 人 人数計数 館内 ③

7月9日 7月9日 みんなでモーニングヨガ 一般 園地を活用したヨガ体験 22 人 人数計数 園地 -

7月8日 7月8日 紙飛行機体験会 一般 無料貸出している紙飛行機の体験会 42 人 人数計数 園地 -

7月15日 7月15日 紙飛行機教室 一般 紙飛行機を製作し園地で体験 16 人 人数計数 園地 -

7月16日 7月16日 Aウォーキング教室 一般 体の耐震診断を行い、姿勢と歩き方の講座 16 人 人数計数 レクチャールーム・園地 -

別紙P149



開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

7月16日 7月16日 オリジナルうちわを作ろう！ 一般
好きな絵を描いて自分だけの｢オリジナルう
ちわ｣を作ろう

44 人 人数計数 エントランス -

7月22日 7月22日 紙飛行機選手権有明予選会 一般 園地を活用した紙飛行機大会 14 人 人数計数 園地 -

7月25日 7月25日
災害からこどもを守るワーク
ショップ

一般 防災と介護講座 37 人 人数計数 レクチャールーム ②

7月28日 7月29日 楽しく学ぶ「ぼうさい」 一般
女子美術大学による防災アプリやグッズ紹
介

170 人 人数計数 防災学習ゾーン ①

7月28日 7月29日 防災音声ガイドを作ろう！ 一般
子供たちが自ら感じたことを伝える音声ガイ
ドづくり

15 人 人数計数 レクチャールーム・館内・園地 ②

7月29日 7月29日 台風の雨を体験しよう！ 一般 国交省降雨体験車両による大雨体験 172 人 人数計数 エントランス ①

7月28日 7月28日 災害対策車両等展示 一般 災害対策車両等にふれる体験 0 人 人数計数 園地 ②

7月28日 7月28日 イザ！カエルキャラバン！ 一般 おもちゃの交換会と防災ワークショップ 0 人 人数計数 レクチャールーム ②

8月1日 8月31日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

8月1日 8月31日 夏休み起震機体験・煙体験 一般 起震機の体験、煙の部屋での煙体験 1,152 人 人数計数 防災体験ゾーン ③

8月2日 8月2日
みぢかなしぜん　自由研究対策
編

一般
公園の草花や昆虫などを観察し自然と親し
む

11 人 人数計数 園地 -

8月4日 8月5日 空を見上げてin東京 一般 熱気球体験による東日本大震災復興支援 530 人 人数計数 5日は風が強く中止 ①

8月4日 8月5日 航空スポーツ教室 一般
パラグライダー体験、模型飛行機づくり、小
型飛行機展示など

901 人 人数計数 園地 -

8月5日 8月5日 親子で飛ばそう紙飛行体験会 一般 無料貸出している紙飛行機の体験会 52 人 人数計数 園地 -

8月4日 8月5日 ラベンダーのサシェを作ろう！ 一般 防災と心のケア講座 340 人 人数計数 エントランス ③

8月5日 8月5日 みんなでモーニングヨガ！ 一般 園地を活用したヨガ体験 23 人 人数計数 園地 -

8月12日 8月12日 ストローハウスでおうちづくり 一般 ストローハウスを作り耐震補強を学ぶ 68 人 人数計数 エントランス ③

8月18日 8月18日
夏休み水上バスで行くぼうさい
ツアー

一般 横網町公園と連携した防災体験ツアー 53 人 人数計数 園外・園内 ②
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

8月25日 8月26日 首都直下地震に備えて 一般
東京地質調査業協会と連携し、自宅周辺の
地盤等を学ぶワークショップ

347 人 人数計数 エントランス ①

8月26日 8月26日 親子で作ろう防災マップ 一般 再現被災地の防災マップを作る 37 人 人数計数 防災体験ゾーン ②

9月1日 9月30日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

9月1日 9月9日 炎の記憶 上映 一般 関東大震災の映像紹介 - 人数計数 エントランス ②

9月2日 9月2日 みんなでパークヨガ体験！ 一般 園地を活用したヨガ体験 14 人 人数計数 園地 -

9月9日 9月9日 ぼうさいモーターショー 一般 災害対策車両等の乗車体験 1,700 人 人数計数 園地 ①

9月9日 9月9日 　シートベルトコンビンサー体験 一般 時速5kmの衝突体験 490 人 人数計数 園地 ②

9月9日 9月9日 　移動式こども基地 一般 避難所でも実施しているプレーパーク 190 人 人数計数 園地 ①

9月9日 9月9日 　水消火器体験 一般 訓練用消火器を使用した消火訓練 210 人 人数計数 園地 ③

9月9日 9月9日 　防災トイレ体験 一般 災害用トイレメーカーによる紹介 160 人 人数計数 園地 ③

9月9日 9月9日
　災害用伝言ダイヤル・伝言板
体験

一般 電話会社による災害用伝言板の体験 300 人 人数計数 園地 ②

9月9日 9月9日 　防災ファッションの展示・体験 一般 警視庁災害対策課のユニフォームを着用 130 人 人数計数 園地 ②

9月9日 9月9日 　強風体験（大型ブロアー） 一般 ゲリラ豪雨の仕組みを紹介 220 人 人数計数 園地 ②

9月9日 9月9日 　NSCパワーアッセンダー 一般 ちびっこ防災運動会 60 人 人数計数 園地 ②

9月9日 9月9日 　反射神経測定 一般 防災と運動講座 80 人 人数計数 園地 ②

9月9日 9月9日 　防火教育体験（アメリカ） 一般 火育～災害時に役立つ火の扱い方～ 100 人 人数計数 園地 ②

9月9日 9月9日 　ミニショベルカー展示 一般 小型ショベルカーの展示 60 人 人数計数 園地 -

9月15日 9月15日
はらっぱでバッタをつかまえよ
う！

一般 園地のバッタを捕まえ自然に親しむ 0 人 人数計数 園地 -
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9月17日 9月17日 敬老の日初めての贈り物体験 一般 祖父母に送る贈り物を飾り付ける 50 人 人数計数 エントランス -

9月24日 9月24日 Aウォーキング教室 一般 体の耐震診断を行い、姿勢と歩き方の講座 17 人 人数計数 レクチャールーム・園地 -

9月29日 9月29日 防災出張講座 一般 初心者向けの災害講座 25 人 人数計数 近隣マンション ③

10月2日 10月31日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 エントランス ②

10月2日 10月31日
歴史地震から学ぶ震災教訓パ
ネル展

一般 新潟県中越大震災に纏わる展示 0 人 人数計数 エントランス ②

10月6日 10月6日
親子向け防災シミュレーション
ゲームと防災クイズ！

一般
中越大震災の教訓を活かしたシミュレーショ
ンゲームとクイズ

52 人 人数計数 レクチャールーム ②

10月6日 10月6日 ハイドロカルチャー体験会 一般 ミニ観葉植物製作 100 人 人数計数 エントランス -

10月6日 10月6日 かけっこ教室 一般 運動しながら防災を学ぶワークショップ 97 人 人数計数 園地 ①

10月6日 10月6日 移動式こども基地 一般 避難所でも実施しているプレーパーク 501 人 人数計数 園地 ①

10月8日 10月8日 マジックにびっくり防災劇場 一般 マジックを活用した防災講座 85 人 人数計数 レクチャールーム ②

10月8日 10月8日 作ってみよう防災クッキング！ 一般 防災と食事講座 33 人 人数計数 エントランス ②

10月20日 10月20日 みんなでパークヨガ体験！ 一般 園地を活用したヨガ体験 37 人 人数計数 園地 -

10月21日 10月21日 Aウォーキング教室 一般 体の耐震診断を行い、姿勢と歩き方の講座 11 人 人数計数 レクチャールーム・園地 -

10月27日 10月27日 趣味の園芸講座 一般 NHK趣味の園芸講師による講座 26 人 人数計数 エントランス -

10月27日 10月27日 チューリップの球根を植えよう 一般 園地に球根を植える体験会 26 人 人数計数 園地 -

10月28日 10月28日 チャレンジ！防災忍法 守人の術 一般 防災と運動講座 33 人 人数計数 レクチャールーム ③

11月1日 11月30日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 エントランス ②

11月4日 11月4日 イザ！カエルキャラバン！ 一般 おもちゃの交換会と防災ワークショップ 458 人 人数計数 館内 ①
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11月4日 11月4日 ちびっこパーク 一般 避難所でも実施しているプレーパーク 326 人 人数計数 園地 ①

11月4日 11月4日 ちびっこ防災運動会 一般 運動しながら防災を学ぶワークショップ 150 人 人数計数 園地 ①

11月4日 11月4日 ブラインドサッカー体験 一般 ミズノと連携したスポーツイベント 70 人 人数計数 園地 -

11月11日 11月11日 Aウォーキング教室 一般 体の耐震診断を行い、姿勢と歩き方の講座 15 人 人数計数 レクチャールーム・園地 -

11月17日 11月17日 チャレンジ！防災忍法 守人の術 一般 防災と運動講座 31 人 人数計数 レクチャールーム ③

11月18日 11月18日 みんなでパークヨガ体験！ 一般 園地を活用したヨガ体験 28 人 人数計数 園地 -

11月20日 11月20日 消防車両展示体験 一般 深川消防署有明分署と連携 140 人 人数計数 園地 ②

11月20日 11月20日 災害対策車両等の展示 一般 災害対策車両等の展示 160 人 人数計数 園地 ②

11/16,23 11/16,23 防災と自治会講座 一般 水道キャラバン 44 人 人数計数 レクチャールーム ③

12月4日 12月30日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

12月4日 12月5日
緊急災害現地対策本部見学ツ
アー

一般 0 53 人 人数計数 レクチャールーム・OPR ②

12月9日 12月9日 みんなでパークヨガ体験！ 一般 園地を活用したヨガ体験 21 人 人数計数 レクチャールーム -

12月9日 12月9日 紙飛行機体験会 一般 無料貸出している紙飛行機の体験会 35 人 人数計数 園地 -

12月8日 12月31日 クリスマスイルミネーション 一般 イルミネーションなどでクリスマスを演出 - 人数計数 園地 -

12月14日 12月14日 BCPセミナー 一般 企業向けの防災対策講座 40 人 人数計数 レクチャールーム ②

12月15日 12月16日 クリスマスカードをつくろう！ 一般 クリスマスカードづくりを体験 77 人 人数計数 エントランス -

20185/12/22 12月23日
クリスマスオーナメントをつくろ
う！

一般 クリスマスオーナメントづくりを体験 91 人 人数計数 エントランス -

12月23日 12月23日 アウトドアの知識を学ぶ 一般 保育士・教育関係者向けのセミナー 30 人 人数計数 レクチャールーム ②
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12月23日 12月23日 みんなで繋がる防災学習 一般 災害から子供を守るワークショップ 21 人 人数計数 レクチャールーム ②

12月23日 12月23日 防災ゲームでぼうさいを身近に 一般 初心者向けの企業防災講座 35 人 人数計数 レクチャールーム ②

12月23日 12月23日
ぼうさい遊び＆行事防災のシェ
ア

一般 落語を通じた防災講座 37 人 人数計数 レクチャールーム ②

12月26日 12月27日 ビニール凧作り 一般 防災と心のケア講座 32 人 人数計数 エントランス ③

12月22日 12月28日 冬休み煙体験 一般 煙の部屋での煙体験 153 人 人数計数 防災体験ゾーン ①

12月22日 12月28日 冬休み起震機体験 一般 再現避難場所での起震機体験 78 人 人数計数 防災体験ゾーン ①

1月4日 1月31日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 エントランス ②

1月4日 1月6日 つくろう！ビニール凧 一般 防災と心のケア講座 66 人 人数計数 エントランス -

1月6日 1月6日 みんなでモーニングヨガ！ 一般 園地を活用したヨガ体験 17 人 人数計数 レクチャールーム -

1月8日 1月27日
企画展「都市型災害　阪神・淡
路大震災を次世代に伝える」

一般 防災に纏わる企画展示と体験 0 人 人数計数 エントランス ①

1月20日 1月20日
阪神・淡路大震災の語り部のこ
とば

一般 阪神・淡路大震災被災者によるお話 57 人 人数計数 レクチャールーム ②

1月23日 1月23日 防災・BCPセミナー 一般 企業向けの防災対策講座 80 人 人数計数 レクチャールーム ②

1月26日 1月26日 チャレンジ！防災忍法 守人の術 一般 防災と運動講座 38 人 人数計数 レクチャールーム ③

1月27日 1月27日 マジックにびっくり防災劇場 一般 防災と笑い講座 51 人 人数計数 レクチャールーム ②

1月27日 1月27日 作ってみよう防災クッキング 一般 防災と食事講座 22 人 人数計数 エントランス ②

2月1日 2月28日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 エントランス ②
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2月1日 2月28日 ４館連携スタンプラリー 一般 パナソニックセンターと連携 1,184 人 人数計数 エントランス ①

2月2日 2月28日
火育～災害時に役立つ火の扱
い方～

一般 がすてなーに（東京ガス）と連携 2,332 人 人数計数 園地 ②

2月9日 2月9日 趣味の園芸講座 一般 NHK趣味の園芸講師による講座 17 人 人数計数 エントランス・園地 -

2月9日 2月11日 バレンタインカードづくり 一般 バレンタインカードづくりを体験 126 人 人数計数 エントランス -

2月17日 2月17日 みんなでモーニングヨガ！ 一般 園地を活用したヨガ体験 17 人 人数計数 レクチャールーム -

2月24日 2月24日 マジックにびっくり防災劇場 一般 防災と子育て講座 51 人 人数計数 レクチャールーム ②

2月24日 2月24日 作ってみよう防災クッキング 一般 防災とお金講座 22 人 人数計数 エントランス ②

3月1日 3月31日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 エントランス ②

3月1日 3月31日 ４館連携スタンプラリー 一般 パナソニックセンターと連携 1,600 人 人数計数 エントランス ①

3月21日 3月31日 謎解きイベント 一般 館内・園内を回って防災クイズに挑戦 459 人 人数計数 館内・園地 ①

3月21日 3月31日 TKK3大学連携の活動紹介 一般
東北福祉大・神戸学院大・工学院大防災ボ
ランティア活動展示とワークショップ

317 人 人数計数 防災学習ゾーン ③

3月24日 3月24日
3.11ソレカラ 障害者震災記憶風
化防止パネル展

一般 防災に纏わる企画展示と体験 0 人 人数計数 エントランス ③

3月9日 3月9日 忍たま乱太郎キャラクターショー 一般 初心者向けの災害講座 179 人 人数計数 エントランス ①

3月9日 3月9日
防災ずきんちゃんの減災クイズ
ラリー

一般 館内・園内を回って防災クイズに挑戦 1 人 人数計数 エントランス ③

3月9日 3月9日 防災ビンゴ 一般 防災クイズを活用したビンゴゲーム 67 人 人数計数 エントランス ③

3月9日 3月31日 そなえラリー 一般 園地を活用したラリー 52 人 人数計数 館内・園内 ③
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3月9日 3月9日 防災体験 一般 水消火器、毛布タンカ、ジャッキアップ体験 120 人 人数計数 エントランス ③

3月9日 3月9日 防災非常食祭り 一般 非常食の試食体験等 125 人 人数計数 エントランス ①

3月9日 3月10日 防災ワークショップ 一般 AED体験、防災カルタ、ポンチョづくり、双六 192 人 人数計数 エントランス ③

3月10日 3月10日 みんなでモーニングヨガ！ 一般 園地を活用したヨガ体験 16 人 人数計数 レクチャールーム -

3月10日 3月10日
上野学園大学「復興応援コン
サート」

一般 被災地の復興応援活動の紹介 78 人 人数計数 エントランス ③

3月17日 3月17日 犬のしつけ方教室 一般 飼い犬のマナー体験 20 人 人数計数 園地 -

3月17日 3月17日 公園で太極拳体験 一般 園地を活用した太極拳体験 8 人 人数計数 レクチャールーム -

3月17日 3月17日 ロープワーク 一般 初心者向けの災害講座 37 人 人数計数 園地 ③

3月17日 3月17日 移動式子ども基地 一般 避難所でも実施しているプレイパーク 206 人 人数計数 園地 ①

3月21日 3月31日 起震機体験 一般 起震機体験 233 人 人数計数 防災体験ゾーン ③

3月23日 3月23日 防災教育わいわいミーティング 一般 防災教育相談会 12 人 人数計数 レクチャールーム ②

3月24日 3月24日
弁護士が伝える！災害後の生
活を再建するソナエ

一般 防災とお金講座 3 人 人数計数 エントランス ③

3月24日 3月24日 親子で飛ばそう紙飛行機体験会 一般 無料貸出している紙飛行機の体験会 25 人 人数計数 園地 -

3月24日 3月24日
臨海副都心チューリップフェス
ティバル

一般
臨海副都心地域全体でのチューリップイベ
ント

62 人 人数計数 園外 -

※イベント種別 ①防災関連の普及啓発行催事（大規模）
②防災関連の近隣施設との連携行催事（中規模）
③防災関連の市民との連携行催事（中規模）
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②受託費で行うが材料代等実費は公園利用者から徴収した等のもの
開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

5/27 5/27 ふれあい動物園 一般

お子様対象の移動動物園を実施

277 人 人数計数 園地 自主事業

6月24日 6月24日 ふれあい動物園（プレイパーク） 一般

お子様対象の移動動物園を実施

271 人 人数計数 園地 自主事業

10月6日 10月6日 ふれあい動物園 一般

お子様対象の移動動物園を実施

549 人 人数計数 園地 自主事業

11月4日 11月4日 ふれあい動物園 一般

お子様対象の移動動物園を実施

390 人 人数計数 園地 自主事業

3月17日 3月17日 ふれあい動物園 一般

お子様対象の移動動物園を実施

330 人 人数計数 園地 自主事業

件数合計 11 件
参加人数合計 1,817 人

平成30年度　イベント一覧
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実
施

日
行

為
の

種
類

参
加

人
数

概
要

運
営

体
制

・
調

整
記

録

2
0
1
8
年

4
月

1
日

～
2
0
1
9
月

3
月

3
1
日

自
動

販
売

機
自

動
販

売
機

を
園

内
に

設
置

し
ま

す
。

飲
料

自
販

機
の

フ
ル

メ
ン

テ
契

約
。

2
0
1
8
年

4
月

1
日

～
2
0
1
9
月

3
月

3
1
日

そ
な

え
カ

フ
ェ

防
災

用
品

、
軽

食
等

の
販

売
。

防
災

用
品

、
軽

食
等

の
販

売
。

直
営

運
営

。

2
0
1
8
年

4
月

1
日

～
2
0
1
9
月

3
月

3
1
日

ガ
イ

ド
付

見
学

ツ
ア

ー
団

体
見

学
に

有
料

ガ
イ

ド
を

付
け

ま
す

。
パ

ー
ク

ス
タ

ッ
フ

に
よ

る
有

料
ガ

イ
ド

の
実

施
。

2
0
1
8
年

4
月

1
日

～
2
0
1
9
月

3
月

3
1
日

バ
ー

ベ
キ

ュ
ー

て
ぶ

ら
で

バ
ー

ベ
キ

ュ
ー

。
炭

焼
き

の
防

災
バ

－
ベ

キ
ュ

ー
の

開
催

。

2
0
1
8
年

5
月

2
7
日

ふ
れ

あ
い

動
物

園
2
7
7

お
子

様
対

象
の

小
動

物
園

を
開

き
ま

す
。

移
動

動
物

園
業

者
へ

の
委

託
。

エ
サ

の
販

売
。

2
0
1
8
年

6
月

2
4
日

ふ
れ

あ
い

動
物

園
（
プ

レ
イ

パ
ー

ク
）

2
7
1

お
子

様
対

象
の

小
動

物
園

を
開

き
ま

す
。

移
動

動
物

園
業

者
へ

の
委

託
。

エ
サ

の
販

売
。

2
0
1
8
年

1
0
月

6
日

ふ
れ

あ
い

動
物

園
5
4
9

お
子

様
対

象
の

小
動

物
園

を
開

き
ま

す
。

移
動

動
物

園
業

者
へ

の
委

託
。

エ
サ

の
販

売
。

2
0
1
8
年

1
1
月

4
日

ふ
れ

あ
い

動
物

園
3
9
0

お
子

様
対

象
の

小
動

物
園

を
開

き
ま

す
。

移
動

動
物

園
業

者
へ

の
委

託
。

エ
サ

の
販

売
。

2
0
1
9
年

3
月

1
7
日

ふ
れ

あ
い

動
物

園
3
3
0

お
子

様
対

象
の

小
動

物
園

を
開

き
ま

す
。

移
動

動
物

園
業

者
へ

の
委

託
。

エ
サ

の
販

売
。

平
成

3
0
年

度
　

自
主

イ
ベ

ン
ト

 一
覧
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実
施

日
行

為
の

種
類

申
請

者
参

加
人

数
概

要
運

営
体

制
・
調

整
記

録

平
成

3
0
年

4
月

7
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

平
成

3
0
年

4
月

1
4
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

平
成

3
0
年

4
月

1
5
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
0
年

4
月

2
1
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ア
シ

ッ
ク

ス
ジ

ャ
パ

ン
が

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

を
利

用
し

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
0
年

4
月

2
2
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
0
年

4
月

2
8
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
0
年

4
月

3
0
日

（
月

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
0
年

5
月

4
日

（
金

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
0
年

5
月

5
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
0
年

5
月

1
2
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ア
シ

ッ
ク

ス
ジ

ャ
パ

ン
が

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

を
利

用
し

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
0
年

5
月

1
2
日

（
土

）
集

会
（
研

修
事

業
）

民
間

イ
ン

フ
ラ

再
生

と
防

災
の

研
修

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

平
成

3
0
年

5
月

1
5
日

（
火

）
集

会
（
第

5
回

有
明

防
災

フ
ェ

ア
）

民
間

若
年

層
へ

の
防

災
意

識
の

啓
蒙

と
し

て
の

有
明

防
災

フ
ェ

ア
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
0
年

5
月

2
3
日

（
水

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

平
成

3
0
年

5
月

2
6
日

（
土

）
集

会
(マ

ラ
ソ

ン
大

会
）

民
間

ス
ポ

ー
ツ

を
通

じ
て

の
健

康
促

進
・
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
活

性
・
地

域
還

元
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
0
年

6
月

2
日

（
土

）
集

会
(駅

伝
フ

ェ
ス

テ
ィ

バ
ル

）
民

間
全

水
道

東
京

水
道

労
働

組
合

に
よ

る
駅

伝
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
0
年

6
月

9
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

平
成

3
0
年

6
月

1
6
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ア
シ

ッ
ク

ス
ジ

ャ
パ

ン
が

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

を
利

用
し

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
0
年

6
月

2
0
日

（
水

）
そ

の
他

（
自

衛
隊

統
合

防
災

演
習

と
連

携
訓

練
）

自
衛

隊
首

都
直

下
地

震
時

に
お

け
る

対
処

能
力

向
上

を
図

る
た

め
、

自
衛

隊
、

東
京

都
等

の
連

携
に

よ
る

広
域

医
療

搬
送

（
航

空
搬

送
）
を

実
施

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

平
成

3
0
年

6
月

2
3
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

平
成

3
0
年

6
月

2
7
日

（
水

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

平
成

3
0
年

6
月

3
0
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
0
年

7
月

1
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
0
年

7
月

7
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

平
成

3
0
年

7
月

8
日

（
日

）
集

会
(港

区
国

際
防

災
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
「
防

災
基

礎
」
研

修
）

港
区

そ
ば

エ
リ

ア
が

提
供

す
る

防
災

体
験

や
展

示
物

・
設

備
を

見
学

し
、

防
災

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

と
し

て
の

知
識

と
考

察
を

深
め

る
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

平
成

3
0
年

7
月

1
4
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ
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①委託費のみで行ったもの
開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

4月1日 3月31日 そなえポイント 一般 防災体験ツアーでポイントをためる 980人
ポイントカード発

行枚数
体験施設 ①

4月1日 3月31日 遊具の貸出し 一般 園地で遊ぶ遊具の貸出し 269人 人数計数 1階エントランス -

4月1日 3月31日
はらっぱで四つ葉のクローバー
を見つけよう

一般 園地で四つ葉のクローバーを見つける 20人 人数計数 園地 -

4月1日 3月31日 煙体験 一般 煙の部屋での煙体験 188人 人数計数 体験施設 ③

4月1日 3月31日 みんなで遊ぼう！防災ゲーム 一般 防災ゲーム体験 1022人 人数計数 1階避難所 ③

4月1日 3月31日 防災ワークショップ 一般 紙食器作り、ビニール三角巾、液状化実験 1658人 人数計数 2階防災ギャラリー ③

通年 通年 ぼうさい荷作り 一般 災害に備えた荷作りワークショップ 人数計数 防災体験施設 ②

4月2日 4月30日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 エントランス ②

4月2日 4月30日 起震機体験 一般 起震車体験 188 人 人数計数 防災体験施設 ①

4月2日 4月7日 そなえラリー 一般 館内・園内を回って防災クイズに挑戦 70 人 人数計数 館内・園地 ③

4月2日 4月7日 スーパーレスキュー隊入団試験 一般 館内・園内を回って防災クイズに挑戦 44 人 人数計数 館内・園地 ③

4月14日 4月14日 紙飛行機選手権有明予選会 一般 園地を活用した紙飛行機大会 28 人 人数計数 園地 -

4月17日 4月17日 BCPセミナー 一般 初心者向けの災害講座 70 人 人数計数 園地 ②

4月20日 4月21日
防災ずきんちゃんの減災クイズ
ラリー

一般 館内・園内を回って防災クイズに挑戦 16 人 人数計数 館内・園地 ③

4月20日 4月21日 水消火器体験 一般 訓練用消火器を使用した消火訓練 153 人 人数計数 エントランス ①

4月20日 4月21日 ジャッキアップ体験 一般 防災とこどもの遊び講座 100 人 人数計数 エントランス ①

4月20日 4月21日 毛布で担架 一般 防災と介護講座 121 人 人数計数 エントランス ①

4月21日 4月21日 みんなでパークヨガ体験！ 一般 園地を活用したヨガ体験 30 人 人数計数 園地 -

令和元年度　イベント一覧
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

4月21日 4月21日 防災マジックショー 一般 マジックを活用した防災講座 32 人 人数計数 レクチャールーム ②

4月21日 4月21日 防災クッキング 一般 防災と食事講座 27 人 人数計数 エントランス ②

4月28日 4月28日 防災と運動講座 一般 初心者向けの災害講座 44 人 人数計数 園地 ②

4月28日 4月28日 紙飛行機教室 一般 紙飛行機を製作し園地で体験 120 人 人数計数 園地 -

5月1日 5月31日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 館内 ②

5月2日 5月4日 起震機体験 一般 起震機体験 227 人 人数計数 防災体験施設 ①

5月2日 5月7日 鯉のぼりを作ろう！ 一般
季節のイベントで家族のふれあいを醸成す
る

100 人 人数計数 館内・園地 -

5月5日 5月5日 100mバケツリレー 一般 初心者向けの災害講座 40 人 人数計数 園地 ③

5月5日 5月6日 暗闇体験・ランタンづくり 一般 緊急時にも慌てず冷静に行動する術を学ぶ 262 人 人数計数 館内 ②

5月5日 5月6日 防災迷路 一般
防災学習アトラクションで楽しみながら防災
を学ぶ

338 人 人数計数 館内 ②

5月11日 5月11日 お母さんにプレゼントを贈ろう！ 一般
飾り付けたプレゼントで家族のふれあいを
醸成する

50 人 人数計数 エントランス広場 -

5月12日 5月12日 防災と自治会講座 一般 初心者向けの災害講座 30 人 人数計数 近隣マンション ③

5月12日 5月12日 紙飛行機教室 一般 紙飛行機を製作し園地で体験 40 人 人数計数 館内・園地 -

5月18日 5月18日 防災マジックショー 一般 マジックを活用した防災講座 22 人 人数計数 館内・園地 ②

5月18日 5月18日 防災クッキング 一般 防災と食事講座 17 人 人数計数 館内・園地 ②

5月18日 5月18日 みんなでパークヨガ体験！ 一般 園地を活用したヨガ体験 25 人 人数計数 園地 -

5月19日 5月19日 紙飛行機選手権有明予選会 一般 園地を活用した紙飛行機大会 20 人 人数計数 園地 -

5月19日 5月19日 Aウォーキング教室 一般 体の耐震診断を行い、姿勢と歩き方の講座 7 人 人数計数 館内・園地 -
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

5月26日 5月26日 はるかのひまわり植付体験 一般 阪神淡路大震災に纏わるひまわりの植付 45 人 人数計数 園地 ③

5月26日 5月26日 移動式こども基地 一般 避難所でも実施しているプレーパーク 184 人 人数計数 園地 ①

6月1日 6月30日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 エントランス ②

6月8日 6月8日 マジックにびっくり防災劇場 一般 マジックを活用した防災講座 29 人 人数計数 レクチャールーム ②

6月8日 6月8日 作ってみよう防災クッキング！ 一般 防災と食事講座 20 人 人数計数 エントランス ②

6月9日 6月9日 みんなでモーニングヨガ! 一般 園地を活用したヨガ体験 15 人 人数計数 園地 -

6月9日 6月9日 ちびっこ相撲　有明場所 一般 区内の相撲部屋と連携した相撲体験 111 人 人数計数 園地 -

6月9日 6月9日 わんぱく防災フェスタ 一般 初心者向けの災害講座 65 人 人数計数 園地 ③

6月15日 6月15日 お父さんにプレゼントを贈ろう！ 一般
飾り付けたプレゼントで家族のふれあいを
醸成する

50 人 人数計数 エントランス -

6月15日 6月16日 防災ユースキャンプ2019 一般
警視庁警備部災害対策課と共催の宿泊型
の防災イベント

30 人 人数計数 エントランス ②

6/23 6/23 Aウォーキング教室 一般 体の耐震診断を行い、姿勢と歩き方の講座 7 人 人数計数 レクチャールーム・園地 -

6月29日 6月29日
イザ！カエルキャラバン！合同
研修会

一般 地域で防災イベントを行うための研修会 50 人 人数計数 レクチャールーム ①

6月30日 6月30日 紙飛行機体験会 一般 無料貸出している紙飛行機の体験会 0 人 人数計数 園地・雨天中止 -

7/1～31 19/7/31 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 エントランス ②

7/2～7 19/7/7 七夕飾り 一般 短冊に願いを書こう 172 人 人数計数 エントランス -

7月7日 7月7日 防災ゲームDAY 一般 防災ゲームのワークショップ 720 人 人数計数 レクチャールーム・園地 ③

7月7日 7月7日 災害対策車両等展示 一般 災害対策車両等にふれる体験 280 人 人数計数 園地 ②

7月14日 7月14日 みんなでモーニングヨガ 一般 園地を活用したヨガ体験 6 人 人数計数 園地 -
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

7月14日 7月14日 親子で作ろう紙飛行機教室 一般 紙飛行機を製作し園地で体験 30 人 人数計数 園地 -

7/20-21 19/7/21 台風の雨を体験しよう！ 一般 国交省降雨体験車両による大雨体験 397 人 人数計数 エントランス ①

7月20日 7月20日 被災後の生活再建の手引き 一般 防災と法律講座 11 人 人数計数 エントランス ③

7月21日 7月21日 紙飛行機選手権有明予選会 一般 園地を活用した紙飛行機大会 25 人 人数計数 園地 -

7月21日 7月21日 はしご車乗車体験 一般 災害対策車両等の乗車体験 54 人 人数計数 園地 ②

7/20-21 19/7/21 日々もしごはん 一般 防災と食事講座 32 人 人数計数 園地 ②

7/20-21 19/7/21 ポンプ車展示 一般 災害対策車両等にふれる体験 122 人 人数計数 園地 ①

7/20-21 19/7/21 水消火器体験 一般 訓練用消火器を使用した消火訓練 228 人 人数計数 エントランス ①

7/20-21 19/7/21 ジャッキアップ体験 一般 防災とこどもの遊び講座 217 人 人数計数 エントランス ①

7/20-21 19/7/21 毛布でタンカ 一般 防災と介護講座 174 人 人数計数 エントランス ①

7/20-21 19/7/21 火育教室 一般 がすてなーに（東京ガス）と連携 56 人 人数計数 園地 ②

7/20-21 19/7/21 ガス管で万華鏡を作ろう！ 一般 夏休みぼうさい自由研究 274 人 人数計数 館内 ②

7/20-21 19/7/21 災害時のトイレ講座 一般 防災とトイレ講座 101 人 人数計数 館内 ②

7/20-21 19/7/21 ガスの安全について 一般 小さなこどもを守るための防災講座 225 人 人数計数 館内 ③

7/20-21 19/7/21 VR防災体験車 一般 災害対策車両等の乗車体験 372 人 人数計数 園地 ①

7月21日 7月21日 Aウォーキング教室 一般 体の耐震診断を行い、姿勢と歩き方の講座 8 人 人数計数 レクチャールーム・園地 -

7月27日 7月27日 金子先生 一般 NHK趣味の園芸講師による講座 22 人 人数計数 レクチャールーム・園地 -

8月1日 8月31日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 エントランス ②
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

8月1日 9月8日 夏休みぼうさいスタンプラリー 一般 安心・安全スタンプラリー 43 人 人数計数 エントランス ②

8月1日 8月31日 夏休み起震機体験 一般 起震機の体験 945 人 人数計数 防災体験ゾーン ②

8月3日 8月4日 空を見上げてin東京 一般 熱気球体験による東日本大震災復興支援 892 人 人数計数 園地 ①

8月3日 8月4日 航空スポーツ教室 一般
パラグライダー体験、模型飛行機づくり、小
型飛行機展示など

554 人 人数計数 園地 -

8月4日 8月4日 親子で飛ばそう紙飛行体験会 一般 無料貸出している紙飛行機の体験会 30 人 人数計数 園地 -

8月11日 8月11日 みんなでモーニングヨガ！ 一般 園地を活用したヨガ体験 8 人 人数計数 園地 -

8月11日 8月11日 ラベンダーのサシェを作ろう！ 一般 防災と心のケア講座 120 人 人数計数 エントランス ③

8月18日 8月18日 ストローハウスでおうちづくり 一般 ストローハウスを作り耐震補強を学ぶ 53 人 人数計数 エントランス ③

8月18日 8月18日 親子で作ろう防災マップ 一般 再現被災地の防災マップを作る 17 人 人数計数 防災体験ゾーン ②

8月24日 8月24日
夏休み水上バスで行くぼうさい
ツアー

一般 横網町公園と連携した防災体験ツアー 57 人 人数計数 園外・園内 ②

8月24日 8月25日 首都直下地震に備えて 一般
東京地質調査業協会と連携し、自宅周辺の
地盤等を学ぶワークショップ

346 人 人数計数 エントランス ①

8月28日 8月28日 BCPセミナー 一般 初心者向けの災害講座 59 人 人数計数 レクチャールーム ②

9月1日 9月30日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 エントランス ②

9月1日 9月8日 炎の記憶 上映 一般 関東大震災の映像紹介 0 人 人数計数 エントランス ②

9月8日 9月8日 みんなでパークヨガ体験！ 一般 園地を活用したヨガ体験 15 人 人数計数 園地 -

9月14日 9月14日
はらっぱでバッタをつかまえよ
う！

一般 園地のバッタを捕まえ自然に親しむ 18 人 人数計数 園地 -

9月17日 9月17日 敬老の日初めての贈り物体験 一般 祖父母に送る贈り物を飾り付ける 50 人 人数計数 エントランス -

9月18日 9月18日 東京消防庁防災スタンプラリー 一般 東京消防庁と連携 10 人 人数計数 エントランス ③
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

9月23日 9月23日 ぼうさいモーターショー 一般 災害対策車両等の乗車体験 2,700 人 人数計数 園地 ①

9月23日 9月23日 　シートベルトコンビンサー体験 一般 時速5kmの衝突体験 183 人 人数計数 園地 ②

9月23日 9月23日 　移動式こども基地 一般 避難所でも実施しているプレーパーク 327 人 人数計数 園地 ①

9月23日 9月23日 　水消火器体験 一般 訓練用消火器を使用した消火訓練 125 人 人数計数 園地 ③

9月23日 9月23日 　津波シェルター体験 一般 初心者向けの災害講座 82 人 人数計数 園地 ③

9月23日 9月23日
　災害用伝言ダイヤル・伝言板
体験

一般 電話会社による災害用伝言板の体験 323 人 人数計数 園地 ②

9月23日 9月23日 　防災ファッションの展示・体験 一般 警視庁災害対策課のユニフォームを着用 165 人 人数計数 園地 ②

9月23日 9月23日 　強風体験（大型ブロアー） 一般 ゲリラ豪雨の仕組みを紹介 153 人 人数計数 園地 ②

9月23日 9月23日 　NSCパワーアッセンダー 一般 ちびっこ防災運動会 143 人 人数計数 園地 ②

9月23日 9月23日
　米海軍日本管区消防隊車両展
示

一般 消防車両展示体験 221 人 人数計数 園地 ②

9月23日 9月23日 　起震車体験 一般 起震車体験 192 人 人数計数 園地 ②

9月23日 9月23日 　VR防災体験車 一般 VR防災体験 342 人 人数計数 園地 ②

9月23日 9月23日 　東京消防庁車両展示 一般 深川消防署有明分署と連携 185 人 人数計数 園地 ②

9月23日 9月23日 　避難体験 一般 防災と運動講座 76 人 人数計数 園地 ③

9月29日 9月29日 Aウォーキング教室 一般 体の耐震診断を行い、姿勢と歩き方の講座 4 人 人数計数 レクチャールーム・園地 -

9月29日 9月29日 紙飛行機体験会 一般 無料貸出している紙飛行機の体験会 58 人 人数計数 園地 -

10月1日 10月30日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 エントランス ②

10月9日 10月27日
新潟中越大震災から15年　「歴
史地震から学ぶ震災教訓」パネ
ル展

一般 新潟県中越大震災に纏わる展示 0 人 人数計数 エントランス ③
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

10月14日 10月14日 ハイドロカルチャー体験会 一般 ミニ観葉植物製作 100 人 人数計数 エントランス -

10月12日 10月12日
親子向け防災シミュレーション
ゲームと防災クイズ！

一般
中越大震災の教訓を活かしたシミュレーショ
ンゲームとクイズ

0 人 人数計数 レクチャールーム・台風の為中止 ③

10月13日 10月13日 マジックにびっくり！防災劇場 一般 マジックを活用した防災講座 0 人 人数計数 レクチャールーム・台風の為中止 ②

10月13日 10月13日 作ってみよう防災クッキング！ 一般 防災と食事講座 0 人 人数計数 エントランス・台風の為中止 ②

10月13日 10月13日 みんなでモーニングヨガ！ 一般 園地を活用したヨガ体験 0 人 人数計数 園地・雨天中止 -

10月14日 10月14日 プレーパーク 移動式子ども基地 一般 避難所でも実施しているプレーパーク 50 人 人数計数 園地 ①

10月20日 10月20日
Aウォーキング教室　~安眠スト
レッチ編~

一般 体の耐震診断を行い、姿勢と歩き方の講座 5 人 人数計数 レクチャールーム・園地 -

11月1日 11月30日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 エントランス ②

11月8日 11月8日
新潟中越大震災から15年　「歴
史地震から学ぶ震災教訓」パネ
ル展

一般 新潟県中越大震災に纏わる展示 0 人 人数計数 エントランス ③

11月9日 11月9日
金子明人さんによるチューリップ
植付講座

一般 NHK趣味の園芸講師による講座 - 人数計数 エントランス・園地 -

11月10日 11月10日 みんなでモーニングヨガ 一般 園地を活用したヨガ体験 25 人 人数計数 園地 -

11月14日 11月14日 チューリップ植付講座 一般 園地に球根を植える体験会 34 人 人数計数 園地 -

11月16日 11月16日 めざせ！防災アスリート 一般 防災と運動講座 10 人 人数計数 レクチャールーム ③

11月16日 11月16日
東海大学浦安中高世界一受け
たい授業出張講座

一般 初心者向けの災害講座 74 人 人数計数 園外 ②

11月16日 11月16日 仙台青年会議所出張講座 一般 初心者向けの災害講座 20 人 人数計数 園外 ③

11月17日 11月17日 Aウォーキング教室 一般 体の耐震診断を行い、姿勢と歩き方の講座 8 人 人数計数 レクチャールーム・園地 -

11月23日 11月23日 防災劇場 一般 マジックを活用した防災講座 65 人 人数計数 レクチャールーム ②
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

11月23日 11月23日 作ってみよう防災クッキング 一般 防災と食事講座 13 人 人数計数 エントランス ②

11月24日 11月24日 ちびっこパーク 一般 園地を活用した防災複合イベント 1,579 人 人数計数 園地 エラー

11月24日 11月24日 　カエルキャラバン 一般 おもちゃの交換会と防災ワークショップ 50 人 人数計数 館内 ②

11月24日 11月24日 　かけっこ教室 一般 運動しながら防災を学ぶワークショップ 90 人 人数計数 園地 ②

11月24日 11月24日 　ニュースポーツ体験会 一般 園地を活用したフライングゴルフ体験 70 人 人数計数 園地 -

11月24日 11月24日 　移動式子ども基地 一般 避難所でも実施しているプレーパーク 330 人 人数計数 園地 ①

11月24日 11月24日 　ぼうさい運動会 一般 運動しながら防災を学ぶワークショップ 225 人 人数計数 園地 ①

11月24日 11月24日 　種だんご作り 一般 園地に球根を植える体験会 130 人 人数計数 園地 -

11月30日 11月30日 防災と自治会講座 一般 初心者向けの災害講座 80 人 人数計数 近隣マンション ③

12月1日 12月30日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 エントランス ②

12月8日 12月8日 みんなでパークヨガ体験！ 一般 園地を活用したヨガ体験 12 人 人数計数 レクチャールーム -

12月14日 12月14日 めざせ！防災アスリート 一般 防災と運動講座 19 人 人数計数 レクチャールーム ③

12月15日 12月25日 クリスマスイルミネーション 一般 イルミネーションなどでクリスマスを演出 0 人 人数計数 園地 -

12月21日 12月22日
クリスマスオーナメントをつくろ
う！

一般 クリスマスオーナメントづくりを体験 64 人 人数計数 エントランス -

12月22日 12月22日 アウトドアの知識を学ぶ 一般
コドモの命を本気で守る防災がっこう 保育
士・教育関係者向けのセミナー

21 人 人数計数 レクチャールーム ②

12月22日 12月22日
学校における風水害での身を守
る行動とは

一般
コドモの命を本気で守る防災がっこう 災害
から子供を守るワークショップ

21 人 人数計数 レクチャールーム ②
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

12月22日 12月22日
防災ゲームで学ぶ風水害と避難
行動

一般
コドモの命を本気で守る防災がっこう 初心
者向けの防災講座

21 人 人数計数 レクチャールーム ②

12月24日 12月25日 クリスマスカードをつくろう！ 一般 クリスマスカードづくりを体験 18 人 人数計数 エントランス -

12月24日 12月24日 BCPセミナー 一般 企業向けの防災対策講座 58 人 人数計数 レクチャールーム ②

12月26日 12月29日 冬休み起震機体験 一般 再現避難場所での起震機体験 171 人 人数計数 防災体験ゾーン ①

20/1/4 20/1/30 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 エントランス ②

20/1/15 20/1/26
企画展「都市型災害　阪神・淡
路大震災を次世代に伝える」

一般 防災に纏わる企画展示と体験 0 人 人数計数 レクチャールーム ③

20/1/16 20/1/17
緊急災害現地対策本部見学ツ
アー

一般
国交省職員による説明付きオペレーション
ルームの見学会

30 人 人数計数 レクチャールーム・OPR ②

20/1/18 20/1/18 みんなでモーニングヨガ！ 一般 園地を活用したヨガ体験 6 人 人数計数 レクチャールーム -

20/1/18 20/1/18
ナダレンジャーの防災科学実験
ショー

一般 防災科学技術研究所のワークショップ 39 人 人数計数 エントランス ③

20/1/19 20/1/19
阪神・淡路大震災の語り部のこ
とば

一般 阪神・淡路大震災被災者によるお話 36 人 人数計数 レクチャールーム ③

2月1日 2月29日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 0 人 人数計数 エントランス ②

2月1日 2月29日 ４館連携スタンプラリー 一般 パナソニックセンターと連携 194 人 人数計数 エントランス ①

2月9日 2月9日 みんなでモーニングヨガ！ 一般 園地を活用したヨガ体験 11 人 人数計数 レクチャールーム -

2月8日 2月9日 バレンタインカードづくり 一般 バレンタインカードづくりを体験 96 人 人数計数 エントランス -

2月15日 2月15日 マジックにびっくり防災劇場 一般 防災と子育て講座 29 人 人数計数 レクチャールーム ②

2月15日 2月15日 作ってみよう防災クッキング 一般 防災とお金講座 12 人 人数計数 レクチャールーム ②
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

2月16日 2月16日 趣味の園芸講座 一般 NHK趣味の園芸講師による講座 6 人 人数計数 エントランス・園地 -

3月1日 3月31日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 0 ②

3月1日 3月31日 ４館連携スタンプラリー 一般 パナソニックセンターと連携 - 人数計数 コロナ禍の為中止 ①

3月1日 3月31日 TKK3大学連携の活動紹介 一般
東北福祉大・神戸学院大・工学院大防災ボ
ランティア活動展示とワークショップ

- 人数計数 コロナ禍の為中止 ③

3月1日 3月1日
広域大学間連携によるワーク
ショップ

一般
東北福祉大工学院大神戸学院大東京家政
大による防災ワークショップ

- 人数計数 コロナ禍の為中止 ①

3月1日 3月1日
上野学園大学「復興応援コン
サート」

一般 被災地の復興応援活動の紹介 - 人数計数 コロナ禍の為中止 ③

3月3日 3月11日
3.11ソレカラ 障害者震災記憶風
化防止パネル展

一般 防災に纏わる企画展示と体験 - 人数計数 0 ③

3月8日 3月8日 映画「もうろうをいきる」鑑賞会 一般
映画「もうろうをいきる」鑑賞会及びトーク
セッション

- 人数計数 コロナ禍の為中止 -

3月8日 3月8日 そなえパークの日 一般 防災イベント - 人数計数 コロナ禍の為中止 エラー

3月8日 3月8日
　防災ずきんちゃんの減災クイ
ズラリー

一般 館内・園内を回って防災クイズに挑戦 - 人数計数 コロナ禍の為中止 ③

3月8日 3月8日 　防災ビンゴ 一般 防災クイズを活用したビンゴゲーム - 人数計数 0 ③

3月8日 3月8日 　そなえラリー 一般 園地を活用したラリー - 人数計数 コロナ禍の為中止 ③

3月8日 3月8日 　水消火器 一般 訓練用消火器を使用した消火訓練 - 人数計数 コロナ禍の為中止 ②

3月8日 3月8日 　毛布タンカ 一般 防災とこどもの遊び講座 - 人数計数 コロナ禍の為中止 ②

3月8日 3月8日 　ジャッキアップ体験 一般 防災と介護講座 - 人数計数 コロナ禍の為中止

3月15日 3月15日 みんなでモーニングヨガ！ 一般 園地を活用したヨガ体験 - 人数計数 コロナ禍の為中止 -
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

3/21～3/31 3月11日 起震機体験 一般 起震機体験 - 人数計数 コロナ禍の為中止 ①

3月22日 3月22日 親子で作ろう紙飛行機教室 一般
全国大会に参加できる競技用紙飛行機の
製作教室

- 人数計数 コロナ禍の為中止 -

3月28日 3月28日 親子で飛ばそう紙飛行機体験会 一般 無料貸出している紙飛行機の体験会 - 人数計数 コロナ禍の為中止 -

3月28日 3月28日
臨海副都心チューリップフェス
ティバル

一般
臨海副都心地域全体でのチューリップイベ
ント

- 人数計数 コロナ禍の為中止 -

※イベント種別 ①防災関連の普及啓発行催事（大規模）
②防災関連の近隣施設との連携行催事（中規模）
③防災関連の市民との連携行催事（中規模）
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②受託費で行うが材料代等実費は公園利用者から徴収した等のもの
開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

5月26日 5月26日 　ふれあい動物園 一般 お子様対象の移動動物園を実施 280 人 人数計数 園地 自主事業

9月23日 9月23日 　パークリビングカフェ 一般 イベント時にキッチンカーで飲食販売 183 人 人数計数 園地 自主事業

10月14日 10月14日 　ふれあい動物園 一般 お子様対象の移動動物園を実施 - 人数計数 園地 自主事業

11月24日 11月24日 　ふれあい動物園 一般 お子様対象の移動動物園を実施 684 人 人数計数 園地 自主事業

12月28日 12月29日 ビニール凧作り 一般 防災と心のケア講座 71 人 人数計数 エントランス 自主事業

20/1/11 20/1/12 つくろう！ビニール凧 一般 防災と心のケア講座 56 人 人数計数 エントランス 自主事業

件数合計 11 件
参加人数合計 1,274 人

令和元年度　イベント一覧
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ス

タ
ッ

フ
に

よ
る

有
料

ガ
イ

ド
の

実
施

。

2
0
1
9
年

4
月

1
日

～
2
0
2
0
月

3
月

3
1
日

バ
ー

ベ
キ

ュ
ー

4
5
,1

6
9

て
ぶ

ら
で

バ
ー

ベ
キ

ュ
ー

。
炭

焼
き

の
防

災
バ

－
ベ

キ
ュ

ー
の

開
催

。

2
0
1
9
年

5
月

2
6
日

　
ふ

れ
あ

い
動

物
園

2
8
0

お
子

様
対

象
の

移
動

動
物

園
を

実
施

移
動

動
物

園
業

者
へ

の
委

託
。

エ
サ

の
販

売
。

2
0
1
9
年

9
月

2
3
日

　
パ

ー
ク

リ
ビ

ン
グ

カ
フ

ェ
1
8
3

イ
ベ

ン
ト

時
に

キ
ッ

チ
ン

カ
ー

で
飲

食
販

売
業

者
へ

の
委

託
。

食
品

販
売

。

2
0
1
9
年

1
0
月

1
4
日

　
ふ

れ
あ

い
動

物
園

1
0
0

お
子

様
対

象
の

移
動

動
物

園
を

実
施

移
動

動
物

園
業

者
へ

の
委

託
。

エ
サ

の
販

売
。

2
0
1
9
年

1
1
月

2
4
日

　
ふ

れ
あ

い
動

物
園

6
8
4

お
子

様
対

象
の

移
動

動
物

園
を

実
施

移
動

動
物

園
業

者
へ

の
委

託
。

エ
サ

の
販

売
。

2
0
1
9
年

1
2
月

2
8
日

ビ
ニ

ー
ル

凧
作

り
7
1

防
災

と
心

の
ケ

ア
講

座
ゴ

ミ
袋

を
使

っ
た

災
害

時
の

遊
び

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ

2
0
2
0
年

1
月

1
1
日

つ
く
ろ

う
！

ビ
ニ

ー
ル

凧
5
6

防
災

と
心

の
ケ

ア
講

座
ゴ

ミ
袋

を
使

っ
た

災
害

時
の

遊
び

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ

令
和

元
年

度
　

自
主

イ
ベ

ン
ト
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実
施

日
行

為
の

種
類

申
請

者
参

加
人

数
概

要
運

営
体

制
・
調

整
記

録

平
成

3
1
年

4
月

5
日

（
金

）
集

会
(研

修
会

）
民

間
医

療
法

人
社

団
の

災
害

時
対

応
研

修
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
1
年

4
月

1
3
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

平
成

3
1
年

4
月

2
0
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
1
年

4
月

2
0
日

（
土

）
集

会
(防

災
に

関
す

る
ク

イ
ズ

大
会

）
民

間
体

験
施

設
で

学
ん

だ
こ

と
を

非
常

災
害

時
に

活
用

す
る

た
め

の
ク

イ
ズ

大
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

平
成

3
1
年

4
月

2
7
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
1
年

4
月

2
9
日

（
月

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

平
成

3
1
年

4
月

3
0
日

（
火

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

5
月

5
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

5
月

1
1
日

（
土

）
集

会
（
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

5
月

1
2
（
日

）
集

会
（
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

5
月

1
8
日

（
土

）
競

技
会

民
間

車
椅

子
ソ

フ
ト

ボ
ー

ル
日

本
代

表
選

考
会

及
び

東
京

プ
レ

大
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

5
月

2
0
日

（
月

）
そ

の
他

（
東

京
消

防
庁

出
初

式
事

前
訓

練
）

都
東

京
消

防
庁

出
初

式
を

挙
行

す
る

た
め

の
現

地
事

前
訓

練
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

5
月

2
4
日

（
金

）
そ

の
他

（
東

京
消

防
庁

出
初

式
事

前
訓

練
）

都
東

京
消

防
庁

出
初

式
を

挙
行

す
る

た
め

の
現

地
事

前
訓

練
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

5
月

2
4
日

（
金

）
そ

の
他

（
消

防
操

法
大

会
に

係
る

研
修

会
）

国
総

務
省

消
防

庁
の

消
防

操
法

大
会

に
係

る
研

修
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

5
月

2
5
日

（
土

）
集

会
(マ

ラ
ソ

ン
大

会
）

民
間

ス
ポ

ー
ツ

を
通

じ
て

の
健

康
促

進
・
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
活

性
・
地

域
還

元
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

5
月

2
5
日

（
土

）
集

会
（
講

座
開

催
）

民
間

災
害

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

の
た

め
の

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

講
座

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

6
月

1
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

6
月

1
日

（
土

）
集

会
（
講

座
開

催
）

民
間

災
害

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

の
た

め
の

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

講
座

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

6
月

2
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

6
月

2
日

（
日

）
集

会
（
講

座
開

催
）

民
間

災
害

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

の
た

め
の

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

講
座

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

6
月

8
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

6
月

9
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

6
月

1
5
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

6
月

1
6
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

6
月

1
8
日

（
火

）
そ

の
他

（
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
）

民
間

社
内

自
衛

消
防

隊
向

け
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

6
月

2
0
日

（
木

）
そ

の
他

（
消

防
操

法
大

会
に

係
る

研
修

会
）

国
総

務
省

消
防

庁
の

消
防

操
法

大
会

に
係

る
研

修
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

6
月

2
0
日

（
木

）
集

会
（
消

防
操

法
大

会
に

係
る

研
修

会
）

国
総

務
省

消
防

庁
の

消
防

操
法

大
会

に
係

る
研

修
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

6
月

2
1
日

（
金

）
そ

の
他

（
消

防
操

法
大

会
に

係
る

研
修

会
）

国
総

務
省

消
防

庁
の

消
防

操
法

大
会

に
係

る
研

修
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

元
年

度
　

持
込

イ
ベ

ン
ト
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令
和

1
年

6
月

2
1
日

（
金

）
集

会
（
消

防
操

法
大

会
に

係
る

研
修

会
）

国
総

務
省

消
防

庁
の

消
防

操
法

大
会

に
係

る
研

修
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

6
月

2
2
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

6
月

2
9
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

7
月

6
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

7
月

7
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

7
月

1
3
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

7
月

1
9
日

（
金

）
集

会
（
講

習
会

）
民

間
防

災
意

識
を

高
め

る
た

め
の

社
内

講
習

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

7
月

2
0
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

7
月

2
7
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

7
月

2
7
日

（
土

）
集

会
（
港

区
防

災
学

校
）

民
間

親
子

を
対

象
と

し
た

防
災

講
習

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

7
月

3
1
日

（
水

）
集

会
（
教

員
研

修
）

民
間

防
災

教
育

研
修

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

8
月

2
日

（
金

）
集

会
（
講

習
会

）
民

間
防

災
教

育
を

内
容

と
す

る
教

員
免

許
更

新
講

習
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

8
月

8
日

（
木

）
集

会
（
学

習
会

）
民

間
災

害
対

策
委

員
会

の
見

学
学

習
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

8
月

9
日

（
金

）
集

会
（
第

6
回

有
明

防
災

フ
ェ

ア
）

民
間

若
年

層
へ

の
防

災
意

識
啓

蒙
フ

ェ
ア

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

8
月

1
0
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

8
月

1
0
日

（
土

）
集

会
（
第

6
回

有
明

防
災

フ
ェ

ア
）

民
間

若
年

層
へ

の
防

災
意

識
啓

蒙
フ

ェ
ア

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

8
月

1
1
日

（
日

）
集

会
（
第

6
回

有
明

防
災

フ
ェ

ア
）

民
間

若
年

層
へ

の
防

災
意

識
啓

蒙
フ

ェ
ア

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

8
月

1
1
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

8
月

1
7
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

8
月

1
8
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

8
月

1
8
日

（
日

）
集

会
（
講

習
会

）
民

間
青

年
技

術
士

交
流

委
員

会
の

防
災

講
習

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

8
月

2
4
日

（
土

）
集

会
（
学

術
発

表
会

）
民

間
日

本
災

害
食

学
会

の
学

術
大

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

8
月

2
5
日

（
日

）
集

会
（
学

術
発

表
会

）
民

間
日

本
災

害
食

学
会

の
学

術
大

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

8
月

3
0
日

（
金

）
そ

の
他

（
東

京
都

・
多

摩
市

合
同

総
合

防
災

訓
練

）
都

合
同

訓
練

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

8
月

3
1
日

（
土

）
そ

の
他

（
東

京
都

・
多

摩
市

合
同

総
合

防
災

訓
練

）
都

合
同

訓
練

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

9
月

1
日

（
日

）
集

会
（
講

習
会

）
民

間
防

災
体

験
学

習
を

振
り

返
る

講
習

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

9
月

4
日

（
水

）
集

会
（
講

習
会

）
民

間
防

災
対

策
に

つ
い

い
て

の
講

習
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

9
月

5
日

（
木

）
そ

の
他

（
消

防
操

法
大

会
に

係
る

研
修

会
）

国
総

務
省

消
防

庁
の

消
防

操
法

大
会

に
係

る
研

修
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

9
月

5
日

（
木

）
集

会
（
消

防
操

法
大

会
に

係
る

研
修

会
）

国
総

務
省

消
防

庁
の

消
防

操
法

大
会

に
係

る
研

修
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

9
月

5
日

（
木

）
集

会
（
駅

伝
）

民
間

駅
伝

形
式

の
ラ

ン
ニ

ン
グ

イ
ベ

ン
ト

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

9
月

6
日

（
金

）
そ

の
他

（
消

防
操

法
大

会
に

係
る

研
修

会
）

国
総

務
省

消
防

庁
の

消
防

操
法

大
会

に
係

る
研

修
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。
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令
和

1
年

9
月

6
日

（
金

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

9
月

7
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

9
月

8
日

（
日

）
集

会
（
講

習
会

）
民

間
防

災
学

習
の

た
め

の
講

習
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

9
月

8
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

9
月

1
4
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

9
月

1
5
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

9
月

1
6
日

（
月

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ス
ポ

ー
ツ

を
通

じ
て

の
健

康
促

進
・
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
活

性
・
地

域
還

元
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

9
月

1
8
日

（
水

）
集

会
（
防

災
学

習
）

民
間

防
災

意
識

向
上

の
た

め
の

学
習

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

9
月

2
0
日

（
金

）
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
（
撮

影
）

民
間

広
告

写
真

の
撮

影
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

9
月

2
8
日

（
土

）
集

会
（
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

）
民

間
災

害
時

に
避

難
す

る
際

の
意

識
啓

発
を

図
る

ラ
ン

ニ
ン

グ
イ

ベ
ン

ト
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

9
月

2
8
日

（
土

）
集

会
（
ラ

ン
ニ

ン
グ

レ
ク

チ
ャ

ー
）

民
間

災
害

時
に

避
難

す
る

際
の

意
識

啓
発

を
図

る
ラ

ン
ニ

ン
グ

イ
ベ

ン
ト

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

1
0
月

2
日

（
水

）
訓

練
国

訓
練

に
伴

う
案

内
看

板
の

設
置

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

1
0
月

5
日

（
土

）
競

技
会

民
間

車
椅

子
ソ

フ
ト

ボ
ー

ル
大

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

1
0
月

6
日

（
日

）
競

技
会

民
間

車
椅

子
ソ

フ
ト

ボ
ー

ル
大

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

1
0
月

1
0
日

（
木

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

1
0
月

1
2
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

1
0
月

1
9
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

1
0
月

2
0
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

1
0
月

2
3
日

（
水

）
集

会
（
講

習
会

）
民

間
防

災
対

策
学

習
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

1
0
月

2
4
日

（
木

）
集

会
（
協

議
会

）
民

間
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
・
パ

ラ
リ

ン
ピ

ッ
ク

に
向

け
た

体
験

学
習

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

1
0
月

2
7
日

（
日

）
集

会
（
リ

レ
ー

マ
ラ

ソ
ン

）
民

間
ス

ポ
ー

ツ
に

親
し

ん
で

も
ら

う
た

め
の

イ
ベ

ン
ト

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

1
1
月

1
日

（
金

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

1
1
月

2
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

1
1
月

3
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

1
1
月

3
日

（
日

）
集

会
（
防

災
学

習
）

民
間

防
災

・
減

災
に

対
す

る
意

識
を

高
め

る
た

め
の

学
習

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

1
1
月

6
日

（
水

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

1
1
月

9
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

1
1
月

1
0
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

1
1
月

1
0
日

（
日

）
集

会
（
子

供
向

け
理

科
実

験
教

室
）

民
間

「
ト

イ
レ

防
止

キ
ッ

ズ
体

験
隊

」
の

実
施

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

1
1
月

1
2
日

（
火

）
集

会
（
研

修
会

）
民

間
体

験
ツ

ア
ー

及
び

学
習

会
を

通
し

て
災

害
へ

の
対

応
力

を
身

に
つ

け
る

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

1
1
月

1
6
日

（
土

）
集

会
（
ウ

ォ
ー

キ
ン

グ
イ

ベ
ン

ト
）

民
間

体
力

健
康

づ
く
り

の
一

環
と

し
て

行
う

イ
ベ

ン
ト

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。
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令
和

1
年

1
1
月

2
1
日

（
木

）
集

会
（
講

習
会

）
民

間
防

災
に

関
す

る
講

演
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

1
1
月

2
2
日

（
金

）
集

会
（
事

例
研

修
会

）
民

間
防

災
の

講
演

及
び

グ
ル

ー
プ

デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ
ン

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

1
年

1
1
月

2
3
日

（
土

）
集

会
（
マ

ラ
ソ

ン
イ

ベ
ン

ト
）

民
間

ア
フ

リ
カ

の
子

ど
も

た
ち

に
シ

ュ
ー

ズ
を

贈
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
紹

介
す

る
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

1
1
月

2
5
日

（
月

）
集

会
（
ラ

ン
ニ

ン
グ

練
習

会
）

民
間

チ
ャ

リ
テ

ィ
ー

ラ
ン

ナ
ー

の
ラ

ン
ニ

ン
グ

練
習

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

1
1
月

3
0
日

（
土

）
集

会
（
ウ

ォ
ー

キ
ン

グ
イ

ベ
ン

ト
）

民
間

あ
し

な
が

育
英

会
の

協
力

の
も

と
行

わ
れ

る
ウ

ォ
ー

キ
ン

グ
イ

ベ
ン

ト
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

1
2
月

3
日

（
火

）
集

会
（
全

国
A

P
会

議
）

民
間

首
都

直
下

地
震

に
関

す
る

知
識

を
習

得
す

る
会

議
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

1
2
月

4
日

（
水

）
集

会
（
全

国
A

P
会

議
）

民
間

首
都

直
下

地
震

に
関

す
る

知
識

を
習

得
す

る
会

議
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

1
年

1
2
月

1
2
日

（
木

）
集

会
（
勉

強
会

）
民

間
災

害
に

備
え

る
勉

強
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

2
年

1
月

1
1
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

2
年

1
月

1
2
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

2
年

1
月

1
7
日

（
金

）
集

会
（
ラ

ン
ニ

ン
グ

練
習

会
）

民
間

チ
ャ

リ
テ

ィ
ー

ラ
ン

ナ
ー

の
ラ

ン
ニ

ン
グ

練
習

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

1
月

1
8
日

（
土

）
集

会
（
駅

伝
大

会
）

民
間

他
企

業
と

の
懇

親
を

目
的

と
し

た
駅

伝
大

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

1
月

1
9
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

1
月

2
5
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

1
月

2
6
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ス
ポ

ー
ツ

を
通

じ
て

の
健

康
促

進
・
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
活

性
・
地

域
還

元
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

2
月

1
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

2
年

2
月

2
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

2
年

2
月

8
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

2
年

2
月

9
日

（
日

）
そ

の
他

（
リ

レ
ー

＆
ソ

ロ
マ

ラ
ソ

ン
）

民
間

有
明

マ
ラ

ソ
ン

大
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

2
年

2
月

1
5
日

（
土

）
集

会
（
ラ

ン
ニ

ン
グ

練
習

会
）

民
間

チ
ャ

リ
テ

ィ
ー

ラ
ン

ナ
ー

の
ラ

ン
ニ

ン
グ

練
習

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

2
月

1
8
日

（
火

）
集

会
（
座

談
会

）
民

間
防

炎
加

工
業

務
の

現
状

を
認

識
す

る
た

め
の

意
見

交
換

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

2
月

2
2
日

（
土

）
集

会
（
講

習
会

）
民

間
防

災
に

関
す

る
備

蓄
セ

ミ
ナ

ー
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

2
月

2
2
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

2
月

2
3
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

2
月

2
8
日

（
金

）
集

会
（
会

議
）

民
間

防
災

対
策

に
関

す
る

意
見

交
換

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

3
月

3
日

（
火

）
そ

の
他

（
防

災
訓

練
）

民
間

災
害

時
に

お
け

る
防

災
ス

キ
ル

の
向

上
を

目
指

し
た

訓
練

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

2
年

3
月

4
日

（
水

）
そ

の
他

（
防

災
訓

練
）

民
間

災
害

時
に

お
け

る
防

災
ス

キ
ル

の
向

上
を

目
指

し
た

訓
練

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

2
年

3
月

7
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

2
年

3
月

1
3
日

（
金

）
イ

ベ
ン

ト
開

催
民

間
東

京
都

へ
申

請
済

み
の

案
内

看
板

設
置

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

2
年

3
月

1
4
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

2
年

3
月

1
5
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。
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令
和

2
年

3
月

1
9
日

（
木

）
集

会
（
防

災
学

習
会

）
民

間
防

災
学

習
会

の
ま

と
め

と
交

流
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

2
年

3
月

2
6
日

（
木

）
集

会
（
講

習
会

）
民

間
防

災
セ

ミ
ナ

ー
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

3
月

2
8
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

3
月

3
1
日

（
火

）
講

習
会

（
防

災
ゲ

ー
ム

・
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

）
民

間
防

災
活

動
を

テ
ー

マ
に

防
災

セ
ミ

ナ
ー

、
防

災
ゲ

ー
ム

を
行

う
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。
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①委託費のみで行ったもの
開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

4月1日 3月31日 そなえポイント 一般 防災体験ツアーでポイントをためる 0人
ポイントカード発

行枚数
体験施設 ①

4月1日 3月31日 遊具の貸出し 一般 園地で遊ぶ遊具の貸出し 0人 人数計数 1階エントランス -

4月1日 3月31日
はらっぱで四つ葉のクローバー
を見つけよう

一般 園地で四つ葉のクローバーを見つける 31人 人数計数 園地 -

4月1日 3月31日 煙体験 一般 煙の部屋での煙体験 33人 人数計数 体験施設 ③

4月1日 3月31日 みんなで遊ぼう！防災ゲーム 一般 防災ゲームのワークショップ 0人 人数計数 1階避難所 ③

4月1日 3月31日 防災ワークショップ 一般 紙食器作り、ビニール三角巾、液状化実験 0人 人数計数 2階防災ギャラリー ③

通年 通年 ぼうさい荷作り 一般 災害に備えた荷作りワークショップ
国営のみ実施

中止
人数計数 防災体験施設 ②

4月1日 4月30日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

4月4日 4月12日 防災絵本週間 一般 初心者向けの防災体験 0 人 人数計数 エントランス ③

4/11 4/11 マジックにびっくり防災劇場 一般 初心者向け防災体験 0 人 人数計数 エントランス ②

4/11 4/11 作ってみよう防災クッキング！ 一般 防災と食事体験 0 人 人数計数 レクチャールーム ②

4月26日 4月26日 みんなでモーニングヨガ！ 一般 園地を活用したヨガ体験 0 人 人数計数 園地（雨天レクチャールーム) -

4月29日 4月29日 水消火器体験 一般 訓練用消火器を使用した消火訓練 0 人 人数計数 エントランス ①

4月29日 4月29日 ジャッキアップ体験 一般 防災とこどもの遊び体験 0 人 人数計数 エントランス ①

4月29日 4月29日 毛布で担架 一般 防災と介護体験 0 人 人数計数 エントランス ①

4月29日 4月29日
防災ずきんちゃんの減災クイズ
ラリー

一般 館内・園内を回って防災クイズに挑戦 0 人 人数計数 エントランス ②

2020/5/1 2020/5/31 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 館内 ②

5/2 5/2 100mバケツリレー 一般 初心者向けの災害講座 0 人 人数計数 園地　コロナ禍の為中止 ③

令和2年度　イベント一覧
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

2020/5/2 2020/5/4 鯉のぼりを作ろう！ 一般
季節のイベントで家族のふれあいを醸成す
る

0 人 人数計数 館内・園地　コロナ禍の為中止 -

2020/5/2 2020/5/6 GW起震機体験 一般 起震機体験 0 人 人数計数 防災体験施設 ①

2020/5/4 2020/5/5 暗闇体験・ランタンづくり 一般 緊急時にも慌てず冷静に行動する術を学ぶ 0 人 人数計数 館内　コロナ禍の為中止 ②

2020/5/4 2020/5/5 防災迷路 一般
防災学習アトラクションで楽しみながら防災
を学ぶ

0 人 人数計数 ポーチ　コロナ禍の為中止 ②

5/9 5/9 お母さんにプレゼントを贈ろう！ 一般
飾り付けたプレゼントで家族のふれあいを
醸成する

0 人 人数計数 エントランス広場　コロナ禍の為中止 -

5/10 5/10
全日本紙飛行機選手権有明予
選会

一般 園地を活用した紙飛行機大会 0 人 人数計数 園地　コロナ禍の為中止 -

5/10 5/10 Aウォーキング教室 一般 体の耐震診断を行い、姿勢と歩き方の講座 0 人 人数計数 館内・園地　コロナ禍の為中止 -

5月16日 5月16日 防災マジックショー 一般 マジックを活用した防災講座 0 人 人数計数 館内・園地　コロナ禍の為中止 ②

5月16日 5月16日 防災クッキング 一般 防災と食事講座 0 人 人数計数 館内・園地　コロナ禍の為中止 ②

5月17日 5月17日 みんなでパークヨガ体験！ 一般 園地を活用したヨガ体験 0 人 人数計数 園地　コロナ禍の為中止 -

5月23日 5月24日 空を見上げてin東京 一般 熱気球体験による東日本大震災復興支援 0 人 人数計数 館内・園地 ①

5/26 5/26 はるかのひまわり植付体験 一般 阪神淡路大震災に纏わるひまわりの植付 0 人 人数計数 園地 ③

5/26 5/26 移動式こども基地 一般 避難所でも実施しているプレーパーク 0 人 人数計数 園地 ①

5月31日 5月31日 親子で作ろう紙飛行機教室 一般 紙飛行機を製作し園地で体験 0 人 人数計数 館内・園地　コロナ禍の為中止 -

6月1日 6月30日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 館内 ②

6月2日 6月30日
～東日本大震災を振り返る～
3.11伝承ロード

一般 過去の災害を教訓に学ぶ 0 人 人数計数 エントランス・2F通路　コロナ禍の為中止 ③

6月6日 6月6日
イザ！カエルキャラバン！合同
研修会

一般 地域で防災イベントを行うための研修会 0 人 人数計数 レクチャールーム　コロナ禍の為中止 ②

6月13日 6月13日
お父さんにオリジナル装飾したプ
レゼントを贈ろう！

一般
飾り付けたプレゼントで家族のふれあいを
醸成する

0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 -
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

6月14日 6月14日 Aウォーキング教室 一般 体の耐震診断を行い、姿勢と歩き方の講座 0 人 人数計数 園地　コロナ禍の為中止 -

6月20日 6月20日 防災マジックショー 一般 マジックを活用した防災講座 0 人 人数計数 レクチャールーム　コロナ禍の為中止 ②

6月20日 6月20日 防災クッキング 一般 防災と食事講座 0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 ②

6月21日 6月21日 みんなでモーニングヨガ! 一般 園地を活用したヨガ体験 0 人 人数計数 エントランス広場　コロナ禍の為中止 -

7月1日 7月31日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

7月5日 7月5日 防災教育わいわいミーティング 一般 防災ゲームのオンラインワークショップ 60 人 人数計数 オンライン ③

7月23日 7月31日 起震機体験付きガイドツアー 一般
個人向けの起震機体験付き防災体験ツ
アー

53 人 人数計数 防災体験ゾーン ③

7月12日 8月23日
東日本大震災の大地震を振り返
る

一般 過去の災害を教訓に学ぶ 0 人 人数計数 エントランス -

8月1日 8月31日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

8月1日 8月1日 起震機体験付きガイドツアー 一般
個人向けの起震機体験付き防災体験ツ
アー

328 人 人数計数 防災体験ゾーン ③

9月1日 9月30日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

9月19日 2020/22 起震機体験付きガイドツアー 一般
個人向けの起震機体験付き防災体験ツ
アー

144 人 人数計数 防災体験ゾーン ③

9月5日 9月5日 東京消防庁防災スタンプラリー 一般 東京消防庁と連携 83 人 人数計数 エントランス -

10月1日 10月31日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

10月中土日 10月中土日 起振機体験付きガイドツアー 一般
個人向けの起振機体験付き防災体験ツ
アー

127 人 人数計数 防災体験ゾーン ③

10月14日 10月14日 ハイドロカルチャー体験会 一般 ミニ観葉植物製作 97 人 人数計数 エントランス -

10月13日 10月13日 みんなでモーニングヨガ！ 一般 園地を活用したヨガ体験 15 人 人数計数 園地 -

10月24日 10月24日
防災・伝承セミナーのリモート中
継

一般 過去の教訓に学ぶ 2 人 人数計数 エントランス ③
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

10月31日 10月31日 チューリップ植付講座 一般 金子明人さんによるチューリップ植付講座 13 人 人数計数 エントランス -

11月1日 11月30日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

11月中土日 11月中土日 起振機体験付きガイドツアー 一般
個人向けの起振機体験付き防災体験ツ
アー

104 人 人数計数 体験学習ツアー ③

11月3日 11月29日 そなエリアボード 一般 現在の防災意識の共有とニーズ把握 228 人 人数計数 エントランス ①

11月3日 11月3日 自然災害体験車 一般 自然災害体験車３Ｄシアター 82 人 人数計数 エントランス ②

11月5日 11月5日 シェイクアウト訓練 一般 初心者向けの災害講座 50 人 人数計数 防災学習ゾーン ②

11月8日 11月8日 みんなでモーニングヨガ 一般 災害時の健康管理催事　アロマヨガ編 15 人 人数計数 園地 -

11月12日 11月12日 水害ハザードマップを読む 一般 初心者向けの災害講座 87 人 人数計数 防災学習ゾーン ②

11月13日 11月13日 防災語り部 一般 初心者向けの災害講座 51 人 人数計数 レクチャールーム ②

11月19日 11月19日 水害ハザードマップを読む 一般 初心者向けの災害講座 133 人 人数計数 防災学習ゾーン ①

11月23日 12月27日 はたらく車　写真展～防災編～ 一般 防災モーターショー　パネル展示版 0 人 人数計数 エントランス ②

11月29日 11月29日 Aウォーキング教室 一般 災害時の健康管理催事 6 人 人数計数 レクチャールーム・園地 -

12月1日 12月30日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

12月1日 12月30日 そなエリアボード 一般 現在の防災意識の共有とニーズ把握 228 人 人数計数 エントランス ①

12月中土日 12月中土日 起振機体験付きガイドツアー 一般
個人向けの起振機体験付き防災体験ツ
アー

51 人 人数計数 防災体験ゾーン ③

12月6日 12月6日 みんなでパークヨガ体験！ 一般 園地を活用したヨガ体験 13 人 人数計数 レクチャールーム -

12月6日 12月25日 クリスマスイルミネーション 一般 イルミネーションなどでクリスマスを演出 0 人 人数計数 園地 -

12月13日 12月13日 Aウォーキング教室 一般 災害時の健康管理催事 3 人 人数計数 レクチャールーム・園地 ③
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

12月18日 12月18日 防災語り部 一般 初心者向けの災害講座 47 人 人数計数 レクチャールーム ③

12月24日 12月24日 水害ハザードマップを読む 一般 初心者向けの災害講座 37 人 人数計数 防災学習ゾーン ②

1月2日 2021/1/31 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

1月2日 1月31日 防災グッズ展示 一般
災害時に役立つ防災グッズ、ウィルス対策
グッズの展示

0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 -

1月2日 1月31日 そなエリアボード 一般 現在の防災意識の共有とニーズ把握 0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 ③

1月14日 2021/1/31 ぷち防災講座 一般 防災と子育て講座 0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 -

1月15日 2021/1/26
「振り返る1995.1.17阪神・淡路大
震災（震災から26年）」

一般 防災に纏わる企画展示と体験 0 人 人数計数 エントランス ③

1月17日 1月17日
命を守る＠防災エンタワーク
ショップ

一般 防災と子育て講座 0 人 人数計数 　コロナ禍の為中止 ③

1月17日 1月17日 みんなでモーニングヨガ！ 一般 園地を活用したヨガ体験 0 人 人数計数 　コロナ禍の為中止 -

1月26日 3月31日
地震発生から72時間　～NHK
東日本大震災アーカイブス～

一般
地震発生から72時間をまとめたドキュメント
映像

0 人 人数計数 　コロナ禍の為中止 -

2月1日 2月28日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

2月1日 2月28日 防災グッズ展示 一般
災害時に役立つ防災グッズ、ウィルス対策
グッズの展示

0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 -

2021/2/1 2021/2/28 ぷち防災講座 一般 防災と子育て講座 0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 -

2月1日 3月31日
地震発生から72時間　～NHK
東日本大震災アーカイブス～

一般
地震発生から72時間をまとめたドキュメント
映像

0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 -

2月6日 2月6日
防災withバレンタイン　ワーク
ショップ

一般
防災意識の向上とバレンタインをコラボさせ
たイベント

0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 -

2月13日 2月13日
防災withバレンタイン　ワーク
ショップ

一般
防災意識の向上とバレンタインをコラボさせ
たイベント

0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 -

2月土日 2月土日 火事にそなえて　煙体験 一般 災害・火災発生時にそなえた煙体験 0 人 人数計数 レクチャールーム　コロナ禍の為中止 ①

2月7日 2月7日
趣味の園芸 金子明人先生によ
るバラの育て方講座

一般
NHK趣味の園芸講師によるバラの育て方講
座

0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 -
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

2月11日 2月11日
ココロとカラダの防災訓練　めざ
せ！防災アスリート

一般 避難所生活中の心と体のセルフケア体験 0 人 人数計数 レクチャールーム　コロナ禍の為中止 ③

2月14日 2月14日 みんなでモーニングヨガ 一般 アロマの香りを取り入れたアロマヨガ体験 0 人 人数計数 レクチャールーム　コロナ禍の為中止 -

2月20日 2月20日
いのちを守る＠防災エンタワー
クショップ

一般 防災と子育て講座 0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 -

2月21日 2月21日
Dr.ナダレンジャーの防災科学実
験ショー

一般
アートとお笑いの要素を交えた防災科学の
実験ショー

0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 ③

2月28日 2月28日
運動能力を向上！親子で楽しむ
のびのびストレッチ

一般 体のストレッチ体験 0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 -

3月1日 3月31日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 エントランス ②

3月1日 3月31日 防災グッズ展示 一般
災害時に役立つ防災グッズ、ウィルス対策
グッズの展示

0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 -

3月1日 3月31日 ぷち防災講座 一般 防災と子育て講座 0 人 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 -

3月13日 3月13日 ペット防災　オンラインイベント 一般
災害時のペット防災についてオンラインで紹
介

12 人 人数計数 共用会議室 ③

3月14日 3月14日
みんなでモーニングヨガ　～春の
ヨガトレ編～

一般 日ごろから健康になることで災害に備える 0 人 人数計数 2Fレクチャールーム　コロナ禍の為中止 -

3月27日 3月28日
東日本大震災復興支援熱気球
イベント

一般 東日本大震災復興を祈念したイベント 0 人 人数計数 園地（南側）　コロナ禍の為中止 ③

3月28日 3月28日
命を守る＠防災エンタワーク
ショップ

一般 防災と子育て講座 0 人 人数計数 1Fエントランス　コロナ禍の為中止 ③

※イベント種別 ①防災関連の普及啓発行催事（大規模）
②防災関連の近隣施設との連携行催事（中規模）
③防災関連の市民との連携行催事（中規模）

別紙P184



②受託費で行うが材料代等実費は公園利用者から徴収した等のもの
開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

8月29日 8月29日 小中学生を守る防災について 一般

施設外への防災出張講座

60 人 人数計測 園外 -

件数合計 11 件
参加人数合計 60 人

令和2年度　イベント一覧
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ー
ツ

を
通

じ
て

の
健

康
促

進
・
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
活

性
・
地

域
還

元
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

1
1
月

4
日

（
水

）
集

会
(研

修
会

）
民

間
防

災
講

習
会

、
意

見
交

換
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

2
年

1
1
月

7
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

1
1
月

8
日

（
日

）
集

会
(リ

レ
ー

マ
ラ

ソ
ン

）
民

間
ゆ

り
か

も
め

リ
レ

ー
マ

ラ
ソ

ン
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

1
1
月

1
4
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

1
1
月

2
0
日

（
金

）
そ

の
他

（
防

災
訓

練
）

都
東

京
都

・
北

区
合

同
総

合
防

災
訓

練
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

1
1
月

2
1
日

（
土

）
そ

の
他

（
防

災
訓

練
）

都
東

京
都

・
北

区
合

同
総

合
防

災
訓

練
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

2
年

1
1
月

2
9
日

（
日

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

3
年

1
月

1
7
日

（
日

）
集

会
(マ

ラ
ソ

ン
大

会
）

民
間

有
明

あ
お

ぞ
ら

マ
ラ

ソ
ン

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

2
年

度
　

持
込

イ
ベ

ン
ト

 一
覧
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令
和

3
年

1
月

3
0
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

3
年

2
月

4
日

（
木

）
集

会
（
講

習
会

）
民

間
専

門
講

師
に

よ
る

避
難

所
開

設
と

運
営

の
知

識
を

学
ぶ

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。
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①委託費のみで行ったもの
開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

4月1日 3月31日 そなえポイント 一般 防災体験ツアーでポイントをためる -
ポイントカード発

行枚数
コロナ禍の為中止 ①

4月1日 3月31日 遊具の貸出し 一般 園地で遊ぶ遊具の貸出し - 人数計数 コロナ禍の為中止 -

4月1日 3月31日
はらっぱで四つ葉のクローバー
を見つけよう

一般 園地で四つ葉のクローバーを見つける 31人 人数計数 園地 -

4月1日 3月31日 煙体験 一般 煙の部屋での煙体験 33人 人数計数 体験施設 ③

4月1日 3月31日 みんなで遊ぼう！防災ゲーム 一般 防災ゲームのワークショップ - 人数計数 コロナ禍の為中止 ③

4月1日 3月31日 防災ワークショップ 一般 紙食器作り、ビニール三角巾、液状化実験 - 人数計数 コロナ禍の為中止 ③

通年 通年 ぼうさい荷作り 一般 災害に備えた荷作りワークショップ - 人数計数 コロナ禍の為中止 ②

4月6日 4月24日 今月のそなえ 一般
災害時に役立つ防災グッズ、ウィルス対策
グッズの展示

- 人数計数 エントランス ②

4月6日 4月24日 そなエリアボード 一般 現在の防災意識の共有とニーズの把握 93 人 人数計数 エントランス ①

4月6日 6月30日 ヨガ掲示レッスン 一般 園内掲示板にヨガポーズの写真を掲示 - 人数計数 園地 -

4月24日 5月9日 はたらく車写真展～防災編～ 一般
国土交通省の他、様々な機関の災害対策
車両の写真展

- 人数計数 ポーチ ③

4月6日 4月18日 平成28年熊本地震を振り返る展 一般 平成２８年熊本地震を振り返るパネル展 323 人 人数計数 エントランス ①

4月9日 4月30日
オンライン地震展ー熊本地震
展ー

一般 平成２８年熊本地震のオンライン展 170 人 人数計数 エントランス -

5月1日 5月31日 今月のそなえ 一般 月毎のそなえを掲示 - 人数計数 館内 ②

5月1日 5月31日 そなエリアボード 一般 現在の防災意識の共有とニーズの把握 - 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 ①

5月8日 5月8日 お母さんにプレゼントを贈ろう！ 一般
飾り付けたプレゼントで家族のふれあいを
醸成する

- 人数計数 レクチャールーム　コロナ禍の為中止 -

5月9日 5月9日
全日本紙飛行機選手権有明予
選会

一般 園地を活用した紙飛行機大会 - 人数計数 園地　コロナ禍の為中止 -

5月1日 5月31日 防災ウォッチツアー 一般 園内主要設備を紹介するツアー - 人数計数 館内・園地　コロナ禍の為中止 ③

令和3年度　イベント一覧
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

5月26日 3月31日 災害時の非常食、3つのポイント 一般 非常食をYouTube動画配信で紹介 40 人 人数計数 館内 -

5月27日 5月31日 ヨガ・ワンポイントレッスン 一般
チラシを見て体験できるヨガのワンポイント
レッスン

- 人数計数 館内・園地 -

5月27日 5月31日
Ａウォーキング・ワンポイントレッ
スン

一般
チラシを見て体験できるＡウォーキングのワ
ンポイントレッスン

- 人数計数 館内・園地 -

5月29日 5月29日
いのちを守＠防災エンタワーク
ショップ

一般 防災と食事講座 - 人数計数 館内・園地　コロナ禍の為中止 ②

6月5日 6月30日 そなエリアボード 一般 現在の防災意識の共有とニーズの把握 191 人 人数計数 エントランス ①

6月5日 6月30日 非常食展示 一般 災害時に備えた非常食の準備の働きかけ - 人数計数 エントランス ③

6月5日 6月30日 はたらく車写真展～防災編～ 一般
国土交通省の他、様々な機関の災害対策
車両の写真展

185 人 人数計数 エントランス ②

6月6日 6月6日
第26回二宮康明杯全日本紙飛
行機選手権大会有明地区予選
会

一般 制作した紙飛行機の滞空時間を競う大会 - 人数計数 園地　コロナ禍の為中止 -

6月16日 6月16日
川崎市教育文化会館「はじめて
の子育て」出張講座

一般
乳児と保護者を対象にした災害時の備え講
座

18 人 人数計数 川崎市教育文化会館 -

6月1日 7月23日 ヨガ掲示レッスン 一般 ﾁﾗｼを見れば誰でもﾎﾟｰｽﾞをとれるﾚｯｽﾝ - 人数計数 園地・エントランス -

6月1日 7月23日 Aウォーキング掲示レッスン 一般
ﾁﾗｼを見れば誰でも体験できるｳｫｰｷﾝｸﾞﾚｯ
ｽﾝ

- 人数計数 園地・エントランス -

7月1日 7月31日 そなエリアボード 一般 現在の防災意識の共有とニーズの把握 149 人 人数計数 エントランス ①

7月1日 9月30日 夏休み親子防災 一般 東京都教育庁と連携した防災学習イベント 94 人 人数計数 エントランス ②

7月1日 7月7日 七夕のイベント 一般
七夕の笹を飾り、短冊に願い事を書いてい
ただく

83 人 人数計数 エントランス -

7月3日 7月10日 再会の約束 一般
織り姫と彦星が毎年再会することにちなん
だパネル展

- 人数計数 エントランス -

7月11日 7月11日 防災ゲームＤＡＹ 一般
オンラインを中心に各団体の防災ゲームを
紹介

24 人 人数計数 オンライン エントランス ③

7月17日 8月31日 ぼうさいスタンプラリー 一般
都立横網町公園とそなエリア東京相互の防
災啓発

- 人数計数 エントランス ②

7月24日 8月31日 Aウォーキング掲示レッスン 一般 ﾁﾗｼを見れば誰でもﾎﾟｰｽﾞをとれるﾚｯｽﾝ - 人数計数 エントランス -
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

7月24日 8月31日 ヨガ掲示レッスン 一般
ﾁﾗｼを見れば誰でも体験できるｳｫｰｷﾝｸﾞﾚｯ
ｽﾝ

- 人数計数 エントランス -

7月17日 8月31日 夏休み防災スタンプラリー 一般 安心・安全スタンプラリー 335 人 人数計数 エントランス ①

8月1日 8月31日 スーパーレスキュー隊入団試験 一般 館内・園内を回って防災クイズに挑戦 329 人 人数計数 館内・園地 ③

8月1日 8月1日 防災マップを作ろう 一般 初心者向け防災体験 4 人 人数計数 レクチャールーム ③

8月1日 8月1日 モーニングヨガ 一般 園地を活用したヨガ体験 6 人 人数計数 園地 -

8月7日 8月7日
夏休み！プチ防災体験をしてみ
よう！

一般 防災とこどもの遊び体験 7 人 人数計数 エントランス 館内 ③

8月8日 8月31日 そなエリアボード 一般 月毎のそなえを掲示 154 人 人数計数 エントランス ①

8月15日 8月15日 Aウォーキング 一般
きれいな姿勢と健康を保つウォーキング方
法をレクチャー

4 人 人数計数 レクチャールーム　園地 -

8月18日 9月20日
関東大震災の教訓を忘れない
（パネル展）、炎の記憶上映

一般 関東大震災の映像紹介 - 人数計数 エントランス ②

8月21日 8月21日 ストローハウスでおうちづくり 一般 初心者向け防災体験 19 人 人数計数 レクチャールーム ③

9/1-9/30 2021/9/30 そなエリアボード 一般 月毎のそなえを掲示 154 人 人数計数 エントランス ①

9月4日 9月4日 ぼうさいウォッチツアー 一般 防災施設を巡るプチツアー 5 人 人数計数 館内、屋上、園地 ③

9月11日 9月11日 ぼうさいウォッチツアー 一般 防災施設を巡るプチツアー 11 人 人数計数 館内、屋上、園地 -

9月25日 9月25日 ぼうさいウォッチツアー 一般 防災施設を巡るプチツアー 9 人 人数計数 館内、屋上、園地 ③

9月11日 9月11日 敬老の日プレゼント 一般
敬老の日に合わせプレゼントを贈り、災害
時の共助意識を強める

23 人 人数計数 レクチャールーム ③

9月12日 9月12日 みんなでモーニングヨガ 一般 園地を活用したヨガ体験 7 人 人数計数 園地 -

9月15日 9月15日 Aウォーキング 一般
きれいな姿勢と健康を保つウォーキング方
法をレクチャー

6 人 人数計数 レクチャールーム・園地 -

9月18日 9月18日
いのちを守る防災CAMP「おうち
マップ編」

一般
自宅の間取り図を描いて危険個所・安全箇
所を学ぶ

15 人 人数計数 レクチャールーム ②
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

9月20日 9月20日 はらっぱでバッタを捕まえよう！ 一般
園内の草地に生息するバッタ生態系を学び
実際に捕獲して楽しむ

10 人 人数計数 園地 -

9/22-10/31 9/22-10/31 ハロウィンスポット 一般
季節の催事を行い防災体験の参加のきっ
かけを作る

- 人数計数 エントランス -

9/22-10/31 9/22-10/31 ハロウィン声掛けキャンペーン 一般
72ｈ体験し、声掛けいただいた方へ記念
バッチを配布

- 人数計数 エントランス -

10月1日 10月31日 そなエリアボード 一般 月毎のそなえを掲示 232 人 人数計数 エントランス ①

10月3日 10月3日 みんなでモーニングヨガ 一般 園地を活用したヨガ体験 10 人 人数計数 園地にて実施 -

10月17日 10月17日 Aウォーキング 一般
きれいな姿勢と健康を保つウォーキング方
法をレクチャー

10 人 人数計数 レクチャールーム館内にて実施 -

10月17日 10月17日 災害時都市型サバイバル講座 一般 初心者向け防災体験 26 人 人数計数 オンライン ②

10月24日 10月24日 災害時都市型サバイバル講座 一般 初心者向け防災体験 18 人 人数計数 オンライン ②

10月19日 11月23日 津波防災の日（展示） 一般 過去の教訓に学ぶ 194 人 人数計数 エントランスにて実施 ①

9月22日 10月31日
趣味の園芸 金子明人さんによ
るチューリップ植付講座

一般 金子明人さんによるチューリップ植付講座 23 人 人数計数 エントランス・園地 -

9月22日 10月31日 ハロウィンスポット 一般
季節の催事を行い防災体験の参加のきっ
かけを作る

399 人 人数計数 エントランス -

9月22日 10月31日 ハロウィン声掛けキャンペーン 一般
72ｈ体験し、声掛けいただいた方へ記念
バッチを配布

433 人 人数計数 館内 -

10月19日 11月21日 津波防災の日（展示） 一般 過去の教訓に学ぶ 629 人 人数計数 エントランスにて実施 ①

11月1日 11月30日 そなエリアボード 一般 現在の防災意識の共有とニーズ把握 334 人 人数計数 エントランスにて実施 ①

11月2日 11月28日 はたらく車スタンプラリー 一般 防災モーターショー　パネル展示版 416 人 人数計数 １Ｆ、２Ｆ、３Ｆ ①

11月6日 11月6日 勤労感謝の日イベント 一般
勤労感謝の日に合わせプレゼントを贈り、
災害時の共助意識を強める

32 人 人数計数 体験ツアー、レク ③

11月7日 11月7日 モーニングヨガ 一般 園地を活用したヨガ体験 10 人 人数計数 けやき広場 -

11月12日 11月12日 チューリップの球根を植えよう 一般 園地に球根を植える体験会 19 人 人数計数 園地、体験ツアー -
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

11月13日 11月13日
発災後を生き抜け！一泊サバイ
バルプログラム

一般
大学、専門学校を対象にした首都直下地震
を想定した宿泊訓練
施設内宿泊訓練。

16 人 人数計数 館内、園地 ②

11月13日 11月13日 防災施設見学会 一般 防災施設を巡るプチツアー 5 人 人数計数 館内、園地 ③

11月20日 11月20日 防災施設見学会 一般 防災施設を巡るプチツアー 20 人 人数計数 館内、園地 ③

11月27日 11月27日 防災施設見学会 一般 防災施設を巡るプチツアー 3 人 人数計数 館内、園地 ③

11月21日 11月21日 Aウォーキング教室 一般
きれいな姿勢と健康を保つウォーキング方
法をレクチャー

9 人 人数計数 館内、園地 -

11月27日 11月27日
「いのちを守る防災ＣＡＭＰ」＠お
うちマップ編！

一般
自宅の間取り図を描いて危険個所・安全箇
所を学ぶ

27 人 人数計数 レクチャールーム ②

11月28日 11月28日 ふれあい動物園 一般 お子様対象の移動動物園を実施 202 人 人数計数 けやき広場 -

11月28日 11月28日
いざというときのわんちゃんのし
つけ教室

一般 初心者向け防災体験 9 人 人数計数 けやき広場 ③

12月1日 12月30日 そなエリアボード 一般 現在の防災意識の共有とニーズ把握 273 人 人数計数 エントランスにて実施 ①

12月4日 12月4日 プレイパーク 一般 園内に遊具を設置して遊びの場を提供 91 人 人数計数 園地 ③

12月7日 12月30日 そなえラリー 一般
園内・館内を回遊いただき防災知識を深め
る

49 人 人数計数 館内・園地 ③

12/19.21.24.25.26 12/19.21.24.25.26 起振機体験付きガイドツアー 一般
個人向けの起振機体験付き防災体験ツ
アー

48 人 人数計数 館内 ③

12月12日 12月12日 みんなでパークヨガ体験！ 一般 園地を活用したヨガ体験 11 人 人数計数 レクチャールーム -

12月6日 12月25日 Aウォーキング 一般
きれいな姿勢と健康を保つウォーキング方
法をレクチャー

9 人 人数計数 館内、園地 -

12月6日 12月25日 クリスマスイルミネーション 一般 イルミネーションなどでクリスマスを演出 - 人数計数 けやき広場 -

1月2日 1月31日 そなエリアボード 一般 現在の防災意識の共有とニーズ把握 84 人 人数計数 エントランス ①

1月2日 1月31日 ヨガ掲示レッスン 一般 園内掲示板にヨガポーズの写真を掲示 - 人数計数 園地 -

1月2日 1月7日 お正月飾り 一般 エントランス白壁へのお正月装飾 ー 人数計数 エントランス -
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

1/6 1/6 東京消防庁出初式放水訓練 一般 放水訓練デモンストレーション 71 人 人数計数 園地 ①

1/8 1/8 ストローハウスでおうちづくり 一般 初心者向け防災体験 18 人 人数計数 レクチャールーム ③

1/8 1月30日 阪神・淡路大震災振り返る 一般 防災に纏わる企画展示と体験 364 人 人数計数 エントランス ①

22/1/14 22/1/15
緊急災害現地対策本部見学ツ
アー

一般
普段は入れないエリアを見学いただき役割
を学んでいただく。

22 人 人数計数 オペレーションルーム ②

1/16 1/16 みんなでモーニングヨガ！ 一般 園地を活用したヨガ体験 13 人 人数計数 レクチャールーム -

1/22 1/22
阪神・淡路大震災の語り部のこ
とば

一般
泰詩子さんに神戸からお越し頂き当時の状
況などをご説明いただく。

- 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 ③

1月30日 1月30日 Ａウォーキング教室 一般
肩こり、腰痛を改善できるウォーキングレッ
スン

- 人数計数
レクチャールーム・園地　コロナ禍の為中
止

-

2月1日 3月28日 そなエリアボード 一般 現在の防災意識調査 121 人 人数計数 エントランス ①

2月1日 3月31日 ヨガ・四季のレッスン（掲示） 一般
ヨガポーズを写真に撮って掲示し自宅でレッ
スンする

- 人数計数 エントランス・園地 -

2月1日 2月27日 開園から10年の災害を振り返る 一般 近年の主だった災害を年表にして振り返る - 人数計数 エントランス　コロナ禍の為中止 ②

2/5 2/5 防災アスリート 一般 避難所生活中の心と体のセルフケアの体験 - 人数計数 レクチャールーム　コロナ禍の為中止 ③

2月5日 2月5日
趣味の園芸　金子明人先生によ
るバラの育て方講座

一般 NHK趣味の園芸講師による講座 - 人数計数 １Ｆエントランス　コロナ禍の為中止 -

2月17日 2月17日 防災語り部 一般
関東地域づくり協会と共同で実施する防災
講座

47 人 人数計数 レクチャールーム ③

2月20日 2月20日 親子で学ぶ防災教室 一般 防災ワークショップ 12 人 人数計数 北総花の丘公園 ③

2月20日 2月20日 モーニングヨガ 一般 初心者でも体験できるヨガ - 人数計数 レクチャールーム　コロナ禍の為中止 -

2月27日 2月27日 Ａウォーキング教室 一般
ハイヒールでモデルのように綺麗に歩くコツ
の教室

- 人数計数 レクチャールーム　コロナ禍の為中止 -

3月1日 3月31日 そなエリアボード 一般 現在の防災意識調査 420 人 人数計数 エントランス ①

3月5日 3月27日
【特別企画展】開園から10年の
災害を振り返る

一般 近年の主だった災害を年表にして振り返る 76 人 人数計数 エントランス、2F廊下 ②
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開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

1月0日 1月0日
そなえパークの日～ちびっこぼう
さいまつり～

一般 防災イベント - 人数計数 ①

3月12日 3月13日 　防災ビンゴ 一般 防災クイズを活用したビンゴゲーム 24 人 人数計数 エントランス ③

3月12日 3月13日 　防災マップを作ろう 一般 再現被災地の防災マップを作る 15 人 人数計数 防災体験施設 ③

3月12日 3月27日
熱気球ＤＶＤ上映/熱気球の塗り
絵展示

一般 「空を見上げて」ＩＮ東京の代替イベント 210 人 人数計数 エントランス -

3月12日 3月27日 野鳥の写真パネル展示 一般
公園に飛来する鳥を観察しながら園内施設
を知ってもらう

225 人 人数計数 3Fエレベーター踊り場 -

3月11日 3月31日 アイドルマスター Side M 一般 初心者向け防災ワードラリー 197 人 人数計数 エントランス・園地 ③

3月19日 3月31日 起振機体験付きガイドツアー 一般 起震機体験を行える個人向けガイドツアー 115 人 人数計数 防災体験施設 ③

3月26日 3月26日 チューリップフェスティバル 一般 街づくり協議会 102 人 人数計数 プロムナード公園 -

※イベント種別 ①防災関連の普及啓発行催事（大規模）
②防災関連の近隣施設との連携行催事（中規模）
③防災関連の市民との連携行催事（中規模）
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②受託費で行うが材料代等実費は公園利用者から徴収した等のもの
開始日 終了日 行　事　名 対象 内　　　容 参加人数 参加人数計上根拠 備　　　考 イベント種別

12月26日 12月26日 つくろう！ビニール凧 一般 ストローとビニール袋を使った凧作り 16 人 人数計測 レクチャールーム -

件数合計 11 件
参加人数合計 16 人

令和3年度　イベント一覧
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会
(港

区
国

際
防

災
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
「
防

災
基

礎
」
研

修
）

民
間

そ
ば

エ
リ

ア
が

提
供

す
る

防
災

体
験

や
展

示
物

・
設

備
を

見
学

し
、

防
災

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

と
し

て
の

知
識

と
考

察
を

深
め

る
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

3
年

1
月

3
0
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

3
年

2
月

1
6
日

（
火

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

3
年

2
月

1
3
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

3
年

2
月

2
0
日

（
土

）
集

会
(協

議
会

）
民

間
防

災
に

関
す

る
協

議
会

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

3
年

2
月

2
3
日

（
火

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

東
京

マ
ラ

ソ
ン

財
団

公
式

ク
ラ

ブ
「
O

N
E
 T

O
K
Y
O

」
メ

ン
バ

ー
を

対
象

と
し

た
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

3
年

2
月

2
7
日

（
土

）
集

会
(展

示
会

の
説

明
会

議
）

民
間

「
防

災
・
減

災
」
「
復

旧
・
復

興
」
コ

ン
ク

リ
ー

ト
切

断
・
穿

孔
工

法
機

材
展

C
＆

D
J
A

P
A

N
2
0
1
8
の

出
店

会
社

に
対

す
る

現
地

説
明

会
の

実
施

。
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

3
年

3
月

6
日

（
土

）
集

会
(マ

ラ
ソ

ン
大

会
）

民
間

ス
ポ

ー
ツ

を
通

じ
て

の
健

康
促

進
・
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
活

性
・
地

域
還

元
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

3
年

3
月

1
9
日

（
金

）
集

会
(港

区
防

災
学

校
）

民
間

「
港

区
防

災
学

校
プ

ロ
グ

ラ
ム

」
と

し
て

、
特

に
親

子
を

対
象

と
し

て
実

施
。

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

3
年

3
月

2
0
日

（
土

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

3
年

3
月

2
6
日

（
金

）
集

会
(ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

の
実

施
）

民
間

ジ
ョ

グ
ポ

ー
ト

有
明

施
設

会
員

を
対

象
と

し
た

、
ラ

ン
ニ

ン
グ

教
室

お
よ

び
練

習
会

を
実

施
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

3
年

3
月

2
6
日

（
金

）
集

会
(集

会
（
安

全
教

室
）

民
間

大
地

震
後

を
生

き
抜

く
た

め
行

動
と

知
識

を
学

ぶ
体

験
型

安
全

教
室

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

3
年

度
　

持
込

イ
ベ

ン
ト

 一
覧

別紙P198



令
和

3
年

3
月

2
7
日

（
土

）
集

会
(集

会
（
安

全
教

室
）

民
間

大
地

震
後

を
生

き
抜

く
た

め
行

動
と

知
識

を
学

ぶ
体

験
型

安
全

教
室

申
請

者
が

責
任

を
持

っ
て

管
理

し
、

現
状

回
復

す
る

こ
と

。

令
和

3
年

3
月

3
0
日

（
火

）
集

会
（
講

習
会

）
民

間
防

止
・
減

災
意

識
を

高
め

る
た

め
の

学
習

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。

令
和

3
年

3
月

3
1
日

（
水

）
集

会
（
講

習
会

）
民

間
防

止
・
減

災
意

識
を

高
め

る
た

め
の

学
習

会
申

請
者

が
責

任
を

持
っ

て
管

理
し

、
現

状
回

復
す

る
こ

と
。
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テレビ ラジオ 新聞 雑誌

4月 1 5 6

5月 2 1 5 8

6月 7 4 9 20

7月 6 2 6 14

8月 4 2 13 19

9月 2 2 5 9

10月 5 1 8 9 23

11月 1 3 5 9

12月 4 1 7 12

1月 1 1 3 5 10

2月 1 1 8 10

3月 2 2 5 9

計 36 3 28 82 149

テレビ ラジオ 新聞 雑誌

4月 1 3 5 9

5月 3 1 2 4 10

6月 5 3 4 12

7月 2 2 6 10

8月 6 4 2 12

9月 2 5 7

10月 4 2 5 11

11月 3 3 4 10

12月 1 2 10 13

1月 3 2 2 3 10

2月 1 1 1 4 7

3月 5 5

計 31 4 24 57 116

テレビ ラジオ 新聞 雑誌

4月 2 2

5月 1 1

6月 4 4

7月 2 2 4

8月 1 2 1 4

9月 1 2 1 4

10月 2 2 2 6

11月 1 1 2 4

12月 1 2 3

1月 1 3 4

2月 3 1 4

3月 1 1 2

計 12 3 6 21 42

月
令和2年度報道件数

計

広報・報道実績

月
平成31年度報道件数

計

計月
平成30年度報道件数

別紙１５
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テレビ ラジオ 新聞 雑誌

4月 1 1

5月

6月 5 5

7月 1 1 2

8月 1 2 2 5

9月 1 1

10月 1 2 3 6

11月 2 1 2 5

12月 1 1 2 4

1月 1 4 2 7

2月 3 2 5

3月 3 2 3 2 10

計 9 5 16 21 51

月
令和3年度報道件数

計

別紙P201



4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

計

ホームページアクセス件数

6,422

13,084

113,446

15,706

12,184

10,193

9,324

7,434

5,538

令和2年度

HPアクセス件数

5,935

6,350

8,479

12,797

22,399

15,746

月
HPアクセス件数

平成30年度

21,982

22,231

24,927

HPアクセス件数

19,480

22,294

24,163

28,162

令和元年度

13,800

12,295

9,792

12,321

12,345

13,106

16,465

25,483

23,179

21,485

22,477

230,700222,513

19,768

16,046

19,217

14,050

令和3年度

HPアクセス件数

13,091

9,056

9,774

12,957

※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。

9,236

17,642

150,854

11,231

11,112

16,404

14,748

11,281

14,322

別紙１６
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開園時間延伸（短縮）状況 

【H30～R3】 

期間 延伸（短縮）理由 開園時間 

- - - 

 
※H30 年度、R1 年度（4-1 月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。 

 

別紙１７ 
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■入館者数比較

H30 R1 R2 R3

5月3日 木 5月3日 金 11月8日 日 11月28日 月 7,531 7,009 1,614 682

-522 -5,917 -932

■入館者が5,000人/日以上の日数（平成30～令和3年度）

Ｈ30 R1 R2 R3

2 1 0 0

-1 -1 0

Ｈ30 R1 R2 R3

5月3日

※囲みは各年度の日別入園者数　最多人数
※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。

混雑時の状況

-

R3
入館者数

-
5月3日

10月14日

増減

※R2.R3はコロナ感染拡大防止の為休館日多数あり
※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。

R1 R2

増減

日数

H30

別紙１８
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　施設の種類 建物番号 用途  構造 単位 数量 面積（㎡） 摘要

有明の丘基幹的広域防災拠点施設 1 事務所・展示室 RC・一部鉄骨造 棟 1 9517.50

有明の丘基幹的広域防災拠点施設 2 倉庫 鉄骨造 棟 1 80.00

提供施設一覧

別紙１９

別紙P205



番号 品目 規格 単位 数量

1 事務机
センター長（W1400×D700）、副センター
長（W1200×D700）

台 3 管理センター事務室

2 打合机 W1800×D450 台 4 管理センター事務室

3 打合机 W1800×D750 台 4 管理センター事務室

4 打合机 W1500×D750 台 1 管理センター事務室 遊具置き場

5 作業机 W1600×D770 台 1 管理センター事務室

6 袖机 W400×D590×H610 台 7 管理センター事務室 各人＋受付

7 プロジェクター エプソン 台 1 管理センター事務室 国交省執務室保管

8 スチール製開放棚 W880×D300×H1800 台 1 管理センター事務室 チラシ置き

9 スチール製開放棚 W880×D300×H2100 台 1 管理センター事務室 更衣室前

10 椅子 打合机用 台 15 管理センター事務室 ピンク色

11 椅子 打合机用 台 3 管理センター事務室 黒色

12 椅子 事務机用 台 11 管理センター事務室 キャスター付き

13 救護室ベッド（枕2個、毛布2枚共） シングル 台 1 管理センター事務室 救護室

14 書類棚 W900×D450×H2130 台 1 管理センター事務室 救護室

15 ローパーテーション W900＋W1200 台 1 管理センター事務室

16 データワゴン W700×H1000 台 1 管理センター事務室

17 書類棚 W900×D450×H1100 台 1 管理センター事務室

18 書類棚 W900×D450×H1038 台 3 管理センター事務室

19 金庫 W600×D570×H1250 台 1 管理センター事務室

20 ロッカー W900×D520×H1800 台 4 管理センター事務室 更衣室  男子２／女子２

21 固定電話機（内線・外線） OKI 台 6 管理センター事務室

22 PHS子機 OKI 台 12 管理センター事務室

24 自転車 ブリジストン、折りたたみ式 台 1

25 打合机 W1800×D450 台 3 インストラクター控室

26 椅子 打合机用 台 8 インストラクター控室

27 書類棚 W900×D450×H1038 台 2 インストラクター控室

28 ロッカー W900×D460×H1800 台 2 インストラクター控室

29 受付ｶｳﾝﾀｰ 台 1 体験学習施設ＥＶホール

30 受付ｻｲﾄﾞﾊｲｶｳﾝﾀｰ 台 1 体験学習施設ＥＶホール

31 コインロッカー HLE-9436-B9 台 4 体験学習施設ＥＶホール

32 コインロッカー NEO3W　2列3段 台 1 体験学習施設ＥＶホール

33 スタッフチェアー KOKUYU/CR-120 台 2 体験学習施設ＥＶホール

34 ｶｳﾝﾀｰﾊﾞｯｸ棚 L3700 台 1 体験学習施設ＥＶホール

35 タブレットトレー ３１７×282×110 台 20 体験学習施設ＥＶホール

36 タブレット移動ラック ４５０×620×1075 台 1 体験学習施設ＥＶホール

37 タブレット本体 ネクサス７(NEXUS7) 台 201 体験学習施設ＥＶホール

38 スタート時間案内サインスタンド 600×1200　スタンド（ベルク：263） 台 1 体験学習施設ＥＶホール

39 守衛カウンター 台 1 体験学習施設通路

40 パーテーション FSKｰ28AGCｰZ5T5 台 1 体験学習施設市街地

41 伝言体験用台 700*500*900 台 1 体験学習施設市街地

42 自動車 台 3 体験学習施設市街地

43 自動販売機（中古品） 台 2 体験学習施設市街地

44 50インチプラズマディスプレイ TH-50PH11KR 台 1 体験学習施設市街地内収蔵庫(保管)

45 100インチスクリーン GSR-100HDW 台 2 体験学習施設PCコーナー

46 防火倉庫資機材 テント 台 1 体験学習施設市街地内収蔵庫(保管)

47 防火倉庫資機材 防火用倉庫 台 1 資機材置場(屋外)

48 体験型ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ資機材 AEDﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 台 2 体験学習施設避難場所・避難所

49 体験型ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ資機材 仮設ﾄｲﾚ　ﾗｯﾌﾟﾎﾟﾝﾄﾚｯｶｰ 台 1 体験学習施設避難場所・避難所

50 体験型ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ資機材 仮設ﾄｲﾚ　ﾔﾏﾊ発動機EF900is 台 1 体験学習施設避難場所・避難所

51 PDA返却ｶｳﾝﾀｰ 既製折畳みﾃｰﾌﾞﾙ 台 3 体験学習施設避難場所・避難所

52 スタッフチェアー 台 1 体験学習施設避難場所・避難所

53 展示什器 W940*D640*H750 台 32

54 ｶｳﾝﾀｰ W3600*1300*D600*H950 台 1

55 スタッフチェアー KOKUYO/CRｰ12D 台 1

56 軽量棚
ERR-17345-0-TE#6
ERR-17365-0-TE#2

台 1

57 DVDﾁｪｱｰ PJKｰ711APｰZ5R6 台 4 体験学習施設首都直下地震特設コーナー

58 ﾗｳﾝｼﾞｿﾌｧｰ 8353ESｰFBAG#4　8353EL-FBAG#6 台 1 体験学習施設首都直下地震特設コーナー

59 PCｿﾌｧｰ L8500ﾋﾞﾆﾙﾚｻﾞｰAｸﾗｽ程度下台化粧版 台 1 体験学習施設首都直下地震特設コーナー

60 ｱﾝｹｰﾄｺｰﾅｰｶｳﾝﾀｰ 2400*400*100　化粧版 台 1 体験学習施設首都直下地震特設コーナー

61 ｱﾝｹｰﾄｺｰﾅｰ収納 1180*600*2400　化粧版 台 1 体験学習施設首都直下地震特設コーナー

62 オリエンテーションクイズ用四面自立壁 1200×1200×1800 台 1 体験学習施設災害とくらしの学習コーナー
63 ＰＣ什器 1200×600×700 台 6 体験学習施設ＰＣコーナー/地域情報コーナー

64 Ｍ８映像モニター 60インチﾓﾆﾀｰ、ＢＤレコーダー 台 1 体験学習施設ＰＣコーナー

65 スツール ﾋﾟｸﾃｨｽ　CK-770JY08 台 32

66 ﾊﾟﾈﾙｽｸﾘｰﾝ 自立型ｸﾛｽﾊﾟﾈﾙ　SN-WSP1215KDNB3 台 7 体験学習施設ＰＣコーナー

67 展示ﾊﾟﾈﾙ ｱｸﾃｸｽ　穴開きﾊﾟﾈﾙ　SN-PB0918W 台 3 体験学習施設地域情報コーナー

68 傾斜棚 SNC-PB09 台 3 体験学習施設地域情報コーナー

69 見学窓子供見学用ｽﾃｯﾌﾟ 2700*900*300　2分割 台 1 見学窓

70 B1F見学ｺｰｽ配管用傾斜台 900*900*200 台 4 免震層

71 カウントセンサー GSP1-55/GSPA 台 1 エントランス風除室

72 カーテン Ｗ９００×Ｈ１８００ 組 1 管理センター事務室 救護室

73 書類受ボックス Ｗ２５０×Ｄ３２０×Ｈ２６０ 台 1 管理センター事務室 コピー機横

74 案内板 Ｈ１０００ 台 1 管理センター事務室 センター入り口

75 バックホウ 台 1

76 軽ワゴン 台 1

体験学習施設首都直下地震特設コーナー／ＰＣコー
ナー

設置場所

提供物品一覧

体験学習施設災害とくらしの学習コーナー
／自助体験コーナー／PCコーナー

体験学習施設自助体験コーナー

体験学習施設自助体験コーナー

体験学習施設自助体験コーナー

別紙２０
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Ｈ30
品　　　目 規　　　　格 単位 数　　量 購入年月日 設置場所
デジタル
サイネージ

屋内用42インチ 台 1 H31.2.28 エントランス

Ｈ31
品　　　目 規　　　　格 単位 数　　量 購入年月日 設置場所
該当なし

R2
品　　　目 規　　　　格 単位 数　　量 購入年月日 設置場所

テレビモニター 屋内用75インチ 台 1 R3.3.23 エントランス

R3
品　　　目 規　　　　格 単位 数　　量 購入年月日 設置場所
パネル柱 台 2 R4.2.21 体験学習ゾーン

テレビモニター 屋内用75インチ 台 2 R4.3.19 レクチャールーム

※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。

購入備品一覧

別紙２１
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Ｈ30

名　　称 数　量 備　　考

該当なし

Ｈ31

名　　称 数　量 備　　考

該当なし

R2

名　　称 数　量 備　　考

該当なし

R3

名　　称 数　量 備　　考

該当なし

備品以外の残存物品一覧

※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。

別紙２２

別紙P208



【 H30 】
5件

病気 病気
(急性症状） （既往症悪化）

4月 0

5月 1 1

6月 1 1

7月 0

8月 1 1

9月 1 1

10月 0

11月 0

12月 1 1

1月 0

2月 0

3月 0

【 R1 】
2件

病気 病気
(急性症状） （既往症悪化）

4月 0

5月 0

6月 0

7月 0

8月 1 1

9月 1 1

10月 0

11月 0

12月 0

1月 0

2月 0

3月 0

事件

計事故 事件 車両事故

危機管理対応実績・報告①＜事故対応等＞

車両事故 その他 計事故

その他

別紙２３
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【 R2 】
1件

病気 病気
(急性症状） （既往症悪化）

4月 0

5月 0

6月 0

7月 0

8月 0

9月 1 1

10月 0

11月 0

12月 0

1月 0

2月 0

3月 0

【 R3 】
0件

病気 病気
(急性症状） （既往症悪化）

4月 0

5月 0

6月 0

7月 0

8月 0

9月 0

10月 0

11月 0

12月 0

1月 0

2月 0

3月 0

その他 計

事故 事件 車両事故 その他 計

※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。

事故 事件 車両事故

別紙P210



【H30】～【R3】

災害発生日時 災害種別 地震震度 災害件名 入園利用規制 施設の営業時間の変更等の概要

実績なし

危機管理対応実績・報告②＜自然災害、火災＞

※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。

別紙２４
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職員・臨時職員・アルバイト等の園内配置 

 

H30 年度～R1 年度 1 月 国営東京臨海広域防災公園管理センター職員等配置及び職務分担表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎センター長 ◎副センター長 ◎スタッフリーダー ◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

● 

▲ 

▲ 

◎植栽管理業務 

責任者 

◎スタッフリーダー 

（統括責任者） 

（兼収益施設 

業務責任者） 

運営維持管理

業務責任者 

運営維持管理 

 

植栽管理業務

責任者 

植栽管理業務 

 

受付催事担当、各種作業補助に

関すること 

※シフト勤務 

平均 7名/日 

（6ポスト 7名体制） 

● ３人（週５日） 

▲１８人（週２０ｈ） 

 うち、英語スタッフ２人 

   韓国語スタッフ 1 人 

21 名 

● 

● 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

別紙２５ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

▲ 

▲ 

▲ 

◎パークスタッフ ▲ 

※H30 年度、R1 年度（4-1 月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。 
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職員・臨時職員・アルバイト等の園内配置 

 

R1 年度 2～3月 国営東京臨海広域防災公園管理センター職員等配置及び職務分担表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎センター長 ◎副センター長 ◎スタッフリーダー ◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

● 

▲ 

▲ 

収益施設業務責任者 

（統括責任者） 

（兼植物管理 

業務責任者） 

運営維持管理

業務責任者 

運営維持管理 

 

受付催事担当、各種作業補助に

関すること 

※シフト勤務 

平均 7名/日 

（6ポスト 7名体制） 

● ３人（週５日） 

▲１８人（週２０ｈ） 

 

 

     

21 名 

● 

● 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ ◎パークスタッフ 

▲ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

 

 

◎スタッフリーダー 

◎スタッフリーダー 

企画 

 

総務 

 

別紙P213



職員・臨時職員・アルバイト等の園内配置 

 

R2 年度 国営東京臨海広域防災公園管理センター職員等配置及び職務分担表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎センター長 ◎副センター長 ◎スタッフリーダー ◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

● 

▲ 

▲ 

収益施設業務責任者 

（統括責任者） 

（植物管理 

業務責任者） 

運営維持管理

業務責任者 

運営維持管理 

 

受付催事担当、各種作業補助に

関すること 

※シフト勤務 

平均 7名/日 

（6ポスト 7名体制） 

● ３人（週５日） 

▲１８人（週２０ｈ） 

 

 

     

21 名 

● 

● 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ ◎パークスタッフ 

▲ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

 

 

◎スタッフリーダー 

◎スタッフリーダー 

企画 

 

総務 
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職員・臨時職員・アルバイト等の園内配置 

 

R3 年度 国営東京臨海広域防災公園管理センター職員等配置及び職務分担表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◎センター長 ◎副センター長 ◎スタッフリーダー ◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

● 

▲ 

▲ 

収益施設業務責任者 

（統括責任者） 

（植物管理 

業務責任者） 

運営維持管理

業務責任者 

運営維持管理 

 

受付催事担当、各種作業補助に

関すること 

※シフト勤務 

平均 7名/日 

（6ポスト 7名体制） 

● ３人（週５日） 

▲１８人（週２０ｈ） 

 

 

     

21 名 

● 

● 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ ◎パークスタッフ 

▲ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

◎パークスタッフ 

▲ 

▲ 

▲ 

▲ 

 

 

◎スタッフリーダー 

◎スタッフリーダー 

企画 

 

総務 
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２Ｆ

５

１Ｆ

１

３

４２

No ポスト名 業務内容

受付 ・各種受付業務 ／ インフォメーション業務
・タブレット端末の貸出し・使い方説明 ・緊急時の脱出経路の照明切替

搭乗者案内・

2階映像ホール案内

・エレベーターホールでの待ち列誘導
・エレベーター周辺の安全管理 ・エレベーター搭乗案内および開閉操作

・団体見学者 2階映像ホール誘導・案内

再現被災地 ・来館者の安全監視および展示物目視管理
・タブレット端末の使い方補助説明

・展示物の案内・説明
・再現避難所への誘導

再現避難所 ・タブレット端末の回収、受付への移動
・余震体験補助説明 ・展示物の案内説明

2F受付 ・２Fインフォメーション業務
・団体見学者のアテンド
・自助体験コーナー展示物案内

・安全監視・盗難防止目視管理

・アンケート回収

スタッフリーダー
（副センター長）

・団体との調整
・監視モニターチェック
・団体申込の受入れ

・スタッフの管理・教育
・タブレット端末回収補佐及び受付への移動
・ボランティアの登録受付

１

２

３

４

５

パークスタッフ スタッフポスト配置図およびポスト業務 H28.4.～

別紙P216



 

管理センター長が関わる会議など 

 

【 H30 】 
（１）事業連絡協議会  毎月第 2 水曜日 国、管理センターの連絡会議 

出席必須 

 
（２）臨海副都心まちづくり協議会総会 5 月     臨海副都心まちづくり協議会 

 
 

（３）防災訓練   ９月   国、警備、施設保全、清掃、 
管理センター 

出席必須 

 
【 R1 】 
（１）事業連絡協議会  毎月第 2 水曜日 国、管理センターの連絡会議 

出席必須 

 
（２）臨海副都心まちづくり協議会総会 5 月     臨海副都心まちづくり協議会 

 
 
（３）防災訓練   ９月   国、警備、施設保全、清掃、 

管理センター 
出席必須 

 
【 R2 】 
（１）事業連絡協議会  毎月第 2 水曜日 国、管理センターの連絡会議 

出席必須 

 
 
【 R3 】 
（１）事業連絡協議会  毎月第 2 水曜日 国、管理センターの連絡会議 

出席必須 

 
※H30 年度、R1 年度（4-1 月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。 

 

別紙２６ 
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別紙２７

【 H30 】 【 R1 】

期間 件数 期間 件数

4月 0 4月 1

5月 1 5月 4

6月 0 6月 0

7月 0 7月 2

8月 0 8月 0

9月 0 9月 1

10月 1 10月 1

11月 0 11月 1

12月 0 12月 0

1月 1 1月 1

2月 0 2月 0

3月 1 3月 0

計 4 計 11

【 R2 】 【 R3 】

期間 件数 期間 件数

4月 3 4月 0

5月 3 5月 4

6月 0 6月 1

7月 1 7月 1

8月 0 8月 1

9月 0 9月 1

10月 1 10月 1

11月 0 11月 0

12月 1 12月 3

1月 0 1月 0

2月 2 2月 0

3月 0 3月 0

計 11 計 12

苦情、要望等対応処理

※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。
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ポスター 情報誌 オレンジチラシ イベントチラシ ポスター 情報誌 オレンジチラシ イベントチラシ

4月 5,000 12,000 14,000

5月 12,000 1,000 14,000

6月 5,000 13,300 3,000 14,000

7月 5,000 13,000 14,000

8月 3,000 14,000 14,000

9月 5,000 14,000 5,000 15,000

10月 5,000 14,000 15,000

11月 5,000 14,000 8,000 13,000

12月 14,000 10,000 13,000

1月 14,000 2,000 13,000

2月 13,000 4,000 13,000

3月 14,000 12,000

計 0 0 46,000 148,300 0 0 33,000 164,000

ポスター 情報誌 オレンジチラシ イベントチラシ ポスター 情報誌 オレンジチラシ イベントチラシ

4月 - -

5月 - -

6月 - -

7月 - 12,000

8月 13,000 4,000 12,000

9月 13,000 11,000

10月 4,000 13,000 11,000

11月 13,000 6,500 11,000

12月 13,000 11,000

1月 12,000 11,000

2月 - -

3月 - -

計 0 0 4,000 77,000 0 0 10,500 79,000

オレンジチラシ：公園概要の説明用チラシ

イベントチラシ：月1回発行

紙媒体（種類、発行部数）

※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。

月
平成30年度発行部数 令和元年度発行部数

月
令和2年度発行部数 令和3年度発行部数

別紙２８
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【 H30 】

月 件数 内容

4月 1 5月イベント（朝日新聞、FM東京、TBSテレビ、江東区報等）

5月 1 6月イベント（朝日新聞、FM東京、TBSテレビ、江東区報等）

6月 1 7月イベント（朝日新聞、FM東京、TBSテレビ、江東区報等）

7月 1 8月イベント（朝日新聞、FM東京、TBSテレビ、江東区報等）

8月 1 9月イベント（朝日新聞、FM東京、TBSテレビ、江東区報等）

9月 1 10月イベント（朝日新聞、FM東京、TBSテレビ、江東区報等）

10月 1 11月イベント（朝日新聞、FM東京、TBSテレビ、江東区報等）

11月 1 12月イベント（朝日新聞、FM東京、TBSテレビ、江東区報等）

12月 1 1月イベント（朝日新聞、FM東京、TBSテレビ、江東区報等）

1月 1 2月イベント（朝日新聞、FM東京、TBSテレビ、江東区報等）

2月 1 3月イベント（朝日新聞、FM東京、TBSテレビ、江東区報等）

3月 1 4月イベント（朝日新聞、FM東京、TBSテレビ、江東区報等）

計 12

【 R1 】

月 件数 内容

4月 1 5月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ等）

5月 1 6月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ等）

6月 1 7月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ等）

7月 1 8月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ等）

8月 1 9月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ等）

9月 1 10月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ等）

10月 1 11月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ等）

11月 1 12月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ等）

12月 1 1月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ等）

1月 1 2月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ等）

2月 0 実績なし

3月 0 実績なし

計 10

※コロナにより月によっては投げ込みできていない媒体も含む

記者投げ込み実績

別紙２９
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【R2】

月 件数 内容

4月 0 実績なし

5月 0 実績なし

6月 0 実績なし

7月 0 実績なし

8月 0 実績なし

9月 0 実績なし

10月 1 11月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ等）

11月 1 12月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ等）

12月 1 1月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ等）

1月 0 実績なし

2月 0 実績なし

3月 0 実績なし

計 3

※コロナにより月によっては投げ込みできていない媒体も含む

【R3】

月 件数 内容

4月 1 5月イベント（朝日新聞、毎日新聞TBSテレビ、PRTIMES等）

5月 0 実績なし

6月 0 実績なし

7月 0 実績なし

8月 0 実績なし

9月 0 実績なし

10月 0 実績なし

11月 1 12月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ、PRTIMES等）

12月 1 1月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ等）

1月 0 実績なし

2月 1 3月イベント（朝日新聞、毎日新聞、TBSテレビ、PRTIMES等）

3月 0 実績なし

計 4

※コロナにより月によっては投げ込みできていない媒体も含む

※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。
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物品名 数量 使用場所
タブレット 208 そなエリア東京体験ゾーン
車椅子 3 管理センター
タンカ 1 管理センター
バスケットボール 3 園地
バレーボール 2 園地
ドッヂボール 2 園地
サッカーボール 3 園地
ゴムボール(幼児用) 4 園地
ドッジビー 6 園地
なわとび 3 園地
紙飛行機(ペーパーグライダー) 3 園地
※コロナ禍で一部貸与中止期間あり

公園利用者に無償で貸与している物品一覧

別紙３０
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巡視計画書 

１ 来園者対応（迷子・苦情・事故・質問等） 

迷子・苦情・事故・質問等で来園者と直接対応する際は、明朗かつ親切な態度を保つ。 

また、当公園で定められる禁止事項等を遵守し、該当する行為を発見した際は速やかに利用者

指導を行なう。 

 

分類 内  容 

禁
止
行
為 

① 花卉又は果実種子等を採取する行為。ただし調査研究等を目的として許可を得たも

のを除く 
② 指定場所以外でのガスコンロ、石油コンロ並びに花火等の火気を使用する行為 
③ 灰皿のある場所以外での喫煙 
④ 他の利用者及び近隣の快適性を明らかに損なう音響の発生 
⑤ 他の利用者の安全又は公園施設の正常な利用に支障を及ぼす行為 
⑥ 職員等の許可なく、洗濯、寝泊り等をする行為 
⑦ 自転車の利用に関し次の各号に掲げる行為 

イ 定められた駐輪場以外の区域の自転車の駐輪 
ロ 過度なスピード走行 

⑧ 職員等の許可を得ないバイク、車両の乗り入れ 
⑨ 犬等の動物の放し飼い 

許
可
行
為 

① 公園内の一定の場所を独占的に使用する行催事 
② 開催日時を事前に告知することにより参加者を公募して行なう行催事 
③ ステージ、テント、マイクロホン、机、イス等を公園内に設置して行なうもの 
④ 写真又は映画等を営利目的で撮影するもの 

持
ち
込
み
禁
止
物
件 

① 刀剣類（モデルガン、木刀、竹刀を含む） 
② ブーメラン、弓矢、パチンコ、ラジコン模型類等 
③ 捕鳥網、植物採集道具、釣り道具類 
④ 爆発性、引火性の高い花火、火薬、大量のガス、油脂類及び火を使用する器具類（定

められた場所で使用する家庭用のガス器具類、イベントを除く） 
⑤ テント（個人利用） 
⑥ その他、公園利用の妨げとなるおそれが生じるもの 

制
限
物
件 

① 指定場所においてのみ条件付きで持ち込みを認める物件 
② スケートボード類 
③ タープ、パラソル、デッキチェアー 
④ 凧、カイト類 
⑤ その他、場所の特定が必要と思われるもの 

 

２ 各施設の確認 

施設分類 施設名 チェック項目 

工作物 

園路広場 不陸・陥没、汚れ、舗装材等のはがれ欠損ほか 
ベンチ、パーゴラ 落書き、ネジ等のゆるみ・ぐらつき、部材欠損ほか 
手すり、柵、車止め、

チェーンゲート、看板 
落書き、ネジ等のゆるみ・ぐらつき、部材欠損、動作異

常ほか 
水景施設 操作盤の異常確認、動作・水の形状確認、グレーチング

等の汚れ・つまり、部材欠損、いたずらほか 
人孔、ハンドホール、

水栓類、街路灯 
蓋のゆるみ、街路灯の点灯状況 

放送設備、駐車場出庫

灯、 
スピーカーの音量、出庫灯の音量・ランプ切れ 

清掃 ゴミの状況、ベンチ等工作物の汚れ、自販機周りほか 

別紙３１ 
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施設管理 
 

火の始末 喫煙場所、バーベキューコーナーほかの状況 
施錠 門・開門時の落とし棒、倉庫、車止ほかの施錠状況 
テロ等対策 不審者、不審物、不審車両の有無 

 

３ 各植栽樹木等の確認 

施設分類 施設名 チェック項目 

植物 

高木 生育不良、枝・幹折れ、傾き、支柱不具合、病虫害、剪

定の必要性、いたずらほか 
中低木 枯れ、倒木、灌水の必要性（一般地、屋上庭園、壁面緑

化）、剪定の必要性、いたずらほか 
芝生・地被・草花 芝刈りの必要性、雑草、病虫害、切取り、掘取り、いた

ずらほか 
その他 屋上庭園・壁面緑化の自動灌水設備・散水設備の損傷、

作動状態、屋上庭園の防水層損傷兆候 

 

４ 園内の自然環境情報 

施設分類 施設名 チェック項目 
自然環境 その他 開花情報、野鳥の初鳴き情報など 

 

5 .入園者数の調査 

14：00 の巡視の時に下図の測点①、②で入園者数を調査する。 
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平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

修繕に要した
総費用（円）

（税抜）
1,216,954 1,199,033 2,103,432 5,679,101

建物・工作物に係る修繕履歴（修繕箇所、費用等）

＊ここで示す総費用には「点検」を含んでいる。また、「諸資材購入費」は含まれていない。

＊H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。
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清掃場所、箇所、内容、方法及び頻度等 

１．清掃場所、箇所 

 ・体験学習施設のうち清掃業務以外の範囲（下図参照：橙色スペース）。 

 ・園内（都立公園側を除く）及び屋上庭園（下図参照）。 

 

【体験学習施設】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（橙色スペース）：体験学習施設 

 
 
【園内・屋上庭園】 

 
 

別紙３３ 

【１階】 

【２階】 

屋上庭園 

防災関連部
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２．清掃内容、方法 

【体験学習施設】 

・利用者が快適に展示装置等を利用できるよう、常時清潔かつ快適な施設環境を保つ。 

・目に見える埃、ごみ、汚れ、シミ、落書きがないように努める。 

 
【園地、工作物】 

・公園利用の動向、塵芥及び汚水等の発生量、天候等に即応して適切な措置をとり、常

時公園内・屋上庭園を清潔に保つ。 

・舗装面のガム等の汚れは早めに除去し、美観を保つ。 

・汚れの除去は工作物の腐食防止の観点からも行う。 

・園内にごみ箱が設置された場合はごみの回収を行う。 

・調査職員から指示された場合は、その作業を行う。 

 

＜その他留意事項＞ 

・本部棟は建築物における衛生的環境の確保に関する法律に基づく特定建築物であ

る。 

・別業務において、害虫防除作業、タイルカーペット洗浄、窓ガラス清掃を実施する時に

は、実施時期の調整、什器類の移動等を行う。 

・園内のごみの発生量や分別作業を抑制するため、利用者動向に配慮してごみ箱の設

置方法、箇所数や設置場所を決定し、必要に応じて見直しを行う。 

・調査職員から指示された場合は、その作業を行う。 

・業務において発生した廃棄物は所定の場所に運搬し、堆積すること。堆積場所は本部

棟内の塵芥室を予定している。都立公園内のごみ管路投入施設への投入作業を本業

務において実施する場合がある。 

 
３．清掃頻度 

・１日１回（半日程度）とする。 
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農薬、肥料、土壌改良材リスト 

 

【 H30 】 

 

 種 別 作業回数 施工数量 施工箇所等 摘要（肥料名等） 

草花 施肥・人力 3 回 － 壁面緑化 住友液肥 

 

【 R1 】 

 

 種 別 作業回数 施工数量 施工箇所等 摘要（肥料名等） 

草花 施肥・人力 1 回 － 壁面緑化 住友液肥 

 

【 R2 】 

 

 種 別 作業回数 施工数量 施工箇所等 摘要（肥料名等） 

草花 施肥・人力 2 回 － 壁面緑化 住友液肥 

 

【 R3 】 

 

 種 別 作業回数 施工数量 施工箇所等 摘要（肥料名等） 

草花 施肥・人力 2 回 － 壁面緑化 住友液肥 

 

※H30 年度、R1 年度（4-1 月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。 
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農薬散布（位置、数量、時期、頻度等） 

 

【 H30 】 

該当なし 

 

 

【 R1 】 

 

 種 別 作業回数 施工数量 施工箇所等 摘要（肥料名等） 

高木 農薬散布・人力 2 回 200ｍｌ エントランス広

場、屋上庭園 

スミチオン乳剤 

 

 

【 R2 】 

 種 別 作業回数 施工数量 施工箇所等 摘要（肥料名等） 

高木 農薬散布・人力 2 回 200ｍｌ 屋上庭園、エン

トランス広場 

スミチオン乳剤 

 

 

【 R3 】 

 種 別 作業回数 施工数量 施工箇所等 摘要（肥料名等） 

高木 農薬散布・人力 2 回 200ｍｌ 屋上庭園、エン

トランス広場 

スミチオン乳剤 

 

 

※H30 年度、R1 年度（4-1 月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。 
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植物性廃棄物の取扱（発生・処理・活用量等） 

 

【 H30 】 

 

発生物 発生量 処理方法 備  考 

芝・草除草クズ 4758.7kg ゴミ処理場 一部をマルチング等に利用 

 

【 R1 】 

 

発生物 発生量 処理方法 備  考 

芝・草除草クズ 3854.0kg ゴミ処理場 一部をマルチング等に利用 

 

【 R2 】 

 

発生物 発生量 処理方法 備  考 

芝・草除草クズ 4697.0kg ゴミ処理場 一部をマルチング等に利用 

 

【 R3 】 

 

発生物 発生量 処理方法 備  考 

芝・草除草クズ 4451.4kg ゴミ処理場 一部をマルチング等に利用 

 

※H30 年度、R1 年度（4-1 月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。 
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【 H30 】

施設名称 営業場所 開設期間

そなえカフェ 本部棟（エントランスホール） 平成30年4月1日～平成31年3月31日

自動販売機（アイス） 本部棟東側水飲み脇 平成30年4月1日～平成31年3月31日

自動販売機（飲料） 本部棟東側水飲み脇 平成30年4月1日～平成31年3月31日

自動販売機（飲料） がん研有明病院門扉東側 平成30年4月1日～平成31年3月31日

バーベキューガーデン 多目的広場 平成30年4月1日～平成31年3月31日

【 R1 】

施設名称 営業場所 開設期間

そなえカフェ 本部棟（エントランスホール） 平成31年4月1日～令和2年3月31日

自動販売機（アイス） 本部棟東側水飲み脇 平成31年4月1日～令和2年3月31日

自動販売機（飲料） 本部棟東側水飲み脇 平成31年4月1日～令和2年3月31日

自動販売機（飲料） がん研有明病院門扉東側 平成31年4月1日～令和2年3月31日

バーベキューガーデン 多目的広場 平成31年4月1日～令和2年3月31日

【 R2 】

施設名称 営業場所 開設期間

そなえカフェ 本部棟（エントランスホール） 令和2年4月1日～令和3年3月31日

自動販売機（アイス） 本部棟東側水飲み脇 令和2年4月1日～令和3年3月31日

自動販売機（飲料） 本部棟東側水飲み脇 令和2年4月1日～令和3年3月31日

自動販売機（飲料） がん研有明病院門扉東側 令和2年4月1日～令和3年3月31日

自動販売機（飲料） そなえカフェ前 令和2年7月1日～令和3年3月31日

バーベキューガーデン 多目的広場 令和2年4月1日～令和3年3月31日

【 R3 】

施設名称 営業場所 開設期間

そなえカフェ 本部棟（エントランスホール） 令和3年4月1日～令和4年3月31日

自動販売機（アイス） 本部棟東側水飲み脇 令和3年4月1日～令和4年3月31日

自動販売機（飲料） 本部棟東側水飲み脇 令和3年4月1日～令和4年3月31日

自動販売機（飲料） がん研有明病院門扉東側 令和3年4月1日～令和4年3月31日

自動販売機（飲料） そなえカフェ前 令和3年4月1日～令和4年3月31日

自動販売機（飲料） 有明口 令和3年4月1日～令和4年3月31日

バーベキューガーデン 多目的広場 令和3年4月1日～令和4年3月31日

自主事業、売り上げ等

※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。
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売上

施設名 売上額（円） 備考

そなえカフェ 7,928,219 ４年平均

自動販売機本部棟東側水飲み脇（アイス） 126,502 ４年平均

自動販売機本部棟東側水飲み脇（飲料） 639,145 ４年平均

自動販売機がん研有明病院門扉東側（飲料） 336,108 ４年平均

自動販売機そなえカフェ前（飲料） 155,884 1.7年平均

自動販売機有明口前（飲料） 305,699 1年平均

ガイドツアー 3,599,153 ４年平均

バーベキューガーデン 6,924,632 ４年平均

バーベキューガーデン

自動販売機本部棟東

そなえカフェ

がん研有明病院門扉
東側

自動販売
機有明口

自動販売機
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【 H30 】

施設名称 営業場所 開設期間

ガイドツアー 本部棟（72ｈツアー） 平成30年4月1日～平成31年3月31日

【 R1 】

施設名称 営業場所 開設期間

ガイドツアー 本部棟（72ｈツアー） 平成31年4月1日～令和2年3月31日

【 R2 】

施設名称 営業場所 開設期間

ガイドツアー 本部棟（72ｈツアー） 令和2年4月1日～令和3年3月31日

【 R3 】

施設名称 営業場所 開設期間

ガイドツアー 本部棟（72ｈツアー） 令和3年4月1日～令和4年3月31日

自主事業、売り上げ等

※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、参考値として掲載した。
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年度 回数 参加人数 売上（千円）

H30 431 10,770 7125

R1 355 9,414 6894

R2 23 421 434

R3 51 932 926

ガイド付き見学コース（有料）
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9 30 11 00 1.5

9 30

03-3529-2180 8 30

39
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10 00 11 30 1.5

10 00

03-3529-2180 8 30
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ガーデンクラブ活動

【 H30 】

【 R1 】

月 延べ開催回数 延べ参加人数

4 2 6

5 4 24

6 2 9

7 3 7

8 2 4

9 2 10

10 5 26

11 4 18

12 2 8

1 3 8

2 3 10

3 4 15

合計 36 145

月 延べ開催回数 延べ参加人数

4 3 9

5 4 10

6 4 11

7 5 10

8 3 9

9 2 3

10 5 12

11 3 8

12 2 8

1 2 6

2 3 9

3 0 0

合計 36 95

※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、
参考値として掲載した。
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ガーデンクラブ活動

【 R2 】

月 延べ開催回数 延べ参加人数

4 - -

5 - -

6 - -

7 - -

8 - -

9 - -

10 - -

11 - -

12 - -

1 - -

2 - -

3 - -

合計 - -

月 延べ開催回数 延べ参加人数

4 2 11

5 1 2

6 1 21

7 3 28

8 2 10

9 5 22

10 2 22

11 3 13

12 3 12

1 1 4

2 3 9

3 3 17

合計 29 171

【 R3 】

※延べ開催回数および延べ参加人数にメンテナンスデーを含む
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そなエリアクラブ活動

【 H30 】

【 R1 】

月 延べ開催回数 延べ参加人数

4 1 1

5 0 0

6 3 3

7 8 13

8 2 2

9 1 1

10 1 1

11 1 1

12 5 7

1 2 2

2 2 4

3 3 3

合計 29 38

月 延べ開催回数 延べ参加人数

4 2 1

5 3 3

6 3 3

7 3 3

8 1 1

9 2 2

10 2 2

11 2 2

12 5 7

1 1 1

2 2 2

3 0 0

合計 26 27

※H30年度、R1年度（4-1月）は、前回契約の期間外だが、
参考値として掲載した。
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そなエリアクラブ活動

【 R2 】

月 延べ開催回数 延べ参加人数

4 - -

5 - -

6 - -

7 - -

8 - -

9 - -

10 - -

11 - -

12 - -

1 - -

2 - -

3 - -

合計 - -

月 延べ開催回数 延べ参加人数

4 - -

5 - -

6 - -

7 - -

8 - -

9 - -

10 - -

11 - -

12 - -

1 - -

2 - -

3 - -

合計 - -

【 R3 】
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○○公園運営維持管理業務 令和○○年度業務評定 

【概要】 

公園名 ○○公園 

所在地  

事業者  

履行期間 自；令和○○年○月○日   至；令和○○年○月○○日 

評価対象年度 令和○○年度 

【目標達成状況】 

目標指数 

 

事業者が設定した

目標値 

達成状況 備考 

① 公園利用者数 年間○○万人   

② 利用者満足度 年間○○％   

③ ○○ ○○   

    

    

    

    

    

    

【運営状況】 

評価内容 

 

評価ランク 

 

優   ・   良   ・   可 

 

特記 

事項 

特に評価 

すべき 

事項 

 

改善が 

望まれる 

事項 

 

今後の 

課題等 

 

備  考 
 

 

 

別紙４０ 
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（提出様式１－１） 

競争参加資格確認申請書 

令和  年  月  日 

支出負担行為担当官 

 関 東 地 方 整 備 局 長 殿 

 住      所 
商号又は名称 

   代 表 者 氏 名 印 
（担  当  者） 

所属部署 
氏    名 

 電話番号 
 FAX番号 

E-mail

（共同企業体の場合は、以下のように記入すること。） 

   住     所 共同体事務所の所在地 

  商号又は名称 R5-9国営東京臨海広域防災公園 
運営維持管理業務◇◇・○○共同体 

   代表者氏名                  印 

  令和5年●月●日付けで入札公告のありました「R5-9国営東京臨海広域防災公園運営維
持管理業務」に係わる競争に参加する資格について、確認されたく関係書類を添えて申請しま
す。 

 なお、入札説明書第１章３．（１）１）①、⑥及び２）を満たすこと、並びに添付書類の内容につ
いては事実と相違ないことを証明します。 

入札参加希望者が『電子調達システムによるダウンロー

ド』もしくは『発注機関による交付』の方法により直接入

札説明書等の入手をしないで申請書を作成された場合、競

争参加資格は認められませんので、ご注意ください。 

【入札公告２(1)1)⑦記載】 

※申請書作成にあたっては、このテキストボックスを削除

してから作成してください。
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（提出様式１－２） 
○企業の業務実績 

 

担当する分担業務：○○業務 

 

会社名：○○○○(株) 

 

業務名 

 

発注者 

 

受注形態 

 

業務概要 

 

履行期間 

○○○○○○○○○業務  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○○県 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ・単独  
 ・共同企業体 
(・代表者・代表者

以外) 
 
 
 
 
 
 
 

公園種別、○○施設（園地管理面
積約○㎡）、展示面積、業務内容
等を記載。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和○年○月 
～ 

令和○年○月 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
内容種別 1) 2) 
     3) 4) 
     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
内容種別 1) 2) 

    
 3) 4) 

企 業 の 延 べ 業 務 年 数  ○ ヶ 月  

 
１ 級 造 園 施 工 管 理 技 士 保 有 者 数 （ 植 物 管 理 業 務 の み 記 入 ）  
 
              令 和 ５ 年 ● 月 ● 日 時 点  ○ 名  

注１：業務概要欄には業務の具体的内容が分かるよう記述する。 

注２：面積、植栽地の存在が分かる資料（施工図面、空中写真、地形図等）を添付す

る。図面等で植栽地の存在が証明できない場合は、図面等と照合できる現地写真を添

付する。 

注３:実績として記載した業務に係る契約書の写し及び業務計画書等の写しを提出する。 

注４:複数の業務を記載する場合は行を追加して記入する。 

注５:記載する業務件数による評価は行わない。 

注６:内容種別欄は実施要項３．２．の「表７ 企業の業務実績等に関する要件」の１)～４)の

いずれか該当するものを選び○を記入する。 

注７：実施要項３．２．の「表７ 企業の業務実績等に関する要件」の注意事項に沿って記載

する。 

注８：参加する法人の会社概要がわかる公表資料（会社紹介パンフレット、ＨＰ等）を別途提出

する。 
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（提出様式１－３） 
○業務責任者の業務実績 

 
担当する分担業務： ○○業務 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
ふ り が な

氏 名   
 
生年月日   年  月  日 

会社名・所属・役職 

○ ○ 会 社 ・ ○ ○ 部 ・ ○ ○ 部 長  

保有資格（植物管理業務責任者は、１級造園施工管理技士を必ず記入すること） 

  ・１級造園施工管理技士 （登録番号：       ）     （取得年月日：  年  月  日） 

業務名 
発注

者 

受注形態 業務概要 期間 

総括責任

者の経験

期間 

業務責

任者の

経験期

間 

業務経

験の期

間 

○○○○○○○○○ 
業務 

 
○○ 

・単独 
・共同企業体 

(・代表者・代
表者以外) 

 

公園種別、○○

施設（園地管理

面積約○㎡）、

展示面積、業務

内容等を記載。 
 

令和○年○月 
～ 

令和○年○月 
 

令和○年
○月 
～ 

令和○年
○月 

令和○年
○月 
～ 

令和○年
○月 

令和○年
○月 
～ 

令和○年
○月 内容種別  

【同種】 1) 2) 
【類似】 3) 4)  

 
○○○○○○○○○ 

業務 
 

 
 

○○ 
 

 
・単独 

・共同企業体 
(・代表者・代

表者以外) 

 
公園種別、○○

施設（園地管理

面積約○㎡）、

展示面積、業務

内容等を記載。 

 
令和○年○月 

～ 
令和○年○月 

 

 
令和○年

○月 
～ 

令和○年
○月 

令和○年
○月 
～ 

令和○年
○月 

○月 
～ 

令和○年
○月 

内容種別  

【同種】 1) 2) 
【類似】 3) 4)  

総括責任者の延べ経験年数 
○年○

ヶ月 

業務責任者の延べ経験年数 
○年○ヶ

月 
 

業務経験 の延べ経験年数 
○年○ヶ

月 

注１：業務概要欄には業務の具体的内容が分かるよう記述する。 

注２：面積、植栽地の存在が分かる資料（施工図面、空中写真、地形図等）を添付すること。図面等で植栽

地の存在が証明できない場合は、図面等と照合できる現地写真を添付する。 

注３:実績として記載した業務に係る契約書の写し及び業務計画書等を提出する。 

注４:経験年数が複数件にまたがる場合は行を追加して記入する。 

注５：企画書の提出時に雇用関係が無い場合は、業務開始時までに雇用される念書（任意様式）及び業務

経験証明書（様式１－８）を添付する。 

注６:内容種別欄は実施要項３．３． 「表８ 配置予定者の業務実績等に関する要件」の１)～７)のいずれ

か該当するものを選び○を記入する。 

注７:実施要項３．３．配置予定者の業務実績等に関する要件の実施体制に沿って記載する。 

注８：実施要項３．３．に定める業務を分割し複数の業務責任者を配置できない。配置した場合には、

特定しない。ただし、実施要項に定める範囲において兼務は可能とする。 
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（提出様式１－４）守秘性に関する要件 

 
○守秘義務に関し、下記の処置が講じられているか記載する。 

 
イ．  社内規則等（守秘義務に関する規程及びその罰則規が明示されているものに限る）制定に

ついて 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
  ロ．守秘義務に関する研修、講習等の定期的な実施について 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

注１： 守秘義務に関する規程及びその罰則規定を定めた社内の規則等（該当ページのみ）を添

付することとし、該当部分に下線を引くこと。 

共同体の場合は、各構成員それぞれの提出様式１－４を作成し、かつ各構成員それぞれの

守秘義務に関する規程及びその罰則を定めた社内の規則等（該当ページのみ）を添付するこ

ととし、該当部分に下線を引くこと。 
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5 

（
提
出
様
式
１
－
５
－
１
）
業
務
実
施
体
制
 

  
[
実
施
要
項
で
定
め
る
業
務
責
任
者
]
 

 
 

実
施

要
項

3
.
3
.
に

定
め

る
業
務
責
任
者
 

 
具
体
的
な
業
務
内
容
 

 

雇
用
形
態
 

資
格
、
能
力
、
実
務
経
験
年
数
等

（
業
務
内
容
に
対
す
る
適
切
性
に

つ
い
て
記
載
）
 

１
週
間
の
予
定
勤
務
時
間
 

 
備
考
 

 
常
勤
 

 

非
常
勤
 

 

委
託
 

 

 
そ
の
他
（
具

体
的
に
）
 

総
括
責
任
者
 

 
  
○
 

  
 
－
 

  
 
－
 

 

  
 

月
 
火
 
水
 
木
 
金
 
土
 
日
 
計
 
代
表
企
業
 
 

 
○
○
会
社
 

 
 
関
東
 
太
郎
 

８
 
８
 
８
 
８
 
８
 
０
 
０
 
4
0
 

施
設
・
設
備
維
持
 

管
理
業
務
責
任
者
 

 
 

 
 

 
 

月
 
火
 
水
 
木
 
金
 
土
 
日
 
計
 

○
○
会
社
 

 
 
○
○
 
○
○
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
植
物
管
理
 

 
業
務
責
任
者
 

 
 

 
 

 
 

月
 
火
 
水
 
木
 
金
 
土
 
日
 
計
 

○
○
会
社
 

 
 
○
○
 
○
○
 

 
 

 
 

 
 

 
 

収
益

施
設

等
設

置
管

理
運
営
業
務
責
任
者
 

 
 

 
 

 
 

月
 
火
 
水
 
木
 
金
 
土
 
日
 
計
 

○
○
会
社
 

 
 
○
○
 
○
○
 

 
 

 
 

 
 

 
 

     
※

 
組

織
図

（
業

務
実

施
の

た
め

の
管

理
機

構
）

を
添

付
す

る
（

任
意

様
式

）
。

 
※

 
総

括
責

任
者

お
よ

び
業

務
責

任
者

が
資

格
要

件
の

条
件

を
満

た
さ

な
い

場
合

は
欠

格
と

す
る

。
 

 
※

 
備

考
欄
に

は
、

所
属

企
業

名
お

よ
び

配
置

予
定

者
の

氏
名

を
記

載
す

る
。

共
同

体
の

場
合

は
、

各
構

成
員

の
所

属
企

業
名

お
よ

び
配

置
予

定
者

の
氏

名
を

記
載
す
る
。
 

※
 
実
施

要
項
 

３
．

３
．
に

定
め

る
業
務

を
分

割
し
複

数
の

業
務
責

任
者

を
配
置

で
き

な
い
。

配
置

し
た
場

合
に

は
、
欠

格
と

す
る
。

た
だ

し
、
実

施
要

項
に
定

め
る

範
囲

に
お

い
て

兼
務

は
可

能
と
す
る
。
 

※
 
[
実

施
要
項

以
外

で
提

案
す

る
業

務
責

任
者

の
下

に
配

置
し

、
責

任
者

を
補

佐
す

る
者

]
を
配

置
す

る
場

合
に

は
、

別
紙

に
記

入
す

る
こ

と
。

 
    ※

 
総
括
責
任
者
及
び
総

括
責
任
者
以
外
の
業
務
責
任
者
は
、
原
則
、
実
施
期
間
中
専
任
（
注
）
と
す
る
。
な
お
、
病
気
・
死
亡
・
出
産
・
育
児
・
介
護
等
の
事
情
に
よ
り
や
む
を
得
ず
総
括
責
任

者
又
は
総
括
責
任
者

以
外
の
業
務
責
任
者
を
変
更
す
る
場
合
は
、
上
記
に
掲
げ
る
基
準
を
満
た
し
、
か
つ
、
当
初
の
者
と
同
等
以
上
の
者
を
配
置
す
る
も
の
と
し
、
予
め
関
東
地
方
整
備
局
の

承
諾
を
得
る
も
の
と

す
る
。

 
（
注

：
専
任
と
は
、
他
の
工
事
及
び
業
務
等
に
係
る
職
務
を
兼
務
せ
ず
、
常
時
継
続
的
に
当
該
業
務
に
係
る
職
務
に
の
み
従
事
し
て
い
る
こ
と
を
い
う
。
た
だ
し
、
契
約
の
締
結
後
、
業
務
開
始

す
る
ま
で
の
期
間
（
準
備
期
間
）
は
専
任
を
要
し
な
い
。
）
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6 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
別
紙
）
 

 
 
[
実
施
要
項
以
外
で
提
案
す
る
業
務
責
任
者
の
下
に
配
置
し
、
責
任
者
を
補
佐
す
る
者
]
 

 
 

業
務
責

任
者
の
下
に
配

置
し
、

責
任
者
を
補
佐

す
る
者
 

 
具
体
的
な
業
務
内
容
 

 

雇
用
形
態
 

資
格
、
能
力
、
実
務
経
験
年
数
等

（
業
務
内
容
に
対
す
る
適
切
性
に

つ
い
て
記
載
）
 

１
週
間
の
予
定
勤
務
時
間
 

 
備
考
 

 
常
勤
 

 

非
常
勤
 

 

委
託
 

 

 
そ
の
他
（
具

体
的
に
）
 

△
△
業
務
責
任
者
の
下
 

 
  
○
 

  
 
－
 

  
 
－
 

 

  
 

月
 
火
 
水
 
木
 
金
 
土
 
日
 
計
 

○
○
会
社
 

 
 
○
○
 
○
○
 

○
○
係
長
 

８
 
８
 
８
 
８
 
８
 
０
 
０
 
4
0
 

□
□
業
務
責
任
者
の
下
 

 
 

 
 

 
 

月
 
火
 
水
 
木
 
金
 
土
 
日
 
計
 

○
○
会
社
 

 
 
○
○
 
○
○
 

○
○
リ
ー
ダ
ー
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
月
 
火
 
水
 
木
 
金
 
土
 
日
 
計
 

○
○
会
社
 

 
 
○
○
 
○
○
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
月
 
火
 
水
 
木
 
金
 
土
 
日
 
計
 

○
○
会
社
 

 
 
○
○
 
○
○
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 ※
 
[
実

施
要
項

で
定

め
る

業
務

責
任

者
]
の

下
に

配
置

す
る

の
か

責
任

区
分

を
明

確
に

す
る

こ
と

。
 

※
 
[
実

施
要
項

で
定

め
る

業
務

責
任

者
]
と

併
せ

た
組

織
図

（
業

務
実

施
の

た
め

の
管

理
機

構
）

を
添

付
す

る
（

任
意

様
式

）
。

 
 

※
 
配

置
予

定
人

員
の

枠
が

足
り

な
け

れ
ば

、
追

加
し

て
記

入
す

る
。

 
※

 
備
考

欄
に
は

、
所

属
企
業

名
お

よ
び
配

置
予

定
者
の

氏
名

を
記
載

す
る

。
共
同

体
の

場
合
は

、
各

構
成
員

の
所

属
企
業

名
お

よ
び
配

置
予

定
者
の

氏
名

を
記
載

す
る

。
（

氏
名

が
未

確
定

の
場

合
は
、
氏
名
に
つ
い

て
、
記
載
し
な
く
て
も
よ
い
）
 

※
 
業
務

責
任
者

の
下

に
配
置

し
、

業
務
責

任
者

を
補
佐

す
る

者
を
変

更
す

る
場
合

は
、

当
該
業

務
に

精
通
し

た
者

を
配
置

す
る

も
の
と

し
、

予
め
関

東
地

方
整
備

局
の

承
諾
を

得
る

も
の
と

す
る

。
 

    

別紙P254



 
7 

業
務

実
施

体
制

 
組

織
図

（
業

務
実

施
の

た
め

の
管

理
機

構
）

 
（
作

成
例

）
 

                                 
注
１
：
共
同

体
の

場
合

は
、

責
任

者
の

氏
名

の
後

に
構

成
企
業
名
を
記
載
す
る
こ
と
。
 

 
注
２
：
災

害
、

繁
忙

期
等

の
緊

急
時

に
お

け
る

体
制

（
責
任
体
制
、
現
地
体
制
）
に
つ
い
て
も
分
か
る
よ
う
に
記
載
す
る
こ
と

。
 

総
括

責
任
者

 
◇

◇
 
◇
◇

 
○

社
 

施
設
・
設
備
維
持
管
理
業
務
責
任
者
 
◇
◇
 
○
社
 

収
益
施
設
等
設
置
管
理
運
営
業
務
責
任
者
 
◇
◇
 
◇
◇
 
○
社
 

○
○
責
任
者
 
◇
◇
 

◇
◇
 

企
画

部
 
◇

◇
 
◇

◇
 

経
理

部
 
◇

◇
 
◇

◇
 

○
○

公
園

管
理

セ
ン

タ
ー

○
○

会
社

 
本

社
 

協
力

会
社

 

○
○

部
 
◇

◇
 
◇

◇
 

下
請

会
社

 
◇

◇
 

◇
◇
 

再
委

託
 

○
○
責
任
者
 
◇
◇
 

◇
◇
 

◇
◇

 
◇
◇
 

◇
◇

 
◇
◇
 

植
物
管
理
業
務
責
任
者
 
◇
◇
 
◇
◇
 
○
社
 

別紙P255



8  

（提出様式１－５－２） 業務実施体制における提案 

 
・ 迅 速 か つ 円 滑 な 意 志 決 定 及 び 臨 機 の 対 応 等 の 体 制 に 関 し 、 緊 急 時 等 に お い

て も 混 乱 な く 対 応 で き る 水 準 を 超 え た 優 れ た 提 案 を 記 述 。  
  
 ※ 上 記 に つ い て 、 組 織 面 、 費 用 面 の 対 応 等 を 付 帯 的 に 記 載 す る こ と 。  

 
 

※A4版１枚以内にまとめる(図表含む。)。 
※文字寸法は10.5ﾎﾟｲﾝﾄ以上。 
※白黒片面印刷で提出すること。 
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（提出様式１－５－３） 
○申請した総括責任者以外で同一企業に在籍する総括責任者（代替総括責任者）の業務実績 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
ふ り が な

氏 名   
 
生年月日   年  月  日 

会社名・所属・役職 

○ ○ 会 社 ・ ○ ○ 部 ・ ○ ○ 部 長  

保有資格 

  ・技術士（建設部門：都市及び地方計画） （登録番号：   ）  （取得年月日： 年 月 日） 

業務名 発注者 

受注形

態 
業務概要 期間 

総括責任

者の経験

期間 

業務責

任者の

経験期

間 

業務経

験の期

間 

○○○○○○○○○業務 
 

○○ 

・単独 
・共同企業体 
(・代表者・
代表者以

外) 
 

公園種別、○

○施設（園地

管理面積約○

㎡）、展示面

積、業務内容

等を記載。 
 

令和○年○月 
～ 

令和○年○月 
 

令和○年
○月 
～ 

令和○年
○月 

令和○年
○月 
～ 

令和○年
○月 

令和○年
○月 
～ 

令和○年
○月 

内容種別  

【同種】 1) 2) 
【類似】 3) 4)  

 
○○○○○○○○○業務 

 
  

○○ 
 

 
・単独 

・共同企業体 
(・代表者・
代表者以

外) 

 
公園種別、○

○施設（園地

管理面積約○

㎡）、展示面

積、業務内容

等を記載。 

 
令和○年○月 

～ 
令和○年○月 

 

 
令和○年

○月 
～ 

令和○年
○月 

令和○年
○月 
～ 

令和○年
○月 

○月 
～ 

令和○年
○月 

内容種別  

【同種】 1) 2) 
【類似】 3) 4)  

総括責任者の延べ経験年数 
○年○

ヶ月 

業務責任者の延べ経験年数 
○年○ヶ

月 
 

業務経験 の延べ経験年数 
○年○ヶ

月 

注１：業務概要欄には業務の具体的内容が分かるよう記述する。 

注２：面積、植栽地の存在が分かる資料（施工図面、空中写真、地形図等）を添付すること。図面等で植栽

地の存在が証明できない場合は、図面等と照合できる現地写真を添付する。 

注３:実績として記載した業務に係る契約書の写し及び業務計画書等を提出する。 

注４:経験年数が複数件にまたがる場合は行を追加して記入する。 

注５:内容種別欄は実施要項３．３． 「表８ 配置予定者の業務実績等に関する要件」の１)～５)のいずれ

か該当するものを選び○を記入する。 

注６:実施要項３．３．配置予定者の業務実績等に関する要件の実施体制に沿って記載する。 

 

（提出様式１－６）実施方針 
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※A4版２枚以内にまとめる(図表含む。)。 

※文字寸法は10.5ﾎﾟｲﾝﾄ以上。 
※別紙年間業務計画を添付する。それ以外の添付資料は認めない。 

※白黒片面印刷で提出すること。 
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1
1 

（
別

紙
）
 

年
間

業
務
計

画
（

作
成

例
）
 

工
 
種
 

種
別
 

実
施

頻
度

 
４

月
 

５
月

 
６

月
 

７
月

 
８

月
 

９
月

 
1
0
月
 

1
1
月
 

1
2
月
 

１
月

 
２

月
 

３
月

 

植
物
管
理
 

芝
生
管
理
 

●
回
／
年

低
木
管
理
 

●
回
／
年

高
木
管
理
 

●
回
／
年

草
花
管
理
 

●
回
／
年

●
●
●
●
 

●
●
●
●
 

●
●
●
●
 

●
●
●
●
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（提出様式１－７）再委託又は、下請負の予定（協力企業の名称等） 

 
企 業 名      

 
 

 
代表者名 

 
 

 
所 在 地      

 
 

 
再 委 託 す      

る理由及び      
具体的内容      

 
 

 
 
 

 
 

分担業務内容      

 

 

 

 
企 業 名      

 
 

 
代表者名 

 
 

 
所 在 地      

 
 

 
再 委 託 す      

る理由及び      
具体的内容      

 
 

 
 
 

 
 

分担業務内容      

 

 

 

 

企 業 名      

 

 

 

代表者名 

 

 

 

所 在 地      

 

 

 

再 委 託 す      
る理由及び      
具体的内容      

 

 
 
 

 
 
 

分担業務内容      

 
 

 

 
注１：再委託又は、下請負（予定含む）がある場合に記入する。 
 

注２：原則として、小規模な業務※を除き、記載された以外の業務を再委託又は下請負する場合には、金
額および必要性等について協議が必要となる。 

※ 小規模な業務とは、基本的に契約金額が100万円未満の業務等 

 

注３：再委託又は、下請負の枠が足りなければ、追加して記入すること。 
 
注４：組織図（業務実施のための管理機構）に記入すること。 
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念書（例） （申請書類提出時に当該法人と雇用関係が無い場合） 
 
 
 
 
 支出負担行為担当官 
 関東地方整備局長 殿 
 
 
 

念書（例） 
 
 
 
 
  株式会社○○○○と関東太郎は、現在雇用関係に無いが、下記の場合において
雇用契約を締結するものとする。 

 
 
 
 
 

記 
 
 
 国土交通省関東地方整備局で、令和5年●月●日付けで入札公告のあった「R5-9国営
東京臨海広域防災公園運営維持管理業務」と契約締結した場合。 
 
 
 
 
 

令和５年○月○日 
 
 
 
 
 
 
 
              住所 
              電話番号 
              会社名 株式会社○○○○ 
              代表者 代表取締役社長△△ △△ 印 
 
 
              住所  
 
              氏名   関東 太郎 印 
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（提出様式１－８）業務経験証明書 
 

 
ふりがな

氏名 

 

 

 関東 太郎           

（   年  月  日生） 

 

会社名 
 
 

 

 □□□□株式会社 
 
 

 
業務実績 

 
 

    
 ○○業務の○○責任者として従事。 

 
 

 
 

従事期間 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
        

年    月    日 

～ 
年    月    日 

 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
備考 

 

 

 
 
 

 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

上記の通りであることを証明します。 
                         令和５年○月○日 
 

 

                    住 所 

 

                    電話番号 

                    会社名  □□□□株式会社 

 

                    代表者  役職名  氏名  印 
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（提出様式１－９－１） 
令和  年  月  日 

 

収益施設運営実績書 
 

 国土交通省 関東地方整備局  殿 

 

                  （申請者）社 名 

                       代表者                 印 

                        所在地 

                        TEL(FAX) 

 

下記収益施設等について、運営実績書を提出します。 

 

記 

 

 （記入例） 

 

  国営東京臨海広域防災

公園 

収益施設名 

収益施設運営実績（※１） 収益施設運営予定（※２） 

企業としての実

績 

配置予定者とし

ての実績 

申請者（共同体構

成員を含む） 

申請者以外の者

（再委託・下請け

等） 

１ 自動販売機    ○ 

（(株)○○） 

２ バーベキューガーデン ◎ 

（(株)○○） 

 ○ 

（(株)○○） 

 

３ 飲食・物販施設 ○ 

（(株)○○） 

 ○ 

（(株)○○） 
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（提出様式１－９－１）の注意事項 

 

※１ 収益施設運営実績について、実施要項３．２．企業の業務実績に関する要件、及び３．３．

配置予定者の業務実績に関する要件の｢⑤収益施設等設置管理運営業務｣で申請している収益施

設に｢◎｣を記入し、その他実績を有する収益実績は｢○｣を記入する（共同体の場合は、代表企

業又は構成員の実績でも可。その場合｢◎｣、｢○｣のあとに実績のある者を具体的に記入する。

（例｢○（(株)○○）｣、｢◎（○○太郎）｣） 

又、｢◎｣、｢○｣を記入した施設の全ての施設について（提出様式１－９－３）に記入するこ

と。 

 

※２ 収益施設運営予定について、国営東京臨海広域防災公園において、申請者または申請者以

外の者で行うのかいずれかに｢○｣を記入する。なお、収益施設運営実績の申請者と収益施設運

営予定の申請者が必ずしも同一箇所でなくてもよい。（共同体の場合は、代表企業又は構成員

の実績でも可。その場合｢○｣のあとに実績のある者を具体的に記入する。（例｢○（(株)○

○）｣、｢○（○○太郎）｣）。申請者以外の者が未定の場合は、｢○｣のあとに｢未定｣と記載す

ること。（例｢○（未定）｣） 

又、申請者以外の者によって実施し、予定している企業等がある場合は、（提出様式１－７）

に記載すること。 

 

※３ 「R5-9国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務」に入札参加しようとする者は、公園施

設と連携して収益施設を運営することから、R5-9国営東京臨海広域防災公園収益施設等設置

管理運営規定書の事項を確認の上、収益施設運営実績書を提出しなければならない。 

また、「R5-9国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務」の受託者は、収益施設について

都市公園法第５条の申請を行い、許可を受け所定の使用料を国へ支払なければならない。 

 

※４ 共同体として参加する者が提出する場合は、R5-9国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業

務について、代表企業を申請者とする。 
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（提出様式１－９－２） 

 

収益施設名：○○       

 

会社の概要 
 

（１）以下について記入するものとする。 

  ①社名         （               ） 

②業種（主・副）    （       ・       ） 

  ③設立         （         年   月 ） 

  ④資本金        （             円 ） 

  ⑤従業員数       （             人 ） 

  ⑥株式         （   上場  ・  非上場  ） 

  ⑦株主数        （             人 ） 

  ⑧営業範囲       （東京都・関東甲信地方・全国  ） 

  ⑨年商         （             円 ） 

 

（２）下記の最新資料を添付するものとする。 

  ①会社概要書等 

  ②登記簿謄本 

  ③財務諸表（過去3ケ年分） 

 

 ※ 提出様式１－９－１で記載している全ての収益施設の施設等運営者について記載すること。

（収益施設運営実績、収益施設運営予定を含む） 

 ※ 財務諸表については、決算報告に使用された「貸借対照表」「損益計算書」「営業報告書」

「利益の処分又は損失の処理に関する議案」等（過去３ケ年分）を提出するものとする。 

※ 申請者以外の者については、上記（２）②、③は提出しなくてもよい。ただし、落札者決定さ

れた場合は、業務計画書提出時までに提出するものとする。 

※ 申請者以外の者が未定の場合は、上記（１）①社名に｢未定｣と記載すること。ただし、落札者

決定された場合は、本様式と上記（２）①～③を業務計画書提出時までに提出するものとする。 
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（提出様式１－９－３） 

 

○○施設運営実績 

 項  目 内        容 

・施設名 

・所在地 

・開設年 

（記入例） 

・○○○○  ○○店 

・東京都○○市○○１－２－３ 

・令和○年○月 

 

 

・業態 

・取扱品目 

・主な客層 

（記入例） 

・フルサービス和食レストラン 

・郷土料理 

・家族連れ、観光客 

 

 

 

 

・構造 

・規模 

（記入例） 

・構  造  RC構造 

・延床面積  401.88㎡ 

・客席面積  300㎡ 

・席  数  100席 

・厨房面積  50㎡ 

・駐 車 場      平面駐車場 普通車20台 

 

 

 

 

 

・売上高 

（記入例） 

・120,000千円／年（過去３ヶ年の平均） 

 

 

 

・従業員数 

（記入例） 

・社員３人、補員５人 

 

 

 

 ※ 提出様式１－９－１の収益施設運営実績の◎及び○と記載した箇所についてそれぞれ１件以上

記載すること。企業及び配置予定者の業務実績が同じ収益施設で異なる施設（別の施設）の場合

は、それぞれ記載すること。 又、施設等により物理的条件より記載が難しい場合であっても実

施している概要がわかる内容を記載すること。 

 ※ 売上高は、過去３ヶ年の平均とし、実績がないものは、過去２年又は１年でもよい。又１年に

満たない場合は、予定金額でもよい。 

※ 実績を証明する登記簿又は契約書等の写しと、自由様式で施設概要がわかる資料又は写真等を

２～３枚添付すること。 

なお、自由様式は、Ａ４版２枚までとし、文字サイズは１０．５ポイント以上とする。 
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（提出様式１－１０） 
                                       （第１面） 
 
 
  関東地方整備局長 殿 
 

令和  年  月  日 
住所 
商号又は名称 
氏 名         印 
（法人にあっては、代表者氏名） 
 
法定代理人 
氏 名           印 

   
 

誓 約 書 
 

令和5年●月●日付けで公告のありました「R5-9国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務」の

入札に参加するにあたり、下記のとおり誓約します。 

 

記 

 

１．次の各号のいずれかに該当する者でないこと。 

 ①心身の故障により本業務を適正かつ確実に実施することができない者 

 ②破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これと同様に取り扱われてい

る者 

 ③禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、又はこの法律の

規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日か

ら起算して5年を経過しない者 

 ④暴力団員又は暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者 

 ⑤本実施要項8.3.11により契約を解除され、その解除の日から起算し5年を経過しない者 

 ⑥営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が前各号又は次号

のいずれかに該当するもの 

 ⑦法人であって、その役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があるもの 

 ⑧暴力団員又は暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者がその事業活動を支配する者 

 ⑨その者の親会社等（その者の経営を実質的に支配することが可能となる関係にあるものとし

て、競争の導入による公共サービスの改革に関する法律施行令（平成18年政令第228号）第3条

の規定で定める者を準用する。次号において同じ。）が前各号のいずれかに該当する者 

 ⑩その者又はその者の親会社等が他の業務又は活動を行っている場合において、これらの者が

当該他の業務又は活動を行うことによって本業務の公正な実施又は本業務に対する国民の信頼

の確保に支障を及ぼすおそれがある者 

２．予決令第70条の規定に該当する者でないこと。 

３．予決令第71条の規定に該当する者でないこと。 

４．開札日において、国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の関東・甲信越

（公園所在地の地方ブロック）地域の競争参加資格を有する者であること（本実施要項4.2.2に示

す申請書類（以下「申請書類」という。）の提出期限において、現に競争参加資格を有するか、競

争参加資格申請書が受理されていることが確認できること。なお、本実施要項4.1.に示す「企画書

・収益施設運営計画書の受付期限」に競争参加資格の認定がなされない場合は、競争に参加する資

格を有しない者のした入札に該当し、入札は無効となる。） 

５．申請書類の提出期限の日から開札の時までの期間に、関東地方整備局から指名停止を受けていな

いこと。 

６．他の入札参加者又は所属する共同体以外の共同体の構成員との間に以下の基準のいずれかに該当

する関係がないこと。 
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① 資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社又は子会社の一方が更生会社又は

更生手続が存続中の会社である場合は除く。 

ｱ)親会社と子会社の関係にある場合 

ｲ)親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

② 人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただしｲ)については、会社の一方が更生会社又は

更生手続が存続中の会社である場合は除く。 

ｱ)一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

ｲ)一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

７．競争の公正性を害すると判断される場合には、本業務に係る業務に関与する者でないこと。 

８．関東地方整備局国営公園運営維持管理業務アドバイザーが属する事業者でないこと。 

９．守秘義務の遵守などについて社内の規則で明記していること。 

10．国営昭和公園事務所で令和4年度に実施の「Ｒ４有明公園運営維持管理業務に関する公募仕様検

討業務」、令和4年度に実施の「Ｒ４国営東京臨海広域防災公園防災体験学習施設実施設計・展示

更新他業務」、令和4年度に実施の「Ｒ４昭和・武蔵・有明公園維持管理に関するモニタリング調

査他業務」、令和5年度に実施の「Ｒ５昭和・武蔵・有明公園維持管理に関するモニタリング調査

他業務」に参加している日本工営株式会社、日本工営都市空間株式会社、株式会社エイト日本技術

開発及び当該業務の監理技術・担当技術者の出向・派遣元並びにこれらの者と資本面・人事面で関

係がある者でないこと。 

なお、「業務に参加」とは、当該業務を受注していること、当該業務の下請け（測量、地質調査

業務も含む）をしていることをいい、「資本面・人事面で関係がある」とは６．の①、②に該当す

ることをいう。 

11．申請書類の内容については事実と相違ないこと。 
 
上記誓約に相違があった場合は、入札参加の取消し、契約解除等の措置又は処分も甘受し、一切の異

議を申し立てないことを併せて誓約します。  
 
 

以上 
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（第２面） 
（提出様式１－１０） 

公共サービスの内容 R5-9国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務 

公共サービス実施民間事業者 ○○株式会社 住所又は所在地 ○○県○○市○○町１丁目○番○号  

親会社等（法人） ○△株式会社 

主要株主等（法人） □□株式会社、△△株式会社 

公共サービス実施民間事業者の「役員」「法定代理人」「主要株主等（個人）」 
及び「相談役、顧問等役員と同等以上の支配力を有する者」 

上記事業との関係 氏
フリ

   名
ガナ

 生年月日 性別 住   所 

例 役員 公共
ｺｳｷｮｳ

 太郎
ﾀ ﾛ ｳ

 昭和38年7月4日 男 埼玉県さいたま市中央区新都心2-1 

例 主要株主 
（個人） 

    

例 親会社の役員     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

※１ 記載しきれないときは、適宜用紙を追加して下さい。 

※２ 必要に応じて、住民票の写し等の確認書類の提出を求める場合があります。 
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（第３面） 

記載が必要な事項一覧表 

 

 

 

記載対象（※１） 

 

記載必要事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

落

 

 

札

 

 

予

 

 

定

 

 

事

 

 

業

 

 

者 

 

 

 

 

 

 

 

 

個

人

の

場

合 

① 落札予定事業者 

 

 

・氏名、生年月日、性別、住所 

・商号又は屋号 

 

② ①の法定代理人（※２） 

 
 

・氏名、生年月日、性別、住所 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 

 

 

 

人 

 

 

 

の 

 

 

 

場 

 

 

 

合 
 

① 落札予定事業者 
 

・商号又は屋号 
・主たる事業所の所在地 

② ③の役員 

 
 

・氏名、生年月日、性別、住所、役職名 
 
 

⑤ ④の法定代理人 
 

・氏名、生年月日、性別、住所 
 
 

⑥ ③の主要株主等（※３） 

（個人） 
 

・氏名、生年月日、性別、住所 
 
 

⑦ ③の主要株主等（法人） 

 
 

・商号又は屋号 
 
 

⑧ 相談役、顧問等④と同等以上の支

配力を有する 
・氏名、生年月日、性別、住所 

⑨ ③の親会社等（※４）（個人） ・氏名、生年月日、性別、住所 

⑩ ⑨の法定代理人 
 

・氏名、生年月日、性別、住所 

⑪ ③の親会社等（法人） 
 

・商号又は屋号 

⑫ ⑪の役員 ・氏名、生年月日、性別、住所 

⑬ ⑫の法定代理人 ・氏名、生年月日、性別、住所 

⑭ 相談役、顧問等⑫と同等以上の支

配力を有する者 
・氏名、生年月日、性別、住所 

※１ 「記載対象」は、それぞれ該当する者がいる場合に対象とする。 

※２ 「法定代理人」とは、営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者の場合の当該未成年者の 

法定代理人をいう。 

※３ 「主要株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を所有する株主及び出資総額の１００ 

分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。 

※４ ここでいう「親会社等」は、入札参加事業者と「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律施 

   行令」第３条第１項各号のいずれかに該当する関係（特定支配関係）を有する者のみをいい、同条第２ 

項に規定する者は含まないものとする。 
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氏名カナ（半角） 氏名漢字（漢字） 元号（半角） 年 月 日 性別
ｺｳｷｮｳ ﾀﾛｳ 公共　太郎 S 38 7 14 M 

※５ 必要に応じて、住民票の写し等の確認書類の提出を求める場合がある。 

※６ 「役員」とは、理事、取締役、執行役、業務を執行する社員、監事、監査役又はこれらに準ずる者をい 

う。 

※７ 「理事」、「監事」とは、財団法人及び社団法人等におけるものである。 

※８ 「取締役」、「執行役」、「業務を執行する社員」、「監査役」とは、会社法の株式会社、持分会社等 

におけるものである。 

※９ 前記※６の「これらに準ずる者」とは、法人格を有する他団体における役員で、理事、取締役、執行役、 

業務を執行する社員、監事、監査役と名称は異なるが、これらに準ずる者をいう。 

※10 電磁的記録媒体の作成要領 
電磁的記録は、氏名カナ、氏名漢字、生年月日、性別とし、これらをＣＳＶ 形式（例えば、エクセル、

アクセス等）により、電磁的記録媒体（ＣＤ－Ｒ等）に以下の要領で記録する。 

① 電磁的記録媒体に記載すべき対象者は、第３面により第２面に記載された者とする。 

② 氏名カナは、半角で記録し、姓と名の間を半角で１マス空ける。 

③ 氏名漢字は、全角で記録し、姓と名の間を全角で１マス空ける。なお、常用漢字でない等の理由に

より、漢字が記録不可能な場合は、当該漢字に代えて平仮名を記録する。 

④ 生年月日のうち、年、月及び日については、半角の２桁で記録する。元号については、明治の場合

は「M」、大正の場合は「T」、昭和の場合は「S」、平成の場合は「H」、令和の場合は「R」と半

角で記録する。 

⑤ 性別については、男性の場合は「M」、女性の場合は「F」と半角で記録する。 

⑥ 氏名カナ、氏名漢字、元号、年、月、日及び性別は、それぞれセル毎で区切る。 

⑦ 記載例（データ上の記載） 

昭和３８年７月１４日生まれの公共太郎（男性）の場合は、 
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申請書類における留意事項について 
 
１．提出部数は１部とし、通しの頁数を次の例のように頁右下に記載するものとす
る。（例 1／10，2／10･･･9／10，10／10）。 

 
２．提出様式１－２「企業の業務実績」 
 ①記載した業務に係る契約書の写し及び業務計画書等を必ず添付すること。 
 ②単体および共同体の担当する分担業務については、「本業務全体のマネジメン

ト及び企画立案」、「施設・設備維持管理業務」「植物管理業務」とし、さら
に細かく業務を分担する場合には「施設・設備維持管理業務のうち、施設管理」
などの記載とし、独自に｢総合運営管理業務（例）｣など独自の名称は作らない
こと。 

③本業務全体のマネジメント及び企画立案の実績については、実施要項1.2.1で記
載しているとおり、必ず「本公園の運営維持管理全般について目標及び業務計
画を策定し、多岐にわたる業務について総合的な調整を行い、適切な進捗管理
を実施」した会社とし、その内容について契約書で記載されていない場合は、
その内容が確認できる業務の仕様書等も添付すること。 

④共同体の場合は、本業務全体のマネジメント及び企画立案を担当する企業を代
表企業とすること。 

 
３．提出様式１－３「業務責任者の業務実績」 
 ①記載した業務に係る契約書の写し及び業務計画書等を必ず添付すること。 
②「本業務全体のマネジメント及び企画立案」、「施設・設備維持管理業務」、
「植物管理業務」の業務責任者においては、業務を分割し複数の業務責任者を
配置できないものとする。なお、複数配置した場合には、特定しない。 

  ただし、実施要項に定めた範囲において兼務は可能とする。 
 ③共同体の場合は、本業務全体のマネジメント及び企画立案を担当する総括責任

者を代表企業の社員（予定を含む）とすること。また、「所属・役職」の欄に
会社名を記載すること。 

     
４．提出様式１－４「守秘性に関する要件」 
 ①守秘義務に関する規定を定めた社内の規則等（該当ページのみ）を添付すること。

また、共同体の場合は、構成員毎に様式１－４の提出及び守秘義務に関する規
定を定めた社内の規則等（該当ページのみ）を添付すること。該当部分に下線を引
くこと。  

 
５．提出様式１－５「業務実施体制」 
 ①共同体の場合は、備考欄に所属企業名および職務、配置予定者の氏名を記載す

ること。 
②組織図（業務実施のための体制図）を添付すること。その際に担当する分担業
務を記載すること。 

③実施要項３．３．表８に定める業務を分割し複数の業務責任者を配置できない
ものとする。なお、複数配置した場合には、特定しない。 

 
６．提出様式１－５－２「業務実施体制における提案」 

Ａ４版片面１枚以内で、文字寸法は１０．５ポイント以上とすること。 
図表等を入れる場合は、コピー等により判読不可能とならない文字の大きさ９

ポイント程度までとし、判読できない場合は、図表等を評価しない場合がある。
白黒又はカラー片面印刷で提出すること。 

 
７．提出様式１－６「実施方針」 

Ａ４版片面２枚以内で、文字寸法は１０．５ポイント以上とすること。 
図表等を入れる場合は、コピー等により判読不可能とならない文字の大きさ９

ポイント程度までとし、判読できない場合は、図表等を評価しない場合がある。
白黒又はカラー片面印刷で提出すること。 
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８．提出様式１－１０（第２面）等 

開札後、落札者となるべき者（落札予定者）は、開札後速やかに様式１－１０
（第２面）及び電磁的記録媒体（ＣＤ－Ｒ等）を提出すること。 
なお、記載内容に疑義が生じた場合等必要に応じて、住民票の写し等の確認書
類の提出を求める場合がある。 
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（提出様式２－１） 

 

企画書 

 

 

 業務の名称  R5-R9国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務 

 

 履行期限   令和  年  月  日 

 

 

標記業務について、企画書を提出します。 

 

 

                                                 令和  年  月  日 

 

 

 支出負担行為担当官 

 関東地方整備局長 殿 

                 

 

 

              提出者）住    所 

                  電話番号 

                  会 社 名 

                  代 表 者 役職名    氏      名    印 

 

              作成者）担当部署 

                  氏  名 

                電 話 番 号  

                  Ｆ Ａ Ｘ 

                  Ｅ－mail 

 

                           （共同企業体の場合は、以下のように記入すること。） 

                                   住 所 ：共同体事務所の所在地 

                                    電話番号：共同体事務所の電話番号 

                                        ＦＡＸ ：共同体事務所のＦＡＸ番号 

                                        会社名 ：○○○○業務 

                                         △△・○○共同体 

                                        代表者 ：△△㈱ 役職名  氏名 印 

                    

 

 注）紙入札方式による場合は代表者印を押印してください。 
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（提出様式２－２―１） 

１）目標とする公園利用者数の確保に関する提案  

 

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針  

  ○ ○ ○ を 基 本 的 な 方 針 と し て 、 ○ ○ ○  

  

公 園 利 用 者 数 【 数 値 目 標 】               （ 単 位 ： 人 ）  

年度 R5 R6 R7 R8 R9 

体験学習施設

（本部棟）の

72h ツアー体験

者数 

          

体験学習施設

（本部棟）の小

・中学生の団体

の 72h ツアー体

験者数 

          

 

１．企画提案項目：○○○の活用 

 ・具体的な企画提案：○○○を活用し、・・・・実施します。 

・期待される効果：○○○を活用することにより、・・・・が期待されます。  

 

２．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案： 

・期待される効果：  

 

３．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案：  

・期待される効果：  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各企画提案項目には１から３までの通し番号を付けること。 

※目標とする数値を各年度設定の上、その公園利用者数確保に向けて、実現性のある企画

提案および期待される効果を具体的に記述する。 

※企画提案によって、設計数量が変更する場合には、必ず提出様式２－２―１２の改善提

案も行うこと。 

※ 記 載 に あ た っ て の 注 意 事 項 等 は 、本 様 式 の【 別 添 】に 示 す の で 必 ず 確 認 す る こ

と 。  
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（提出様式２－２―２） 

２）利用者満足度の確保に関する提案  

 

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針  

  ○ ○ ○ を 基 本 的 な 方 針 と し て 、 ○ ○ ○  

 

公 園 利 用 者 の 満 足 度 【 数 値 目 標 】     （ 単 位 ： ％ ）  

  

年度 R5 R6 R7 R8 R9 

「体験学習施設

のサービス」に

関する「満足で

きる」及び「や

や満足」の回答

比率 

          

「自主事業及び

委託費を充当

する防災に関

する行催事」に

おける利用者

の学習効果に

関する「満足で

きる」及び「や

や満足」の回答

比率 

         

 

１．企画提案項目：○○○の活用 

 ・具体的な企画提案：○○○を活用し、・・・・実施します。 

・期待される効果：○○○を活用することにより、・・・・が期待されます。  

２．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案： 

・期待される効果：  

３．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案：  

・期待される効果：  

 

 

 

 

 

※各企画提案項目には１から３までの通し番号を付けること。 

※目標とする数値を設定の上、その満足度数の向上に向けて、実現性のある企画提案およ

び期待される効果を具体的に記述する。 

※企画提案によって、設計数量が変更する場合には、必ず提出様式２－２―１２の改善提

案も行うこと。 

※ 記 載 に あ た っ て の 注 意 事 項 等 は 、本 様 式 の【 別 添 】に 示 す の で 必 ず 確 認 す る こ

と 。  
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（提出様式２－２―３） 

３）公園特性を活かした植物管理に関する提案  

 

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針  

  ○ ○ ○ を 基 本 的 な 方 針 と し て 、 ○ ○ ○  

 

１．企画提案項目：○○○の活用 

 ・具体的な企画提案：○○○を活用し、・・・・実施します。 

・期待される効果：○○○を活用することにより、・・・・が期待されます。  

 

２．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案： 

・期待される効果：  

 

３．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案：  

・期待される効果：  

 

 

※各企画提案項目には１から３までの通し番号を付けること。 

※企画提案項目１．～３．に、本公園内の自然資源等を活用した魅力ある花修景や風景の

演出に関して、実現性のある企画提案および期待される効果を具体的に記述する。 

※企画提案によって、設計数量が変更する場合には、必ず提出様式２－２―１２の改善提

案も行うこと。 

※ 記 載 に あ た っ て の 注 意 事 項 等 は 、本 様 式 の【 別 添 】に 示 す の で 必 ず 確 認 す る こ  

と 。  
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（提出様式２－２―４） 

４）公園特性及び資源、施設を活かした運営管理に関する提案  

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針  

  ○ ○ ○ を 基 本 的 な 方 針 と し て 、 ○ ○ ○  

 

１．企画提案項目：○○○の活用 

 ・具体的な企画提案：○○○を活用し、・・・・実施します。 

・期待される効果：○○○を活用することにより、・・・・が期待されます。  

 

２．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案： 

・期待される効果：  

 

３．企画提案項目：  

・具体的な企画提案：  

・期待される効果：  

※各企画提案項目には１から３までの通し番号を付けること。 

※企画提案項目１～３．に、本公園の「基幹的広域防災拠点」の機能を発揮させるための

維持管理方法に関して、実現性のある企画提案および期待される効果を具体的に記述す

る。※企画提案によって、設計数量が変更する場合には、必ず提出様式２－２―１２の

改善提案も行うこと。 

※ 記 載 に あ た っ て の 注 意 事 項 等 は 、本 様 式 の【 別 添 】に 示 す の で 必 ず 確 認 す る こ

と 。  
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（提出様式２－２―５） 

５）多様な利用プログラムの提供に関する提案  

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針  

○ ○ ○ を 基 本 的 な 方 針 と し て 、 ○ ○ ○  

 

防災関連の普及啓発に関する大規模な行催事の開催回数、参加人数【 数 値 目 標 】  

（ 単 位 ： 件 ）    

年度 R5 R6 R7 R8 R9 

防災関連の普

及啓発に関す

る大規模※３な

行催事の開催

回数 

 

 
    

  

１．企画提案項目：○○○の実施 

 ・具体的な企画提案：○○○において、・・・・○○○を実施します。 

・期待される効果：○○○を実施することにより、・・が期待されます。 

 

２．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案： 

・期待される効果：  

 

３．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案：  

・期待される効果：  

 

 

 

 

 

 

 

  

※各企画提案項目には１から３までの通し番号を付けること。 

※目標とする数値を設定の上、その達成に向けて、実現性のある企画提案および期待され

る効果を具体的に記述する。 

※ 自主事業の自主イベントの企画提案については「（提出様式２－２－１０）自主事業に

関する提案」に記述するものとし、本様式では委託費で行う行催事（材料代等実費を公園

利用者から徴収すること等ができるものを含む）のみを記載すること。 

※企画提案によって、設計数量が変更する場合には、必ず提出様式２－２―１２の改善提

案も行うこと。 

※ 記 載 に あ た っ て の 注 意 事 項 等 は 、本 様 式 の【 別 添 】に 示 す の で 必 ず 確 認 す る こ

と 。  
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（提出様式２－２―６） 

６）情報受発信に関する提案  

 

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針  

  ○ ○ ○ を 基 本 的 な 方 針 と し て 、 ○ ○ ○  

 

マスコミ報道件数【 数 値 目 標 】  （ 単 位 ： 件 ）    

年度 R5 R6 R7 R8 R9 

マスコミによる年間

の報道件数 
－         

 

 

１．企画提案項目：○○○の活用 

 ・具体的な企画提案：○○○を活用し、・・・・実施します。 

・期待される効果：○○○を活用することにより、・・・・が期待されます。  

  

２．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案： 

・期待される効果：  

 

３．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案：  

・期待される効果：  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各企画提案項目には１から３までの通し番号を付けること。 

※マスコミ報道件数の目標を設定の上、本公園が提供するサービス内容や公園の魅力等に

関する広報宣伝・情報の受発信について、実現性のある企画提案および期待される効果

を具体的に記述する。 

※企画提案によって、設計数量が変更する場合には、必ず提出様式２－２―１２の改善提

案も行うこと。 

※ 記 載 に あ た っ て の 注 意 事 項 等 は 、本 様 式 の【 別 添 】に 示 す の で 必 ず 確 認 す る こ

と 。  
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（提出様式２－２―７） 

７）地域との連携活動・市民との協働活動に関する提案  

 

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針  

  ○ ○ ○ を 基 本 的 な 方 針 と し て 、 ○ ○ ○  

 

近隣施設・市民との連携による行催事の開催回数、参加人数【 数 値 目 標 】  

（ 単 位 ： 件 ）    

年度 R5 R6 R7 R8 R9 

近隣施設との

連携による防

災関連の普及

啓発に関する

中規模の行催

事の開催回数 

     

市民との連携

による防災関

連の普及啓発

に関する中規

模の行催事の

開催回数 

     

 

 

１．企画提案項目：○○○と連携 

 ・具体的な企画提案：○○○と連携し、・・・・実施します。 

・期待される効果：○○○と連携することにより、・・・・が期待されます。  

 

２．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案： 

・期待される効果：  

 

３．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案：  

・期待される効果：  

 

 

※各企画提案項目には１から３までの通し番号を付けること。 

※企画提案項目１．～２．に、近隣施設（防災関連部局・近隣の学校施設・公共施設等）

との連携による行催事の実施について、実現性のある企画提案および期待される効果を

具体的に記述する。 

※企画提案項目３．に、市民（ボランティアやＮＰＯ団体等）との連携による行催事の実

施について、実現性のある企画提案および期待される効果を具体的に記述する。 

※自主事業の自主イベントの企画提案については「（提出様式２－２－１０）自主事業に

関する提案」に記述するものとし、本様式では委託費で行う行催事（材料代等実費を公

園利用者から徴収すること等ができるものを含む）のみを記載すること。 

※企画提案によって、設計数量が変更する場合には、必ず提出様式２－２―１２の改善提

案も行うこと。 

※ 記 載 に あ た っ て の 注 意 事 項 等 は 、本 様 式 の【 別 添 】に 示 す の で 必 ず 確 認 す る こ

と 。  
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（提出様式２－２―８） 

８）公園利用者等の安全を確保する管理手法に関する提案  

 

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針  

  ○ ○ ○ を 基 本 的 な 方 針 と し て 、 ○ ○ ○  

 

 

１．企画提案項目：○○○の活用 

 ・具体的な企画提案：○○○を活用し、・・・・実施します。 

・期待される効果：○○○を活用することにより、・・・・が期待されます。  

  

 

２．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案： 

・期待される効果：  

 

 

３．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案：  

・期待される効果：  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各企画提案項目には１から３までの通し番号を付けること。 

※企画提案項目１．に、公園利用者の安全・安心を確保する施設管理および運営管理につ

いて、実現性のある企画提案および期待される効果を具体的に記述する。 

※企画提案項目２．に、既存地形や本公園の特性を踏まえた上で、ハード面、ソフト面で

のユニバーサルデザイン対応について、実現性のある企画提案および期待される効果を

具体的に記述する。 

※企画提案項目３．に、公園スタッフに関する事故を未然に防ぐ取組について、実現性の

ある企画提案および期待される効果を具体的に記述する。 

※企画提案によって、設計数量が変更する場合には、必ず提出様式２－２―１２の改善提

案も行うこと。 

※ 記 載 に あ た っ て の 注 意 事 項 等 は 、本 様 式 の【 別 添 】に 示 す の で 必 ず 確 認 す る こ

と 。  
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（提出様式２－２―９） 

９）緊急時及び非常時の対応に関する提案  

 

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針  

  ○ ○ ○ を 基 本 的 な 方 針 と し て 、 ○ ○ ○  

 

 

１．企画提案項目：○○○の実施 

 ・具体的な企画提案：○○○について、・・・・実施します。 

・期待される効果：○○○をすることにより、・・・・の防止が期待されます。  

  

 

２．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案： 

・期待される効果：  

 

 

３．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案：  

・期待される効果：  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各企画提案項目には１から３までの通し番号を付けること。 

※企画提案項目１．～２．に、緊急事態を想定し、実現性のある企画提案および期待され

る効果を具体的に記述する。 

※企画提案項目３．に、トラブル時や緊急時に円滑に対応し、かつ被害を拡大させないた

めの体制、対策について、実現性のある企画提案および期待される効果を具体的に記述

する。 

※企画提案によって、設計数量が変更する場合には、必ず提出様式２－２―１２の改善提

案も行うこと。 

※ 記 載 に あ た っ て の 注 意 事 項 等 は 、本 様 式 の【 別 添 】に 示 す の で 必 ず 確 認 す る こ

と 。  
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（提出様式２－２―１０） 

１０）自主事業に関する提案  

 

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針  

  ○ ○ ○ を 基 本 的 な 方 針 と し て 、 ○ ○ ○  

 

 

１．企画提案項目：○○○の実施 

 ・具体的な企画提案：○○○において、・・・・○○○を実施します。 

・期待される効果：○○○を実施することにより、・・が期待されます。 

 

２．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案： 

・期待される効果：  

 

３．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案：  

・期待される効果：  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各企画提案項目には１から３までの通し番号を付けること。 

※公園の目的・魅力の向上の観点について、実現性のある企画提案および期待される効果

を具体的に記述する。 

※企画提案によって、設計数量が変更する場合には、必ず提出様式２－２―１２の改善提

案も行うこと。 

※自 主 事 業 ： 事 業 者 の 独 立 採 算 に よ り 行 う 事 業 を い う 。  

※ 記 載 に あ た っ て の 注 意 事 項 等 は 、本 様 式 の【 別 添 】に 示 す の で 必 ず 確 認 す る こ

と 。  
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（提出様式２－２―１１） 

１１）収益施設の運営に関する提案  

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針  

  ○ ○ ○ を 基 本 的 な 方 針 と し て 、 ○ ○ ○  

 

１．企画提案項目：○○○の活用 

 ・具体的な企画提案：○○○を活用し、・・・・実施します。 

・期待される効果：○○○を活用することにより、・・・・が見込まれます。  

 

２．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案： 

・期待される効果：  

 

３．企画提案項目：  

 ・具体的な企画提案：  

・期待される効果：  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各企画提案項目には１から３までの通し番号を付けること。 

※企画提案項目１．自動販売機における公園利用者サービスの向上に向けた運営について、

実現性のある企画提案および期待される効果を具体的に記述する。 

※企画提案項目２．飲食・物販施設における公園利用者サービスの向上に向けた運営につ

いて、実現性のある企画提案および期待される効果を具体的に記述する。 

※企画提案項目３．バーベキューガーデンにおける公園利用者サービスの向上に向けた運

営について、実現性のある企画提案および期待される効果を具体的に記述する。 

※企画提案によって、設計数量が変更する場合には、必ず提出様式２－２―１２の改善提

案も行うこと。 

※ 記 載 に あ た っ て の 注 意 事 項 等 は 、本 様 式 の【 別 添 】に 示 す の で 必 ず 確 認 す る こ  

と 。  
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（提出様式２－２―１２） 

１２）各業務の最低水準（現行基準）として示された仕様書に対する、改善提案  

 

基 本 的 な 考 え 方 ・ 方 針  

  ○ ○ ○ を 基 本 的 な 方 針 と し て 、 ○ ○ ○  

 

 

１．  改善提案項目：○○○工 

・設計数量：○○ｍ２ 

・変更数量：○○ｍ２ 

 ・変更可能な理由：○○○を導入し、・・○○の質が向上（○○を削減）します。 

・期待される効果：○○○を導入することにより、・・・の削減が見込まれます。

   

 

２．  改善提案項目： 

・設計数量： 

・変更数量： 

 ・変更可能な理由： 

・期待される効果：  

 

 

３．  改善提案項目： 

・設計数量： 

・変更数量： 

 ・変更可能な理由： 

・期待される効果：  

 

 

４．  改善提案項目： 

・設計数量： 

・変更数量： 

 ・変更可能な理由： 

・期待される効果：  

 

 

５．  改善提案項目： 

・設計数量： 

・変更数量： 

 ・変更可能な理由： 

・期待される効果     

 

※各改善提案項目には通し番号を付けること。 

※改善提案による質の維持向上又は経費の削減（あるいはその両方）に関する提案につい

て、実現性のある改善提案および期待される効果を具体的に記述する。 

※ 設 計 数 量 が 変 更 と な る 場 合 に は 、数 量 総 括 表 に 変 更 数 量 を 記 述 し て 提 出 す る こ

と 。  

※ 記 載 に あ た っ て の 注 意 事 項 等 は 、本 様 式 の【 別 添 】に 示 す の で 必 ず 確 認 す る こ  

と 。          
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（提出様式２－２―１３） 

 

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標について適合状況 

 
※  １～３の全項目について、該当するものに○を付けること。 
※  そ れ ぞ れ 、 該 当 す る こ と を 証明 す る 書 類（ 認 定 通 知書 の 写し ・ 一 般 事 業 主行 動 計 画策

定・変更届（都道府県労働局の受領印付）の写し）を添付すること。 
※  「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取扱要綱」第２条に規

定する同要綱の対象となる外国法人については、それぞれ、該当することを証明する書
類（内閣府男女共同参画局長による認定等相当確認通知書の写し）を添付すること。 

 
１．女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等 
 

○  プラチナえるぼしの認定を取得している。 
【 該当 ・ 該当しない 】 

 
○  えるぼし３段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」

の基準を満たしている。 
【 該当 ・ 該当しない 】 

 
○  えるぼし２段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」

の基準を満たしている。 
【 該当 ・ 該当しない 】 

 
○  えるぼし１段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」

の基準を満たしている。 
【 該当 ・ 該当しない 】 

 
○  一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を策定・届出をして

おり、 
かつ、常時雇用する労働者が 100 人以下である。 

【 該当 ・ 該当しない 】 
 

２．次世代育成支援対策推進法に基づく認定 
 

○  「プラチナくるみん認定」を取得している。 
【 該当 ・ 該当しない 】 

 
○  「くるみん認定」（令和４年４月１日以降の基準）を取得している。 

【 該当 ・ 該当しない 】 
 

○  「くるみん認定」（平成 29 年４月１日～令和４年３月 31 日までの基準）を取得してい
る。 

【 該当 ・ 該当しない 】 
 

○  「トライくるみん認定」を取得している。 
【 該当 ・ 該当しない 】 

 
○  「くるみん認定」（平成 29 年３月 31 日までの基準）を取得している。 

【 該当 ・ 該当しない 】 
 

３．若者雇用促進法に基づく認定 
 

○  若者雇用促進法に基づく認定「ユースエール認定」を取得している。 
【 該当 ・ 該当しない 】 
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（提出様式２－２―１４） 

別紙－１の１ 大企業用 

 

注１：本表明書の記入様式は、入札説明書（個別）とともに配布を行う。 

注２：本表明書は指定の者の押印付き書類の写しを提出する。

【←↓どちらかを選択し記載する】 

【本表明書については、従業員代表及び給与又は経理担当者

が押印した書類の写しの提出とする。】 
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別紙－１の１ 中小企業用 

 

注１：本表明書の記入様式は、入札説明書（個別）とともに配布を行う。 

注２：本表明書は指定の者の押印付き書類の写しを提出する。

【←↓どちらかを選択し記載する】 

【本表明書については、従業員代表及び給与又は経理担当者

が押印した書類の写しの提出とする。】 
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別紙－１の２に添付 中小企業用 

 
注：本様式は国税庁のWebサイトのものを使用する。
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別紙－１の１及び１の２ 留意事項 

 

注：本市の記入様式は、入札説明書（個別）とともに配布を行う。
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別紙－２ 事業年度の場合留意事項 
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注：本様式は国税庁のWebサイトのものを使用する。
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別紙－３ 暦年の場合（参加表明書には添付しない） 

 

注：本様式は国税庁のWebサイトのものを使用する。 
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【別添】 

 

企画書の提案に関する注意事項等 

 

 

  １．各企画提案および改善提案について、着眼点が他と比較して優れており、具体性、

実現性があり、当該公園において適切かつ効果的なものであるか等の妥当性について

総合的な観点から評価する。 

 

  ２．各企画提案および改善提案の頁数は、説明図表を含めＡ４版２頁以内とする。 

   上記頁数を超えた場合、加点評価対象は２頁目までに記載されている内容とし、３頁

目以降に記載した内容は加点評価対象としない。ただし、３頁目以降に記載した内容

（履行不可と判断されたものを除く。）についても特定された場合は、履行義務は負

うものとする。 

 

  ３．各企画提案の項目数は最大３項目までとし、記載の順に１から３までの通し番号を

付けること。 

    加点評価対象は番号１から３の企画提案項目までとし、これを超えた企画提案項目

は加点評価対象としない。また、通し番号の記載がない企画提案項目についても加点

評価対象としない。ただし、超過した企画提案項目又は通し番号の記載がない企画提

案項目（履行不可と判断されたものを除く。）についても特定された場合は、履行義

務は負うものとする。 

    

  ４．改善提案は、記載の順に１から通し番号を付けること。 

    通し番号の記載がない改善提案項目については加点評価対象としない。ただし、通

し番号の記載がない改善提案項目（履行不可と判断されたものを除く。）についても

特定された場合は、履行義務は負うものとする。 

頁数は、上記２．によるものとする。 

 

  ５．１つの企画提案項目は１つの着目対象（○○対策、等）に限って設定すること。 

    複数の着目対象に対する企画提案項目を記載した場合には、当該企画提案項目

を加点評価対象としない場合がある。ただし、当該企画提案項目（履行不可と判断

されたものを除く。）についても特定された場合は、履行義務は負うものとする。 

 

  ６．１つの企画提案項目に対する具体的な企画提案は、業務の特性及び現場条件等を考

慮のうえ、企画提案項目とした着目対象に関して効果を発現させるための実施方法（効

果を高めるために付帯して行うものを含む。）を具体的に記載する。 

    曖昧な表現及び「仕様書に基づき履行」等の簡易な表現はしないこと。 
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  ７．以下に示すような企画提案項目は、標準案と同程度であり効果が期待できな

いものとし、加点評価しない。 

        ①仕様書及び関係法令を遵守した標準的な内容  

 

   

  ８．以下に示すような企画提案項目は、実施を認めないもの（履行不可）とする。 

        ①関係法令に違反するもの 

    ②入園料、使用料等の増減を変更させるもの 

    ③開園日時を変更させるもの（主催イベントなど仕様書で明示してあるもの

は除く） 

 

９．文字寸法は１０．５ポイント以上とする。図表等を入れる場合は、コピー等

により判読不可能とならない文字の大きさ９ポイント程度までとし、判読でき

ない場合は、図表等を評価しない場合がある。 

 

10．白黒又はカラー片面印刷で提出するものとする。 

 

11．企画書の提出部数は１部とし、通しの頁数を以下の例のように頁右下に記載す

るものとする。（例 1／n，2／n･･･n／n）。 

 

12．企画書に個別法人および個別グループ等が特定できる記載内容（法人名、個人

名など）がある場合は、その記載された頁に該当する実施要項表９に示す｢区分｣

は加点評価対象としない。やむを得ず法人名を用いる場合には以下の例のように

記載するものとする。ただし、当該区分（履行不可と判断されたものを除く。）

についても特定された場合は、履行義務は負うものとする。 

   

（例） ▲▲会社     →  当法人  

■■財団     →  当法人 

◇◇共同体    →  当法人 

□□グループ   →  関連グループ 等 

        ※固有の名称は用いないこと。     

                                                      

13．各企画提案および改善提案を作成する上で、同様な内容を記述する場合は、該当箇

所に｢（再掲）｣と記載すること。ただし、加点対象とするが、実施要項表９に示

す｢区分｣によって評価が異なる場合がある。 
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国土交通省 関東地方整備局 

 

 

 

 

 

 

 

R5-9 国営東京臨海広域防災公園 

収益施設等運営計画書 

 

提  出  様  式 
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【企画書提出時に提出すること】 

（様式３－１） 

 

令和  年  月  日 

 

収益施設運営計画書 
 

 国土交通省 関東地方整備局  殿 

 

                  （申込者）社 名 

 

                       代表者                  印 

 

                       所在地 

 

                       TEL(FAX) 

 

 

下記施設について、R5-9 国営東京臨海広域防災公園収益施設等運営計画書を提出します。 

 

 

 

記 

 

（１）所 在 地     東京都江東区 

（２）対象施設 自動販売機（２箇所）、バーベキューガーデン、飲食・物販施設 

 

 

 

 

 

＊共同体として参加する者が提出する場合は、R5-9 国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業務につい

て、本業務全体のマネジメント及び企画立案業務をする者とする。 
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（様式３－２） 

収益施設運営計画 

※運営施設全体の運営計画について、基本的な考え方及び取り組み方策を具体的に記述すること。

また、繁忙期、閑散期に対応した運営方針も具体的に記述すること。

※図表を含みＡ４版２枚までとし、文字サイズは１０．５ポイント以上とする。

（１）運営施設全体の運営計画

・基本的な考え方

・取組方策

・繁忙期、閑散期に対応した運営方針
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 ３

（様式３－３） 

 

（２）収益施設の運営に関する提案 

 
 
 
１．企画提案項目：○○○の設定 
 ・具体的な企画提案：○○○を設定し、・・・・実施します。 
・期待される効果：○○○を設定する事により、・・・・が見込まれます。  

  
 
２．企画提案項目：  
 ・具体的な企画提案： 
・期待される効果：  

 
 
３．企画提案項目：  
 ・具体的な企画提案：  
・期待される効果：  

 
 
 

※各企画提案項目には１から３までの通し番号を付けること。 

※企画提案項目１．自動販売機における公園利用者サービスの向上に向けた運営について、実現性のあ

る企画提案および期待される効果を具体的に記述する。 

※企画提案項目２．バーベキューガーデンにおける公園利用者サービスの向上に向けた運営について、

実現性のある企画提案および期待される効果を具体的に記述する。 

※企画提案項目３．飲食・物販施設における公園利用者サービスの向上に向けた運営について、実現性

のある企画提案および期待される効果を具体的に記述する。 

※文字寸法は１０．５ポイント以上とする。図表等を入れる場合は、コピー等により判読不可能となら

ない文字の大きさ９ポイント程度までとする。白黒又はカラー片面印刷で提出するものとする。 

※本様式に記述した企画提案については、企画書提出様式２－２－１１と同様な内容とする。 
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 ４

（様式３－４－１） 

 

※収益施設の運営期間、運営時間、料金設定、主なサービスを具体的に記述すること。 

※様式は、図表を含みＡ４版２枚までとし、文字サイズは１０．５ポイント以上とする。 

※収益施設等設置管理運営規定書に示す期間・時間を超える提案は不可とする。 

 

 

 

（３－１）自動販売機の運営期間、運営時間、料金設定、主なサービス 

運営期間、運営時間 

 

 

料金設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

主なサービス 
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（様式３－４－２） 

※収益施設の運営期間、運営時間、料金設定、主なサービスを具体的に記述すること。

※様式は、図表を含みＡ４版２枚までとし、文字サイズは１０．５ポイント以上とする。

※収益施設等設置管理運営規定書に示す期間・時間、料金を超える提案は不可とする。

（３－２）バーベキューガーデンの運営期間、運営時間、料金設定、主なサービス 

運営期間、運営時間 

料金設定 

主なサービス 
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（様式３－４－３） 

※収益施設の運営期間、運営時間、料金設定、主なサービスを具体的に記述すること。

※様式は、図表を含みＡ４版２枚までとし、文字サイズは１０．５ポイント以上とする。

※収益施設等設置管理運営規定書に示す期間・時間を超える提案は不可とする。

（３－３）飲食・物販施設の運営期間、運営時間、料金設定、主なサービス 

運営期間、運営時間 

料金設定 

主なサービス 
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